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この報告書は,日 本 自転車振興会か ら競輪収益の一部であ

機械工 業振興 資金の補助 を受けて昭和58年 度に実 施 した

地域別情報拠点 の育成 に関す る調 査研究 」の成果を と りま

めた ものであ ります。
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は じ め ゲ
」
↓

地方の時代 といわれる'80年 代 においては,我 が国の情報化が一層進展する時期 であると予想され

る。特 に,'地 域 の社会経済及び住民生活 が多様化 し,高 度化するに伴 い,的 確 な情報の利用環境整備

についての要請が高ま ってい る。

この ような情勢 に鑑み,当 協 会では,地 域情報拠点の育成充実 を図る ことが必要 と考 え,昭 和54

年 度 より5カ 年 にわたb全 国5地 域 において各地域特性 を活か した調査並びに研究開発等 を実施 し,

地 域情報化の基盤づ くりを行 って きた。

地域情報拠点の構想は,地 域活動 を行 っている機関が各々の 目的に応 じて収集加工する情報 をネ ッ

トワーク化 し,相 互に有効利用を図 り,提 供サー ビスを可能 とするものである。

初年度 は,地 域別情報拠点育成調査委員会及び3地 域委員会を設けて,地 域開発(北 海道),地 場

産業(東 海 ・北陸),情 報 ネ ットワーク形成(九 州)の3情 報拠点について,情 報ニーズ調査 を行 っ

た。

第2年 度は,前 記各委員会 を継続 して情報拠点育成のために より具体的な事例研究を進めるととも

に,新 たに2地 域委員会を設けて,地 域経済情報(関 信越 ・東北),地 域 情報流通(近 畿 ・中国 ・四

国)の2情 報拠点について,情 報 ニーズ調査 を実施 した。

第3年 度は,北 海道,東 海 ・北陸,九 州の3地 域 につ き,各 地域機関に委託 してパイロ ット・モデ

ル ・システムの研究開発 を実施 し,過 去3カ 年 にわたる各地域調査 を統括 した。また,関 信越 ・東北,

近 畿 ・中国 ・四国の2地 域につ き,よb対 象 を絞 った事例研究を行 った。 この他,各 地域に共通 する

課題 として地方 自治体におげる情報利用の事例調査 を実施 した。

第4年 度 は,関 信越 ・東北,近 畿 ・中国 ・四国 の2地 域 につき,パ イロッ ト・モデル ・システムの

開発に着 手す るとともに,シ ステムの運用や情報 ネ ッ トワーク形成等基盤整備の研究を行 った。

最終年度 と して本年度は,関 信越 ・東北,近 畿 ・中国 ・四国の2地 域 につきモデル システ ムを完成

するとともに,5地 域 におけるこれ までの調査 研究並びにこれ らの結果 に基づ く啓蒙 ・普及活動等,

全 般 にわたり本事業成果 をとりま とめた。`

今 後は これ ら成果 を各界各地域に普及する ことに より,地 域情報拠点育成 と情報 ネ ットワーク形成

の より一層の推進 ・発展 を図ることと したい。

最後 に,本 調査研究 にあたってご指導,ご 協 力をいただいた委員をは じめ関係各位に感謝の意 を表

します。

昭和59年3月
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1.事 業 の概 要

ここでは,本 調査研究事業の計画,推 進体制,実 施経過及び報告書の構成 について述べる。

●

■

1・1事 業 計 画

本プロジェク トでは,全 国 を5つ の地域に区分 して,各 地域共3カ 年計画で実施する。

初年度は,地 域情報の高度利用,政 策的利用に関するニーズ調査,利 用技術の研究を行 う。

第2年 度は,初 年度の成果 を踏まえて,地 域情報の高度利用に関するテス ト事例の研究を行 う。

第3年 度は,必 要性の高い情報 について条件の整 った地域か ら,地 域 情報システムの形成及びそ

の利用のためのソフ トウ ェアの開発を行 う。

ただ し,北 海道,東 海 ・北陸,九 州の3地 域は54年 度 を初年度 と し,関 信越 ・東北,近 畿 ・中国

・四国の2地 域は55年 度 を初年度 とする
。

なお,関 信越 ・東北,近 畿 ・中国 ・四国の2地 域 については,期 間を延長 して57,58年 度 の2カ

年計画でシステム開発を実施する。

表1-1地 域 ・年度別事 業計画

54 55 56 57 58

① 北海道

② 東海・北陸

③ 九州

(調 査)
鴫

(テス ト事例} (システム開発)
●

④ 関 信越 ・東北

⑤ 近 畿 ・中国 ・四国

(調 査} (テス ト事例} (システム股引) (システム開発}
「 一

1.2推 進 体制

中央に 「地域別情報拠点育成調査委員会」(以 下単に本委員会と略す)を,各 地域に地域委員会

を設置 して本調査研究を推進する。

各委員会の機能と構成は次のとおりとする。

① 地域別情報拠点育成調査委員会(本 委員会)

・ 関係諸機関の間の意見交換,並 びに各地域に拾ける調査研究事業の全体的調整,と りまとめ

にあたる。

・ 本委員会の開催は年4回 程度とし,事 業計画策定段階,各 地域における中間成果と最終成果

の出揃った段階及び報告書作成段階で開催する。

② 地域委員会

・ 各地域における関係諸機関の間の意見交換をはじめ,各 地域における本事業を推進 し,全 体

を統括する。

一1一



●

●

■

●

5地 域 について,各 々地域別 に委員会 を設ける。

次の メンバーに より構成 される。

・地方 自治体

・地域の商工会議所等の各種団体

・地域企業(電 力,銀 行 等)・

・地域の情報サー ビス機 関

・省庁等の地方支分部局

地域委員会は,適 宜開催 する。

事務局は,各 地域の事業 を勘 案 して各地域の適当な機 関にお く。
、

1.5実 施 経 過

本 プロジェク トは,昭 和54年 度 か ら5カ 年 にわた り前記事業計画,推 進体制に基づ き実施 した。

経過概要は以下に示すとお りである。

(1)地 域 テーマの設定

各地域において調査 を開始するにあたb,そ の地域の特性 を踏まえたテーマを各 々表1-2の

とおり設定 した。

']

表1-25地 域 の テ ー マ

地 域
'テ ー マ

北 海 道 地域開発に関する情報の調査研究

東 海 ・ 北 陸 地場産業における情報機能のあり方

九 州 流通システム化に関する地域情報ネットワー ク形 成

関 信 越 ・東 北 地域経済情報ネットワークの形成

近 畿 ・ 中 国 ・ 四 国 西日本地域情報拠点の形成

(2)実 施 体制

中央に本委員会を,全 国5ブ ロックの主要地域 に5つ の地域委員会 を図1-1の とおり設置 し

た。
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(54～584|三 度)
本会貝合

地域別情 報拠点育成調査委員会

(54～56勾 三度)

1.地}r則周全に関する情報

;潟査・套貝会

式北海道)

(54～56)

2.地場産量に関す る情報

調査葵貝会

(東海 ・北陸)

大学
地方自治体

地・貞委員会賑譲漂 瓢
地域情報サービス機関

田の出先機関(通 商産業同等)
55～58

豊1瓢 報セ〃ター ・
地域挺輿関連の公共団体

情報サービス機関

通商産某省.

3.流 通システム化に1対す

る地域情報委貝合

(九州)

4」也域経済情報ネットワ

ー ク形成に閲する筑3缶

委員会

(関 信越 ・東北)

(55～58

5.西 日本地域情報拠点形

.成 に閑†る珂査委員会

(近畿 ・中田 ・四国)

●

図1-1委 員会体制

(3)実 施内容

5カ 年 にわたる調査研究の全 体計画 と実施経過 を図示する と図1-2の とk・りであ り,年 度別

の経緯は次の とお りである。

054年 度,北 海道,東 海 ・北陸,九 州の3地 域 につ き,・各地域特有の地域問題 を考慮 して最 も

適 当と思われ る次の課題 について調査 を開始 した。

・ 北 海 道… 「地域開発に関する情報調査」

・ 東海 ・北陸… 「地場産業に関する情報調査」

・ 九 州… 「地域情報のデータ交換 ネットワーク形成調査」

055年 度 北海道,東 海 ・北陸地域については,54年 度 の情報ニーズ調査結果 に基づ き,よ り

対象を しぼ ったテス ト事例研究及びモデル システムの概要設計を行 った。

九州地域は,九 州 におけ る重要課題 である 「流通 システ ム化に関する地域情報調査」にテー

マを しぼ り,テ ス ト事例研究及 びモデルシステムの開発を行 った。

また,新 たに関信越 ・東北,近 畿 ・中国 ・四国地域 で調査 を開始 した。

この2地 域は,東 京,大 阪 とい う東西の中心都市が存在するので,中 央情報の地域への流通

の意味も含めて次のテーマを選んだ。

・ 関信越 ・東北……… 「地域経済 情報ネ ットワーク形成 に関する調査」

・ 近畿 ・中国 ・四国… 「西 日本地域 情報拠点形成 に関する調査」

056年 度 北海道,東 海 ・北陸,九 州の3地 域 につ き,各 地域機関に委託 して,パ イロット ・

モデル ・システ ムの開発を行 った。
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将来像

地 域 別 情 報 ニ ー ズ 調 査 地域別情報拠点バイロ7ト ・システムの開発 地域情報化の推進0き蒙・

昭和54
3地 域の情報 三日ーズ調査

O地 域情 報処理 流通の現状
Oデ ータ利用方法の研究

の

55
2地 域の情報ニーズ調査

(54年 度と同様)

地域別情報拠点育成基本構想の作成

地 域 機 関の 情 報 拠 点 化

。地 域 情 報 の 整 備 と デ ー タ ベ ー ス 化

O情 報 処 理 機 能 の 強 化

情

昭和55年 度
3地 域の事例研究

ットワー
O情 報の利用技術
oデ ータベース開発技

昭和56年 度
2地 域の$例 研究
1ア1ン

oネ ットワーク形成 基盤

(昭 示N56年 度)

地方自治体にむける情報利用事例調査

(昭 和56年 度)
3地 域 のパイロット・
〉ステムの研究 ・開発
Oシ スアム
o地 域データの整備

・評

(灘馳 罐 傷㌧地

域を除 く)¢ンくイロット・シ
ステムの研究 ・開発

(5S年 度と同様)

56～58
'
地 域情 報流通ネットワーク形成のための基本構想の作成

。共通 アプリケーションプログラムの整備
。情報の入手 ・提供 ・再提供等地 域

報の流通 のためのルールの現 化

地域の 自治 体・各種団体・企業・情報サービス機関・省庁等の地方部局等の協調・情報流通

地域内情報ネ ットワー
の

地域間情報ネ ッ トワー
クの

その他情報 ネプトワークとの リンク

図1-2 全体計画と実施概要

' 、

●
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・ 北 海 道…地域開発情報利用 システムの研究開発(北 海道情報開発研究会)

・ 東海 ・北陸…産地情報利用 システ ムの研究 開発((財)中 部科学技術センター)

・ 九 州…流通情報利用 システムの研究開発((財)九 州流通 システム協会)

ま た,3カ 年 にわたる調査研究及びシステム開発の成果を踏まえて,こ れまでの評価及 び今

後の課題に言及 し,各 地域における情 報拠点育成調査 を総括 した。

関信越 ・東北,近 畿 ・中国 ・四国の2地 域については,55年 度 調査結果 に基づ き,よ り対象

を しぼ った事例研究を実施 した。

・ 関信越 ・東北……… レファレンス情報サ ービスの研究

・ 近畿 ・中国 ・四国一広 島地域を中心と した情報拠点構想

この他,各 地域 に共通する課題と して,地 方 自治体における情報利用の事例調査 を(財)地 方

自治情報セ ンターに依 頼 してとりまとめた。

057年 度 関信越 ・東北,近 畿 ・中国 ・四国の2地 域 については;57,58年 度の2カ 年にわた

ってパイロット・モデル ・システムを開発 することと して,57年 度 は各々システム設計 を行 っ

た。

関信越 ・東北地域は地域経済 に関する レフ ァレンス情報サービス システムを開発することと

して,シ ステ ム設計 を行 うとともに,レ フ ァレンス情報の収集 ・整備 を図 り,ク リア リングデ

ータブ ック 「地域経済 に関するレフ
アレン之情報総覧」 を作成 した。また今後,シ ステ ム運用

体制の確立を図る際の参考 とするべ く各種予備調査 を実施 した。

近畿 ・中国 ・四国地域は,地 域情報流通 システムとしてク リア リングデータベースの構築を

め ざ し,(財 潤 西情報センターへの委託に より設計を行 うとともに,既 存情報の台帳整備 を行'

った。また,地 域特性 を踏 まえた情報基盤整備 を図るため,四 国地域 における情報環境の基礎

調査 も並行 して実施 した。

058年 度 関信越 ・東北,近 畿 ・中国 ・四国の2地 域 につ き,57年 度 にひきつづ きシステム開

発作業 を実施 した。

関信越 ・東北地域は地域経済 レフ ァレンス情報サー ビスシステムを開発 ・評価するとともに,

今後 のシステムの利用 ・普 及のため に地域経済 情報の有効利用のための事例研究や各種マニ ュ

アル整備等 を行 った。

近畿 ・中国 ・四国地域においては簡易型のク リア リングデータベ ース ・システムを開発拡充

する とともに,近 畿 ・中国 ・四国の3地 域共通のデ ータベース台帳を作成 することとして各地

域においてデータ整備 を行 った。また,こ れ ら情報の流通 のため,各 種実験 ・評価 を行 ってデ

ータ交換ネ
ットワーク体制の形成を検討 した。

この他,56年 度 に3カ 年 にわたる地域調査 を終了 した北海道,東 海 ・北陸,九 州の3地 域 に

k・Laては,本 調査研究成果 を地域情報化の促進に反映させるため,57年 度 以降各地域 におげる

啓 蒙 ・普及活動を実施 している。

なk・,58年 度 調査の実施経過は表1-3に 示 す通 りである。
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表1・-3 昭和58年 度調査の実施経過表

○ 印は委員会り月催

ー

Φ

ー

年 月

委 員 会

58年

3月
4 5 6 7 8 9 10 11 12

59年

1月
2 3

中 央 委 員 会

15

0

第1回 委員会

鯛 査研究計画の検討)

スクル トン検討

5

0、

第2回 委員会(専 門)

(各地域姻査 の中間報告)

1
報告書とりまとめの検討

.10

0

第3回 委員会(専 門)

(報告 書0⑤ の検討)《 報告 山

1

15

0

第4回 委員会

〔案)の 検討)

.

地

域

委

員

会

1地 域経 済情 報 ネ ッ トワー

ク形成に関す る調査委 員会

(関 信越 ・東北)

一 一 ー 一 一
姻査計画の作成

8

0

レフ7レ ンス情報サービス ・バイ ロプト ・システムの開発

24

0
8.

○

(

27

00

東北)
■

レZ・ レンス情報堕 効i世 理 塑 研究

元
▼ ●

624
シス吾 利用等の

)427187522

}及 活 動

92
〉

ノ 報告 臣}作成..

U西 日本地域 情報 拠点形 成

に関する調 査委 員会

(近畿 ・中国 ・四国)

18

c'

畑部r画 の作 成

5

0
(専門)

26

0

ク リア リング ・デー'ベ ース ・システムの研究開発

12

0
(専門)

916

00

(専門)

.

報告 書作成 '

データ交換ネ 〃トワークの検討

恒

蝿 ●

∈

1

■ b ' ■
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1.4調 査 研 究 成 果

(1)調 査 研究 成果

5カ 年にわた る本調査研究の結果,表1-4の5つ のパイ ロットシステムが開発きれ,表1L

5の 各 種報告書及び資料が作成された。

これ らは各地域機 関等に広 く提供 し,地 域情報化の推進の一 助と しだ。

(2)58年 度 報告書の構成

58年 度 報告書は総括編 と各論編で構成される。総括編は最終年度 と して5カ 年の成果全体をま

とめたもので,事 業概要,総 論並 びに地域別の調査研究成果 とによっている。

各論編は,58年 度 調査研究 を実施 した関信越 ・東北,近 畿 ・中国 ・四国の2地 域の成果 を中心

にとりまとめた もの である。

表1-45地 域 の パ イ ロ ッ ト ・シ ス テ ム

年度 地 域 シ ス テ ム 名 開発協力機 関 デ ー タの種 類

56 北 海 道 地域開発情報利用システム 北海道情報開発研
究会

地域開発関連情報

56 東海 ・北陸 産地情報利用システム
(財)中 部 科学技術
センター

陶磁気産地の生産 ・販売
関連情報

56 九 州 流通情報利用システム (財)九 州 流通 シス
テム協会

商業統計 ・国勢調査等流
通関連基礎情報

57

～

.58

関 信 越

東 北

地域経済 レファレンス情報
サ ービスシステム

(財)日本情報処理
開発協会

地 域経済統計に関するレ

フ ァレンス情報

57

～

58

近 畿

中 国

四 国

地域情報流通(簡 易型 ク リ

ア リング ・デ ータベース)

システム

(財)関 西情報 セン
ター

報告書,統 計表等文献情
報
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表1-5報 告 書及び資料

年 度 ・ 報 告 書 及 び 資 料 名

歌

昭
和五
十
四
年
度

o地 域別情報拠点育成に関する調査研究報告書
シ

昭
和
五
十
五
年
度

O地 域別情報拠点育成に関する調査研究報告書(総 論)

O地 域別情報拠点育成に関する調査研究報告書(各 論)

昭
和
五
十
六
年
度

o地 域別情報拠点育成に関する調査研究報告書(総 論)

o(各 論1)地 域開発に関する情報調査(北 海道地域委員会)

O(各 論皿)地 場産業に関する情報調査(東 海 ・北陸地域委員会)

陶磁器産地情報システムの研究開発

o(各 論皿)流 通システム化に関する地域情報調査(九 州地域委員会)

o(各 論1V)地 域経済情報ネットワーク形成に関する調査(関 信越 ・東北地域委員会)

o(各 論V)西 日本地域情報拠点形成に関する調査(近 畿 ・中国 ・四国地域委員会)

oレ ファレンス情報サービスの調査結果(各 論W付 属資料)

o地 方自治体における情報利用事例に関する調査

昭
和
五
十
七
年
度

o地 域別情報拠点育成に関する調査研究報告書

O地 域経済に関するレファレンス情報総覧

昭
和
五
十
八
年
度

O地 域別情報拠点育成に関する調査研究報告書
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2.総 論

2.1背 景

昨今,地 方 において,社 会資本の充実により,生 活の質は格段に向上 している。

生活条件 についてみてみ ると,居 住 スペ ース,時 間的余裕,レ ジ ャーへのア クセス,健 康等 多方

面 にわた って地方 生活の優位性 は増大 してい る。

この ように地方生活の魅力が増大 している中で,若 者の意識 も変化 し,Uタ ー ン ・Jタ ーン現象

にみ られ る ように,地 元に職場を求める動 きも定着化 している。また,地 方への企業進出等 による就

業機会の増大 も著 しく,地 方を定住圏 として とらえる地方指向が表われてい る。

この ような状況か ら,80年 代 は 「地方の時代」の到 来とい うことが云われている。

一方
,科 学 分野においては,量 的拡大を志向するものか らファイン・テクノロジー などの進展にみ

られる ように知識集約的な,即 ちソフトを重視 した質的向上 ・拡大を志向する ものに比重が移 って

いる。また,物 の豊 かさの中で,生 活の関心 ・価値の多元化,消 費者ニーズの多様化 に対応 して,均

一の商品を大量に生産する小 品種大量生産か ら多品種 少量生産の時代 に移 ってピ る。

このため,「 地方の時代」に拾いては,地 域 の 自主性 を尊重 し,多 様性の中での活力ある地域の

発展が模索されている。 こうした活力ある地域発展 を図るため,各 地域が 目指す方向は,そ の地域

の置かれた状況 に応 じて異 なっており,例 えば表2-1「 地域産業 ビジョンψ「みる工業開発の課題 と方

向等」に示され るような地域施策の展開が行われてい る。

今後,魅 力ある地域の発展の可能性 は,テ クノポ リス構想等の推進 による地域技術基盤整備 の進

展,交 通 ・通信体系の整備の進展,さ らにコンピュータと通信技術の融合に よって生まれた新 しい

メデ ィア群 「ニュー メデ ィア」等に よる情 報化の進展などに よって,一 層高まってい くもの と思わ

れる。

伯方

2.2地 域 情 報 拠 点 の 考 え 方

地域の重要性が認識され る中で,国 ・地方公共団体 ・企業及び住民がそれぞれの役割を果た し,

十 分 な連携体制を取 ることは,重 要 な課題 となっている。

「80年代 通産政策 ビジ ョン」 において も,地 域 に関する様 々な問題について,地 域の特性 とニー

ズを踏まえた地域の施策 と,全 国的な視野 に立 った国の施策 とが相互に補完 し合い なが ら整合性 の

とれ た形 で展開され なければな らないと し,地 域の主体性 と国 との連携の両面が必要である ことを

述べてい る。 また地域間の連携について も,そ の有機的連携は地域社会め連帯意識 を高める ととも

に,生 活 ・文化施設 について も地域相互の有効利用を可能 と し,こ れに より,住 民は より高いレベ

ルのサー ビスを享受できる として,そ の重要性 を述べている。国 と地域間,地 域相互間,地 域内の

連携 を強 めてい くためには,種 々の努力が必要 であろ うが,国 及び地域のそれぞれが保有 してい る

情 報を体系的に整備 し,相 互 に流通 させることに より共通の情報基盤を形成 することは一つの有効

な手 段となり得るであろ う。共通の情報認識の下 では,そ れぞれの間での コンセンサスの形成 も行

いやす く,各 地域での実情に適 した意志決定が可能になる。

自治体においては,政 策立案 をより有効 なもの とするために,ま た地域産業界 においては 自産業

宝・
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表2-1地 域産業 ビジ ョンにみ る工業開発の課題 と方向等(昭 和57.2通 産 省)

良 薬 構 造 ② 現 状 と"題

北 海 道 地 域

①財政依存損U研 からの脱8P・ ③第1次 、郎3次 産気忙ついては自然条件簿北海道の有,

す砒 髄 難 路 碇忙頒 娚 肱 Φm次 面昴κついては立 則 れている髄 瓜 特

民商f1加価偵、知貝集約的な閑遭彙の発展・

「

「

東 北 地 域

、

Φ豊勒 照 臨 けW・ ル を微 としたわ姻 饅 臓 全銀 へ卵 柘 ⑳1・

蜘 飲 ついて田 ・棚 の銅 釧 としての鯛 の川9
.⑩2頗 飲 つい.H加 工組

立燈員の導入展開κよる魔鮒 酋遭 の高度化、④凱3次 丹頂 忙っいては甘一ビス経済{ヒへの対

応ηによる幻実な究浪.

関東甲信越静地域

Φ 今後とも、国の経済 ・燈栗の中幅 として買ぷ.

② 郎2次 良案は広範な業種を擁 し、機械工莫のウェイトが高い加工組立産具を中心忙一

喝鯛 難 癖 眠 れる.
①'飢3次 良藁 は従来 か ら大`な ウ8イ トを占 めて`た が サ ーピメU済 化の進展 に伴 い用

爽 な伸び が期 博 され る.

「

「

東 海 北 陸 地 域

① 既存の魔穴 技術W員 の晃展的活用.
・

② 全国 に 比 して拍2次 産 鋲、特 に製造 莫 の ウ亘イ トの高い 置針8遭}τ な,て 釣 り編1次

拍3次 燈苅ミの ウ 貝イ トが低 レ㍉

③ 遣 口 ・通 信 ・商 タミ・サ ー ピス リの節3～ 欠魔気 の ウ£イ トをハ脇め る.

近 畿 地 域

①パ イ'リ テ ィ忙富 む金貝 家筏"、 技術開 丸力、伝統的文 化基筒の礒 爪.② 爪1次 屋莫の ウ

富イ 》は全国に 歩け る半分口度 と低 い.① 第2次 産気(基 礎 貝材産気 衿)の ウBイ トが 高い・
・

④ 盲た、飢3次 衷貫 につい ては昭和40年 代 を除`ウ ェイ トを殖爽忙高めてeて い る.

中 国 地 域

'

Φ 域内不均田 と中間地 性か らの脱却.③ 第2次 虚栗 ては特 に差口 「1材慶 貝の ウ 亮イ トが高

《、加工舷L立良妻Kつ いては 輸送匿械 が中心 となってい る.Φ3次 変異 につい ては如し通 機

能、 サー ビス搬姥の強 化に よ,そ の ウ・イ ÷を高 める.

四 国 地 域

、

① 庖郎 性か らの脱 飢 ② 凱1次 良兵の ウ8イ トが高 《、館2次 産藁 κっいては加工 組 立良

藁 の ウェイ ト)6`低レ、・① 都3∂ く良 案 につい ては 宿 買のi多様`ヒ男|t伴 い高い`,びx}`期 筒 さ

れる.

・

九 州 地 域

グ

'①1"日 済 の河りし ②則1次 産 貫κつい ては負 水産拘加工 ・供給地 域 としての 役割 が朗

吟 され全国κ対す るウxイ トH高 文る ものの城内 ウェイ トは低下ナ ると予想 され る.Φ 郎
,

2次 塵]藁に三～㎞ては基礎n材 塵集 の ウェイ トカt高 《加コ〔窟E☆」寝藁 の ウェイ トロ刃低い
.④ 罰

3次 魔黄Hサ ービス日済 化の進展 に伴い殖爽 な伸び が期日 され ろ.
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製 造 藁68門 別 腿 題 と 方 向
P

、

(基 旋w材 座乗)… 大坦懐工集笛地への金員u肢 の田隈 努力・
「A

北 海 道 地 域 (加 工組立庖餓)… 賦慌的亀住負埠入 と蹟御力の内上.

(錨 順 順)… 糸柳順 醐m㌧ 岨 一 メに肌 雄 ⑭ 甑 耐8順"
晶の開発..

(茜 碗 口4鷺ほ4霞)… 工膓4」ル貞r－月¶nlの効率`ヒ.製 品 の高f寸力ll価随`ヒ・

東 北 地 域 (加 工組立硫黄)… 既π企桑の"戚 と企與導入 を砧鹿杖、機械爪工黄のオ1恨的詰 合.

(生 活 凹遺 産タt)… 製品 の高 卜1加価 目化・

` (鞭 肋 願)… 旦的ぱ か頒 釣枝 への顧 ・倣 ・高晒 のW御成 副 勺供給・

関東甲信越静地域 (加 工 組立 良薬)… エ レク ト日工クメ化、斬 聚打開 晃句 忙対 応 し虎一層 の技術開 発.

(生 活 関連 燈奥)… 豊富 な{nHを 活 ψ・した、多 様 な ユ ー メ への 対 応 ・(ソ プ ト部門の
'強 化)

.

.

(詰 腹 『1材良 媒)...轟 ・一セ,t,タ スη新分野 への准 出、フ7イ ンケtカ ル外野 の開 拓・

東 海 北 陸 地 域 (加 工 旬立尾 案)… エレク ト●塁クヌ化への 対応(電 子産 莫の 尊人 、技 術 複合 化)男.

(生 砧 関連産 黄)… 情1日収 仇6e力 神 ソフ ト邸r1の 強化 忙 よ る製品 の 高付 加 価硫化・

「

(芦m打 順)… …貼 の酬 加価輪 プパ ・ケ`カル肌 新開 那'への螂 .

近 畿 地 域
(加 工駅頭 貝)… …エレ'卜 ‥'刈 ヒへの対16.鯛 踊 の腿 .

(生 活 関連産藁)… …多 様なエーメに対応 した製品の高 岡加 価硫化77,〃.ン 化
.

(基 礎 口封 産業)・ ・一 製品の嵩 付加価値化、 断材桝の開 発・.

中 国 地 域
(加 工組立産集)一 ・パC殴 貝、輸送爪機械②蛆 拡大と関連慶藁の展開、IC別 冊良策・

n密 毬目腐、 工寿ルギー関 連虚貝の導入 ●

(生 活 関 速度黄)・ ・・…地場 産藁の振 興・

(基 礎n材 産貫)''''"栗 林、 製鵬一 本化休麟の"立 、 製品の高{・}加価値{輪

四 国 地 域 伽 皿 口 薬}・・一 瞥 頓 服 の"人 、ノ針 ‥ クス化への対15・
.

.

(生 活関 連産具)・ ・一 素材の高f・1加田筒`』

,

(基 礎「t打座某)… …製品の高級化、斬分,∫0開鉱.

(加 理 靖 藁1… …製品跳 の級{し 補 蝋 ブ・・ ト酬 ηへ帆 開・肝'可
、

九 州 地 域
.

貫頂械、口密楓t口 気oα 圧的導入w旬L,

(蝋 関連鹸)… …岨 印刷 の閲畑 顧 の顕 ・多脳 け る昌一ズへの対`ら
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の発展のために,そ れぞれ地 域情 報を積極的 に利 用 してい こうとの認識が高ま っている。

また,近 年の コン ピュータに関する技術革新はめざま しい ものがあ り,マ イクロコンピュータ,

オ フィスコンピュータを初め とするコンピュータ関連機器が低価格で入手 可能 となってい る。その

ため,最 近ではコンピュータの地 方への普及は急速に進ん でいる。

この ような背景に より,ご 一ズに立脚 した地域情報の整備及び流通 の条件が整 って きてお り,そ

の積極的推進が望まれてい る。

情報収集 にあたっての基本的考え方は,以 下の点か らデ ータの整備は,デ ータの発生源に近い と

ころで行 う必要があるとい うことである。

① ニーズの面か らみて,真 に必要 な情報は,そ の問題に深 く関係 してい る所でなげれば把握でき

なし(。

② シーズの面か らみて,日 常業務で発生するデータは信頼性,メ ンテナンス性等か ら質の高いデ

ータとなっており,ま た コス ト的にも廉価 となり得る。

以上のことか ら,地 域別情報拠点構想とは,様 々なテーマ及 び 国,自 治 体,企 業等 の あ らゆ

る地域レベルごとに,地 域情 報の整備,蓄 積,流 通 を行 う情報拠点 を育成 し,そ れ らの拠点間をネ

ットワークで結ぶ ことに より,情 報の有効利用を 目的 とする分散型 システ三の構築 を目指す もので

あ る 。

2.5本 プ ロ ジ ェ ク トで の 実 行 方 法

情報拠点の方法 としては,同 じような性格の機関を各地域 に育成する とい う方法 も考え られるが,

本 プ ロジェク トでは,地 域の 自主性 を重ん じ,そ れぞれの地域の実情 に最 も適 した拠点の育成 を目

指す こととした。

また,デ_タ の整備方法 としては図書館の ように ・印刷媒体に より情 報を整備す る方法や相談セン

ター,セ ミナーやロコ ミ等に よる情報流通 も考え られ るが,こ こでは コン ピュータ媒 体に よる情 報

の整備を中心に考えた。更に,デ ータの入手方法 について も,デ ータを購入する方法や新たな調査

を行 うことなどいろいろ考え ることができるが,経 済性の面及び既存情報の有効利用の観点か ら,

で きる限 り各機 関の 日常業務 で発生する情報の利 用を重視 し,そ れ らを情報ネ ットワークによる相

互交換 により,入 手,利 用 を行 うこととした。

以上の ことか ら,本 プロジェク トでは,地 域ごとに以下の ような拠点育成アブ・一チをとること

と した。

(1)東 海 ・北陸(地 場 産業テーマ)の 場合

当地域では,地 場 産業,特 に瀬戸地方の陶磁器産業を対象に調査を行 った。

この地域の企業の特徴 と しては,小 規模 ・零細的性格 を有 して おり,か つ分業形態が一般的で

ある。そのため,産 地一 体 となった情報処理の必要性が強 く唱えられており・データの利用方法'

入手方法,人 材育成,拠 点機能のあ り方等について検討 を行 う必要が ある。そのための手段と し

て,内 部情報の整備 と外部情報の入手 について検 討を開始 し・簡単 なデー タベースの開発 を通 じ
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て,デ ータ利用方法の研究 を行 った。,

(2)九 州(流 通問題テーマ)の 場合

当地域 は,流 通に関する共通情報について,デ ータベースを構築 しようとの動きが出てい ると

はいえ,外 部整備情報の利用に依存 してお り,内 部情報の有効活用にまで至 ってい ない。

そのため当地域では,共 通データベースの開発 とその運用の方法の検討及び内部情報の有効利

用の研究 を行 うことにより,情 報拠点の育成 を図 ってい くこととなった。

(3)近 畿 ・中国 ・四国(西 日本情報拠点育成 テーマ)の 場合

当地域は異 なった経済圏 を有 し,広 域である。そ のため,広 範囲に渡る情報に対 して,ニ ーズ

が高 く,こ うしたデータの所在に関する情報が不足 しているとの声が多 く出て おり,情 報の所在

を示すク リア リング機能の構築が必要 となってい る。従 って,当 地域ではク リア リング ・センタ

ー機能の あ り方及びその具 体的構築について ,研 究 することになった。

(4)北 海 道(地 域 開発テーマ),関 信越 ・東北(地 域 経済情 報ネ ットワークテーマ)の 場合

両地域は,地 域開発と地域経済振興 とい う非常 に近いテーマをとりあげていること,及 び この

両テーマが マク ロ的に物 を見 るとい う共通 点を持っている。また,委 員会のメンバーは,そ の地域 に

おいて情 報処理の確立されたところ でもある。そのため両地域 とも,ネ ットワーク形成 には情 報

の所在,形 態,種 類等のク リア リング情 報が必要であるとの認識か ら,北 海道では委員会 メンバ

ー内でのク リア リング情報の整備 を行
ってお り,ネ ットワーク体制の確立を図る ことと した。

また,関 信越 ・東北では,ク リア リング情報の整備 を行 うと共に,ネ ットワークの具 体的検討 を

行 うこととなった。

2.4調 査 研 究 成 果

地域の実情 に即 した拠点育成 アプローチをとった当調査研究 を通 じて,多 くの成果 が得 られた。

情 報ニーズ については,① 地域 ごと,テ ーマごとに情報ニーズが異 なってい ることはもちろん で

あるが,そ れは情 報ネ ットワークにも影響 を与える程 に異 なっている。②利用主体に より情 報ニーズ

の違いがあること等 が明確化 された。情報拠点については,① 入手体制の整備確 立のためには,拠

点が距離的 に近 いところにあって も,ク リア リング情報整備の重要性が認識され,地 域 ごと,テ ー

マごとに適当 な拠点体制,ネ ットワーク体制 が必要 なことが明 らかになった。②情報拠点の基本的

な育成手順が明確化され,本 プロジェク トに鉛ける拠点育成 アプ ローチの指針 となった。 またシステ

ム開発については,① 東海 ・北陸地域 はデータ利用方法の研究,九 州地域及び北海道地域 は,内 部デ ー

タ,外 部 データの組み合 わせ利用の研究,関 信越 ・東北地域及び西 日本地域はク リア リング機能の

研究のための分散型 システムを構築 した。② システム開発 を通 じて,デ ータの利用方法及びシステ

ムの具備 すべ き機能 を明確に し,実 際に検証 する ことができた。③開発され た各 システムは,各 地

域 において,継 続 して運用テス トサー ビスされ る事 になっており,デ ータ利用体制確立のための発

展の芽 となり得た。
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2.4.1情 報 ニーズ

(1)テ ー マに よる情報ニーズの違い'

地 域情報ニーズは,地 域 ごと,テ ーマ ごとに,以 下の ような違いが明 らか となった。

① 地場産業テーマでは,産 業の種類 によリニーズが異 なってお り,外 需型産業においては

「デザ イン ・品質 ・,新製品 ・技術関連情報」や 「一般経営情報」にニーズが高 く,内 需型

産業 は 「一般経営情報」にニーズが高い。また,企 業利益 に直接結びつ.くような情報に対 し

て,ニ ーズが強い ことが特徴 と して あげ られ る。

② 流通問題 テーマでは,共 通的 なニーズ として,商i業 統計及び住民基本台帳の入 口に関す

るニーズが圧倒的 に高い。

③ 地域開発及び地域経済情報ネ ットワークでは,地 域マクロ統計を初め として,官 庁統計

に対 するニーズが強い。'

この ような地域 ごと,テ ーマごとに よる情報ニーズの違いか ら,そ の地域の環境 に より,

情 報かク ラブ財的 に扱 えること,又 は,広 範 な地域か ら競争的 な入手体制をと らねば な らな

い こと等ネ ットワーク形態に対するニーズ も異 なっていることが明 らか となった。

(2)利 用 主体に よる情報ニーズの違い

利用主体に よって も以下の ようにニーズの違いが明 らか となった。

① 企業,商 工会議所,業 界団体等においては,「 企業 にとって直接利益 に結びつ くような

性質 を持 ったデータ」を最 も欲 してい る。

そのため地域性,業 種分類,品 目分類 に対 して も,非 常に詳細なもの を必要 と して おり,

現 在公表されている官庁統計 に対 しての不満 も強い。

② 国及び地方公共団体においては,政 策立案 や施行のために使用することが多いため,比

較的地域性及び分類が粗いマク ロ統計的 なものへの ニーズが高 くなってい る。

2.4.2情 報拠点育成

(1)情 報入手体制の強化 としてのク リア リング情報の整備

地域問題 に関する情報は,国,自 治体,企 業等あ らゆる地域 レベルの情報が あ り,そ れら

に応じた情報の整備 ・流通 が必要になってい る。 しかし,情 報の所在が分散 して いること もあ

って,地 域情報は,十 分整備,流 通 して いる状況にない。 このため,地 域における情報の入

手体制が不備 とな ってお り,各 地域 とも共通 して,「 外部データを利用 したいが,デ ータの

入手先,入 手方法がわか らない」 とい う意見にあらわれてい る。

こうした ことから,地 域には,特 に ク リア リング機能が必要 とな り,ク リア リング情 報の

整備 は全地域か らの強い共通 ニーズとな ってい る。

当プ ロジェク トにおいては,以 下の地域 において クリアリング機能の研究が実施 された。

① 近畿 ・中国 ・四国(西 日本情報拠点育成 テーマ)の 場合

当地域においては,共 通情報のデータベース構築を 目指すのは,非 現実的であ り,よ り小
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地域 レベル での地域情報拠点の育成が必要 となってい る。 このためパ ソコンを利用 した簡易

左ク リア リングデータベ ースの構築及び広島地域をモデルに したク リア リングセンター機能

の検討 を行 った。

なお,「 広島地域情報 セン ター」の基本的 性格 としては,④ 公共的性格 を有すること,◎

独立採算性 であること,◎ ネ ッ トワー クの核 として 自らも情報の蓄積,加 工,提 供を行 うこ

と,e－ 定 の設備とマンパ ワーをもつ こと等 があげ られ た。

② 関信越 ・東北(地 域経済 情報ネッ トワークテー マ)の 場合

ク リア リング機能 と しては;「 レファレンスサ ー ビス」機能 をとり上げた。 レファレンス

情報は,出 来るだけ広範囲にわた って収集され,一 元管理 され ることが望ま しい ことか ら,

「地域情 報センター」に集め,オ ンライン,オ フラインで提供 を行 うことが考 え られた。

なお,レ フ ァレンス情報サ=ビ スは,大 型 コンピュータのINQデ ータベースを利用 して,そ の

システム開発が行われた。

(2)育 成 手順 の明確化"

情 報拠点の育成 は次の ような手順 で行われる ことが明確 となった。

育成手順 と して は,図2-1に 示 される ように,ま ず,問 題意識に基づ き情報ニーズの調査,

デ ータソースの調査,情 報の利用方法の研究が行われ,拠 点のあり方が検討 され る。

次に内部デ ータの整備 ・利用や現在入手可能 な外部データの入手を行い,デ ータベ ース開発

の作業を通 じて情 報拠点の構築 を図る。 さ らに,構 築された各情報拠点の情報流通を促進する

ために,ク リア リング情報の整備を行い,ネ ットワニク形成の環境 を整え る。

最後 に,情 報拠点間のネットワーク形成,確 立のため には,地 域 ごと,テ ーマごとに最適 なネ

ッ トワーク体制が必要 とされ,そ の確 立により,外 部データの入手が促進され,よ り一層の情

報拠点が育成 され る。,

(3)今 後 の課題

当プロジ ェク トにおける今後の拠点体制,ネ ッ トワーク体制 のあ り方として,以 下のよ うな

ことが あげ られた。

① 東海 ・北陸(地 場産業テーマ)の 場合

当産地内 に各業種,業 態別企業代表,公 的機関,経 済団体,組 合,金 融機関等で構成する

委員会 を設 置 し,産 地企業が環境変化に機敏に対応 するための情報の利用 を支援するネ ット

ワーク形 成 の 基 本 計 画を策定,提 示 し,産 地全体の意志統一 を図 ることの必要性があげ ら

れた。

② 九州(流 通問題テーマ)の 場合

「流通 パ イ ロ ッ トシ ステ ム」を流通 システ ム化の一 助と して機能 させるためには,「 地域

流通情報センター(仮 称)」 を設置し,各 地方自治体 商工 会議所,民 間研究機関等 との情報ネ

ットワークに より ④ 安定的入手ルー トの確立 ◎データの拡充 ・更新 ◎情報分析 ・加工

分析 ノウハ ウ蓄積に よる利用 システムの拡充eク リア リング情報 を含めた提供サー ビスの
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・問題意識の明確化

・情 報 ニ ー ズ の 明 確 化

・デ ー タ ソ ー ス の 検 討

・データ利用方法の研究

・拠点のあ り方検討

↓

・情 報 拠 点 の 育 成

内 部 デ ー タ の

整 備 ・利 用

1

区 部デー・の禾1」用1
'
・

情報拠点間のネ ットワー

ク形成及び確立

↑

ク リア リング機能の形成

↑

図2-1情 報 拠点の育成手順

充実等,体 制の整備を図る ことの必要性が あげ られた。

③ 北海道(地 域開発テーマ)の 場合

情 報ネ ットワークの進め方 としては,今 後,④ 条件の整 った ところか ら,◎ 自主的に,◎

相互の合意に基づ き,e現 行 諸制度の範囲内で,㊤ 相互の利益追及 のため等 を基本原則と し

て,当 面は,当 地域 プロジェク ト推進機関相互 で行われるが,将 来的 には,関 係機関 をも含

めた流通体制への発展 も考慮 し,仲 介的,図 書館的機能を有するMT共 同 センター機能 も必

要 なことがあげ られた。

2.4.5シ ステム開発 ・

(1)地 域 開発 テーマ(北 海道)

地域開発に関する利 用システ ムとは④地域経済指標の将来予測のための計量経済 モデル分析,

◎ 地域経済構造予測,産 業構造別展開のための想定産業連関表作成,◎ 投資効果測定のための産

業連関分析等か ら成 ってい る。

一16一



●

、

この システムは,④ ～◎ の機能 を有効的かつ効率的 に結合することといえる。

① 計量経済モデル分析 システム

このシステムの機能 と しては,④ 時系列データの登録,◎ 単一方程式の推定,◎ 方程式登

録処理等事前処理 ◎モデル ビルデ ィング ㊧ シ ミュレーション及 び予測が準備されている。

② 想定産業連関表作成 システム

この システムは① で求め られるマクロフレームにより分析 を行 うこととしてい る。 この方

程式は,④ マク ロフレームか ら導 き出された最終需要項 目(ス カラー)を 各種方法に より列

べク トル を推計する ,◎ 投入係数を推計する,◎ 自給率 を推計する,こ とに より行列計算の

メカニズムに よって,想 定1-O表 を作成 することか ら成 っている。

③ 産業連関分析

このシステムの機能 と しては,④ 一般構造分析 として,誘 発効果分析,生 産 ・輸移入変動

要因分析,◎ 投資効果分析,◎ 価格波及分析等が利用可能 となっている。

(2)地 場 産業テーマ(東 海 ・北陸)

産地自ら生産 ・販売関連情 報のデータ整備 を図る方向で,産 地パイ ロット情報システムの研究

開発を行 っている。 この システ ムにおいて は,図2-2に 示 す ようにマイコンレベルの小規模

デ ータベース システムとその発展方向と しての大型 コンピュータに よる生産 ・販売情 報システ

ムか ら成 っている。
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① 小規模データベースシステム

生産 ・販売 ファイル部分を時系列 でデ ータ検索が可能 となるような ミご コンのシステム化

を行 ってい る。 また,パ ソコンを利用し,検 索したデー タの構成比計算等の再処理を行 う加

工 ・出力機能 も有してい る。

② 生産 ・販 売情報システム

需要予測,生 産動向,商 品流通及び販 売動向に関するデータを大型 コンピュータの汎用D

BMSに 収 録 し,産 地での生産販売計画を策定 する上 での基礎資料を作成するもの である。

利用ソフ トウェア としては,汎 用検索 システ ム,需 要予測 システ ム,定 型出力システム等か

ら成 っている。

(3)流 通 問題テーマ(九 州)

流通情報パイロ ットシステムは図2-3に 示 す ような体系とな っている。

更 新

入 プ 一夕
⇒

グ

ス

一

一

〇

ぺ

M

タ

成

D

－
生

P

デ

の

デ ¶ス プレイ

検 索

あ るいは

出力指示 データ

図2-3流 通 情 報 パ イ ロ ッ ト ・シ ス テ ム

データベースと しては,④ 商業統計データ,◎ 類似市比較指標及 び占有率指標と将来性 を求

めるデータ,◎ ハ フモデルに よる影響度指標を求めるデータか ら成 ってい る。 この システ ムに

おいては,TSS端 末 か ら会話型モー ドでデータベース中の必要データを検索 し,各 種 指標に

加工,出 力する ことが可能 となっている。

(4)地 域経済情報ネ ットワークテ ーマ(関 信越 ・東北)

統計情報 を対象 に,主 な機 関が保有 しているデータについて,そ の所在,デ ータの具体的内

容,デ ータの入手のための手続 き等データ利用に関する情報を把握 する地域経済レフ ァレンス

情報パ イロットシステ ムの研究 開発を行 った。

このシステムは図2-4に 示 すように,④ レフ ァレンス情報の蓄積 ・更新,@オ ン ライン会

話型検 索,◎ バ ッチ処理検 索,e各 種検索作成,㊥ 運用の5つ のサブシステムか ら成 っている。
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INQフ ァイノレ

の 設

分野名
登 録票

,情 報アータシー ト

ディスプレイ

(回 答

運 用
サ ブシステム

分野名

ファイル

ンライン会話型検
索サブシステム

パ ッチ処理検索

サ ブシステム

競
各種索引誌作成
サ.ブシス テム

ルシス情報
正連絡票

噺 リスト

図2-4 地 域 経 済 レ フ ァレ ン ス 情 報 パ イ ロ ッ ト シス テ ム

(5)西 日本地域情報拠点形成テ ーマ(近 畿 ・中国 ・四国)

報告書及び統計表 を対 象に,そ の保有又は生成する情報を把握 するため,ク リア リングデー'

タベースシステムの構築を展開 した。

このシステムは図2-5に 示 す ように,パ ソコンを活用 した簡易型 データベースシステ ムと

な ってい る。

データは基本的には漢字等の文字情報か中心 となって治 り,コ ー ド,キ ーワー ド,統 計書名,

統 計名,発 行年,対 象年,発 行所,保 管場所等か ら検索可能 とな っている。

●

●

●
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}
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報告書

デ ータ
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一 ー ー ー 一 一

一
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1
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1

パ ソコ ン
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!、,
ノ 　 ノ

ノ ヘ グ ノ"ジ<＼ ン
("

//'＼
ご⊃ 利 用 者

●

図2-5ク リア リ ン グ デ 一 夕ベ ー ス シ ス ァ ム

2.5今 後 の 課 題

日常業務 で発生 する情 報は,信 頼性,メ ンテナンス性等か らコス ト的に も廉価 な質の高いデータ

となっている。 この ような業務処理 データの うち,ニ ーズの高いデータについて,ど の ように整備

し,加 工 ・利用 し,組 織機構 に組み入れてい くか とい う観点か ら,地 域の実情に即 した情 報拠点を

目指 し,本 プ・ジェク トの調査研究が進め られて きた。

この調査研究 において,明 らかにされた共通の課題 と しては,以 下の ような ことがあげ られ る。

(1)ニ ー ズに対応 したデ ータの発掘の問題

生活の関心,価 値の多元化,消 費者ニーズの多様化 に伴い,今 後増々必要 とされ る情報ニーズ

としては,① 既存情 報で得 られ ない新たな情報 ②既存情報の深化に関する もの等 が考 え られ る。

これ らの情報 をいかに発掘 し,整 備するかが重要 とされる。

なお,こ れ らの情報の中で今後増 々重要性が高ま ってい くもの と して,た とえば,品 質,デ ザ

イン,新 製 品,技 術関連情報等の定性情報等があげ られ る。

また,こ れらの情報の入手体制 の強化 として,ク リア リング機能の果たす役割は大 きく,ク リア

■

●
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リング情報の整備 も望まれる。

(2)処 理 体制の問題

情 報処理 に従事 する人的資源が不足 している。た とえば,① 分析する時間的,人 材的余力がな

い,② データ加工の専門家がいない,③ 情報処理が膨大であ り,情 報の整備 セクシ ョンが ない等

の問題点があげ られ る。

(3)官 公 庁統計 に対する要望

官公庁統計のニーズが相対的に高い こともあ って国及び地 方公共団体への要望がかなり上 が っ

ている。その主 なもの を列挙すると,① 公表が遅い,② 欲 しいデータが公表 されて ない,③ 分類

コー ドが粗 く,コ ー ド体系が不統一 のため使いづ らい ,④ 統計法等の法制度の問題点を検討 すべ

きである等が あげ られる。

(4)開 発 ・運用 コス トの克服

地域 レベルの組織における財政財務状態は決 して豊かな もの ではなく,ま た情 報の システム化

も進んでい ないため初歩か ら始め なげれば ならない等の問題があ り,開 発 ・運用コス トに対 する

関心が高い。 た とえば,① 情報コス トをできる限 り廉価にする必要がある,② 提供 コス トの問題

を調査 し,参 考 指針 を示 すべ きである,③ 情 報サー ビスの費用体系 を確 立 す る必 要 があ る等 の

意見があが ってい る。

その他,今 後の情報技術の進展への対応 として,新 技術の応用により,た とえば,数 字,文 字

情 報とは異 なった イ メージ情報の取扱い を可能にするなどの新 たな便益 と可能性 をもたらすこと

が期待されてい る。

これ らの課題の中で,官 公庁統計に対する要望については,行 政機関における統計調査の改善'

が望まれる ところである。ニーズに対応 したデータ発掘の問題 については,当 プロジ ェク トで示

され た拠点体制,ネ ットワーク体制が十分機能 することで対処し得ると考えられる。また,処 理体制

の問題及び開発,運 用 コス トの問題について も,分 散型データベース システムに要す るコス トが

集中 ・巨大型データベ ースシステムに比較すると,云 うまで もなく低廉 なこともあり,当 プロジェ

ク トが分散型データベ ース構築を目途に各機 関個 々の情報センターと して,機 能面で不満足 な面

を相互補完 しなが ら,共 通基盤形成 を図る ことで,こ れ らの課題 を解決 しようとした ところでも

あ り,当 プロジェク トの意図 していることの一層の進展が望まれ るところである。

今後は,各 地域 とも独 自に,地 域内の連帯を図るための交流の場づ くりを促進する ことが必要

とされ ・その推進は ・地域の実情に適 した意志決定 を可能 にするため本 プ ロジ ェ ク トの調 査研

究の成果の各地域への普及促進 に寄与する ことが期待される。

5年 間にわたる調査研究の結果,地 域情 報拠点の育成 と しては,充 分な成果が得 られた。 しか

し,今 回対象 と したテーマは,地 域開発の ような大乗的テーマか ら地場企業の 日常活動情報の分

析に も及ん で訟 り,広 範囲にわた ったが,情 報拠点育成の 目的か らすれば,極 く一部 を把握 した

にすぎない。機 会ある度に,各 々の地域で情報処理 体制の充実のための方策が検討され,出 来る

範囲の事か ら手 がけて,拠 点が造 られ,育 成 されてい くことを期待するもの である。
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1.調 査研究の概要

1.1調 査 の 目的

北海道の産業構造は,全 国に比べ第一次,第 三 次産業のウエイ トが高 く,第 二 次産業,特 に製造

業の後進性が 目立ち,そ の高度化が強 く期待されており,ま た,近 年,商 工業 ・電源立地,エ ネル

ギーの需給,地 域産業の振興,産 業 ・生活環境基盤の整備等各種の地域的問題 も多 く,今 後80年 代

において本道の地域特性 に応 じた地域開発 を促進する必要 がある。

一方
,地 域開発推進の役割を担 う各関係機関において広 く利用されている地域開発に関す る情報

は,極 めて多種多様 にわたるものと考え られるが,各 機関においては,逐 年,コ ンピュータを活用

して情報システムの強化,拡 大 を積極的に進めている。

そのため,利 用度の高い地域開発関係情報について,コ ンピュータ ・テクノロジーによ り,そ の

有効利 用を図るとともに,共 通情報基盤 として の情報 ネ ットワークを形成 する等,地 域開発を側面

的に支援 しようとするものである。

・1.2実 施 経 過

(1)昭 和54年 度の概要

調査研究の初年度に当たり,ま ず本調査推進機関(地 域委員会メンバー)に おける情報処理等

の実態を把握する必要があると考えられたため,

① 地域開発に関する情報ニーズ調査

② 地域開発に関する情報の電算処理,保 存状況調査

③ 地域開発に関する今後の情報ニーズ調査

を実施 し,こ れに従って本調査の基本的課題の検討を行った。

(2)昭 和55年 度の概要'

55年 度は,前 年の概括的な調査に引き続き,ネ ットワークを進めるための具体的なク リア リ

ング調査として,

① 磁気テープなどの具体的保存内容調査

② 情報ネットワークのニーズ調査

③ 情報提供可能性調査

④ 情報交換ネッ トワークの問題点等調査

を行い,更 に推進機関以外で,将 来の有力な情報拠点と目される道内の主要な11地 区の地方自

治体及び経済団体22機 関を対象として,前 述の情報ニーズあるいは電算処理の実態を把握する

ため,

⑤ 地域別情報拠点育成基礎調査

を併せて実施 した。
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(3)昭 和56年 度 の概要

56年 度 は最終年度 に当た り,前 年度 までの課題 を踏 まえ,次 の点に関す る調査,設 計を行 っ

たo

① 地域開発に関する利用 システ ム開発

② 情報交換に伴 う諸機能の検討

④MT共 同利用センター的機能に関す る研究

◎MT交 換 に伴 うコス ト調査

③ 将来のオンライン ・ネ ッ トワークの研究

1.ろ 推進 体 制

上記の調査研究は,北 海道における地域開発の推進に重要 な役割を果たしている次の8機 関

(14名)で 構成する 「地域開発に関する情報調査委員会」が本調査の推進母体であるが,推 進方

式は,委 員会でアンケー ト調査等をもとにそれに基づき各々の検討を加えることとした。

なお,事 務局は社団法人北海道産業調査協会が,こ の任に当った。

① 北海道開発局

② 北海道

③ 北海道経済連合会

④ θ北海道商工会議所連合会

⑤ ㈱北海道拓殖銀行

⑥ 北海道電力㈱

⑦ 北海道東北開発公庫北海道支店

⑧ 札幌通商産業局
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2.調 査研究成果

2.1調 査 の 全 体 構 想

地域開発 に関する多様かつ膨大 な地域開発関係情報 を一機関で集 中的に維持 ・管理することは,

量 的な問題のみな らず,技 術面か らも事実上不可能であることか ら,情 報の速報性,信 頼性 を確保

するために,情 報の発生源がそれ により近い所 で整備 ・蓄積 を行 うことが望ま しい。

このため,本 調査 では,各 関係機 関各々が,情 報拠点 と しての体制 ・情報整備 を図 り,情 報収集

等のための重複投資回避等の観点か ら,ニ ーズに対応する各機関相互 で磁気媒体ベースでの情報交

換 ネ ットワーク開発 を行 い,効 率的かつ安定的な情報収集 ・提供体制 を確立するものである。

なお,当 面は,推 進機 関で調査研究を進め,将 来的には各 関係機 関への拡大を図る必要があるも

のと思われる。

また,関 連情 報の高度利用の面か らは,そ の 目的 に よって は,地 域開発 を促進するツール として

何 らかの分析システ ム等が利用できる ことが望ま しい もの と思われ,こ のイメージは 図3.1-1trc7J;

す よ うなものであると思われ る。

藷㌶[三] 札幌通商
産 業 局

北 海 道
経済連合会

[[[[

地 域 開 発 関 係 情 報 の
政府及び政府
関 連 機 関

]
[

道内他地域
情 報 拠 点' 一 一 、

'

H
[

H
[

、

地域開発情報利用システム
(分 析機能)

'、':
、, ～ ∫

'

、

'- 、

' 他民間団体
他民間機関

民 間 調
査 機 関

H
巳

流 通 ・ 交 換

山L」 山]

北海道商
会議所連合

北 海 道
拓殖 銀 行

北 海 道
電 力

北海道東北
開 発 公 庫

図3.1-1情 報 ネ ッ トワ ー ク 開 発 構 想 図
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2.2情 報 ニ ー ズ と 利 用 状 況

各機 関の本テーマに関する情報ニーズは,地 域開発 を推進するあ らゆる分野で,実 態把握,計 画

の策定,行 政施策効果の測定等によるものが 目立 ってい る。

情報利用の現状 では通常継続的に利用されてい る情報(情 報が膨大になると予想されたため,社

会開発関係は除 き,経 済開発関係情 報に限定 した。)で は,表3,1-1に 示 すように,諸 種 の分野で

固有情報 として509情 報が利用されており,2機 関以上共通的に利用されているもの として334

情 報が数え られた。

この なか で,共 通利 用度数が5以 上の重要な情報を掲げた ものが表3.1-2で あ るが,こ の うち極

めて重要だ と思われる情報は国等の基本統計が主であ
った。
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表3.1-1利 用 情 報 一－ee

情 報 区 分 固 有 情 報 共通情報

所 得 4 4

経 済'・ 開 発 計 画' 12 12

人 口 ・ 労 働 力 12 10

設 備 投 資 7 6

財 政 ・ 金 融 15 14

物 価 11 11

生 活 ・ 消 費 8 8

企 業 経 営 12 12

国 土 利 用 ・ 基 盤 57 23

貿 易 4 4

統 計 一 般 28 17

農 林 水 産 省 60 51

産
鉱 工 業 一 般 14 10

鉱 業 ・軽 工 業 58 37

業
重 化 学 工 業 30 20

活 エ ネ ル ギ ー 73 37

動
建 設 11 5

運 輸 38 25

商 業 11 6

観 光 21 10

そ の 他 23 12

合 計 509 334

一28－

o



表3.1-2分 野 別共通利用情 報一 覧

分 野 共 通 利 用 情 報

所 得 ※ 道民所得統計 8 国民所得統計 5

。 産 業構造の長期 ビジョン 8
」ヒ海 道地域産業構造 ビ
ジョン

8

新経済社会7カ 年計画 8 第三次全国総合開発計画 8

経済 ・開発計画
北海道発展計画 8 新北海道総合開発計画 8

工業再配置計画 6 政府経済見通し 6

※ 国勢調査 8 住民基本台帳 6

人 口 ・労 働力
就業構造基本調査 5 学校基本調査 5

設 備 投 資 ※ 資本形成調査 5
北海道地方設備投資計
画調査

5

日銀統計月報 7 北海道開発事業予算額 5

財 政 ・金 融 北海道金融月報 5 中小企業金融公庫月報 5

一商工金融統計
5

物 価 北海道消費者物価指数 7 札幌卸売物価指数 6

生 活 ・ 消 費 家計調査 5

企 業 経 営 中小企業経営指標 5

※ 工場立地動向調査 6 一・工場適地調査 6

土地利用 ・基盤
北海道道路現況 6

※ 農林水産統計 . 6 農業基本調査 5

農業観測 6 食糧需給表 5

※ 農家経済調査 5 北海道林業統計 5

漁業養殖生産統計 5 北海道水産現勢 6
'

水産物流通統計 6 ※鉱工業指数 5'

※ 工業統計調査 8
牛乳乳製品に関する統
計調査

5

産 業 活 動 ※ 紙パルプ統計 5 機械統計 6

化学統計 5 総合エネルギー統計 8

エネ ルギー統計 8 北海道石炭統計 7

※ 北海道電力需給概況 6 建築統計 5

鉄道貨物輸送 5 北海道陸運要覧 5

※ 商業統計調査 6 商業動態統計調査 5

.北 海道 の観光客入込 み . 5
に関する資料

事業所統計 6 北海道統計書 7

統 計 一 般 北海道産業連関表 6 ・北海道地域産業連関表 5

北海道工場総覧 5

注)1.共 通利用度数が5以 上 の ものを抽出。但 し,白 書,要 覧,便 覧等の二次加工資料 は除外 した。

2※ 印は,④ ランク(極 めて重要)が4以 上の もの。

一29一



2.5情 報 利 用面 の問題 点 ・意 見 等

現状の情報利用面の問題点 ・意見等の内容として,'

① 公表内容や調査項目の改善充実を図 るべ きである(商 業統計,石 油関係統計,骨 材 ・建材関

係統計,省 エネルギー関係統計等)

② 調査結果の早期公表を望む(建 築着工統計,家 計調査)

③ 統計法に基づく統計 目的外使用制限の緩和を望む(工 業統計,商 業統計,商 業動態統計調査)

④ 調査周期の改善を望む(商 業統計)

⑤ 調査対象事業等調査対象の改善を望む(水 産物流通統計,貨 物流動関係統計,商 業動態統計調

査)

等の不満や改善意見があげ られた。

2.4今 後 の情 報 ニーズ

各推進機関の業務に照 らし,今 後,更 に必要とされる情報ニーズは,定 住構想 ・田園都市構想並

びに北海道開発計画推進のための人口,産 業,就 業構造等をはじめとして,各 分野,目 的に応 じて

各種寄せ られたが中でも道外取引き(移 出入),消 費者信用(割 賦販売,信 販,自 動車デイラ一等)

労働力,道 内大学卒業者(道 内外別就業者数等),道 内地域賃金格差等の既存情報で得られない新た

な情報と既存情報の深化に関するものがみ られた。

2.5情 報 保 存,ネ ッ トワー ク ・ニ ー ズ,問 題 点 調 査

① 推進機関において,コ ンピュータを保有しているのは,北 海道開発局,北 海道 北海道拓殖銀行,北 海

道電力,札 幌通商産業局の5機 関であり,各 機 関とも逐時その充実,強 化 を図 ってい る。

②5推 進機関vatoけ る地域開発 に関するMT等 に よる情報保存は,全 体で36情 報,64デ ー タ

が数え られたが,ニ ーズの高い情報が必ず しも磁気媒 体化されてい ない面 もみ られ,こ の理由 と

して,必 ず しもコンピュータ処理がされてい 左い こと等 によるもの であ り,現 時点ではやむ を得

ない もの と思われた。

また,集 計形態 と しては全道計,個 票が多 く,地 域情報 として望ま しい市町村段階まで とらえ

たデータはかな り少ない。

なお,こ れ らの情報は全て 自機関で発生 した もの ではなく,他 機関の情報を収集 し,整 備 して

いるもの もかな り見受け られ る。

③ これ らのデータに対 する各推進機 関間vak・げ るデ ータ利用のニーズについて は,表3.1-3の と

teb31情 報,54デ ー タと8割 を超え るニーズが存在 してお り,更 に8機 関 中4機 関以上のニ

ーズの高い情報は25デ ー タと約5割 にも及んでい る
。

④ これ らのニーズに対 し,外 部へ の情報提供の可能性 については,外 部提供が可能なもの33デ

ータ
,不 可能なもの21デ ー タ(表3.1-3参 照)と なっており,6割 強のデータが利用 し得 る状

況 にある。
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表3.1-3ネ ッ ト ワー ク ・ニ ー ズ と情 報 提 供 可 能 性

機
情 報 名 及 び フ ァ イ ル 名 外 部 提 供

関 情 報 名 プ ア イ ル 名

ニ ー ズ

可 能 不可能

北海道産業連関表 昭和45年32部 門表(生 産者価格) 1 ○

〃57〃(〃) 2 ○

〃 基本表(〃) 2 ○

〃 〃(購 入者価格) 2 ○

〃 作業表(〃) 1 ○

〃 〃(生 産者価格) 1 ○

北
昭和50年59部 門表(〃) 6 .. ○

〃 基本表(") 6 ○

"〃(購 入 者価格) 6 ○
海

〃 作 業 表(〃 、) 5 ○

〃 〃(生 産者価格) 5イ ○

道 全国産業連関表 昭和45年32部 門表(〃) 3 ○

〃57〃(〃') 3 ○
開
国土数値情報及び地域 集約 ファイル1 2 ○

メ ッシ ュ 統 計 行政区集約ファイル 2 ○

発 土地利用現況データ 2 ○

海岸域公共施設等ファイル 2 ○

局 〃 現 況 デ ー タ 2 ○

海岸線延長プ アイル 2 ○

山地平地沿岸域区分データ 2 ○

国勢調査 5 ○

事業所統計 5 ○

北海道蓄積情報 気象因子データ 3 〇
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機 情 報 名 及 び フ ァ イ ル 名 外 部 提 供
ニ ー ズ'

関 情 報 名 フ ァ イ ル 名 可 能 不可能

北 資本形成調査 法人 マス ター 4 ○
海
道'

開

'個 人 マ ス タ ー 3 ○

発
局 貨物地域流動調査 6' ○

工業統計調査 全事業所 フ ァイル(甲 表) 7 ○

〃(乙 表) 6 ○

商業統計調査 チ ェック済CIT 5 ○

北
法人企業経済調査

'回 収
マ ス タ ー 3 ○

拡大マスター 3 ○

海 小売物価統計 指数価格 ファイル 4 ○

指数 フ ァイル 4 ○

道
森林計画関係資料 森林 資源マス ター 4 ○

製材工場動態及び木材
・チップ生産動態調査 企業 体マスター 3 ○

工場動態マスター 2 ○

北海道水産現勢 漁獲高統計 3 ○

水産製品生産高統計 3 ○
F

北海道主要経済指標 5 ○

北 〃 財政 関連データ 4 ○
海

道 〃 金 融 〃 4 ○
拓

殖
業種別金融機関別貸出
残高

4 ○

銀
行
北海道生産 ・出荷 ・在

庫 ・在庫率指数
2 ○

道民 ・国民所得統計等 4 ○

北 国民経済計算年報
2 ○

海
道 通産統計年鑑 2 ○
電
力 エネル ギー統計年報 2 ○
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機 情 報 名 及 び フ ァ イ ル 名 外 部 提 供
ニ ー ズ

関 情 報 名 プ ア イ ル 名 可 能 不可能

道民 ・国民所得統計等 MAC55A 5 ○

北海道地域産業連関表 4 ○
札

幌 北海道鉱工業指数 4 ○
通

商 商業動態統計調査 4 ○

産
業 工場立地動向調査 4 ○

局
機械器具流通統計 2 ○

ガス事業生産動態統計
調査

1 ○

計 31 54 / 33 21

しか し,こ れ ら可能デー タが無条件で提供で きる状態でもなく,9デ ー タについては,個 票デ

ータ以外の もの ,個 票デ ータの秘密部分を削除 して,個 別協議が必要 との条件が付 されているが,

提 供については,前 向きな姿勢が認め られた。

また,不 可能 な理由と しては,統 計上の制約に よるため,デ ータソースが他機関であるため承

認が必要,あ るいは充分 な整備がなされてい ないため等があげ られた。

⑤ これ らの ことか ら,今 後 の情報交換ネ ットワークの円滑化に関 して,各 種の意見 が寄せ られた ・

が,そ の代表的なものは次の と澄 りであ り,今 後に対す る貴重 な示唆 といえ よう。

④ データ交換は事務慣行の確 立で対処 した方か よい。

◎ 統計法及びその他法令上問題 あるデ ータも,プ ライバシー保護問題 も合わせ検討 し,積 極的

な対策を講ず るべ きである。

◎ デ ータ交換 に付随 した機種,磁 気テ ープ等の相違 に よるコンバ ージ ョン並びに コー ドの標準

化等について検討が必要 であろ う。

⇔ 提供コス トの問題 を調査 し,参 考指針を示すべ きである。

㊧ 委員会は所期の 目的達成後 も情 報流通 に関する連携の場 と して残 した方が よい。

2.6地 域 別情 報拠 点 育 成 意 識 調査

①8推 進機関以外で将来有力な情報拠点と目される11地 区の主要な市及び商工会議所22機 関

を対象に,情 報ニーズ並びに電算処理状況等の実態を把握するための意識調査を実施 した。

② これら機関の地域経済の開発 ・振興に関する情報ニーズをみると,2機 関以上共通的に利用さ

れている情報は204件 が数え られ,地 域機関の特性を反映 し,企 業経営分野での利用が多い。

③ コンピュータ利用状況については,市 では9市 において導入されており,商 工会議所では2カ
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所 とやや少ないが,情 報化の進展 に伴 い徐々にそ の拡大が図 られつつある。

なお,両 者共電算処理においては,大 量集計等の初歩的段階が主であり,MT等 での情 報蓄積

は1～2カ 所 と少ないが,一 部には,デ ータベースの構築等高度化への意向も伺え,将 来におけ

るネ ットワークへの期 待 も大 きい。

2.7情 報 ネ ッ トワ ー ク の 進 め 方

①55年 度 調査か ら得 られた特徴的な点は,次 の よ うに要 約される。 ・

④ 推進機関において は,予 想以上のネ ットワーク ・ニーズが存 在 し,か つそのニーズに応 じて

データ提供 に対する前向 きな協 力が得 られる見通 しにあること。

◎ 市,商 工会議所においても,電 算処理の拡大に よる効率化,高 度化を進めつつあり,将 来に

おけるネ ットワーク指向が潜在すること。

② 以上の ことか ら,今 後は推進機 関を中心 として情報ネ ットワークが実現されてい くもの と考え

られるが,本 調査 で得 られた種々の指針 を再確認 すると,④ 条件の整 ってい るところか ら,◎ 自

主的 に,◎ 相互の合意 に基づき,◎ 現行諸制度の範囲内で,㊧ 相互の利益追求のため等 を基本原

則 として具体的に展開する ことが必要 であろ う。

③ また,情 報流通の方式については,地 域開発のための 施策及び戦略に必要 な地域情 報を入手 し

たい機関は,そ の情報の所在機 関との ネットワークに よリデ一夕入手 を図ることとなる。

●

,

2.8地 域 開 発 に 関 す る 利 用 シ ス テ ム の 開 発

(1)シ ス テム開発の 目的

本道は,全 国 で最後 に残された地域開発の一大拠点である。近年,定 住構想を初め,各 種の地

域開発構想が打 ち出され,本 道においても 「北海道発展計画」,「 新北海道総合開発計画」,

「80年 代 の北海道地域産業 ビジ ョン」の ような長期的k視 点か ら各種の地域開発計画が策定さ

れている。

この ことか ら,こ れ ら実現のための 目標年の経済指標並び に途 中年 次の 目標値の想定及び各種

分析,あ るいは実現 された場合,そ れが本道 にどの ような効果をもた らすか等の分析 を試み るこ

とは,前 述 した ような将 来の人口面,所 得面,産 業構造面等データのニーズは非常に根強いもの

があり,か つ高い ことか らみて有意義なことと思われる。

この ような観点か ら,当 調査が単に情報流通の実現にとどま らず,情 報の高度利用を目的 と し

た分析 システムの設計 ・開発 を行 ったものである。'

(2)シ ス テムの性格

以上の ような目的に沿 って,種 々の三一ズを勘案 し,次 の ように分析 システムの性格を規定 し

た。

④ 地域経済諸量の将来 指標の想定

◎ 地域経済構造の現状把握,予 測及びその産業別展開
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◎ 各種投資等の波及効果測定

(3)分 析手法の確 立

上記 目的を達成 し,地 域開発面で効果的 と考え られる分析手法 を選択するため,近 年,本 道 に

おいて地域開発 に関連 して行 われた分析事例を行 ったが,そ れぞれの関連分野あるいはテーマ毎

の分析事例の中で用い られた主 な分析手法は,シ ステム ・ダ イナ ミックス,リ ニア ・プログ ラミ

ング,多 変量解析,産 業連関分析,計 量経済 モデル分析等が挙げ られている。

これ らの中か ら,種 々検討 を加えた結果,前 述の目的,性 格に沿 った分析 を可能 とするものは

計量経済モデル 分析並 びに産業連関分析が妥 当ではなか ろ うかとの結論に達 したため,こ の両者

をシステ マチ ックに結合 させた分析 手法 を設計することと した。

以下,こ のシステムを 「地域開発 システム」 とい う。

(4)シ ステ ムの設計

これまでの検討の結果,「 地域 開発システム」は以下の機能 を備 える ものでなければ ならない。

④ 地域経済諸量の将来指標の想定のための計量経済モデル分析機能

◎ 地域経済構造の予測及び産業別展 開のための想定産業連関表作成機能

◎ 地域経済構造の現状把握及び産業別展開並びに各種投資等の効果測定のための産業連関分析

機能

e上 記の④,◎,◎ の機能作動のための入 出力機能

④～◎の機能に関 しては,本 システムの 目的とする前述の ような機能 を充分に満足する既成の

ソフ トウエアパ ッケー ジが数多 く流布 してお り,い ずれかのパ ッケージを利 用する ことが適切 で

あり,効 果的 と思われるため,こ の④～◎の システムを有効的かつ効率的に結合 した システム設'

計 を行 うこととした。

◎ については,関 連機関が保有 し,既 に磁気媒体化されているデータを本 システムの入力デー

タフォーマ ットに変換 するもの であり,ま た,④ ～◎間のデ ータフォーマ ットの整合性 をとるこ

とがその主たる機能 となる。

この地域 開発 システ ムの利用に際 しての フローチ ャー トを図示すると図3.1-2の とおりである
。

この システ ムの利用方法 と して,

O計 量 経済モデル分析単独

o計 量経済モデル分析 → 想定産業連関表作成

O計 量経済モデル分析 → 想定産業連関表作成 → 産業連関分析

o産 業連関分析単独

が考え られ るが,ど の ようなル ー トで も利用可能 なシステ ムとする。

なお,こ の地域開発 システムは,当 面推進機関内に設置 し利用者は,そ の機 関に赴 き本 システ

ムを利用することとなる。

また,そ れぞれの処理 フローを 図3.1-3～6に 示す。
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START.

使用 デ ー タ
の

磁気 媒体 化、

データフォーマッ ト
の

変 換

計量経済モデル分折
システムの利用

想定1
成か?

モデル等から
1-0へ の展開

デ ータフ ォー7つ ト

の

変 換

産業連関分折
システムの利用

図3.1-2地 域 開 発 シ ス テ ム利 用 フ ロー

PH-1

変 換

・A

図3.1-3

(e)

㈲:利 用 者 の使 用 デ ー タ フ ァイ ル

(時 系 列デ ー タ)

{b}:人 力デ ー タ ラt－ マ ッ トの 指定

デ ー・タネ ー ム,コ メン ト等 の 指

示

PH-1:デ ー タ フt－ マ ッ トの 変換

〔c}:デ ー タ フt－ マ ッ ト変 換 レ ポー

ト

{d):PH-2パ ッケ ー ジの 入 力仕 様 フ
・tイル

PH-21機 能

時 系 列 デ ー タの 登録

単 一 方 程式 の推 定

方 程 式 登録 処 理 等事 前処

理

モデ ル ビルデ ィン グ

シ ミュ レー シ ョン及 び 予

測

(e),(6):分 折 結 果 の レポー ト

計量経済モデル分析 システムフロー
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◆

コンノ∨一

等 作 成

(f}:将 来連関表基礎データ

〔(e.)Nび別途作成 〕

PH-3:機 能

将来連関表 の作成処理
・最終需要項 目の コン

バ ータ

・投入係数の作成

・自給率の作成等

・将来表作成

{g},{♂1将 来表 レ ポー ・ト

図3.1-4想 定 産 業 連 関 表 シ ス テ ム フ ロ ー

●

●

'

川

ω:利 用者の使用データフ
ァイル(行 列データ)

{i}:入 力デ ー タフ ォー マ ッ

トの指 定

デ ー タネ ー ム,コ メ ン

ト等 の指 示

PH-4:デ ー タ フt－ マ ッ

トの 変 換

{j}:PH-5パ ッケ ー ジ の入

力 使 用 フ ァイ ル

{k):デ ー タ フt－ マ ッ ト変

換 レポ ー ト

PH-5:機 能

・一般構造分折

誘発効果分折

生産変動要因分折

輸移入 〃
・投資効果分折

・価格波及分折

{}},{1う:分 折 結果 の レポ ー

ト

図3.1-5産 業 連 関 分 析 シ ス テ ム フ ロ ー
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パラメー タの

読 み 込 み

入力ファイ
ルの読み込

み

(必 要データの抽出データ構成 の変換)

出 力 フ ァイル へ の

書 き 込 み

入 力 デ ー タ フ ォ ー マ プ ト

デ 一 夕 ネ ー ム 、 コ ノ ン ト等 の

読 み 込 み

計 量 経 済 モデル 分析 システ ム、

産 業 連 関 分 析 シ ス テ ム へ の

入 力 フ ォ ー マ フ トデ ー タ

図3.1-6デ ー タ コ ン バ ー ジ ョン フ ロー

●

t

2.9情 報 交 換 に 伴 う 諸 機 能 の 検 討

(1)MT共 同利用センター的機能に関する検討

① センターの必要性

MTベ ースでの流通 は,当 面は推進機開聞相互 で行われるが,近 い将来 には,関 係他機 関を

も含めた活発 な流通体制へ と発展 して行 くことか予想される。

このため,今 後多量化,多 様化するMT交 換 に対応 し,事 務処理ベースでは一層の繁雑 化が

予想され,ま た,地 域 開発情報の関連機関への クリアリンa"tレ フ ァレンスサ ービスの面の必要

性か ら,こ れについての仲介的 ・図書館的役割 を持つ機能が必要では なか ろ うか。

② センターの役割,機 能

近い将 来における望 ま しいセ ンター機能は,次 の ようなものであろ う。
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④MTネ ッ トワーク活性化への促進

・ 関係機 関のMT情 報のク リア リング

・ 関係機関への提供MTの 拡 大化の要請

・ 関係機 関への提供可能MTの 広 報

◎MT流 通 ・交換業務の実施 ・蓄積

・MT発 注 ・受注(提 供 の要請,提 供を受げる)業 務

・'MTコ ンバ ージョン業務(COPY,FORMAT変 換,MASKING等)

6関 係 情報MTの 収集

・ 地域開発の中でも,社 会開発に係 る分野の収集

・ その他関係情 報の収集

なお,蓄 積,管 理方式 は,当 面は 「図書館方式」で運用することが適 当であろ う。

③ センター実現に向けての方策

前述 した ような機能を備 えた組織については,次 のような形態が考 え ら弁 る。

④ 推進機関の中に幹事機関を設け,そ こで運用する方法

◎ 既存団体(社 団,財 団法人格)の 活用を図 る方法

◎ 新 たに法人組織 を設置する方法

・ 社団法人格的 なもの

・ 財団法人格的 なもの

これ らについて,い ずれ も長所,短 所が見受け られるが,実 現性の上か らは◎ が妥当なもの

の ように思われ るが,長 期的 には◎の財団法人格が一番適当 な方策であろ うと思われる。

いずれに して も,費 用負担,要 員等の問題が存在するため,今 後実現 に向け,こ れ らの検討

を行い,慎 重に対処する ことが必要 であろ う。

なお,今 回は一つの考え方 と しての可能性の検討を行 ったにすぎないが,長 期的には,こ れ

らを核 と してあるいは発展的に地域の情報センターとしての位置づけ も考え られ る。

(2)情 報 交換 に伴い発生するコス ト調査

情報交換は,相 互交換 が理想 であるが,個 々の機関の性格に よっては,一 方的提供(被 提供)

が起 り うる。

一般的にコス トの要因 となる項 目は次の ようなものである。① コン ピュータ,周 辺機器費用,

② 人件費,③ 消耗品費,④ 施設,設 備費用,⑤ 水道光熱費,⑥ 修繕費,⑦ 減価償却費

しか し,こ れ らについて,個 々にそれぞれ積算 してコス トを把握することは困難 であるか ら,

既 存の機関が例 えばMTコ ピーを行 う場合,ど の ような方法を とっているかに より,そ れを目安

にする以外 に方法はない ものと思われ る。

この ことか ら,今 回 は3社(サ ービス会社)の 調査を行 ったが,そ れに よると,A機 関 はMT

コ ピー1巻 の処理 と して5,000円 と設定 してお り,B.C機 関 においては,マ シン単価 を900

円/分 程度 としているか,通 常MT1巻 の処理は5～6分 である ことか ら900円 ×5～6分=
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4,500円 ～5,400円 程 度 となり,先 のA機 関 と同等金額 となる。

しか し,こ れ をそのまま当推進機関,関 連機 関に当て はめる ことには問題があることか ら,各

機関においては,前 述①～⑦の要素を考慮 しつつ個 々に実情に応 じて価格体系を設定すべ きであ

ろ う。

なお,相 互の合意の基 での提供(非 提供)に おいては,こ の限 りでは ない ことはい うまでもな

い ことである。
◆

2.10将 来 の オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワー ク の 考 察

近年の情報化の進展 に伴 って,中 央においては異機関間のオ ンライン ・ネ ットワークをは じめ,

同一企業 ・機関内,同 一 団体等の ように,そ の普及 には 目覚ま しい ものがあるが,残 念 なが ら本道

においては,特 殊 な機関(例 えば銀行,国 鉄等)を 除 くとその例 はみ られず,特 に本調査研究が意

図 した同一 目的を持 った異業種間の異なる機関間のオ ンライン ・ネ ットワークは皆無 である。

また,最 近の通信回線の法改正の提言 にみ られ るよ うに,今 後,こ の ようなオ ンライン ・ネ ット

ワークは情報化の進展 に伴い必然であるとの認識 に立てば,こ れ らの情勢把握並 びに調査研究を加

えることは,本 道の情報化にとって も非常に有意義 なことと思われる。

従 って,こ の ような観点か ら,将 来のオンライン ・ネ ッ トワークについての考察をする もの であ

る。

なお,こ の項 については,「 コンピュータ ・システムの評価に関する調査研究報告書,(財 田 本情

報処理開発協会」を参考 と した。

① オンライン ・ネ ットワーク形成 の意義

オ ンライン ・ネ ットワーク形成 の意義,必 要性については,デ ータ収集 面での コス ト低減 ある

いはハー ド・ソフ トウェアの共有等種 々考え られるが,そ れは次の ようなものと思われる。

④ 共通の情報基盤の確立

◎ データの迅速性の確保

◎ データの信頼性 の向上

㊤ システ ム開発,運 営 の効率化

② オンライン ・ネ ットワークの形態とその形成方法

オンライン ・ネ ットワー久を形成,運 用する場合,そ の 目的 に応 じ,い くつかの形態が考え ら

れ るが,そ れは次の ようなものであろ う。

④ 組織内ネ ットワーク

◎ 組織間ネ ッ トワーク

・ 共同センター型 ネ ットワーク

・ 同種組織間ネ ットワーク

・ 異種組織間ネ ットワーク

・ スーパーセンター型ネ ットワーク
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以上の とお り,一 般 に閉鎖 タイプの ネ ットワークでは,組 織のもつ特定の要求 を充足するこ

とを第一の 目的 と して構築されるが,開 放タイプのネ ットワークでは,利 用者それぞれの持つ

違 った要求 に対 して応 じられる ことを前提 として構築 され る ことが多い。

この ことか ら,当 調査研究では,前 述 したオフライン ・ネ ットワーク促進と同様に,推 進機

関並 びに他機 関に門戸 を開放 した ものである ことか ら,オ ンライン ・ネ ットワークの形成 につ

いて も◎ の異種組織間ネ ットワークで対応する こととなろ う。

従 って,当 面はそのニーズに応 じ,近 距離組織同志 で試験的に形成,運 用を行い,逐 次他機

関への拡大 を図るべ きもの と考える。

③ 形成,運 用 におけるコス ト面と利用効果の考察

現時点において,コ ス ト面 を客観的に把握する ことは非常 に困難であるため,今 回は主観に委

ね られてい る部分に対 し,何 らかの客観 的な評価の尺度 を提示するに留めたい
。

〈ネ ットワークに関する費用の捉え方の考察 〉

費用 と効果 との比較 に よる評価についての方法論 を展開する前提 として,次 の二側面か らの検

討が必要 と思われ る。

・ ネ ットワークの利用効率 を何 と対比するか

・ 費用 と して何 を含めるか

先ず,第 一点の比較対象は次の ように整理 する ことができる。

・ ハー ドウェア ・リソースの共用に関 して

・ ソフトウ
ェア ・リソースの共用に関 して

・ データベ ースの共用 に関 して

等か ら形成の是非の検討の必要があろ う。

次 に,第 二点の費用については,ネ ットワーク構築 とい う立場か らの捉 え方を した場合 と,ネ

ットワークへの参加者 あるいは利用者の立場か らの捉 え方 を した場合 とでは,自 ず と違 った様相

を呈するものと考え られる。

この ことか ら,我 々は 「社会装置 としてのオ ンライン ・ネ ットワークの構築」の立場ではなく,

利 用者の立場 であるため,あ くまでもネ ットワーク全 体のハー ドウ ェア,ソ フトウェアに投 じら

れる費用ではなく,自 己の負担 すべ き費用の範囲に止 まれば よいと言 える。

即 ち,ネ ットワークに加わるために,

・ 追加 した・＼一 ドウ
ェア,メ モV,通 信制御装置,フ ァイル装置,'端 末装 置等の レンタル等

を含む継続的増加 費用

・ 上記金利負担

ソフ トウェアに関 しては,ネ ットワーク利用のために

・ 特別 に発生 した各種 プロ トコルの処理用 ソフ トウ
ェアの開発費用

・ 通信制御用の ソフ トウ
ェアの開発費用の 自己負担分

・ ネ ットワーク利 用のために改変する ことが余儀 なくされた既存の ソフ トウ
ェアの メンテナ
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ンス費用

が主 なものであろ う。

④ 形成上の問題点 とま とめ

ネ ットワークを検討する場合,一 般的な問題と して次の ような点が生 じるものと思われ る。

④ 各機 関が所有するコンピュータ ・シ ス テ ムは,機 種,構 成の点 で相違はあると して も・規

模及び性能は同等の もの と言えるか。 、

◎ 相互に利用すると して,一 定期間内のそれぞれの他システ ムの利用度は,ほ ぼ同等 と考え ら

れるか。

6各 機関が自分の使いたい時に他機 関のハー ドウェアを直ちに使用 できる ことが保証 されるか。

⇔ ハー ドウェアの共用を許す ことに より,自 身で必要 とする リソースの使用についての制約を

受け,処 理に支障をきたすことはないか。

㊥ ハー ドウェア共用の結果,機 密 とするソフ トウ ェアの漏洩,主 要 データの盗難,変 質,消 失

等が起 きないとい う保証はあるか。

等同様の問題は,ソ フ トウェア ・リソース共用の場合にも,デ ータベース共用の場合 にも起 るも

のと思われ る。

従 って,形 成時においては,前 述 した形成の意義 を充分わ きまえ,こ の問題の解消を図 ること

が第一条件 と思われ る。

2.11調 査 研 究 の ま と め

本道における地域開発は,こ れまで 「官」主導型 であったため,「 民」の立ち遅れが指摘されて

いるところであり,同 時に,全 国 に比較すると所得面 での格差,第 二 次産業特に製造業の後進性が

目立っており,こ れは,情 報化面においても,特 に磁気媒体ベースでの情報流通面 について・同様の こと

が言える。

こうした ことを背景 と して,こ れ らを解 消する一 つの方法と して本 調査研究がスター トした とこ

ろであるが,

(1)54,55年 度 においては,各 種調査 ・研究結果か ら諸種の実態が明 らかにな った ことに より,

今後 は,推 進機関を中心 として,情 報流通の円滑な実現 を目指 し情報交換の可能 なところか ら順

次具 体的な展開を図 り,こ れを逐次他機 関に拡大 してい くことが必要であろ う。

(2)56年 度 に拾いては,こ れ を一歩押 し進め,情 報の高度利用のための システ ム設計,近 い将 来の
'
MT共 同利 用センター的機能,遠 い将来のオ ンライン ・ネ ットワークに関す る調査研究を行 った

が,「 地域開発 システム」については,今 後 の商工業 ・電源の立地,産 業の振興等の面での有益

な指針を提供する道具 と して有意義 なものと思われ る。

他方,「MT共 同利用 センター的機能」については,今 回は可能性の検討 を行 ったに過 ぎず,

今後 これ らの検討を継続的に行 う必要 もあるもの と思われる。

なお,「 地域 開発システ ム」については,実 際に運用を開始 し・問題があれば これ を解決 する

'
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必要 がある点 と,二 つには,前 述 した 目的,性 格上か ら,あ る特定の分野に しか適用 し得ないと

い う点 であ り,今 後は機会があれば,こ れ らについても出来 うる限 りの システ ム設計 ・開発を行

う必要があるものと考え られる。

(3)前 述(1)及 び(2)の情 報流通面,地 域開発システム,MT共 同利用センター的構想並びにオ ンライ

ン ・ネ ットワークそれぞれの関係 を示すと図3.1-7の とおりである。

各 種 調 査 研 究
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図3.1-7情 報流通の発展過程 と地域開発システム関係図
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3.啓 蒙 ・普及活動の概要

5.1活 動 の 方 向 性 と そ の 方 法

過去3年 間の活動 を踏まえ,当 調査研究成果 を広 く一般 に普及 ・啓蒙するための活動はど うある

べ きかを模索 ・検討したが,基 本的 には次のよ うなものであ ると思 われた。

(1)委 員 会活動で明 らかに なった潜在 ニーズ等に対 し,そ れに呼応 できるク リア リング等各種整備

の必要性。

(2)磁 気 テープ交換の実行に よb明 らかになるであろ う種 々の問題点等の明確化 とそれに対 しての

善後策の検討並びに情報流通の促進。

(3)地 域 開発関係情報の整備 とその有効利用のため,種 々の分析手法の検討 とモデル システムの構

築等のための様 々な角度か らの考察。

(4)上 記 を促進 し,委 員会活動を掘b下 げた形 での何 らかの協議の場の必要性。

これ らの ことか ら,印 刷物 あるいは各種会議等 に参 加する等 とい う形でのPRは 勿 論であるが,

よ り広範 な立場か ら諸課題 に対 して,総 合的な見地に立ち,継 続的 に自由な 「協議 ・意見交換の場」

を設ける ことが得策では なかろ うか と思われた。,

●

!づ 一 一一

ろ.2地 域 情 報 ネ ッ トワ ー ク開 発 構 想

(1)基 本 的構想

以 上の ことか ら,本 調査研究成果 を基 に,今 後広範 に,情 報流通 等の一層の促進 を図るため,

当面取 り組むべ き具体的方策の一つ として,委 員会機関を拡大 した主要機関 を中心 とする 「地域

情報ネ ッ トワーク構想」を掲げ た。

本構想は,

① 近年の コンピュータ媒体情報の増大に伴い,各 機関において情報資源の有効活用を図るため,

安 定的かつ効率的 な収集 ・提供体制 を確立する必要がある。

② 現在,各 機関においては各種情 報をほぼ共通の認識の下 で,個 々に収集 ・利用 してい るのが

実情 であるが,コ ス ト低減等の観点か ら,ニ ーズの高い情報については,そ の情報の発生源 も

しくはそれ に近い機関 で整備 ・蓄積 を行 う等,機 能を分担 しあ う必要がある。

③ この ような共通情報基盤を確立するため に,各 機関個 々が情報拠点 と しての育成 ・充実に努

め,各 拠点間でネ ットワークを結ぶ ことに より,一 層の効果が期 待できる。

等 を基本姿勢 と し,近 い将来の共通 目的を持 った参加可能な機関 を対象 と して研究会等 を設置 し,

これに伴 う諸活動を推進するものであるが,こ の イ メージを図示すると図3.1-8の とk・りである。

即 ち,当 面は,各 機関が共通の情勢認識に立ち,協 議 を行いなが ら,MT等 の 相互交換 を促進

する。中長期的には,前 記 に加え将来を展望 した下支え としての諸活動 を行 お うとするものであ

る。

●
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図3.1-8ネ ッ ト ワ ー ク 構 想 図

●

●

② 基礎 調査の実施

本構想 を実現す るため には,各 機関 における情報処理等 の現状の実態把握が不可欠であると思

われたため,昭 和57年6月 末 に札幌市及び近郊所在103機 関 を対象 に ,

① コンピュータ導入状況等

② 情報ネ ットワーク構想への関心度

③ 研究会が設置された場合の参加可能性

を中心 とする 「地域情報ネ ットワー・クに関する基礎調査 」を実施 したが,そ の集約結果は表3,1

-4～6の とおりである
。

これ によると,対 象103機 関の うち回答は75機 関,こ の うちコンピュータを導入しているの

は21機 関 で導入率は28%で あ った。また関心度合いについては,46機 関(61.3%)が 関

心を示 し,参 加可 能性(何 ともいえ ないまで)の ある機 関は47(62.7%)と 高 いウエイ トを

示 した。
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表3.1-4調 査対象 と導入状況等 表3.1-5関 心 度

項 目

クンレーブ別

対

象

数

回

収

数

回

収

率

;タ

三導
1入

導

入

率'

合 計
強い関
心があ
る

関心が

あ る

あま り

関心 が

な い

まった

く関心

がない

不 明

75 7 39 9 2・ 18

合 計 103 75 728 21 28D

』1000

(%)
9.3 52.0 12.0 , 2.7 24.0

政府機関・自治体

灘(公 庫公団等)

各種経済団体等

企業 ・サービス
会 社 等

大 学

37

14

33

11

8

32

10

21

6

6

865

714

636

545

750

8

0

3

5

5

250

00

143

833

833

表3.1-6参 加 可能性

合 計

是 非

参 画

したい

で きた

ら参画

したい

何 とも

い え

な い

どちら

かとい

えぱ参

画しな

い

参画す

る必要

がない

不 明

75 5 15 27 3 5 20

100D
(%)

67 200 360 40 67 266

表3.1-7導 入 ・未導入別,関 心度合別,参 画意志別相関表

是 で し 何 どば 参 な 不

参 画 意 志

導入 ・未導

合

計

非
参
画
し
た

き

た

らた

参

と

と
2
な

ち参

;画
と し
い な

画
す
る
必
要

人別,関 心度合 い 画 い い え い が い 明

合 計 75 5 15 27 3 5 20

計 21 3 4 9 1 2 2

強 い 関 心 が あ る 5 2 1 1 0 1 0

導
関 心 が あ る 11 1 3 7 0 0 0

あま り関 心が ない 3 0 0 1 1 1 0

ま った く関心 がない 0' 0 0 0 0 0 0

入
不 明 2 0 0 0 0 0 2

計 54 2 11 18 2 3 18

強 い 関 心が あ る 2 0 1 0 0 0 1

未
関 心 が あ る 28 2 10 13 1 1 1

導 あ ま り関 心 が ない 6 0 0 5 1 0 0

ま った く関心が ない 2 0 0 0 0 2 0

入
不 明 16 0 0 0 0 0 16

一46・ 一一



一
⑨

これ を更 に表3.1-7の 相 関表か らみ ると,導 入機関は ともか くも,未 導入機関に於いて も関心

度合が高 く参加 したい とい う機関が13件 も数え られた ことは,情 勢への敏感さとも感ぜ られ,

注 目に値 しようo

なお,将 来の情報流通等の在 り方等に対 する意見では,

① 各機関が独 自に情 報整備 を行 うよりも経済的に メリットがある。

② 情 報交換 が真 に役 立つため には,各 種 コー ド体系が標準化されることが必要である。

③ 道内情報を中心 としたデータバ ンクと して,ク リア リングサ ービスを充実 してい くことが必

要であろ う。

④ 地域の円滑 な情報流通のためには,参 加機関一部の利益にとどま らず,他 にも門戸を開 く必

要があろ う。

等,示 唆に富んだ意見 が寄せ られた。

(3)説 明 会の開催

前述基礎調査 を参考 と して,今 後の取 り組み方等について検 討を加えた結果,① 基礎調査のみ

ではその把握が不充分であると考え られたため,補 完調査 と しそ具体的な参加意識調査が必要 で

あること。②本構想について,一 層の理解を得 る ことが必要 と考えられたことから,前 記 表3.1-

7の 導 入 ・未導入 を問わず関心を示 し,参 加可能性が何 とも言えない迄の機関 を対象に,昭 和57

年11月 末 「情報ネ ットワークに関する説明会 」を開催 したが,そ の 出席状況及び参加意識集約結

果は表3,1-8の とお りである。'

な お,参 加表明機関において具体的参加

表3.1-8説 明会及び参加集約数 理 由と しては ,諸 情勢を認識する必要があ

ることか ら,種 々の意見交換の場が必要 で

あるとの回答 が大勢を占め,次 いで,他 機

関のデータを入手 し有効に活用 したい等の

回答か寄せ られた。また当面不参加を表明

した機関 において も,諸 情勢並びに研究会

活動の状況等を知 らせて欲 しい との意見が

多数寄せ られ た。

更 に説 明会の場においては,以 後の 「情

報ネ ットワーク開発研究会」の運営等について,次 の ような骨子 を提示 した。

(目 的)

今後 におげる情報化の一層の進展 に対応 し,コ ン ピュータテクノ ロジーに よる情報の相互 ・高

度利用等情 報流通 の円滑化を図る。

(具 体的活動内容)

地域委員会活動の普及 ・啓蒙

・54年 度 か らの調査研究成果の反映

説 明 会 調 査 票

案 内 送 付 数 出席 回答 参加表明

政府機関 ・自治体

政 府 関 係 機 関

経 済 団 体 等

民 間 企 業

大 学

17

6

9

6

4

9

3

8

5

1

6

3

4

3

1

5

1

2

3

1

合 計 42 26 17 12
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・ 情報化の情勢等共通認識の確立

情報流通(MT交 換)実 施の推進

・ 委員会機関のMT交 換 を通 して ,問 題点の摘出,解 決のための方策

・MT交 換 の輪の拡大

情報化関連の協議

・ 情報化の動向(社 会 ,機 器,処 理技術)等 を中心 とする意見交換の場

情報等のク リア リング

・ 各種調査(情 報ニーズ,情 報 ソース ,MT等 保存状況,提 供可能性等)の 実施

・ ク リア リング ,レ ファレンスサービス

(会 議)

必要 に応 じ,年2～3回 開催

(メ ンバー)

参加意識調査 に基づ き,趣 旨に賛同 し,参 加可能 な機関の実務担当者ペース とするが,新 規参

加機関には広 く門戸を開放 する。

〃

5.ろ 情 報 ネ ッ トワ ー ク 開 発 研 究 会 の 設 置 と 開 催

(1)設 置 と開催

これまで述べた ような構想に基づ き,調 査等を進めた結果,本 趣 旨に賛同された表3 .1-9に 示

す機関(当 初18機 関,現 在20機 関)を 構成 メンバーとして 「情報ネー.ットワーク開発研究会」

を設置す る運 びとなった。

〔第1回 研究会の開催 〕

昭和58年3月8日,札 幌通商産業局において発足会 を兼ねた第1回 研究会を開催 したが,

会議の概要は以下の とお りである。

① 当面の運営方針(案)及 び運営要領(案)の 承認

諸種の活動については,研 究会で討議 し同意を得 られたものについて実施することと してい

るが,昭 和58年 度 は勉強会を中心 と考 える。

② 講演 及び事例紹介

講 演

・ 「地域別情報拠点育成事業」について

(財)日 本情報処理開発協会 市川技術調査部長

事例紹介

・ 「地域図書 館と情報ネ ットワークに関する研究」について

(社)北 海道産業調査協会 大谷木事務局長

なお,事 務局は,当 面札幌通商産業局が当たる こととなった。
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表3ユ ー9研 究会構成機関

札幌管区気象台,北 海道開発局,北 海道,札 幌統計情報事務所,北 海道営林局,

北海道東北開発公庫,ホ クレン農業協同組合連合会,北 海道経済連合会,(社 北海

道商工会議所連合会,(社 北 海道産業調査協会,北 海道商工会連合会,北 海道電力

㈱,㈱ 北海道銀行,北 海道開発 コンサルタン ト㈱,㈱ 北海道拓殖銀行,札 幌大学,

小樽商科大学,札 幌通商産業局,旭 川大学(2回 目以降),北 洋相互銀行㈱(3回

目以降)

〔第2回 研究会の開催 〕

昭和58年7月20日,札 幌通商産業局において第2回 研究会を開催 した。

① 「情 報ネ ッ トワークをめ ぐる情勢 について」

～ 産業構造審議会 情報産業部会答申 より ～

札幌大学経営学部 屋教授(電 子計算機室長)

② 「地域開発に関する情報調査の紹介」について

～54年 度 ,55年 度 報告書か ら ～

③ 次回研究会議題の検討

〔第3回 研究会の開催 〕

昭和58年12月7日,札 幌通商産業局において第3回 研究会を開催 した。

① 講 演(事 例紹介)

「北海道 におげ る情報ニ ーズと地域情報ネ ットワークについて」

北海道東北開発公庫北海道支店 長谷川調査課長

② 「地域開発に関する情報調査の紹介」について

56年 度 報告書か ら

③ 「54～56年 度 報告書」についての意見交換

④ 次回研究会議題の検討

(2)今 後の進め方

以上,過 去3回 の研究会活動は,共 通の情勢認識の確立を主眼と して,種 々の セク ションで研

究並びに業務に携わ ってい る学識経験者,有 識者に よる講演 と当地域 での調査研究活動の報告 を

主 と して行 って きたが,総 括的 には次の ことが言え よう。

① 構成 メンバーの性格がまちまち である ことか ら,必 ず しも同一土俵での意見交換 を行 うとい

うところまでには至 っていないが,当 調査研究の意図 した ところは充分理解された ものと思わ

れ る。

② これ を通 じて,構 成 メンバー間 で合意の うえでデータ提供が行われた事例 があり,ま た,デ

ータ提供の要請 を受けたが
,そ のための整備がなされていなか った等か ら今後 に残された課題

もある。
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③ 構成 メンバ ー内には,情 報の体系的整備の面か らデ ー タベ ー スの構 築を手がけている機関

もあり,ま た将来の構想がある機 関も出ている。

④ 昨今の情勢ヵ・ら,情 報化面の調査取 りまとめ を行い,印 刷物 として公表 した機関もある。

この ように徐 々にではあるが,そ の気運は盛 り上 がりつつ ある。

今後 については,こ れ らを基に,

① 引 き続 き,情 報化時代 に即応 した情勢認識 を深める観点か ら継続的 に講演会を行 う。

② 構成 メンバーのMT等 情 報について,ク リア リング活動を行 う。

③ 構成 メンバーのバ ラソキがある ことか ら,委 員会機 関において先行的にMT交 換 を行い,手

続 き上,技 術的,運 用 ・管理,そ の他新たに発生する等の諸問題 についての解決策等の検討を

行い指針 とする。

と考えるが,次 の点への留意が必要 と思われる。

データ交換の潜在的 ニーズはある ものの,そ れを具体的 にど う形作るか。先にも述べた ように,

ニーズ面においては,国 等の基本統計が中心 であることか ら,し ば らくの期間は情報の一方的提

供になる可能性 も考え られ る。 しか し,こ の ことも過渡的な もの と考 え られ,順 次段階を踏む こ

とに よって,例 えば,加 工情 報等の国の機関等への提供等,本 格的な流通 体制が確立されてい く

もの と思われる。

また,デ ータ交換の実行 にあた っては,商 業ベースで行 われているものとの兼ね合い について も

配慮する必要が あると思われ るが,そ の摩擦は少 ない ものと考え られる。

⑨

'

5.4地 域 開発 シス テ ム の活 用 事 例

一 自動車産業の北海道経済に及ぼす波及効果 一

(1)昭 和56年10月,い すず 自動車㈱の本道への進出か決定 した。

自動車産業は,自 動車部品工業をは じめ,金 属 ・機械 工業,素 材産業など広範 な関連産業 を持

ち,す そ野の広い産業 であるだけに,今 後の生産拡大は,と りわけ立ち遅れが指摘されてい る本

道の金属,機 械工業 などの発展に先導的 な役割を果たすとともに,道 内産業の生産や雇用などの

面にも多 くの波及効果 をもた らすもの と期待され る。

以上の ことを背景 と して,地 域開発に係るタイム リーな事例 として,前 述 した 「地域開発 シス

テムの図3,1-5,産 業 連関分析 システ ムの投資効果分析機能」 を活用 し,自 動車産業か本格稼動 を

開始 した場合,本 道経済 にどの よ うな波及効果 を及ぼすか を試算計測 したものである。

(2)波 及効果

①表3.1-10に よると,自 動車産業の本格的稼動(生 産額;5,000億 円)に より,生 産誘発で

は総効果 で1兆640億 円の生産 を誘発 し,最 終需要単位 当たりの誘発効果率は2.13倍 となる。
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表3.1-10自 動車 産業の波及効果

区 分 生 産 誘 発 額(億 円) 付 加 価 値 誘 発 額(億 円)

産 茶5}1 1次 効 果 2次 効 果 詮 効 果 1次 効 果 2次 効 果 総 効 果

製 造 業 7,584

」

88.6 443 田・]・ ・∋ 乃・ 2,266 ア8.3 142 H.7 2,408 58.6

基礎資材産業 826 9.7 87 4・2i9|3 8.6 190 6.6 2ア 2.2 2|7 5.3

加工組立産業 6,567 76.7 43 2コ16,6|0 62■ 2,007 69.3 |7 1.4 2,024 49.2

生活関連産業 19| 2.2 3】3 15.。15。 、
1

4.8 69 2.4 98 8」 }67 4コ

建 設 業 37 o.4 41 2.0 78 0.7 16 0.6 |7 1.4 33 0.ε

商 業 255 3.0 330 |5.9 585 5.5 i69 5.8 219 18.0 388 9.4

サ ー ビ ス 業 H9 L4 574 27.61 693 6.5 79 2.7 381 3L3 460 11.2

そ の 他 568 6.6 689 33.わ,257 1L8 365 12.6 457 37.6 822 20.0

% % % % % %
産 業 合 計 8,563 100.0 2,077 100.0 10,640 100.0 2,895 100.0 1,2|6 100.0 4,111 100.0

(i誘 発 効 果 率) 1.71 0.42 2.|3 0.58 0.24 0.82

区 分 レ 就 業 者 誘 発 数(人)

産業別 |次 効 果 2次 効 果 総 効 果

製 造 業 22,570 68.0 2,460 10.8 25,030 44.7

基礎資材産業 1,640 4.9 210 0.9 い850 3.3

加工組立産業 |9,q10 57.3 170 0.7 19」80 34.3

生活関連麦藁 L920 5.8 2,080 9.| 4,000 7」

建 設 業 320 LO 350 1.5 670 L2

商 業 5,230 15.7 6,760 29.6 11,990 21.4

サ ー ビ ス 莱 L690 5.1 8,170 35.8 9,860 |7.6

そ の 他 3,400 10.2 5,090 22.3 8,490 15」

% % %

産 業 合 計 33,210 100.0 22,830 |00.0 56,040 100』

(誘 発 効 果 率) 6.64 4.57 11.21

②'就 業者誘発では,総 効果 で56,040人 を誘発するが,こ の誘発数を自動車の最終需要単位

当た りに換算 すると,1億 円の需要 に対 し約11人 の 雇用を誘発する こととなる。

③ これ らの波及効果は,想 定65年 の 経済規模 と比較すると,表3.1-11～12にnsす とk－

り,生 産額ベースでは全産業の3.4%の 大 きさを示 し,就 業者では全体の1.9%に 相 当する。

④ 上述のとお り,一 企業の進出と しては,か なり大 きな波及効果が期待 出来,特 に加工組立産

業 に与える効果が顕著 である ことか ら,従 来か ら指摘 されてい る機械工業等高度化へのインバ
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表3.1-11昭 和65年 の産業別生産額

.(単 位:千 億 円,%)
'

区 分 ・年 金 額 構 成 比 年 平 均 自 動 車 の影 響

産 業 別 5・165 50 65, 伸 び 率 ㈲ (B)

製 造 業 40.8 口06 29 34 6.6 7.6 12.3

基 礎 資 材 産 業 14.4 30 10 10 δ.0 3.0 5.8
●

加 工 組 立 産 業 4.6 26 3 8 12.3 25.2 30.6
4

生 活 関 連 産 業 2L8 50 16 16 5.7 1.0 1.8

建 設 業 19.9 44 14 14 5.5 0.2 0.3 :

商 業 14.0 33 10 11 5.9 L8 3.0

サ ー ビ ス 業 24.0 51 17 16 5.1 1.4 2・6
、

そ の 他 40.8 79 30 25 4.5 1.6 3.3

`

合 計 139.5 313
　 100

100 5.5 3.4 6コ

(注)1.産 業 区 分 は,第1表 と同 じ。

2.自 動車の影響ωは65年 に占める割合㌃(B)は50年 ～65年 の増加分に占める割合。

3. ,80年 代 の北 海 道 地 域 産 業 ピジ ョンに よ る。

表3,1-12昭 和65年 の 産業別就業者数(単 位
:千 人,%)

、

区 分 ・年 実 数 構 成 比 年 平 均 自 動 車 の 影 珊

産 業 別 50 65 50 65 伸 び 率 ω (B)

、
、

製 造'業 302 479 12.3 16.3 3」 5.2 14」

基 礎 資 材 産 業 72 85 2.9 2.9 L1 2.2 13.8

加 工 組 立 産 業 30 91 L2 3.| 7フ 2|.1 3L4

生 活 関 連 産 業 200 303 8.2 10.3 2.8 L3
1
3.9

兇 設 業 305 379 12.4 12.9 1.5 0.2 0.9
●

商 業 545 681 22」 23.1 1.5 1.8 8.8
・

サ ー ビ ス 業 592
、

718 24.0 24.4 L3 1.4 7.9 「

■

そ の 他 718 689 29.2 23.3 ▲0.3 12 一

、

合 計 2,462 2,946 100.0 100.0 1.2 L9 ll.6

,

(注)上 記表 と同じ。

`

〔
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ク トとしてその影響は極めて大 きな もの と言える。

4.今 後における本調査研究の役割 りと課題

4.1情 報 化 の 情 勢 と そ の 動 向

(1)1983年 は,国 連 が提唱する 「世界コ ミュニケーシ ョン年 」であり,こ の年に合わせたかの

ように,我 が国でもニ ュー メデ ィアについて多方面 でとり上げ られ,各 種の構想(INS,地 域

における育成策 としてのニ ュー メデ ィア コミュニテ ィ ・テ レトピア等)な り,実 用化への準備 が

着々と進め られてい る。

(2)ニ ューSデ ィアが一斉 に出現 して きた背景 と しては ①エレク ト・ニクス技術 と通 信技術の急

速 な革新 と融合,② 情報ニ ーズの多様化,詳 細化 ③既存 メデ ィアの成 熟に伴 う新 商 品 に ょ る

市場開拓の必要性等があげ られる。

(3)こ の 二三ー メデ ィアの ネ ットワーク機能 を発揮するもの として,INS(高 度 情報通信 システ

ム)構 想 とLAN(ロ ー カル ・エ リア ・ネ ットワーク),VAN(付 加 価値通 信網)が あb,こ

れ らネ ットワークの成否が今後の情報化に大 きな影響を与えるもの と思われ,そ の成 り行 きが注

目され る。

(4)こ れ らの動向は,本 調査研究 当時 には予想 しえなか ったスピー ドで進行 しているが,こ のよ う

な情勢下で今後,本 調査研究の役割 りは如何な るものであるべきかについて若干触れ てみたい。

4.2本 調 査 研 究 の 役 割 り と 位 置 づ け

一 高度情報化社会への下支えの役割 リと特定分野のカバーの必要性 一

ニュー メデ ィアなり,各 種の構想が実現され,経 済社会等あ らゆる分野に行 き渡るまでには ,か

左り長期の時間が必要 と考え られ,同 時に,① プライバシー保護,② 通信 コン ピュータシステムの

保護,安 全対策,③ 各種 コー ド,プ ロトータル等の標準化等々の課題の解決が必須の要件 と思われ

る。 この ような課題 に対 しては,今 後 「既存の概 念や体系に とらわれず,幅 広い効果 を目指 した広

い視野 に基づいた弾 力的な施策の展開が望まれる ことは勿論の こと,民 間機関において も,一 致協

力 して これ ら社会基盤の整備 に当たることか必要」であろ う。

この ことは,本 調査研究か 目指 した,

① 地域情報のオフライン ・ネ ットワーク促進 とその高度利用

② 将来のオンライン ・ネ ットワーク形成への指向

にも,そ のまま当てはまるものと考える。

すなわ ち,① については一般的には,② に至るまでの代替的な ものとも考え られ るが,現 時点に

お・いては,

① 情報処理技術が進歩 しているとはいえ,入 力形 態と しては依然と して手作業 に頼る期間が当
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分続 くことが予想され,ま た,高 度情報化社会 において も情報流通手段 と しては磁気テープ及

びフ ロ ッ ピーデ ィスクが中心 と考え られる ことか ら,こ れ らを土台 と して捉 える必要がある

こと。

② 民 ・宣いずれ において も効率化 ・減量化 が叫ばれてお り,情 報の効率的活用の面か らMT情

報 を中心 とするク リア リン グ,レ ファレンスサー ビスの要請 がある こと。

③ 高度情報社会は,分 野別 にみると同時に実現 されるものではな く,そ の速度にはバ ラツキが

出て くるもの と予想 される。具 体的には,ま ず産業 界を中心に商業ベースで先行 するもの と一

般的に言われているが,本 調査研究は,そ のテーマか らも構成機 関の面か らも縦割 り的ではなく,

横 断的な性 格である ことか ら,こ の分野での継続的なカバーの必要性が ある こと。

④ 現在 の情勢並びに将来の情勢について共通情報基盤 を確立するため,協 議等を継続的 に行い,

そ れに耐え うる体制整備の必要 がある こと。

⑤ 当地域 において も,中 央との情報化格差は存在 してい ることか ら,今 後更 にこの面での普及

・啓蒙 が必要である こと
。

等々,現 在の課題 に対処 し,将 来の高度情 報化社会への下支えの役割 りを担 うべ きもの と考え ら

れ る。

●

4.ろ 今 後 の 課 題

これまで述べた とおり,当 地域では 「地域開発」関連 についての調査研究 を進めて きたが,今 後,

北 海道経済の自立的発展のためには,産 業界を中心に技術 力の向上,情 報化の促進を図 り,も って高

付加価値で知識集 約的な産業を育成 するとともに,道 民ニーズに対 応 しかつ本道の特性 に適合 した

地域 開発を促進する必要 があろ う。

これがため に,情 報化 面のアプローチと して次の方法を今後引 き続 き調査研究 して行 く必要があ

る。

第1点 には,「 新た な視点か らの地域開発 システムの開発」を模 索すべ きではなかろ うか。今後

とも地域開発に有効 と思われる各種 分析手法の研究,パ イロ ットシステ ムに よる実証分析など,情

報ネ ットワークの促進 とか らめて,情 勢の より高度利用の面か らのシステム開発 に取 り組む必要 が

あろ うと考 える。幸いに,「 情報ネ ットワーク開発研究会」構成 メンバ ーにおいて も,独 自の分析

手法を有 していると ころも存在 する と考え られる ことか ら,今 後,研 究会を通 じ意見交換を行い,

目的にマ ッチ したシステ ム構築を手掛けるべ きであろ う。

第2点 には,北 海道 において も・命題毎の各種情報 センター等についての研究・設立の準備等が進

め られてい るが,今 後,こ れ らを 「社会ニーズに適応 しつつ,本 調査研究が将来的 に意図 した横断

的 に結合 したオ ンライン ・ネ ソトワークの調査 研究」 を行 う必要があるもの と考え られ る。

高度情報化社会 は,今,入 り口に差 し掛か ったばかbで あるが,北 海道においても昭和59年 度末

には札幌 一福岡間を結ぶ 日本縦貫光 ファイバ ールー トを完成させる等,そ の整備は着々'と進め られ

つつあるが,本 調査研究 がそのための一つの参 考となれば幸いである。
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1.調 査 研 究 の概 要 、

1.1調 査 の 目 的

中小企業庁の 「産地概況調査」に よれば,産 地 一 同一の立地条件の もとで ,同 一業種 に属する

製品を生産 し,市 場 を広 く全国や海外に求めて製 品を販売 している多数の企業集団 一 は全 国で

338産 地 あり,そ の内東海 ・北陸5県 には58産 地,17 .5%が あ る。 このように当地域は地場

産業が発達 した地域 であり,雇 用,生 活用品の供給等 を通 じて,地 域 社会に深 く根付いてい る。

この地場産業の構造的特徴の一つは零細性 である。 これは地場産業 をめ ぐる諸問題の根本 的原因

でもあるが,こ こか ら派生する問題 と して,内 外 の環境変化 に対する対応の弱さ,人 的資源の確保

・育成の難 しさ ,製 品開発力の欠如,流 通 チ ャンネルの脆 弱性等が指摘されている。 これ らの問題

を解するための課題 の一 つと して,情 報機能の強化 をあげる ことがで きる。

市場ニ ーズ は流動性 を増 しており・,産地が主体的 に内外の環境変化 を見 きわめ,ニ ーズに対応 し

地場産業 の発展を期 するためには,地 場産業 を構成する事業者か,経 営上必要 とする情報を適宜,

的確 に利用 しうる体制の整備 一 情 報の収集 ・加工 ・蓄積 ・流通 システムの確 立 一 が必要 である
。

また,地 域産業が 中核 産業 として存在 している都市においては,そ の産業 の盛 衰 が即 そ の 地域

社会全体の盛衰に結びつ き易い ところか ら,最 も有効 な地域情報 システムを確立するためには単 に

中核産業だけ でな く,こ れを とりま く行政機 関,経 済団体,組 合等 を含めた地域社会の各主要構成

単位が このシステムに組み込 まれる必要がある。

この ような認識の下 に,地 場産業都市 に拾いて どの ような情報を'どの ような機能 で展開すべ きか

を模索 し,地 場産業における情報システムの基本構想 を検討 する ことが この調査の目的 である。

句

1.2実 施 経 過

調査は昭和54年 度 か ら3カ 年 に渡 って実施 し,そ の後 も啓蒙 ・普及活動等を続けた。

① 昭和54年 度

東海(愛 知 ・岐阜 ・三重)・ 北陸(富 山,石 川)地 域の主な産地 における,情 報拠点 と しての

役割 を荷 うべ き組合,商 工会議所,商 工会,地 元金融機関,自 治体等約200機 関 を対象と して

④各 々の 立場か ら見た,地 場企業 の情報ニーズ,情 報入手チ ャンネル,@調 査対 象機関における

情 報活動の現状 ・今後 の情報ニーズ,◎ 情報化 に対する意見 ・要 望等のアンケー ト調査(一 部の

機 関について ヒア リング調査)を 実施 した。

② 昭和55年 度

モデル ケースと して瀬戸陶磁器産地 を選定(ノ ベルテ ィ,洋 飲食器,電 磁器,タ イル ・建材等

取b扱 い製 品別 に メーカ ・産元商社約100社 を対 象に,① 情報ニーズ入手チャンネル ②情報

収集活動 と不足情報の実態 ③産地情 報基盤整備 に対 する意見 ・要 望等のアンケー ト・ヒア リン

グ調査 を実施 し,情 報流通基盤の あり方等について研究 した。

③ 昭和56年 度
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ニーズの高い情 報分野である生産 ・販売関連情報 ,技 術 関連情報を対象に情報の整理 ・活用方

法,産 地パ イロ ット情報システム等の研究開発 を実施 した。

④ 昭和57～58年 度'

瀬 戸陶磁器産地 に対する啓蒙 ・普及活動 と して瀬戸商工 会議所における本構想に関する説明会

の開催及び,陶 磁器産県関連5団 体に対す る追加的 ヒア リングを行 うとともに,産 地 パイロット

システムに関する研究開発 を引 き続 き実施 した
。

1.3推 進 体 制

東海 ・北陸地域におげる国の地方出先機関,自 治体,商 工会議所,銀 行等か ら構成される 「地場

産業に関する情報調査研究会」を設置し,調 査研究を推進 した。

2.調 査研究成果

2.1地 場 産 業 に 関 す る 情 報 拠 点 基 礎 調 査

地場産業 に関係する機 関,団 体等が共通に利用できるような情 報拠点を考える際,ま ず,① 地場

産業振興に必要 なデータ需要,② デ ータの利用方法 ③データ ・ソース等 を明確 にする必要が ある。

このため,地 場産業 に関係する団体,機 関に対するアンケー ト調査により,地 場企業の情報ニーズ

及びその入手先,調 査活動の現状,情 報収集活動の現状及び不足情報,将 来ニーズ等 を調査 した。

その結果は次のよ うな ものであ った。

2.1.1企 業 情報ニーズとその入手先

調査対象機関の立場か ら判断 した地場企業が必要 とする情報と しては,市 場 に関連 した情報

ニーズが最 も多 く,次 いで,技 術,経 済 ,企 業関連 とな ってい る。

市場関連 では消費者ニーズ,地 場製品動向,技 術関連 では新製品開発,生 産技術,経 済 では

景気動向一般が高い。

また,窯 業 ・土石 では技術関連情 報,雑 貨では施策 ・制度情報に対す るニーズが相対的 に高

く,商 工会議所,商 工会 では技術関連情報,金 融機関では企業関連情報 に対するニーズが相対

的 に高い とい うように,業 種,業 態 によって情 報ニーズにちがいがある。

情報の入手先 と しては,業 界団体と関連企業の両者で半数近 くを占め,以 下マス コミ,自 治

体,商 工会議所 ・商工会が続いてい る。

2.1.2情 報 活動の現状

調査に回答 した業界団体,金 融機関の半数以上では50年 以降何 らかの形で,地 場産業に対

する調査を実施 してい るが,こ れ らの調査結果は大部分が コンビ三ータ媒体 と しては保存されて
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い ない。

収集情報の圧倒的多数は経済情報であり,中 でも景気動向,金 融事情等が多 く,次 い で,市

場 関連情報であり,市 場関連情報 では市場一般,地 場製 品動向,企 業関連情報では生産 ・販売

に関する情報が比較的多い。

また,情 報の入手先としては,自 治体か らは経済情報,施 策,制 度情報,技 術関連情報を,業 界

団体 からはその他多 くの情報を得ている。 入手法は大部分が直接の メールであ り,従 って保存

媒体を コンピュー タとする ものは1%に す ぎない。入手情報の利用頻度 としては月1回 程度 と

するものが半数近 くで あるが,日 常活動に直接関連 する仕入れ市場 関連情報については,他 分

野 より利用頻度 は高 くなってい る。

では,こ の ような情報活動の現状で満足 してい るか とい うとそ うでは なく,半 数以上が不足

と考えてい る。その内容 としては,消 費者 ニーズ,地 場製品動向とい った市場関連情報,次 い

で生産,販 売を主 と した企業関連情報,新 製品開発 を主と した技術関連情報な どである。

生産,販 売 とい う産業に密着 したデ ータは収集活動 も盛んだが,反 面情報不足で もある。 こ

れは① 自産地情報は入手 して も,他 産地情 報は あまり入手 してい ない こと。②利用 目的 に応 じ

た情報収集が困難 なこと等があげ られ る。

不足 と感 じなが らも理由 としては,入 手方法がわか らないとするものが圧倒的 に多 く,以 下

入手時期が遅い,地 域別に細か く判 からない等 が続いている。

情 報の利用目的 としては,高 付加価値商品の開発,各 種計画の作成,生 産活動の効率化,地

域に対す る社会的責任等があげられてい る。特に市場関連情報では受注の安定的確保,企 業及

び企業関連情報では地域に対 する社会 的責任 の割合 が高い。

2.1.5今 後 の情報ニーズ

特に,将 来の企業経営戦略 と して,実 需に対応 した生産 体制の強化が求め られている現在,

消費者のニーズを迅速,的 確に把握す ることか重要 となって くる。また地場製 品の需給動向及

び生産活動の把握 はもちろんの こと,集 団化 ・協業化等の事例的な情報ニーズ も高い。 さ らに,

技 術面では商品の品質向上,高 級化指向で新製 品開発,生 産技術,新 材料素材等の情報 も比較

的高い。

2.1.4地 場 産業に関する情報拠点構想 に対す る意 見,要 望等

本調査研究 のね らいを以下の ように調査票に記載 し,こ れに対す る意 見を求 めた。

地場産業に関与 して いる各種団体及 び機関が相互に必要 とす る情報(デ ー タ)を 明確にし,

かつ公開で きる範囲内で相互利用で きる共通の情報 システムを確立する。従 って,共 通的 にニ

ーズが高い情報は ,ど こか1カ 所に蓄積 し,い っで も利 用可能な体制を整備す ること,各 々の

団体,機 関が独自に情報拠点 としての機能を分担 し,各 拠点間がネ ッ トワークを結び,さ らに

関係の深い地場産業間で ネッ トワー クを結ぶ。

その結果 と しては,地 場 産業の振興 に役立つ情報のシステム化に対する関心度は高い が,そ
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の多 くは情報サー ビスを受 ける ことに主力をおいてい るようである。また,ネ ットワークの拡

大 により白地域内だけの情 報ではなく,関 係諸外国あるいはわが国全 体と関連づけたシステム

形成への期 待が強い。その反面,情 報拠点 としての役割を果たすために必要な経費,人 員等を

心配する意見 も多い。

2.2瀬 戸 陶 磁 器 産 地 情 報 基 盤 整 備 調 査

基礎 調査の結果を踏まえ,瀬 戸の陶磁器産地 をケースス タデ ィと して取 り上げ,産 地における情

報処理及 びネ ットワークのあり方を より具体的 に探 ることとした。

2.2.1瀬 戸陶磁器産地の概要

愛知県瀬戸市は,名 古屋市の北方20Kmva位 置する近郊都市 であるが,陶 磁器産業 はこの市

の地場産業 と して有名である。 ここに陶磁器産業か定着 したのは,良 質の陶土 をは じめとする

原材料 を殆ん ど地元 で賄 うことがで きたためであり,原 料立地の典型 である。

窯業,土 石製 品製造業 は市の事業所 ・従業者の7割 を占め,地 域に深 く根をk・う し,地 域経

済の盛衰に大 きい影響 を与えてい る。

陶磁器の生産は,一 般に製土,成 形,素 焼,下 絵付,本 焼,上 絵付 と多 くの工程か ら成 るが,

これ らの工程 をい くつかの企業 が分業 して行 って古 り,そ の多 くは生業的状態 にとどま ってい

る零細企業 である。そのため生産性は低 く,他 産業 との経営格差 も開 きつつある。 また,古 く

か ら 「せ ともの」はやきものの代名詞 となっているように,産 地 と しての知名度は高いが,高

級品 と してのイ メー ジの点ではいまひとつである。

陶磁器産業 とい って も,和 飲食器,洋 食器,玩 具 ・置物(ノ ベルテ ィ),タ イル,そ の他多

くの業種 にわかれ,瀬 戸にはその業種の殆ん どが存在するが,そ れぞ れ業種に よってかか える

問題 も異なる。 ここでは代表 的な業種 として,和 飲食器,洋 食器,ノ ベルテ ィについて触れ る。

① 和飲食器

生産工程 と しては,窯 元で成形か ら本焼まで行い問屋へ納めるケースが一般的である。成形

は近年下請への依存度が高ま って きてい る。上絵付は産地問屋が上 絵付業者へ下請に出 し,

ま た このほか に石 こう業者,厘 鉢業者,デ ザイナー,紬 薬業者などが存在する。

需要と しては,近 年 ギフ トと しての陶磁器の利用度の低下,洋 風化,小 家族化 とい った ラ

イフスタイルの変化,家 屋面積の縮小 に伴 う食器類収納場所の不足等か ら国内需要の停滞が

問題 となってい る。 また,有 田,美 濃等他産地 との競合,問 屋依存,情 報収集努力の怠 り等

が問題 となっている。

② 洋食器 ・ノベルテ ィ

大手の一 貫業者 による生産 と,素 地業者 ・加工完成業者 の分業組織 が併存する。瀬 戸の主

力業種 であ り特 にノベルテ ィは全国出荷額の4割 を占める。輸 出が高い割合を占め,為 替 レ
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一 ト,輸 出相手国の需要変動要因に大 きく左右 される。近年,韓 国,台 湾等中進国等の追い

上げが激 し く,シ ェアは縮小 傾向である。国内市場 でも輸入品 との競合 が問題 となっている。

また共通 の課題 と して,高 品質,洗 練された製品 を作るために必要 な情報収集 力及び新製

品開発能力の不足,エ ネル ギー,人 件費等のコス トア ップ要因を価格へ転嫁 できない こと,

労働 力の高齢化,不 足 等が一般 に指摘されている。

2.2.2産 地 情報流通 ・処理の現状

瀬戸陶磁器産地の企 業の情報活動について,ア ンケー ト調査(図3,2-1,表3,2-1を 資

料として提示 し,「 瀬戸陶磁器産地情報基盤整備調査」を実施 した。)

(1)情 報 ニーズ

産地全 体と して は 「品質,デ ザイン,新 製品,技 術関連情 報」に対す るニーズが高 く,次

い で 「販路 開拓,市 場関連情報」 「経営一 般情 報」 「経済情報」の順 であった。

デザ インや新製 品開発に関する情報ニーズは,国 内は勿論,広 く海外にまで求めてお り,

特 にデザ インについては,陶 磁器製品の専門誌 を始め,卜 ータル ファソションと しての イン

テ リア ・住宅関係等の雑誌にまで広範 に及ん でいる。企業の生産 ・販売,雇 用等に関する

「経営一般情報」や原燃材料,仕 入商品の需給 ・価格関連情報は,メ ー カー部門でニーズが

高 く,し か も自産地内情 報に対 するニーズが高い。また,地 場製 品の シェア ・価格,あ るい

は関連業界の動向に関する情 報ニーズ もか なり高 く,国 内同業 他産地を強 く意識 しているこ

とが うかがわれ る。

また,内 需型企業 では,原 燃料 ・仕入商品に関する情報,関 連業界の動 向や地場製品の動

向に関する情報ニーズが高 く,外 需型企業 では,デ ザインを主 と した新製品開発に関する情

報ニーズが高い。 ・

業種別 では,① ノベルテ ィ部門では,消 費者 ニーズに合致 したデザインの企画,バ イヤー

との成 約価格 雇用確保に関する情報が重視されてい る。②洋食器部門 ではデザイン及び新

製品開発に関する情報 と共 に,企 業の生産,販 売,財 務,賃 金 体系等に関する情報や地場製

品動向に関する情 報二tズ が重視 されている。③和飲食器部門 では,製 品の高級化 に伴 うデ

ザ イン開発,多 様化す る消費者ニーズ,陶 磁器関連業界や他産地の動 向に関する情報ニーズ

が重視 されている。

(2)情 報の入手チ ャネル

情報の入手先と して,日 常取引先か らは主にデザイン,新 製品,市 場関連,仕 入関連,受

注関連等の情報を得てお り,ま た,社 長会等同業者の会合か らは経営一般情報を得てい る。

一方
,経 済,業 界団体 からは,経 済,中 小企業施策,制 度,経 営一般,デ ザイン,新 製品,

市場関連,仕 入関連等 の広範 な情 報を得て いる。入手 チャネル としては,経 済,業 界団体

(組 合),販 売 先,業 界紙 専 門紙,社 長会等同業者会合の順 であ る。 日常の取引ルー トは,

イ コール情報入手ルー トでもあるが,共 通情報基盤 として考える場合 はむ しろ経済,業 界団

体 の役割に注 目すべ きであろ う。
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貴産地に必要 な情 報と して種 々のものが考え られ ますが,実 際に情報を経営 に役立て ようとす

ると,情 報源が散在 していた り,ま た利用 目的 に応 じたデ ータが入手 で きない,入 手 できてもタ

イ ミングが合わない等かなり苦労 するのが実情 です。

本構想では貴産地をモデル と して,産 地 を構成 する企業及び これ に関与 している各種団体 ・機

関が相互 に必要 とする情報(デ ータ)を 明確に し,か つ公開できる範 囲内 で相互利用 できる共通

の情 報システム,即 ち企業,団 体及び機関の間で共通的にニーズの高 い情報(チ ータ)を どこか

1カ 所に蓄積 し,集 計 ・分析 ・加工 して必要な時,即 時に利用できる体制 を整備 する(従 って ,

各 々が個別に保有する必要がな くなる)た めの方策は何か をテーマに しております。

図3,2-1瀬 戸陶磁器産地情報基盤整備構想(産 地情報基盤のイ メージ)
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r 表3.2-1瀬 戸陶磁器産地 をとりま く情報

番 号
.

情 報 区 分
国 内

情 報 項 目

自産 同業 異業 海外

地 他産地 種
一'

>

101 501 生 産 ・出荷 ・在 庫 に関 す る情 報'
経 102 502 雇用に関する情報
済 経 済 103 503 所得 ・賃金等に関する情報
. 104 504 金融事情 ・物価 ・景気動向等に関する経済情報

政 105 505 その他(具 体的に)

竺 111 5" 融資(制 度 ・機関)・ 補助金に関する情報
般
情
報

中 小 企 業

施 策 ・ 制 度

112

,113

114

512

513

514

税制に関する情報

都市開発計画 ・工場団地計画等,立 地に関する情報
その他,国 及び地方自治体の経済 ・産業政策等に関する

情報(具体的に)

221321421 521 企業の生産 ・販売等に関する情報
222322422 522 企業の財務 ・賃金体系等に関する情報
223525423 525 従業員採用,労 働力需給等,雇 用に関する情報

経 営 一 般
224524424

225325425

524

525

教育 ・訓練等に関する情報
事業多角化 ・事業転換等に関する情報

226526426 526 企業の集団化 ・協業化に関する情報
227527427 527 経営者意識に関する情報

産 228528428 528 その他(具 体的に)

231551431 551 品質に関する情報
232552452 552 デザインに関する情報

地

品 質 ・デ ザ イ ン

新 製 品 ・技 術

235553453

254334454

235535455

533

554

535

新製品開発に関する情報
新材料 ・素材等の開発 ・利用に関する情報
製造 ・加工等,生 産技術に関する情報

256336456 536 その他特許,技 術一般情報

(具体的に)

関
241341441 541 原燃材料・半製品等,仕 入商品の需給・価格に関する情報

仕 入 関 連
242542442

245545445

542

543
下請 ・外注先の動向に関する情報
その他仕入に関する情報

(具体的に)

251551451 551 消費 者 ニ ーズ に 関す る情 報連
販 路 開 拓
市 場 関 連

252352452

255555455

254354454

552

553

554

シェア,価 格等.地 場製品動向に関する情報

関連業界の動向に関する情報
広告 ・宣伝に関する情報

255355455 555 その他(具 体的に)

情
261361461 561 商品別成約価格に関する情報

受 注 関 連
262362462

263563465

562

563

商品別成約数量に関する情報
その他受注先の動向に関する情報

(具体的に)

報 ＼ ノ

その他具体的に
Y

具体的に
() 171 571 ()

() 172 572 ・()
() 173 5ア3 ()

() 174 574 ()
() 175 575 ()
() 176 5ア6 ()
() 1ア7 577 ()

チ

上 表 は 「情 報 」の 概念 を理 解 して いた だ くた めに 区 分化 した …例 で す。 こ こで 経 済 ・政 策・一般 情 報

とは 特 定 産業 に とら わ れ ない マ ク ロ的 な情報 を,ま た 産地 関連 情 報 とは 基産 地 に 直 接密 着 した ミク ロ

的 な情 報 を示 し てい ます。

以 下 の 設問 で木 表 を 使 用 し ます の で,ま ず 貴社 に'て「瀬 戸陶 磁 器 産 地 を と りま く情 報 」を考 え た場

合,不 足 して い る もの が あ りま した ら 「 その 他 」欄 に具 体 的 に記 入 し て補 っ て くだ さ い。
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業種 では,洋 ・和飲食器部門,業 態 では メーカー部門が経済 ・業 界団体及び販売先か ら情

報の多 くを入手 してい るのに対 し,ノ ベルテ ィあるいは産元商社部門では一 般マスコミの ウェ

イ トが高 く,輸 出依存度の高い業種,最 終需要者に近い ところ程産地外 の チ ャネル に依 存

する傾向が強 く,海 外情報 も含めた全国的 なネ ットワークの必要性か うかがわれる。

(3) .不足 情報

不足 している情 報としては,消 費者ニーズに関する情報,企 業 の生産,販 売等 に関する情

報,テ ザイン ・新製品開発 に関 する情報等 が目立ち,こ れ らは,情 報ニーズが強 く,ま た現

在収集 している情 報とも一致することが注 目される。 また情報不足を感 じつつ入手 してい な

い理 由としては,入 手先,方 法がわか らないとするものが最 も多い。

その他,情 報不足 に関連 して,① 他産地 との競争上の不利,② メー カーがバ イヤーに左右

され易 くなる,③ 多 くを 「口こみ情報」に依存 するため的確性 を欠 く,④ 産地製品のイ メー

ジア ップ不足,⑤ 情報の偏 りと多角的活用が不十分,等 の問題がある。

2.2.5産 地 情報流通基盤整備のあ り方

今後,産 地企業が環境変化に機敏 に対応 してい くためには,従 来以上に,情 報への依存度

が高まる ことが見込まれ る。 このため産地企業は地元諸機 関と一丸 とな って,産 地 としての

情報処理 体制を確立 し,製 品の多様化,高 級化,市 場開拓,拡 大に,或 いは労働 力確保,コ ス
＼

ト低減,燃 料,円 相場へ の対応に,さ らには中長期計画の樹立等に役立てる とともに,特 に,

大 多数 を占める中小企業零細企業の情報不足に伴 う不利 を解消する ことに より産地全 体の レ

ベルア ップを図 り,市 場戦略 を有利 に運ぶ必要がある。

(1)産 地 内意志 の統一化

基盤整備を行 うためには,実 施計画の策定が必要 となるが,こ のための積極的気運 は,

現 在必ず しも産地全 体にみ なぎっているわけでは ない。従 って,ま ず,産 地内に各業種 ・

業態別企業代表,公 的機関,経 済 団体,組 合,金 融機関等で構成す る委員会を設 置 し,こ

の場 を中心に方向を検討の上,基 本計 画を策定,提 示 し,産 地全 体の意志統一 を図 る必要

がある。

(2)基 本 計画の策定に関する考え方

① 基本計画の策定主 体 …… 委員会組織を中心 に基本計画を策定 する。

② 情報処理組織

③ 情報拠点

④ 検討すべき情報

委員会の構成機関で組織 し,中 心機 関は商工会議所又は

主力陶磁器組合が望ま しい。

国,地 方関係機関の助成措置を活用 して,情 報拠点 を育

成する ことが得策である。

産地 の必要 とする一般共通情報と ミク ロ情報,ま たその

うち対価 を支払 って も入手 したい情報を明確にしてお く

こと。
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⑤ 情報の処理体制 〈収集 体制 〉専門委員 を育成 ・配置 し独立的 に行 う。

情報処理組織の構成機 関に分担させる。専門調査機

関を活用する。全国,ブ ロ ック情報機関 とのネ ット

ワーク化を図る。 あるいは これらの併用等。

〈集計,加 工,分 析 体制 〉初期段階 では構成機関での

機能分担 も考え られるが,中 長期的には専門職員の

育成 ・配置,コ ンピュータの導入が望ま しい。

〈提供体制 〉産地 の情 報機 関 が 単独 で,又 は構成

機 関を通 じて,又 は 情 報の 種類 に よ り何 れ か の

方法にするか など各種の方法が考え られ る。

〈産地情報拠点の位 置づけ 〉例 えば,一 般政治,経 済

情報は全国 レベルの情報機関か ら,あ るいは海外 ミ

ク ロ情報は 日本貿易振興会 との提携等上記情報処理

体制 との関係 で検討を加える必要がある。

●

(3)実 施 計画 の策定

実施計画の成否 は優れてコス トに見合 う材料が期待できるか否かにかかる。また,情 報

処理 体制 は,初 期段階では小規模,中 期 ではブロ ック機関等 との連携,長 期的には全国 レ

ベル でのネ ットワーク化 を目指すとい った段階的機能強化が望ま しい
。

2.5情 報 の 整 理 ・利用 と問 題点

情報収集対象として,特 に生産販売関連情報,技 術情報について,そ の整理,利 用上の問題点に

ついて考えてみる。

2.5.1生 産 販売関連情報

生産販 売関連情報 と しては,「 調査の公開度 」 「収集 コス ト」 「調査のサイクル と精度」 な

どか ら見て,官 公庁の資料がデ ータソース と して最適 と考え られる。また,統 計情報等のデー

タベースサー ビス を場合 によっては利用する ことも考え られ るが,コ ス トが問題 となろ う。

これ らのデータの利用法について,① 生産動向,② 販売動向,③ 輸出動向に関 し,例 示的に

基礎 的な検討を行 ってみた。

① 生産動向

主 となる陶磁器製飲食器の生産 ・出荷 ・在庫等 と全 国的 な動向を時系列 で把握 し,産 地独

自のデータと対比 する ことに より,自 産地の現況 をより的確にとらえ,今 後の生産,出 荷計

画 に活用する。 このため に整備する統計資料 とその利用法は次の とお りである。

④ 整備 する統計資料

o通 産省 「生産動態統計」
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陶磁器月報 飲食器

プラスチ ック月報 日用品,雑 貨

ガラス製品月報 台所用品,食 卓用品

o日 銀 「卸売物価指数」 金額データのデ フレ一夕

◎ 利用法の例

o全 国的な陶磁器の生産動向を月別に把握 し,更 に都道府県別に生産動向を見 ることに

より,主 要産地の生産動向を概ね把握する ことがで きる。全国的な生産動向 と個別産地

の動向の比較検討 により,自 産地の地位,傾 向を把握する。

o同 様 に出荷,在 庫の状況 を分析することによb,産 地全 体と しての生産 ・出荷計画に

利用できる。

o金 額データの推移 と数量(ト ン)デ ータの推移か ら,単 位数量 当b金 額の推移を,同

様に全国,自 産地について比較する ことにより,製 品の高級化,高 付加価値化の度合を

概略的 に見 る ことが できる。

o陶 磁器 と競合するプラスチ ック製 品の うち,日 用品 ・雑貨,及 び ガラス製品め うち台

所用品,食 卓用品について も全国的 な生産動向を把握する。競合製 品の生産動向を分析

することに より,陶 磁 器製鉄食器業界全 体への影響度合を理解 する。

O補 助データである原燃料,電 力データの中か ら燃料や電力の消費量 とその構成比 を見

る ことに より,全 国的傾向,他 産地の傾向を概ね把握できる。消費 効率 を見 る こ とに

より,合 理化,省 力化の進行状況 を理解 でき,自 産地データと対比する ことに より,今

後の設備投資の方向 を検討する資料 として利用できる。

o同 様 に労務データの月間実働人員 を使 うことに より,労 働生産性 を時系列,ま たは他

産地 との比較 で見る ことができる。

② 販売動向

消費動向 を時系列 で把握 し,全 国的な生産動向 と対比 しなが ら自産地の生産 ・出荷計画に

活か してい く。

④ 整備する統計資料 通産省 「商業動態資料」

大規模小 売店販売額等

◎ 利 用 法

o家 庭用品の販 売動向を把握 し,全 国の生産動向や他産地の生産動向等の情報 と合わせ

て分析 する ことに より,自 産地の今後の生産 ・出荷計画策定 に利用 する。

o大 都市小売店の販売額を十大都市別 に分析 し,都 市別の消費動向をとらえ ,重 視すべ

き地域の選定 や生産 ・出荷計画の見直 しに利用する。

③ 輸出動向

例えば,輸 出の半分以上 を占める米国への輸 出の動 き,為 替相場 の動 きを見 なが ら生産 ,

出荷計画に活か してい く。
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④ 整備すべ きデータ

o

o

o

O

大蔵省 「通関統計」,通 産省 「輸出確認統計」,日 銀 「輸出信用状接受高統計」

為替相場

日銀,ア メリカ商務省 「卸売物価指数」

米国の景気指標,例 えば工業生産指数,消 費材生産指数等

◎ 利用方法

o米 国の消費材生産指数等の景気指標及び日米の卸売物価相対価格等のデータを用いて

米国に対する陶磁器輸出との関係を時系列に検討 し,輸 出向生産出荷計画に役立てる。

また,為 替レート変動の輸出に対する弾性値等も,輸 出見通しの参考となろう。

2.5.2技 術情報

技術情報の収集に当たっては,④ 提供形態が様 々,◎ 情報提供は不定期,◎ 情報源を特定 しに

くい,e情 報の価値判断の基準がまちまち,⑯ 情報量及び質のバラツキが大 きい,◎ 公開され

難い情 報が多いなどの特異性 があるが,情 報の収集源 としては一般に2つ ある。1つ は一般の

月刊紙,業 界紙等 で速 報性がある。もう1っ は学術雑誌,技 術文献,報 告書等である。 これ らは

量的に極めて大 きく,独 自で収集 し,デ ータベース化することには限界がある。 したがって必

要に応 じて,日 本科学技術情報センター等の情 報サービス機関の活用 を考慮する ことが必要だ

ろ う。

また,不 可欠なもの と してデザイン関係の情報があ り,何 らかの形 でサ ービスすることは極

めて重要である。現在,輸 出商品を対象 として,意 匠登録 ・認証及び関連審査が行われて おり,

日本陶磁器意匠センターは このためのデザイン情報を蓄積 してい るが,パ ターン情 報であるた

め,特 徴を必要かつ十分 な形 で抽出 し検索 しやすい ように分類整理する ことは非常に難 しい こ

とと思われる。また現状 では意匠登録審査のための内部資料 と してのみ利用 している状態で,

意 匠登録者の多 くも公開を希望 していない ことにも注意する必要が ある。

技術情 報の利用につ いては,次 の点に留意する必要が ある。

① ニュース性に価値があるのか,技 術情報 として価値が あるのか。

収録データは無制限 に大 き くすることはで きず,検 索効率 も悪 くなる。必要に応 じて,予

備 ファイルへ移管す る ことも必要 である。ニ ュース性が強い情報は,新 奇性がな くなった時

点で廃棄 して も よい。

② 工程のどの部分の技術 情報か。

タイ トル,ア ブス トラク トの他に,工 程の どの部分 に属する情報か,ま た情報の質 として

素人 向けの ものなのか,一 部専門家に しか理解できない ようなものなのか とい ったグ レー ド

の分類,文 字数系,情 報量について も知る ことができることが望 ま しい。

③ 検索の具 体的手法 に何 を用いるか。

現在,一 般的な技術情 報サ ービスは,100%キ ー ワー ドにた よってい るものが殆ん どで
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あるが,入 手希望情報の量,質,ニ ュース性,技 術性 などと無関係 に検索され るため,不 用

なもの も多 く得 られて しま うのが実状である。キーワー ドにどの ような方式を採用するか に

よって,使 いやすさに大 きく影響 して くる。現在,④UDCも しくはNDC方 式 ◎ シソー

ラス方式 ◎ フリー ワード方式等が多 く用い られてい るが,検 索効率,デ ータベース作成効率

とも関係するため,デ ータ量,サ ー ビスの迅速性等 を考えなが ら選択すべ きであろ う。

また,意 匠デ ータについては分類 が非常にむずか しく,ま たパ ターン情 報の定量化表現も

困難 な問題である。

2.4産 地 パ イ ロ ッ ト情 報 シ ス テ ム

産地 情報 システムの本来あるべ き姿 と しては,重 層的 なネ ットワークに より明確 な役割 分担が図

られるべ きであるが,現 状 では充分なネ ットワークを組めるほ ど環境は整備されて お らず,当 面は

産地 自らがデータ整備 を図る方向で考えるのが より現実的 である。また技術情報の独 自整備 には相

当な人 力,コ ス トを要する ことが明 らかなため,生 産販売関連情報か ら着手 した方か より現実的で

ある。

2.4.1生 産 販売情報システムの概要

生産販売情報システムは,産 地情報システムのサブシステムであり,需 要予測,生 産動向,

商 品流通及び販売動向に関するデ ータを収 録 し,産 地 で生産 ・販売計画を策定する上 での基礎

資料を作成するものである。(図3.2-2)

今 回 のパ イロットシステムでは,特 に,産 地情報を取 り扱 う時に必要 となる統計ベースの公

表 データを主に整備 する ことに主眼を置いてお り,今 後産地で不足 しているチータを 自ら整備

してい くことが望まれ る。

(1)需 要 予測 フ ァイル

人 口,世 帯数を市町村別に,婚 姻件数,着 工建築物,新 設住宅の床面積等は全国 で,そ れ

ぞれ需要予測で必要 な時系列データ(年 データ)と して収納する。

(2)生 産 動向フ ァイル

陶磁器月報等 の生産動向に関連するデータを県別,業 種別に品 目項 目系列,時 系列データ

と して収納 する。

(3)商 品 流通 ファイル

地域間商 品流通関連デ ータを,マ トリックスの行列別 に時系列デ ータと して収納する。

この他,中 間フ ァイル,作 業 ファイルと して,需 要予測システム及びエリア指標 システム用

の入力フ ァイル,エ リア別需要を予測する場合必要 となるエ リア設定 データファイルを持つ。

(4)出 力表現

データの処理は,需 要予測 を除けば,四 則演算機能で大部分がカバーできる。条件 に従 っ

て検索 し,加 工,編 集する機能が基本 であり,編 集 出力にあたり,表 題,表 顕,表 側の指定
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が任意 に指定 できるようにすると汎用性 が高まる。

2.4.2小 規 模デー タベー スシステム

デー タベ ースの設計 に当た っては・生産 販 売 関 連情 報 を理想的 な形で システム化する こと

を考え,大 型 コンピュータの汎用DBMSを 使 用する ことを仮定 しているが,よ り現実的にブレ

イクダ ウン したシステムについて も考慮 して おり,そ れは ミニコンに よるシステ ム化及びパー

ソナル コン ピュータを利用 した加工 ・出力機能か ら成 る。

(1)ミ ニ コンに よるシステム

この システムは,産 地 パイ ロット情報 システ ムの 中核 をなす,生 産販売フ ァイル部分を独

自システムと して作成 し,時 系列でのデータ検索を行 うことを主 目的と した システムであ り,

2.2.1で 触 れた生産動向 の分析を念頭に置 いたもので ある。(図3,2-3)

(2)パ ー ソナルコン ピュータによる編集出力

マイクロエレク トロニクス技術の進歩 に支え られた情 報処理機器の普及には 目を見はる も

のがあるが,そ の中でもパー ソナルコン ピュータは代表的 なものである。 パー ソナルコンピ

ュー タをどの ように活用 してい くかは産地の情報化に大 きく影響する ことになるだろ う。 こ

のパイロ ットシステムとの関係では,シ ステ ムへの情報の入出力機器 と しての利用,パ ソコ

ン自体でのデー一夕処理等 が考 え られ るが,テ ス トケ;ス と して,ミ ニコンのDBMSか ら必

要なデ ータを検索 し,パ ソコン側で構成比計算等の再処理をして出力する ことを行 った(図

3.2-4)。 この際,デ ータの受け渡 しはフ ロッピーデ ィスクによ って行 った。 このような

形での情報の受け渡 し及び処理は,機 器 の ちがいによる記録形成の変換等付随的問題は存在

す るが,十 分実用に耐 えると思われる。
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(図3.2-3の 補 則)
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3.今 後 の 課 題

(1}今 日,産 地にとって情 報化は一 つの課題 であると同時に,自 らをとbま く環境 とkり つつある。

めまぐる しく変化する状況 に的確に対処 してい くため,迅 速かつ高度な情 報処理が極めて重要 に

な って きてお り,情 報処理 を有効に行 うか否か で産業活動 に大 きな差が生 じつつあり,新 た な企

業間,産 地間格差をまね く.ことも予想され る。特に,中 小零細企業がその殆ん どを占める産地企

業 では,関 心が当面の利益追求 に向かいが ちであるが,産 地全 体と しての長期 的戦略の もとで,

情 報化の推進について コンセンサスを形成 してい くことが重要である。 この意 味で当地 で気運が

盛り上 が りつつある産業振興 センター設立の動 きは注 目すべきであるといえ る。

② 一方,産 地情報の整備 とシステ ム化 を考える場合,産 地に見合 った形で問題 を分析 しうる方法

論,あ るい は分析手法の研究が非常に重要な課題である。

言 うまで もな く,企 業 にとって最 も重要 なことは,売 れ る商品の開発であるが,地 元ほ どこの

点に関す る直接的情報を求める。 この ことが,ア ンケー ト調査におげる新製品,デ ザ イン情報に

対するニーズの高さとなってい ると思われ る。問題 は新 しい売れ筋商品の芽 をいかに早 くつかみ,

いか にその先を読むか とい うことにある。例えば古染めの茶器 がよく売れるという事実 をい ち早 く

キ ャッチする ことは重要 であり,そ のための体制づ くりの必要性 も指摘され るところであるが,

同時に,そ の商 品がより大 きい売れ筋の流れの 中に どう位 置 しているのか とい う分析が必要であ

る。

そのために陶磁器の形状,色,紋 様,触 感,イ メージ,製 品機能の計量化あ るいはデザインの

分類,検 索方法に関する研究,流 行,売 れ筋商品の変化に関する研究等は産地情報 を本格的に取

り扱お うとする場合,避 け られ ない課題 といえる。

また,産 地全体と しての生産計画,設 備 投資計画に役立て うるような生産,出 荷,輸 出の規定

要因及 び予測 に関する総合的な分析 も必要である。

(3)地 域 単位が小さ くなb,業 種 が細分化され るに従 って,デ ータの質の良 し悪 しが,よ り重要 に

なって くる。例えば調査対 象にス ソ切 りがある工業統計データ等は,家 内工業的零細企業が多い

産地の実態を十分に反映 しえない恐 れがある。技術情報の ような非数値情報は,デ ータの提供形

態,質,量 にバ ラツキがあ り,収 集,整 理 に膨大な労力を必要 とし,し か もその割に利用効率は

よくない。 このための コス ト負担等 も問題 となる。

(4)今 回 の産地情報パイロ ットシステムで考察 した ように,産 地の情報基盤整備のためには,メ イ

ンコン ピュータによる産地情報システムの構想の実現 とともに,産 地内各企業 における超小型 コ

ンピュータの普及 によるデ ータの整備 ・利 用が望まれるところであり,ソ フ トウェア,デ ータの

標準化等 も含め,産 地内の.コン ピュータ導入企業間の交流の場づ くりも,産 地情報ネ ッ トワーク

体制確 立のための一歩 となろ う。
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1.調 査研究の概要

1.1調 査 の 目的

生産部門に比較 して立ち遅れが指摘されている流通部門の近代化及びシステム化は,現 在の重要

な政策課題の1つ である。

現在,流 通部門においては,① 国際競争力強化のための生産性向上の促進,② 需要と供給を適合

させるための情報把握体制の整備,③ 流通活動機能の高度化,④ 労働力不足,⑤ 流通経路の簡素化

等の諸課題が山積 しているが,九 州地域においては,こ れらの課題の他に取引流通面における集中

豪雨的な大型店の出店申請,物 的流通面における省エネルギー等が加わり,産 業経済上における当

面の重要課題の1つ となっている。このような課題を解消するためには,単 に企業内レベルにおけ

る近代化,効 率化にとどまらず流通に携わる多数の企業,事 業所間の取引流通,物 的流通等を適切

に連動させ,流 通機能全体の高度化と生産性の向上を図る流通の近代化及び,シ ステムを促進する

必要がある。

1.2実 施 経 過

(1)昭 和55年 度 調査の概要

流通 システム化 を促進するための情報機能のあb方 等 について,検 討 ・改善を行 うために55

年 度 において地 方自治体,商 工 会議所 ・商工会,流 通業界それぞ れの立場におけるデータの利用

・加工上の問題点等 を把握 することを目的と した,「 流通システ ム化に関する地域情報活用状況

実態調査」を実施する一 方,流 通関連の基本デ ータを利用 し,「 福岡都市圏の商圏お よび売場面

積の予測」等の事例研究 を行 った。

(2)昭 和56年 度 調査の概要

56年 度 において は,55年 度 に実施 した 「流通 システム化に関する地域情報活用状況実態調

査」及び 「福 岡都市圏の商圏および売場面積の予測 」等の結果 を踏まえ,地 域の流通 に関する課

題 に即応で きるような 「情報の体制化」と 「情報の円滑な流通」 を図ることを目的 と した 「流通

情報パイ ロット・システ ム」の開発 を行 った。

1.5推 進 体 制

九州地域における国の地方出先機関,自 治体,商 工会議所,経 済団体及び有識者から構成される

「流通システム化に関する地域情報調査委員会」を設置し,調 査研究を推進 した。

2.調 査 研究成果

2.1流 通 部 門 にお け る情 報機 能 の実 態

当委員会で行った 「流通 システムに関する地域情報活用状況実態調査」及び 「福岡都市圏の商圏
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および売場面積の予測」等の結果か ら次の ような流通部門に拾ける情報機能の実態が明 らか となっ

た。

まず,デ ータ利用状況については,2機 関以上共通 に利用 している統計 と して,① 商業統計,②

住民基本台帳,③ 国勢調査,④ 人 口動態統計が明 らか になったが,な か でも商業統計がもっとも多

く利用さ.れているにもかかわ らず,デ ータ利用上の問題点 と して,そ の 「入手先,入 手方法がわか

らない」 とい う回 答が地方 自治体を除 く商工会議所 ・商工 会(16.9%),流 通 業界(14.3%)

に多 くみ られた。

また,デ ータ加工状況については,① 商業人 口,② 大型 店占有率,③ 売場 面積1〃 枝 持人口を始

め,9つ の加工データが70%以 上 の利用度を示 した。その反面,「 データ加工の専門担当者がい

ない」(44.6%),「 コ ンピュータの利用が困難」(19.2%)が デ ータ加工上の問題点 と して

指摘され,チ ータ加工が 自然発生的な取組みの域 を脱 していない ことが明 らか にな った。

そ こで,当 委員 会においては上記の ような情報機能のネ ックを解消 し,地 域の流通に関する課題

に即応で きるような 「情報の体系化」と 「情報の円滑 な流通 」を図ることを目的 とした 「流通情 報

パ イ・ット」の開発 を行 った。

2.2シ ス テ ム 開 発 の 範 囲

55年 度 に実施 した 「流通 システム化に関する地域情報活用状況実態調査」結果か ら利用状況 と

主要加工デ ータとを組合わせた ものが表3.3-1で ある。 この中か ら,今 回は①2機 関以上 で共通 に

利用 してい るデータ,② 表3.3-2の 加 工データを作成時に利用するチータ,③ 入手が容易 なデータ

の3つ の条件 を満たすデータの蓄積及びその利用 システ ムを開発 した。その範 囲は以下の とtoり で

ある。

(1)蓄 積 デ ータ

イ

口

ノ ＼

ホ

へ

ト

商業統計

国勢調査

住民基本台帳

家計調査年報

県民所得統計年報

第一種大規模小売店舗の概要

第二種大規模小売店舗の概要

(2)利 用 システム

イ 商業統計デ ータの検索,売 場効率,従 業者1人 当b販 売顎

口 類似都市比較指標,占 有率指標

将来性 指標,便 宜性指標,人 口1人 当b購 入額

二 影響度 指標
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度
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自治体
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1

丁

規国別商店故(小 売頂)直 泉分煩洲
一'.

商 纂 鏡 師 7 3 2 2

従裏白敦(小 売泉)." 南 頭 艮 肚 6 3 2 1 O

3 年間飯先頭(小 売嬢)" 南 桑 統 計 6 2 2 2 0 0 O O O O O O 0 O

4 世帯敦 住民基本台帳 6 3 1 2
.

.

5 売場画凹(小 売頚)五 泉分類別 商 嬢 統 計 5 1 2 2 O o O O O o O O O
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2
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国 勢 ■ 査 4 2 0 2

,

8 人ロ増加敬 人口●鰍 計 4 3 1 o
,

9 男女柵人口 住民基本白日 3 1 0 2 O O O O O o O O O O O

10 ぽ6謄 偵地方別1世 帯当り梢費支出 軍肘■査年■ 2 0 0 2 o o O O O O

'1 県庁所在ば市別1世 帯当り柄費査出 劇 慣 査年報 2 0 0 2 O
.

o O O O O

ご
'A－ 一
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経頚握飯(卸 売栗)" 白 票 統 計 2 1 ` 0

年間顧光画(卸 売頚)" 商 嬢 紋 日 2 ' ` 0

15 転入・転出 住民基本台頓 1 1 0 0

16

≡

ば市階級地方別1tt≧帯 当り 年間品 目別
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22 兜橋頭損(御 先韻)■ 白 扇 統 計 ` 0 1 0=
・

23 商品手持頒(小 売拍}. 白 扇 伏 鉢 1 0 o '

24 坦慎因由唐歌(飲 食店}" 角 頂 統 計 ' o ` 0

25 杖鼓占飲(飲 食店)丙 商 議 統 計 ` o , 0

倍は今{り1笛檎デー'、98今1吋開発利川ンステム
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白
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支 ロ

影
●
度
指
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合 計
地 方

自治体

商 工
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商工会

放 題

震 界

26 年間販売額(飲 食店)産 藁分類別 商 婁 綾 肝 1 0 1 0

27 売場面積(飲 食店)." 商 碩 統 計 巳 0 1 0

28 地域別・商擢`刺草免田(百 貨店) 商震D筒 統計 ` 0 0 1.
「

29 国道 ・県道 ・南通の状況

一

遁路 統計年領 1 ` 0 0 ,

30 駐■場蝕 一 1 1 0 0

31 同然動態 人 ロ動 魚紋P 1 ` 0 o o

32
,

社会動態 人ロ動 態統計 ` ` 0 0

33 品n別 洞費春物価指数 ・. 荊費衡物価指数 1 0 0 1

34 第一筒店鶴の店筒面積 第一電大声.頓小
売 店餉 の鼠要

. O O O o .

35 第二穐店筒の儒日面簡 琢三司天星頓小
売店 筒の領要

O O

36 政府経済見通し 新 経 済 社 会
7カ 年 計 画 o

37 時間距■ 商 竜 近 代 化
地 域 酎 両 「

o
.



表3.3-2 加 工 デ ー タ ー 覧 表

加 工 デ ー タ 名 算 式 必 要 デ ー タ 資 料 名 備 考

・賦 ・・小・細 面・1・・… 賠 ・一環 。義 。合
。2。

(注)

(算 式 日)第 一 種店 舗 の店舗 面 積1㎡ 当 り消費 者数=

商 業 人 ロ

行政人 ロ

類 似 都 市(

第一種店舗の店舗面積の合計

・賦 ・・敵 人・・市町村・年間小彌 ・瓢 票謬 響

(算 式b)商 業 人 口=市 町村 の 年間 小売 額 ÷(市 町 村1人 当 り年間 家計

費x修 正 係数)
(注)

(注)1,修 正係 数…… 消 費支 出額 中 商品購 入 額の 割合(不 明 のと きtta7)

2「 売場面 積 」「年 間 小売 額 」には 、 飲 食店、 自動 車小 売 業、燃料 小,

売 業を 含め ないo

年間小売販売額

小売菓売場面積

①住民基本台帳に基づく全国人

口世帯数表(自 治省行政局)

②商業統計衷産業錨市区町村衷

(通 産省調査統計郎)

ー

ベ

oo

l

比 較'指 標

第3次 産業と第2次 産業の就 ③国勢調査資料 シリーズ石i

業者数 従業地、通学地(総 理府)

第一種店舗の店舗面積

家計消費支出額

1

④ 第一種大規模小売店舗の概要

(通 産省大規模小売店舗調整

富村)

⑤家計調査報告(総理府統計局)

行政人 口及び産簾就業者比

率(第3次 産業就其者散、

第2次 産業就業者数)D`ら

願似都市を選定 し、類似都

市における小売業の現状を

算出 し、相対的に過密かど

うかをみる。

・一・… 臨 画・・有率螢 鶉 鵠 票元‖篇 鵠 糟 小売業売場面積 ② と同 じ 出店(増 床)前 と出店(増

床)後 で大型店占有率を算
占 有 率 指 標

㈲r売 場醐 」・・は・鹸 店、西 車小売東 燃榊 殺 踏 まない。
第一種店舗の店舗面積 ④ と同じ 出 し、 出店 に よ り占有率 が

ど う変 化す るか をみ るo

将 来性 指標={(当 該 市町 村 の2～3年 後の 「推計 人 口」x(当 該 市町 村の2～ 行政人口 ① と同 じ 2～3年 後 の殻 年間'1・売

3年 後 の「1人 当り消費 支出 額 」)x(当 故 市町 村 の2～3年 後の 販売額 と現在の年間小売飯

「顧客流出入比率)1-(当 該市町村の年間小売販売額) 家計消費支出額 ⑤ と同 じ 売額の差を算出し将来の購

将 来 性 指 標 現 在の 人 口推計 人 口=x現 在の 人 口
2～3年 前 の 人 口 県民所得 ⑥県民所得統計年報

買力の 拡大の 程度 をみ るo'

(経 済企画庁経済研究所)
推計 人 口=現 在の 人 口+(現 在の 人 口xA1)+社 会 増(瀕O

A卜 過 去2～3年 間 の 出生 敦 一同 綱 の 死 亡数,
年間小売販売額 ② と同 じ

2～3年 前の 人口

■ ■,、.D"
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加 工 デ ー タ 名 算 式.等 必 要 デ ー タ 質 料 名 備 考

1人 当 り消 費支 出額(予 測年)=基 準年の 「1人 当 り市費 支IH額 」+(基

準年 の 「1人 当 り消 費支 出額jx政 府

経済 見通 し実 質 予想 伸び率x家 計消 費

支出 のr所 得 弾性 値 」)

・・年の1人当… 支・額・・月平鵠 謬需 出額・12・… 蹴

・・… 一県警漂 蕩 羅宇

当該 市町 村 の商 業人 口(顧客 流出 入比 率=

当該 市町 村 の行 政人 ロ

(注)修 正係 数・…・・消 費 支出領 巾 商品 購 入額の割 合(不 明の ときは 《17)

政府経済見通 し

出生数 と死亡紋

⑦新経済社会7カ 年計画
(経 済企画庁)

⑥ 人口動態統計

(厚 生省)

,

便 宜 性 指 標
区域内の商業人 口便宜性指標=
区域内の行政人口

行政人口

年間小売販売額

① と同 じ

② と同 じ

1㎡ 当 り支 持 人 口
行政人口1㎡当り支持人口=

小売薬売場面積

行政人 口

小売業売場面積

① と同じ
.

② と同じ

売 場 効 率 編 づ濃霧需 年間小売販売額

小売業売場面積

② と同 じ

従業者1人当り販売額
年間小売販売額従業者1人 当り販売額= 小売業従業者数

年間小売販売頷

小売業従業者数

@と 同 じ

人P1人 当 り購入 額 ・・1人・・… 一理 漂 響
年間小売販売額

行政人口

陶 と同 じ

① と同 じ

商 商 的潜在購 買力 商圏内潜在購買力=1人 当り小売関係消費支出X商 業人ロ(高 商内)

家計消費支出

行政人口 ・

年間小売販売額

⑤ と同 じ

① と同 じ

② と同 じ

商 業 集 積 度 鹸 集賑 一小篇 鵠 胆
小売薬売場面積

行政人口

'.

'2,と 同 じ
,

① と同 じ
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加 工 デ ー タ 名 算 式 等 適 用 必 要 デ ー タ 資 料 名

{11商 業 人 口が 横ば い 、 または 行政人口
、

① と同 じ

減少気味の地域 では適用で

将来の特定時点までの商業人口増加分 き な い。 年間小売販売額 ② と同 じ
{D許 容売場面積=現 在の小売業売場面積X 現在の商業人口

②★型店出店に よる商圏拡大 小売泉売場面積

効果が見込める場合の修正

の 仕方 が 配慮 され てい ない 。 家計消費支出額 ⑤ と同 じ

・糀 ・・面・一。、し.需 繋 念暑。人。一脚 ・・… 醐 消費購買力の流入地域のとき。 大型店売場面積 ④ と同 じ

⑨第2種 大規模小売店舗

の 概要(各 県)

1人当り小売関係消費支出額X現 在の商業人ロー小売販売額
消費購買力の流出地域のとき。13駐 容売場面積=・ 小売販売額/現 在の小売業売場面積

大 規模 小売店 舗の

出 店 余 力

小売販売額の将来の増加分{
4)許容売場面積=現 在の小売業売場面積X 現在の小売販売額

将来の小売販売額の増加分が

予測できるとき。

(許 容売 場 面 積)

許容売場面積=現 在の商業人口 ×望ましい対人ロ売場面積密度一現在の 対人ロ売場面積密度が小さい
{51 小売 莱売 場面 積

と き 。 一 一

16順似都市比較に よる許容面積の算IH

①当蹴 町村麟 人・増 似肺 大型店1㎡ 当り礁 知 魂 似町 並 大型店面積1㎡ 当り商 業人口

み大型店面積 が 多い とき。

許容売場面積=類 似都市並み大型店面積一当該市町杜既存大型店売場面積 、_ ,

,サ.F→ 」一 ・ 「-一 一'.・A-『 一 一 「 ・,一 L____一 一 一一.一 一

②当該市町緬 業人・÷類似訓i全 小売菓売釦 ㎡勤 麟 人口=姻

都市並み小売 莱面積 小売 業売場面積1㎡ 当 り画集 「

'

許容売場面積=(類 似都市並み小売菓面積二当該市町村小売業面積) 人1↓が 多い とき。
.

X類 似 都市 大型 店売 場 面積 シェア ー
_一 一 一'一 一 一 一 「一 ‥ 一 一 、一 一 一,',

向当該市町村小売業面積x類 似都市平均大型店売場面積シェアー=類 似

都市並み大型店面積

許容売場面積=類 似都市並み大型店面穣一当該市町村既存大型店面積
・

,,

■

■ ●
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加 .エ デ 一 夕 名 算 式 等 適 ・ 用 必 要 デ ー タ 質 料 名

ロ[予測年におけ る小売販売額の一定割合を新規大型店に割 り当てる方式

①1小 売販売額(予 測年)}÷{売 場効率(予 測年)1=小 売業適正売
、 ■

小売販売額の増加について新

場而積(予 測年) 規大型店による'商圏拡大効果
、

許容売場而簡=小 売 葉適正売場面積(予 測年)X大 型店売場面積シェ を見 込 まな い前提 。

ア ー 一既存 大型店 売 場 面積

,

②1小 売販売額(予 測年)+新 規大型店販売額1÷1売 場効率(手 描年) 小売販売額の増加について新

}=A 規大型店に よる商圏拡大効果

許 容売 場 面積=(A－ 現 在の 小売 業売 場面 積)× 大型店 売 場面積 シェアー を見込む前提

行政人 口 ①と同 じ

対人ロ売場面積密度 小売業売場面積対人ロ売場面積密度=
商業人 口

年間小売販売額

小売業売場面積

② と同 じ

家計消費支出額 ⑤ と同じ

行政人 口 ① と同じ

1㎡ 当 り支持南桑人口
商業人日1㎡当り支持商業人口=
小売 業売場面積

年間小売販売額

小売業売場面積

〆 と同 じ

家計消費支出額
⌒

句 と同 じ

、



2.5パ イ ロ ッ トシ ス テ ム の 概 要

流通情報パイロ ット ・システムの全 体像は,図3,3-1の と おりである。デ ータベースは,DBCC

DBCI,DBHFの3つ か ら形成されて お り,そ れぞれDBCCは,商 業統計チータを蓄積 し,

DBCIは,類 似都市比較 指標及び占有率 指標 と将来性 を求めるデータを蓄積 し,DBHFは,ハ フモ

デルによる影響度指標 を求めるデータを蓄積 した ものである。

また,TSS端 末機か ら会話モー ドで,デ ータベース中の必要 なデータを検索 し,加 工データを出

力させ るプログラムと して,次 のものが開発された。
グ

①DBCCに 関 して

CENSUS… … 商業統計デ ータの検索及び売場効率,従 業員1人 当た りの販 売額の算定

②DBCIに 関 して

RUIJI… …… 類似都市比較指標,占 有率指標,1〃d当 り支持人 口の算 出

FUTURE… … 将来性指標,便 宜性 指標,人 口1人 当 り購入額の算出

③DBHFに 関 して

HUFFIN… … 影響度指標算 出のためのデータ入力

HUFFOUT… 影 響度指標の算 出

なお,実 行処理中障害 が発生 した場合の回復プログ ラムとして,DBCCLOCK,DBCI17,

DBHF17の3つ が作成され,こ の障害回復 プログラムはTSS端 末 か らパ ッチで処理 する。

■

初 期

入力データ

更 厨

入力 ータ

PDM⇔ 一ダ
デー タベー ス)

の生成

デ 　 タ ベ 　 ス
・=⇒ 賭 プ

。ダ弘

ディスプレイ

検索

出力指示データ

検 索 ・加 工 ・出 力

ブvグ ラ ム

■

図3.3-1流 通 情 報 パ イ ロ ッ ト ・シ ス テ ム の 全 体像
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竜 葵分 類
称

図3.3-2DBCCの 構 造

●

ヰ

デ 一 夕 ベ ー ス は,日 立 製 作 所 のPDM(PracticalDataManager)に よ っ て 作 成 され た 。PDM

は,マ ス タ ー ・ レ コ ー ドの 集 り で あ るMDS(MasterDataSet)と ノミリア ブル ・ レ コ ー ドの 集 り

で あ るVDS(VariableDataSet)と を 親 子 関 係 の リン ケ ー ジ ・パ ス(1inkagepath)に よ り結

び つ け る こ と に よ って,デ ー タ ベ ー ス を 形 成 す る よ う に な っ て お り,こ れ に 従 っ て,そ れ ぞ れ の

デ ー タ ベ ー ス は,以 下 の よ うな 構 造 を 持 つ こ と に な っ た。

①DBCC(図3.3-2)

MDSと し て,NENJ(年 次),TOSI(都 市),INDS(産 業 分 類)

VDSと し て,COME(商 業 統 計)

②DBCI(図3.3-3)

MDSと し て,YEAR(年 次),CENT(府 県),CITY(都 市),POPU(都 市 人 口)

VDSと し て,PREF(府 県),STA(都 市)

③DBHF(図3.3-4)

MDSと し て,URBN(都 市),STOR(商 店 街),LIVE(居 住 区),DIST(距 離)
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∠ へ
,

YEAR(MDS)CENT(MDS)CITY(MDS)
.

年 灰 宏滋万場 府 県 コ ー ド

β彩z・ ・名
緬 一・ζ1`吻 …

POPU(MDS)

■ 」.

.

・

「7ト

.層

都 市人 口
///∠ 〃'

/〃脱/

PREF(VDS)

年 次
z;膨 … 一・鰯彩府県 人 口 県 民所得 資 料年 度 家計消費支出 資料 年度

小 売 莫
販 売 顧

.

「

.】.
「

・T…VD・ ・//一 …

年 次
繧 彩 飾 ・一・㌘彩 都市 人 口娩 錫羅禁 質料 年度

頚3次 産業
就業 人 口 資料年 度 市 民所 縄

費目年 度
家 曽f硝

費 支 出
費 科年 度

小 亮 察
販 売 領

小 売 店
店舗 面 積

商 店 数 従 業 員徴
鋼1種 店舗の
店舗面積

賢科 年度
第2穐 店舗の

店舗面積
費科年 度

・

「

DBCIの 構 造

 

3図3.3

傷

.

.

、
URBN(MDS)

都市 コ ー ド

宏 吻 ・・名
7

'

ひ ノ
STOR(MDS)

商店街 コ ー ド形影 居住 区 名
最 寄 品
売 場面 積

買 回 品
売場 面積

ぼ 売 場
面 積

L

LIVE(MDS)
`

離・・一陽 彪 商 店 街名 人 口 推 定 人 口

DIST(VDS)

都市 コー ド

Z錫 … ・一・後 膨 ・・区一・形 影
距 離

時間 匹 田
データサイン

DBHFの 構 造

 

4図3.3

,
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2.4シ ス テム 操 作 例

は じ め

CENSUSを

始 動 せ し め る

TSS端 末 か ら,EXEC

CENSUSを 入 力すると会話型 のプ

ログラムCENSUSが 始 動す る
。

■

必 要 な資 料 の コ
ー ドを入 力 す る

コ ー ド=0

NO

資 料 の 作成 案
件'を入 力 す る

1=都 市別リスト(年 次と業種を指定)

2=業 種別 リス ト(年 次と都市を指定)

3=合 計 リス ト(年 次と合計するもの

を指定)

4=年 次別リス ト(都 市と業種を指定)

YES

CENSUSが 稼

動 し.デ ー タ処

理 を す る

お・ わ り

〔1の 場 合 〕

・都市 コー ド(5桁)を 入力
。

・年 次(2桁)を 入力
。

・ 「データは全部必要か どうか」
。

1を 入力すれば全部 の業種別デ

ータが出力 される
。0を 入力 し,

産業分類 コー ドを入れれば,そ

の分 だけ の リス トが出力 され る。

資料 の印 刷

〔2の 場合 〕

・産業分類 コー ド(3桁)を 入力
。

'年 次(2桁)を 入力
。

・「デ ータは全部必要か どうか 」
。

1を 入 力すれば全部 の都市別デ

ータが出力 される
。0を 入力 し

都市別 コー ドを入れれば,そ の,

分 だけの リス トが出力 される。

レ

図3,3-5商 業 統 計 検 索 プ ログ ラ ム ・フ ロ ー(CENSUS)
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表3.3-3商 業 統計か らの検索結果

囲 下線はユーザ入力部
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は じ め

■

`

RUIJIを 始 動

せ しめ る

年 次を入力す る

TSS端 末 か ら,ExEc .RUIJIと 入 力す ると会話

型 プログ ラムRUIJIが 始動す る。,

年 次デ ータを入力す るとRUIJIが 稼 動す る。

00を 入 力する と,RUIJIの 稼 動は ス トップす る。

年次=00

NO

都 市 コー ドを入

力す る

YES.

類似都市 の選択

条件を入 力する

RUIJIに よ る

デ ー タ処 理(1)

お・ わ り'

・人口の下限を設定

・人口の上限を設定

・商業人口構成比率の下限を設定 してTSS端 末か

・商業人口構成比率の上限を設定 ら入力する。

・類似都市の選択範囲を設定

結 果 の 出 力

(1)'
表3.3-4参 照

出店予定売場
面積を入力す る

RUIJIに よ る

デ ー タ処 理(2)

結 果 の 出力

(2) 表3.3-4参 照

図3.3-6類 似 都 市 比 較 指 標 検 索 プ ロ グ ラ ム ・フ ロ ー(RUIJI)

一8'9・ 一



表3,3-4 類似都市比較指標の出力
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FUTURE』 を始動

せ しめ る

出店 予定 の年 月を

入力す る

都市 コー ドを入力

す る

DBCIが 貯蔵す る県
民所得デ ータを変更

す る場合,Yを 入力

新しい県民所得 の

デ ータを入力す る

1世 帯 の 人数 を

入 力す る

FUTUREに よ

るデ ー タ処 理

TSS端 末か ら,EXECFUTURE

と入力すると会話型 プログラム

FUTUREが 始動す る。

年次データを入 力す るとFUTURE

が稼動す る。00を 入 力 す る と.

FUTUREの 稼動 はス トップす る。

都市 の小売販売額許 容力がマイナ ス

のときは,処 理を継 続せしめ.周 辺

の市町村のコ ー ドを並列 して入 力せ

しめる。

表3.3-5参 照

■

●

・

◆
.

●

■

吟

図33-7 将来性指標 検索 プログラム ・フロー(FUTURE)
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表3.3-5 将来性指標の出力

●

.

▲.

!$AVE

EXECFUTURE
***シ ヨウライセイ シヒヨワ テ・一合 へ・一ズ 」7ンサつ

*ケ 唱ンリ∨イ ノ 享ンシ.?《 ショウつXX4【 ン》

s4.

*シ ュtlJテン ヨデイ ノ 京ンケ,.り?《XX,XX)

57,10

*ト シ コート・?(5ケ タ ノ ズウシ・)1ワ リ=

40106

*シ ティ 字ント・ ノ ケン三ンシヨトワ ノ タ・一ヴ

=51享 ンド

ヘンコウ2hJ;?《..Y"OReN.咋

N

*1tヲ イ アラ1ノ ノ シ"ン コウ,、?

3.8・

*ト シ コートS?(5ケ ワ ノ7ウ シ・)フ{ワ リ=

OOOOO

スタート

オワリ 三 〇〇

OOOOO

CX.XX)

OOOOO

***フ つ万力 ケン

***
,十9苧 ユウシユウ シ コつラ苧今 ワ

ノ シユヨウ サンシュ・り

***

チ***

ケン 、ノ

ノ

ノ

ノ

ノ

ノ

ノ

ノ

㍉
:
ノ
ン

ン

シ

シ

ン

ト

リ

う

ケ

ト

ト

リ

りン三ンショトワ

ηン ノ

ケン三ンシヨト?

トシ ノ

うン三ンシヨトワ

トシ ノ

トシ ノ

トシ ノ

シ・ンコウ

シ・ンコウ

ケン三ンシヨトワ

カリイシヨウヒシシユ・ツ

コウリパンパ・イカ^ワ

コウリδ、)A'イ カ輪「フ

カケイシヨウヒシシユヲ

抑ケイシヨウヒシシユ・ツ ノ

ノ タ・ンリヨワセイ

マ【ンカンコウリ,、ン,、・イカ・ワ ノ

ノ タ.ン リヨワセイ

欲ンカン コ「ンリハンハ、、イカ・ラ ノ

ノ ●・ンリヨワセイ

シヨウヒンコウハ、^イカ、ワ

シヨウ宇^ヨ ウシ・ンコウ
1ノ」ウシユ・ツニユウ ヒリツ

シヨリワs4t"【 ン

4・4s5.34s

216,474

¥1,325,624

¥2,511,208

¥2,3S3.e79,000,000

¥23S,11ン,OOO,OOO

¥2,589.165

**蛸 《**

牢****

*****

¥1,s12,415

448,025

2.069

シヨウワ5フ 家ン10カ ・ツ

4,ソ35・256

206,279

¥1.325.624

¥3.193,767

¥3,1ミ51,717,400,000

¥295,12フ.呂26,666

¥3.165,909

¥2,216,136

443.41i

2.149

***千 タ宇ユウシユウ シ コワラ宇ケ ワ

***

***

ノ シヨウライVイ シヒHウ サンシュツ ケツカ***

吟

,

トシ ノ

トシ ノ

シヨトワ

シ

シ

シ

シ

ト

Lド
ト

ト

ノ

ノ

ノ

ノ

シ錫ンコウ

ヒトリ アタリ シヨウヒシシユ.り3Fンカ"ツ

タ・ンリヨつセイ

コ宇ヤワ リユウシユツニユウ ヒリツ

守ンカン ヨソウ コウリAン'、sイカ・ワ

京ン,】ンコウリハ、ン1、・イカ・ワ

コウリハ、ンハ吟イカ^ク 千三ヨウリヨワ

シヨウワ こ14ネ)

216,474

¥476,951

2.069

¥216,61S'.OEp.,411

¥238,117,000.OOO

¥24,497,941,589一

ショウつ57ネ ン10力 刈り

206,279

¥583.193

1.OOO

2.149

¥258,52b-.707,S52

¥295,127,E26,合66

¥36,602,119,114一

■

コメント:シ テイネこ小 ・ ノ ケン三ンショトワ ノ

フワX)1,r)=Sl家 ント^

デ ー"

■

rk**:,詞 ⑰「イ事イs,h目e)亭 ・一同 へ・一つ 内㍉曽つ7S-K
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.

.*.t「 ・ンサ・イ ノ 字ンシ・?`シ ヨウワXX・ 享ン)・ 可つリ=OO

54・1・`

*膓 ユツテン ヨテイ ノ 守ンe"・V?《XX
,XX)

57,10

*ト シ コート・?(E・ ケ9ノ スウシ・}1ワ リ=C}《)OOO

40106

;"シ デイ 字ン ト㏄ ノ ケン三ンシヨトつ ノ デ・一夕

=51字 ン ド

へ二'=】ウ ズルカ?("Y"OR"N'・)"

N.

*》 セゲイ アウリ ノ シ、ンコウ ハ?'(X
.XX)3

.8・

*ト シ コー ト.?(5ケ ノヲ ノ7(ウ シ.》 司ワ,ノ
=OOOOO

4010ノ

,*シ ティ 宰ント・ ノ ケン三ンシ∋トつ ノ タ、一ケ

=訓 字ン ト・

ヘンコウ スルカ?《"Y"OR',N.)

N

*1セ タイ アワリ ノ シ'ン コウt、?(X
.XX)3

.42・

*ト シ コー トs?(5今 夕 ノ ニζウシ・,ス ワリ ョ吉OOOOO

ooo`)o'

`

1

・、

●

●

◆

.ノ

シ

ン

.ン

ケ

ト

ケ

ケ

串**フ ウ万方 ケン

***フ ワオカ ケン

*頃…*"

ノ シ・ンコウ.

ノ シ吟ンコウ

ノ ケン三ンシヨトワ

ノ カケイシヨドワヒシシユ'り
'ケ ン ノ コウ`力、ン

,、・イカ、つ

トシ ノ コウリ,、ン,、Sイ,;・ワ
'ト シ ノ カリイシHウtシ シ

ユツ
ケン ノ カゲイシコウヒシシュツ

ケン:ン シヨトワ ノ

'.、.

ノ
ロ

タ・ン1ノヨワセイ

ケン ノ 字ンカンコウ1力、ンハ・イカ.ワ ノ

ケン 三ンシヨトワ ノ タsン リヨクセイ

トシ ノ4tン カン コウリ'、ン,、亀イカ輪ク ノ

リン三ンシヨトつ ノ 」ヲ・ンリヨクセイ
・ トシ

.ノ シヨウヒンユウハ・イカ輪ワ:「'

.ト シ ノ シヨウ宇・∋ウシ・ンコウ 層

トシ ノ`ノ ユウシユ.リニユウ ヒリΨ

,亨e十 ユウシユウ シ ニ;うラ十9フ
の べ

,宇 タ亨ユウシユリ シ 『コワラ三ア三 ク

・

**冷

*次*

ノ シユ∋ウ リンシユツ 予*=宇*

ショヴワ54字 ン

e,970,696

3s8,s13

¥2,651,243

..¥5.022,416

¥4,767,75S,000,000

¥285.651,000,000

¥5,1フ8,330

*****

*****

***冷*

¥3,624,331 .

037,462

1.3B3

ショウつ57享 ン10カ.ツ

.9,470,513

399,S70

.ず2,651,24s

¥6,387,535

¥6・303,434,:ヨ00,000

¥367,593,S50,000

. ,¥…6.331,313

..¥4,432,272

,552,2S6

1.381

冷**宇 ヲ亨ユウシユウ シ

***昌Fタ=Fユ ウシユウ シ

***

コワラ亭タ ツ

コクラ三ア三 ワ

ノ シヨウ予イセイ

*亭*

***

シヒヨウ サンシユツ ケツカ***

トシ ノ シ、ンコウ'

トシ ノ ヒトリ アタリ ショウヒシシュツ苧ンカ・ウ

シヨトワ 夕烏ンリヨクセイ ・

トシ ノ コ■Pワ.1ノゴウシユツニユウ'ヒ リツ

トシ ノ 亨ニノコ1ニノ ヨソ「ン コワリ∫、ン,、・イ力亀ワ

トシ.ノ'字 ンカンコウ1力、ンハ.イ カ・ワ

トシ ノ コワリハンハ∨イカ・ク 苧ヨヨウリヨク

コメント:シ ティ字ント・ ノ ケン三ンショトワ ノ テ、rケ

フ?才力 ケン=51字 ント・

ショウつ54字 ン

3s3,513

¥1,066,126
-一 一 合 一

`

1.383

¥572,343,S70,112

¥L)85,651.OOO,OoO

¥2S7・192,370,112

シヨ1フワS7宰 ン10:jl'・ ツ

,399,S71)

¥1,.303,60ev

1.O《 ゴ1)

1.3Sl

¥719,e79.574,676

¥367・59・3,350,000

¥352・2号5・ ア24'676

⇔

▲

●

'
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●

■

54

♪!シ ユ『,テン ヨテイ ノ;二'ケ ‥1,-?(XX,XX》

5ソ 、11)

*ト シ コー ト"?(≒ ・ケ句 ノ スウ….戸)

40106.

冷=シ ティ 亭二'ト■ ノ ケン 三二'シ∋ト?ノ テ・一ウ

=51字 二'ト・

ヘンニ」ウ ㌶ルフ1?《"Y.'OR..N't)

N

*・1セ ヴイ アノヲリ ノ シーンコウJ、?

3.s

*ト シ コー ト"?(ピiケ ヴ ノ2ウ シ・}

40107

*シ ティ 享二〃t"ノ ケニノ三ンショトワ .ノ テ・一ケ

Sl守 ン ド

へ二'二」ウXhカ?(nY"OR'IN',)

N

*1セ ケイ アウリ ノ シ.ン コウiN?

3.42

*ト シ コート"?《5ヴ ヲ ノ スウシ・)

40105.

*シ ティ 字ントSノ ケン三ンシ9ト ワ ノ デ^一 ∂

=51字 ント・

ヘンコウ7bカ?{etY"OR・'N"ハ

N,

*1セ ケイ ア9リ ノ シ・ンコウ ハ 、?

3.54

*ト シ コー ト.?C5ケ9ノ ズワシ・ 》

OOOOO

オつリ=C)CLIO()O

(X.XX)

1ワ リ;OOOOO

(X.XX)

・オつリ 『OOOOO

《X.XX・ 》

1つ リ=・OOOOO

■'

6、

、

ト

..■

***フ ワ万力 ケン

***フ ク才力 ケン

***フ つ万方 ケン

***

ケン ノ シ・ンコウ

トシ ノ.シ 唱ンコウ

ケン ノ"7ン 三ンシヨトワ

ケン ノ カケイシヨウヒシシユツ

ケン ノ コウ1力、ンハ・イカ・つ .

トシ ノ コウ`力、ン」、●イカ・ワ

トシ ノ カケイショワヒシシュ・リ

ケン ノ カリイシヨウヒシシユ'ツ ノ

ケン三ンショトワ ノ タ・ンリヨワセイ

ケン ノ 弓(ンカン=!ウ!`力、ン'、匂イフ〕・ウ ノ

ケン三ンシ9ト ウ ノ ワ,ン リヨクセイ

トシ ノ 享ンカン コウリハンハ、・イカ^ワ ノ

リン三ンショトワ ノ ヴ・ンリョワでイ

トシ ノ 杉目ワヒンコウハ・イカ・つ

トシ ノ シ9ウ 亨・ヨウシーンコウ

トシ ノ リユウシユ・ツニUウ ヒリ1り

,

,

,

雫タ守ユウシユウ

宇タ宇ユウシユウ

苧タ宇ユウシユウ

シ コワ弓苧タ ワ

シ コワラ三ア三 ワ

シ 相、・ウ?
・'ノ シユヨウ

シ9ウワ54京 ン

13,456,044
…471,406

¥3.976,872
・¥7

,533,624

¥フ,1Sl,637,000,000
=¥326,035

,000,000

¥7,681,221

*****

*博《***

***

***

***

サンシユウ チ の冷*

、 ショウつ57字 ン10カ'ツ

14.205.770

475.334

..¥3,976.872

琴9,581,302

¥.9・455・152,200,000

¥4iフ,203,043,333

¥9,301,311

**玲 【**

.¥5,376,854,

613,446

1.301・,

¥6,510,917

626,821

1.31s

.

■ ***宇 タ宇ユウシユウ シ

***亭9宇 ユウシユウ シ

***亨 タ亨ユウシユウ シ

***

コワう平句 ツ

コワラ三ア三 ウ

相、^ケ ワ

・***

*吟く*

***

シヒヨプ,治{ユ ツ_型2L」 ±
■

◆
ト三・'ノ シ、ンコウ

トシ ノ ヒトリ アeリ シヨワヒシシユ・弁 二irl－ワ

シヨトク ゲ^ン リヨワセイ

トシ ノ=コ 「ド1戸「フ`ノ ユウシュ・ソ三ユワ ヒ8ノ'リ

トシ ノ ネンカン ヨソウ コウリハンハ、.イ カ、ワ

トシ ノ;ン カンコウ,」八二'ハ」イカ^つ

トシ ノ コウ1力、ンハ^イ コ】sク 十三ヨワリヨつ

コメL't・:シ 予イ京ント〉 ノ ケン 三二'シヨトつ ノ テ" _タ

フ71)'」 ケン=51:ン ト^

シヨウワ54字 ン

47 .1・4t)6'¥1
.536,244・

一一ー一一

1.301

¥942,177,225.422

¥1)26.035,00(,,OOO

¥ξ・16,142,225予422

?ヨ ウワE・7;ン10n'"」
'475

.334

.¥1.860.262

1.OOO

1.318

¥1,165,43S,934,75S

¥41フ.203,043,333

¥74葛.232,891,422

**x=シ ヨηライセイ シヒョウ テ・-9へ" 一ー7 .ケ ンサワ コヴート
*)T'ン サ'イ ノ;ンi"?{シ ヨウリXX字 ン)Rつ リ

=OO

－97一



表3.3-6 ハフ ・モデルのデー タ入力

/SAVE

εxεCHeF,1N

***8、 フtテ'hテ ・一ケ:ユ ウリヨつ***

*ト シ コート・?(99999)オ つリ==O`)OOO

OOOO2

*り'イ1ノ シヨウケン

シヨウテンカ・イ

1:サ カ・ラ シヨウテン月・イ

2・8

亭ヨシ・ユウク

1:C

2:D

*チ ・一夕 宥 ニュウリョワ ズhカ?(YES=Y,NezN》

Y

*シ ョウ67ン メイ?《50ケ ワ イアイ}

フワオ」】シ チユウオウク

*シllウfン カ●イ ノ カズ・?(2句 ワ イアイ》

3
*01,、 ・ンメ ノ シヨウテン カ・イ メイ?《15ケ ゲ イアイ⊃

ヒうマ.,シ ョウ,ンカ・イ
*モHVヒ ン ウリll'メ ンt'十?《8ケ タ イアイ)ア シ=

300

*カ イマつリヒン ウリ1、・メンセ甲?《80ワ イアイ,ア シ 治

500
*ソ ウ ウ1力、・メンセ甲?(9ケ タ イアイ)

800

*02ハ 、吟ンメ ノ シ∋ウテン カ・イ メイ?く15ケ9イ アイ}

ツル シヨウラ」ンカ・イ

*モ ヨリヒン ウ1ノ,、・ メンセ亭?(8ケ タ イアイ)ア シ=

2000

*カ イマつリヒン ウ`力、⇒メンセ苧?{8⑲ タ イアイ),'シ=

1800

*ソ ウ ウリtl.メンセ十?{9ケ タ イアイ》

3800
*03A'ン メ ノ シヨウデン カ吟イ メイ?{15ケ ゲ イアイ)

1、ラ シヨウテンJl・イ

*¶ ヨリヒン ウリti'メ ンt十?《8● 」ヲ イアイ),'シ=

1300

*カ イマつリヒン ウ1力∨ メン1ξ亨?(8ケ9イ アイ)ア シ=

200

*ソ ウ ウ`力、・メンセ宇?(9ケ ゲ イアイ)

1500
*十 ヨシ・ユウワ ノ カス・?(2」7ヴ イフイ》

2

*01ハ 、・ンメ ノ 宇ヨシ.ユウク メイ?《15ケ タ イナイ)

,ン シ・ン1

*シ ・)コ ウ?(7ケ ヴ イアイ,

3000
*ヌ イテイ シ・ンコウ?《7ケ タ イアイ》

3200

*02ハ ・ンメ ノ 宇ヨシ・ユウつ メイ?(15ケ タ イナ・イ}

テンジ ン2

*シ.ン コウ?.(7ケ ワ イアイ)

1900

*7イfイ シ・ンコウ?(7η タ イアイ}

23do

卓 ヒうマツ ショウテンカ・イ ト テンシ.ニノ1ノ

O

O

O

O

O

O

苧ヨリ?
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∂

■

■

・14.

???エ ラーA6AlN

*ヒ ラマ'リ シヨウゲニノカ・イ

14.OO
*ヒ 弓マツ シヨウゲンカ・イ

22.50
*ツ 痴 シヨウテンカ・イ

5.65
*ツ ル シヨウテンカ・イ

27.50

*,、 ラ シヨウテン郭・イ

41.OO

*▲ 、ラ シヨウテン"・.イ

8.50

*テ ・-9ニ ユウリヨツ

*ト シ

00900

RETURN

READY

(999.99》

ト テンシ・ン1

(999.99》

トf二'ジ ン2

《999.99》

ト テニ'シ・ン1

(999.99》

トfン シ・ン2

c999.99)

トfン シ・ン1

《999.99}

ト デンシ●ン2

《999.99》

オ ワ リ

コード?(99999》

CODEエOOOO

タンイ=KM

ヴンイ

ヴンイ

9ン4

9ン イ

ヴンイ

ヲンイ

オワリ=00000

ノ 亨ヨ.ノ?
=KM

ノ 苧ヨリ?

=KM

ノ 宇ヨリ?
=KM

ノ 宇ヨリ?

=K同

ノ 宇ヨリ?
=KM

.ノ 苧ヨリ?
`
エKM

、

亀

●

■
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HUFFOUTを 始'

動せ し め る

都市 コー ドを入力

す る

デ ータカ…時間距 離な
らぱ1,そ うでなけ
れば2を 入力 る

平均分速を入力
する

HUFFOUTに よ

るデ ー タ処 理(1)

出店予定店舗
名を入力す る

最 寄 品 の売 場 面

積 を入 力す る

買廻 り品 の 売 場

面積 を入 力 す る

TsS端 末 から,EXECHU㎜

と入力すると会話型プ ログラム

HtJFFOUTが 始動す る。

商店街 と居住区の距

離 データが時間距離

データか,㎞ 距離デ'≒
タか を識別す る。

DBHFが 貯蔵してい.る当該都市 の

商店街 ・居住区 の距離デ ータのマ ト

リ7ク スを作成(時 間距離デ ータの

場合は㎞ に換算)。

●

●

ふ

図3,3-8影 響 度指標検索 プログラム ・フロー(HUFFOUT)

一100一



■

●

■

総 売 場 面積 を入

力 す る

以 下のデータが時
間 距離 ならば1を
入 力す る

平均分速を入力
力する

出店 地 と居住区の距.

離デ ー久を入力す る

他 に出店予定があ る
か ど うかの入力

予定=1

NO

HUFFOUTに よる

デ ータ処理②

出店地と居住区 の距離デ ータが時間距離 デ三夕

か. .㎞ 距 離 デ ー タか を識 別す る。

コンヒ ータの入力指示 にしたが って距離デ ータ

を入力するb

時間距離デ ータでも,㎞ 距離データでもよい。

最寄品の場合は1,買 廻 り品の場合は2,合 計 の

考慮 される売場面 場合は3を 入 力す る。

積 の識 別を入力

カ ッ トを面積で考

え るか,百 分率 で

考 え るかを指示
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面積 を入力す る

3

HUFFOUTに よ

るデ ー タ処 理(4)

結果の出力

1

＼ン

表3.3-7参 照
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表3.3-7 ハブ ・モデルによる影響度指標 の出力

!SAVE

EXECHUFFOUT

*ヰ;十,、 フ モ デ^応*泉 崎;

*ト シ コート・?(5ケ{ヲ ノ ブ(ウシ^,

00002

オつn.)二〇〇〇〇〇

*ワ^イ1ノ ショウケン ■ フワ示力シ ニシシ●ン

シヨウテ:'カ'イ

1:サ カ・ラ シヨウテンカ・イ

2;B

亨ヨシ^ユ ウワ

1.e

2:D

*タ'イ2ノ シヨウケン:フ7諸 方シ チユウ1ウ ク

シヨウテ:'カ ーイ

1:ヒ1ラ マ`,シ ョウf)カ ●イ

2:.Pthシ ヨウラ:ンn"イ

3:,、 ラ シヨウf)rp・ イ

亨∋三.'∪ユウワ

1:デ ンシ・ン1

2=テ ンシ.ン2

亭 亭∨イ3ノ シヨウケン3ア カハタ

シヨウテンカ、イ

1#三〆ノ.ソ、力

亨ヨシ^ユウワ

1;工 が つ

泳 ●"イ4ノ …ノヨウケニノ ● フフ才力シ ニシEト

シヨウデンカ'イ

1サ タ」■カ

2.7三

3ニ ウラ

苧ヨシ、ユウワ

1:ア リトウ

2=Lう ヲ'

3:ア ワ7"手

ヒ'ツヨワア シヨウケン ハ?(9?}フ ヒ'1Jヨウ=0

4

テ"一 ●,、 シ^カ ン宇∋リn?《YE§=1,r」0=2)

2

*シ ュ・!'デン ヨテイ ノ テ)ホ ・ メイ?《15ケ タ イアイ)

セ・・rフ、

・ホ コノ モヨリヒン ウ リハ・メンセ宇?タ こ'イ エM2

1000

*コ ノ カイマワ》.)ヒン ウリ,、・メンセ宇?ヲ ンイ=M2

2000

*コ ノ ソウウリハ、^〉ξニノセ宇?タ ンイ=「 ∀12
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.

3000L.
'*テ 、一夕,、 シ.カ ン千三リ カ?《YES=1

,NO=2)

2

*セ イフ、 ト アリトウ ノ 宇目1ノ?

《999.9'?}

5.3
*セ イフ、 ト6ラ!ヲ ノ 宇ヨリ?

《999・99》

3.45

*セ イフ吟 ト・アワク・チ ノ 苧ヨリ?

(9?9・99}
10.

*ホ カ ニ シユッチンヨテイ ノ タンホ● カ^
,ア リマズカ?YES=1

1

*シ ュ'ツテン ヨテイ ノ テン吊● メイ?(15ケ ヲ イアイ,

タ.イエー

*コ ノ モヨリヒン ウリ1、・メンセ宇?タ ンイ ロH2

3000

*コ ノ カイマつリヒン ウリiN'メ ンセ宇?'タ)イ=M2

1500

*コ ノ ソウウリハSメ ンセニF?タ ンイ ロH2

4500

*
.テ・一夕,、 シ・カン宇ヨリ 冗?《YεS=1,NO=2》

2
*タ ・イ=【一 ト ア1ノトウ ノ 宇ヨリ?

c999・99》

7.6

申 タ・イエー ト ムラタ'ノ 宇ヨリ?

(999.99}

13.45

*タ ・イエー ト アワワ・チ ノ 宇目1ノ?

(999・99》

5.9

*ホ カ ニ シユ.,チンヨテイ ノ テン$● カ・ アリマズカ?YES=1

2

*シ ヨウテンカ・イ 《COLUMN》

1:サ ケ オカ

2:7三

3‡ ニウラ

4:セ イフ・

5;タ`イ エー

*宇 ヨシ・ユウワ 《ROW,

1:ア リトウ

2‡6Sヲ

3=ア つつ、チ

エイ宇ヨウト吟 シヒヨワ

シ、ンコウ スイテイシ■ン=】ウ

13eOO2000

2200300

312001500

モヨリヒン ウリ」、・メンセ宇

カイマワリヒン ウリ八百メンセ亨

コ・ウケイ ウリハ、、メンセ宇

サンシユツ 宇ソ シリヨウ

1

5.89

3.25

13.oo

500

3400

3goo

NO=2

NO=2

ウリ1、sメンセ宇

2

42.OO

3t.75

10.7S

480

1000

1500

(M2》 十ヨリ

3

23.45 .

2.70

54.8フ

lOOO

o

.1000

《KM}

4

5.30

3.45

10.OO

lOOO

2000

3000

5
・ ア .60

13.45

5.60

300t)

IEOO

4500

●

・

■

●

●

●

●

*メ ンセ亨?

1

***

tヨ リヒンエ1カ イマワ,ノヒン=2コ ーウケイ=3

カイ呈∠ 一;'fユ!芝コ「2ヒ.リ'y-..亭**《 ウ1力、・メンセ亨 でヨリヒン,
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NO、 、

1シ ユツテンマエ

シユツテンコ・

2シ ユツデンマエ

シユツデンコ、

3シ ユツテニノマエ

シユツデンコ、

1

0.8Sl

o.130

0.255

0.160

0.414

0.OOO

2

0.OOO

O.OOO

o.ooo.'

O.OOO

O.581

0.OOO

3

0.111

0.ooo

O.741

0.500

0.OOO

O.OOO

4

0.'OOO'

o.340

0.OOO

O.300

0.OOO

O.090

5

0.OOO

O.490

0.ooe

O.O◇O

O.O〈)O

O.870

■

●

,

*** カイモノ シユツコウ シヨウヒシ?ス ワ***

NO

1シ ユツデンマエ

シユツデンコ・

2シ ユツテンマェ

シユツテンコ.

3シ ユ'vデンマエ

シユツテンコ・

ケイ シュ.リテンマェ

シユツデンコ・

1畠2

26430

260'0

510

480

496697

00

3工90697

308.0

'〔 ウ1力、^ノンセ〒tヨ リヒン)

3コsウ ηイ

3332976

0260

148199

150198

011亨3

0.0

481436∈1

15045s

略 工イ宇目ウト・ シズウ= O.896

*ウ リJ}・ メンセ宇1ヘ ンコウシ?ズカ?YεS=1NO星2*

1

セイフ^ノ モヨリヒン:'リ イテ

チヨクセツメ:・tr+■M2テ"i二'コ ウ シマズカ?Zテ"㌔ 二'コウ シun?

N2ロ1.膓 ζ=2

2

アンzマ テ・ 三トメマフξカ?《3ケ9イ アイ》

90

タ^イ ェー ノモヨリヒニノ ニ.ツイテ

チヨつセ当メンU+■M2f"'iン コウi'マ スカ?Zデ'i:・ コウ シマスカ?

門2=1,Z=2

2

アンズ マテ・ 三トメマズカ?《3ケ タイアイ)

85

***カ イモノ シュツコウt'ノツ***{ワ リt}・メンセ宇tヨ リヒニ')

NO

1シ ユ'リテンマエ

シユ⑲デンコ・

2シ ユツテンマエ

シユワテンコ、

3シ ユツテンマエ

シユツテン=ゴ

1

0.8合1

0.150

0.255

0.170

0.414

0.OOO

2

0.OOO

O.OOO

O.OOO

O.OOO

O.S81

0.OOO

ノ3

0.111

0.ooo

O.741

0.510

0.OOO

O.OOO

4

0.OOO

O.340

0.OOO

O.230

0.ooo

O.090

O

O

O

O

O

O

O

7

0

0

0

8

0

4

0

0

0

8

5

・

.

・

…

O

O

O

O

O

O

冶

*噂 噂c カイモノ シュツコウ シヨウヒシ?Zウ*** (ウリ,、^メンセ千 モヨリヒン}
●

、

■

NO

1シ ユツデンマr

シユツテンコ已

2シ ユツテンマエ

シユツデンコ匂

3シ ユ'リデニ'マエ

シユ'リデンコ・

1

2643

300

51

5i

496

0

2

O

O

O

O

697

0

3

333

0

14s

153

0

0

ゴ ウケイ.

2976

300

199

204

1193

0
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ケイ シユツテンマエ
.シ ユ・,チンコ・

*エ イ字書ウト● シズウ ロ

31go

351

O'.885

697

0

481

153

4368

504,

*ウ リハ.メ ンセ平 方 ヘンコηシマズカ?YES=1NOコ2*

2

ウリハ、・メンセ亨 ノ ンユルイ オ 、ンコウ シマズカ?《YEE=1NO=2》

2
*ト シ コート.?《5ケ タ ノ ズウシ・,■ ワリ=OOO◎O

OOOOO

JET590:RETURNCODε=OOOO

READY

READY

3.啓 蒙 ・普及活動の展 開

当委員会においては開発された 「流通情報パイロッ ト・システ ム.」について,次 のような啓蒙 ・普

及活動を行い,シ ステ ム機能の より一層の充実と地域流通問題 に対する関心 を広げ るとともに地域各

層の コンセンサスを形成 するべ く努めた。

(1)「 流通情 報パイロ ット・システム」に関する広報宣伝

(財)九 州流通システム協会発刊の 「九州流通ニ ュース」による関係先への広報普及,「 流通問

題研究会」(福 岡通産局 と共催),「 九州物流シンポジ ウム」(福 岡陸運局 と共催)を はじめ各

種会合 にて解説,啓 蒙 をすすめた。

(2)研 究 開発活動の推進

「九州地区小売業デ ータベ ース」の遠隔地端末 に よる利用法の実験(デ ータベースを 日立東京

センターに,端 末機HT-5214を 「私学会館」ホールにそれぞれ設置 して実験),そ の他補

充作業を行いその成果 は下記の論文に収め られた。

o「PDMを 利 用 したデータベ ース設計」(大 分大学経済論集VOL.34-1号)

商圏情報への適用 一 大分大学講師 谷川 宮次

o「 通 産省大型店舗審査方法」に依 った九州地区小売業情報デ ータベースについて

(西 南学院大学商学論集VOL29-1号)

西 南学 院大学教授 平田 正敏

(3)「 流通情報パイロット ・システム」の具 体的適 用

久留米市,甘 木市,北 九州市 「三 ケ森」地区 におげる商業活動の現状分析および予測作業 を行

いパイロット ・システムの有効性 を立証 した。

(4)福 岡 市天神地区 における消費構造変化の分析
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福岡市の中心部である天神地区 において,地 下鉄の開通及び県庁め移転が消費者ニーズの構造

におよぼす影響 について分析 中。 ・

(5)大 川市 における小売市場の構造分析

九州地域有 数の家具産地 である大川市において,地 元ス ーパーと周辺都市の大型店 との間にお

ける消費選好の構造分析 を行 った。

上記の ような活動は民間における 「産学協同」の言 わば 「ボランテ ィア」と して推進されて きたた

めにおのずか ら活動領域 と提供 しうる情報サー ビスに限界がある。 できれば 「地域流通情報セ ンター

(仮 称)」 を組織化 し,活 動を強化することが必要である。

4.今 後の方向 と課題

「九州地域委員会」 では,こ れ までの調査研究の成果を踏まえて地域の流通課題に即応 できるよ う

な流通情報の体系化と円滑な流通 を図るため,商 業統計,人 口統計等基礎的かつ利用度の高い共通情

報について 「流通情報パイロッ ト・システム」の開発 を行 った。

との システ ム開発 によって九州地域の流通情報システム化 については ,

① チータの重複収集,管 理 を排除する ことに よる経費の節減

② データ元管理に よる情報の 体系的整備

③ 同デ ータ,同 一加工手法に よる加工デ ータの客観性の確保

④ 新規データ及び加工手法(従 来未利用)の 利用

⑤ 迅速な各種サー ビスの享受

など多 くの有効性 を得 るにいた った。 「

しか し,そ の反面次の ような課題 も残されている。

(1)デ ー タの拡充 ・更新

蓄積 データの対象地域,対 象年 次,対 象データの拡充及びデータの更新 を迅速かつ効率的に行

うこと。

② 利用 システムの拡充

未開発のデータ加工手法の開発,及 び地域の課題 に即 したデータ加工手 法 の研 究 開発(大 型

店問題等に限 らず商業施設適正配置策などに拡大する等)。

③ 提供サー ビスの拡充

メール,窓 口処理か ら現場性,即 時性を もつ電話,フ ァクシミ リによる 情 報提供への機能拡大。

以上の ような課題 を克服 し,「 流通情報パ イ・ットシステム」 を流通 システム化の一助と して機 能

させるには,「 地域 流通 情報センター(仮 称)」 を設置 し,各 地方 自治体,商 工会,民 間研究機関等

との情報 ネ ットワーク網の展開に よるコンピュータ可読媒 体データの安定的入手ルー トを確立 し,デ

ータの拡充 ・更新及 び情報分析 ・加工 ノウハ ウの蓄積に よる利用 システ ムの拡充
,ク リア リング情報

を含めた提供サ ービスの充実等の体制整備を図る必要がある。 また,対 外的には特に官庁統計に対 し

て,公 表時期の早期化,公 表データの範囲拡大等現行制度上の問題点 もか らめて早期解決 を図る よう

関係機 関に強 く働 きかけ,蓄 積情報の より一層の充実 を目指すことが必要 である。
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1.調 査研究の概要

1.1調 査 の 目 的

80年 代 は 「地 方の時代」 と呼ばれ,各 地域の動向に強い期待 と関心が もたれ,地 域 の情 報化が

一層進展する時期 であると予想される
。地域の情 報化を促す要因 として は地域の社会経済及び住民

生活が多様化 し,高 度化するとともに,的 確 な情 報の利用環境 についての要請が高ま っている こと,

及びINS構 想(高 度通信情 報ネットワーク)に 代表され るように通信技術の飛躍的発展に よbハ

ー ド面での環境整備 が進みつつ ある こと等があげ られる。

この ような情勢 に鑑み,本 プロジェク トでは,多 岐 にわたる地域活動の うち特に変化の著 しい経済

状況 を迅速,確 実 に把握するために,地 域経済情 報へのニーズを明らかにするとともに,シ ステム

の構築,そ の利用方法に関する調査 ・研究 を行い,地 域経済の共通利用基盤の形成 ・拡大に寄与 し

うる地域情 報拠点の育成 と地域経済情報ネ ットワークの形成 を行 うことを 目的 とした。

1.2実 施 経 過
†

(1}昭 和55年 度の活動概要

地域計画策定,経 済状況把握等の為に必要な地域経済情報に関する,① 情報活動の実態調査,②

政策的利用に関するニーズ調査を実施した。

(2)昭 和56年 度 の活動概要

関信越,東 北地域 における情報の体系化 と流通化を図るため には情報のレファレンス機能が必要 で

あるとい う55年 度 調査結果 を もとに,

① レファレンス機能の在 り方,利 用の仕方等 に関する調査

② 地域経済 レフ ァレンス情報の収集,整 備,蓄 積,利 用のための事例研究

③ 情報ネ ットワークを実施する際に問題 となる社会的,制 度的諸問題 についての調査

④ ネ ットワーク基本構想の検討

を行 った。

(3)昭 和57年 度 の活動概要

55年 度,56年 度 調査の結果,情 報ネ ットワーク形成の第一 歩と して,ク リア リング機能の整

備が必要 とされ,ク リア リング機能の一部であるレフ ァレンス機能について明 らかに して きた。57

年 度 は この調査結果 を踏まえ,地 域経済 レファレンス情報サー ビス実現化にむけての運用上の問題

点,課 題 を明 らか にするべ く,次 の調査研究 を実施 した。

① 地域経済 レファレンス情 報サー ビスパイロットシステムの研究開発

② 地域経済 レフ ァレンス情 報に関する意識調査

また,地 域情報拠 点作 りの第一歩と して 「地域情 報サービス機関調査」を行 った。
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(4)昭 和58年 度 の活動概要

①58年 度 は57年 度 に引き続 き地域経済 レファレンス情報サービスパイロ ットシステムの開

発を行 った。

② また システムの利用,普 及を目指 した 「データ整備 マニ ュアル」 「システ ム利用マニ ュアノヒ1

を作成するとともに,シ ステム利用評価及び地域情報の高度利用の事例研究 と して 「地域経済

短期予測 モデル」開発 を行 った。
●

1.3推 進 体 制

関信越 ・東北地域の地方 ブロック機関,県,商 工会議所,銀 行,電 力会社,経 済研究所等19機

関 で構成 される 「地域経済情報ネ ッ トワー ク形成に関す る調査委員会」を設置 し,調 査 ・研究 を推

進 した。

埼 玉 県

千 葉 県

東 京 都

神奈 川 県

中小企業金融公庫

日本開発銀行

東京電力㈱

東京商工会議所

日本情報処理開発協会

東京通商産業局

宮 城 県

東北経済連合会

東北経済開発センター

通商産業調査会仙台支局

北海道東北開発公庫東北支店

東北電力㈱

七十七銀行

仙台通商産業局

2.調 査研究成果

2.1地 域 経 済 情 報 ニ ー ズ 調 査

2.1.1調 査 の目的

「地域経済情報ネ ットワーク形成 のための調査研究」を開始するに当た り,地 域経済 に関係

の深い諸機 関が次の点に関 して どうい う意識 をもっているか,或 いは現状は どうであるか を把

握す るために地域経済情 報ニーズ調査 を行 った。

① 地域情報と して どうい う情 報が必要 であるか,ま た どの程度充足 されてい るか。

② 統計資料 を整備活用する必要があるか。

③ 磁気媒体によるデ ータ交換,ま たはプログラム等,ソ フ トウエアの交換 はどの程度行われ

ているか。

④ データベースがど うい った業務で利用されているか。

⑤ 情報の相互利用 を実現するため には どうい った方式が最適か。またど ういった問題が起 こ

って くるか。

調査対象は関信越 ・東北地域(青 森,岩 手,山 形,秋 田,宮 城,福 島,茨 城,群 馬,栃 木,千

葉,埼 玉,東 京,神 奈川,山 梨,長 野,新 潟,静 岡)の 行政 ・民間諸機関であ り,調 査票発送
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数 は436,回 収 率 は59.6%で あ る。

●

2.1.2調 査 結果の概要

① 地域情報 ニーズとしては,「 基礎情報(土 地 ・人 口)」 「産業(生 産 ・販売)情 報」が行政,

民 間機関 とも高 く,次 に行政機関では 「財政 ・福祉 ・環境情報」が高 いの に対 して,民 間機

関では 「企業経営 ・マク ロ経済指標情報」へのニーズが高い。概 して言 えば行政機関では総

合政策的な情 報を重視するが,民 間機関では生産活動 ・販 売活動 に直接結びつ く情報を重視

してい ると言える。

100'

50

行 政 機 関

土産財福 マ物 全教家技 海
地業政 祉 ク価 業育計術 外

(
生

産

・
販

売

)

.
人

口

政
治
経
済
動
向

・
文

化

経
営

ロ
経
済

指

標

・
環

境

100

50

民 間 機 関

産 土 企 マ家財物福技 教海
業 地 業 ク計政価祉術 言外
(・ 経 ロ ・ ・政
生 人 営繕 環 文 治
日産

・
販

売

)

図3.4-1地 域 情 報 ニ ー ズ

済
指
標

経
済
動
向

化境

② 必要な地域情報が充分得 られているかど うか については,十 分得 られているとする機関は,

行政機関 で6%,民 間 機関で3%と 少 なく,不 備 であるとした機関は6割 近 くに達 した。不備

である理 由としては,「 情報が膨大である,情 報整備のセク ションが無い」 と答えている機 関

は行政機関で84%,民 間 で61%と 非常 に多く,ク リア リング機 能に対する問題点が浮 きぼ

りにされた。一方,「 必要 な情 報か公表されてい ない(情 報の公表 が遅い,情 報の基準 レベル,

収 集サイクル等が異 なり利用 しに くい)」 と回答 した機関は民間 で32%,行 政 機関で6%

で あ り,統 計の とり方,情 報公開等制度上の問題 もあげ られている。

③ データ交換状況 については,磁 気媒体に よるデータ交換は行政機関 で36%,民 間 機関で

49%が 「行 ってい る」 と答 えてい るが,交 換されているデータの 多 くは指定統計や口座振

替 に関するものが多 く,自 主的 なデータ交換は県 と市,金 融機関相互,金 融機関と計算機 セ
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ンター間 などで一部見 られるもののそれほど活発 に行われてい るとは言え ない。

④ データベースシステ ムの活用状況は行政機関で56%,民 間 機関では78%で あ った。こ

の うち,統 計デー タベースについては行政機 関37%,民 間機 関53%で あ る。

2.t.5ま とめ と課題

調査結果か ら情報の相互利用や地域情報の整備に対する関心が非常 に高い ことが明 らかにさ

れた。それは地域情報に対する具体的ニーズがありなが ら,情 報が充分得 られてい ない と回答

した機関が6割 近 くもあ った事 によって示 される。

必要情報が得 られない原因 としては,情 報の作成 ・整備が不充分,外 部情報入手 ・整備が不充

分,情 報の加工処理等情報処理 か不充分等様 々考え られ るが,ア ンケートの結果か らは,情 報が

膨大である,情 報整 備のセクションが無い,必 要な情報が公表 されてい ない等 利用 したい情

報の入手,整 備に係わる問題意識が強 く示されてい る。

従 って,地 域情 報の相互利用 を促進するためには,情 報整備の ためのク リア リング機能の強化

が今後必要であると結論づ け られた。

一方 ,相 互流通のためには情 報を作成 ・整備 ・蓄積 ・加工利 用 し,さ らには情報を提供 出来

る機関(情 報処理機能 の高 い機関)が 存在することが前提 である。 当地 域委員会 の構成機関は,

これ ら地域情報流通の核とな り得 る機 関(地 域情報拠点)と して組織化 されてい るが,こ の構

成機関に対 して行 った調査か らは次の ような結果 を得 て い る(た だ し東北地域 については当

初仙台通産局のみが構成機関であ った。現在の構成は昭和56年 度以降である)。

① どの機関 もコン ピュータに よるデータの整備がかなり進ん でいる。電算化されてい る資料

の主なものは,工 業統計ピ入口動態統計,固 定資産概要,公 共施設状況調,商 業統計,国 民経済

計算,勤 労統計,普 通交付税決定額,建 設統計月報,道 路統計年報,医 療施設状況等 である。

② 地域情 報利 用方法 についてテーマ別 に示 したものが表3.4-1,表3.4-2で あ る。

デ ータの組み合 わせ利 用は若干 であるが,所 得,就 業者,交 通量,生 産額等に関する推計,

あるいは予測 を目的 とする場合に用い られている。また分析手法 をみ ると,四 則演算の利 用

が圧倒的に多い。回帰分析,モ デル分析,産 業連関等多少複雑 な分析 は,中 長期計画策定の

ために行われ る事 が多 く,各 地方自治体,通 産商業局ではそれぞれの 目的 に合 った専 用シス

テ ムを持ち電算処理 しているケースが多い。

以上の2点 か ら地域委員会の構成機関については内部 の情報処理体制が進んでおり,す でに

情報拠点 としての機 能をかな り備 えていることがわか った。従 って今後の拠点間,あ るいはよ

り広範囲な地域経済情 報ネ ッ トワーク形成のためには,

① 利用 したい情 報の入手 ・利用にあた ってのク リア リング機能の強化

② 情報の共通利用 に対する技術,制 度上の問題 点の検討

が必要で あると結論づけ られた(以 上55年 度 調査)
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表3.4-1デ ータ組み'合わせ利用状況表

デ ー タ名

デ ー タ名

工
業
統
計

産布

鶏
編

〃

用
地
用
水
編

〃

地
域

う
ζ

商1
業
統

計

産

業

編

"

品

目

編

〃

地
域

膓
ζ

県

民

所

得

統

計

事

業

所

統

計

国

勢

調

査

鉱

工

業

生

産

指

数

貿

易

統

計

労

働

力

調

査.

住

民

基

本

台

帳

生

産

動

態

統

計

法
人

企
業

統
計

調

査

商

業

動
'態

統

計

総.物
理
府・
統
罐
燐

膓
ζ

・

流

統

計

爺
)

都
内
.成

長
期
観
官
実'態

地

域
産

業
実

態
調

査

埼
玉

県
大

型

店

名

簿

電

力

需

給

の

概

要

農

業

統

計

都
市
ガ
ス

使
用
量
調
査

工業統計 馨轟 驚× 1 1 1 1 1 1 1 1 1

〃 用地用水編 × 1

〃 地 域 メッシ乞

、

「

1 1

商業統計 産 業 編 1 3 3 1 1 1' 1 1

〃 品 目 編 ×
'1 .

〃 地域 メツ在 ×
県 民 所 得 統 計 × 1 1 1

事 業 所 統 計
、

1 1

国 勢 調 査 x
鉱工業 生産 指 数

貿 易 統 計 X
」

1

労 働 力 調 査 X
住 民 基 本 台 帳

生 産 動 態 統 計

法人企業統計調 査

商 業 動 態 統 計

総 理 府統 計局
撰進 メッ治 ×

物 流 統 計(都) ×
都内成長業種

の経営実態

地場産業実態調査

埼玉県大型店名簿 ×
電 力需給 の概 要 X
農 業 統 計 X
都市ガス使用量調査 ×
合 計 1 2 5 5 1 1 1 1 1 1 1 2 1 1 2 2 2

(注)数 値は 業務数で ある。
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'

主要テーマ別データの利用状況(共 通利用データ)表3.4-2

腔}◎ は5業 務以上に利用された場合
○は1～5業 務に利用された場合

情 報分 野 地壇経済媛貝の為の
ピジ ・ン作成 中 小 企 藁 対 策

商藁 ・サー
ビス集村賃

地域経済産藁対策
地域開発
工場立地

資源・エネルギー対策 雇 用 労 働 対 策
設備.環 境 対 策
投貴

情
恒
二
ー

デ ズ

1

,デ

の1

利

用'

方 内名 容

法 計

中

長

期

計

画

策

定

交

適

量

の

推

計
、

予

測

垣
湾
K
お
け
る
将
来
の
貨
物
量
予
測

水
源
管理

同
有
効
利
用
中
水
道
構
想

用

水

型

工

集
の

変

遷

予

測

中

小

企

祭

経

営

動

向

把

握

地

掲

壁

泉

実

態

調

査

中
小

全

寮

鯵

断

指

導

事

案

中
小
金
集
へ

の
■
貴
制
度
の施
策
推
進

涌

泉
活

動
の

真

書

把
握

広

域

商

妄

診

断

地

域

経

済

動

向

把

握

県

民

所

得

推

計

鉱

工

蕉

生

産

動

向

把

握

産

黄

連

図

表

の

作

成

全

国

水

簡

姶

動

恩

田

査

工
場
立
地
κ
か
け上
る地
利
用
の
適
正
化

電
力
需
給
の

現
状
把
握及
び
需
要
想
定

電
力
■
泉
の
経
営
尉
面
経
営
分
析

ガ

ス

亭

泉

分

析

笛
音
エ

ネ
ル

ギ
|
需
給
の
現
状
分
析

労

働

経

済

分

析

敏
藁
例
日
の
需
給
状
況
坦
査

雇

用

者

故

の

推

齢

織
田
別
在
職
者
訓
練
実
施
計
画

窒
素
酸
化
物
対
策
総
合
調
査

化
学
的
但
ゑ
要'求

量
に膨
係合
る削
減
計
画

公
害
防
止
計
画
策
定工
の秦
たの
め現
の状

把
握

設
賃
θ
費
動
向
に地
係減
る動
集向
界把
動揺
向調
査

四則演算 25 o ○ ○ ◎ O ○ O ◎ O ◎ o O o ○ O O ◎ O O O o O ○

(識2び 翻毅)
-

回帰分析 10 o o O ○ O O o O o o

工業統計

相関分析 商業統計 5 ○ O ○ O o

鉱工莱指数

県民漸得統計
モデル分析

事業所蔵計
1 o

電力需給の
概要

行列演算 ガス事藁統計
1 O

エ ネル ギー

統θ†
データ補完 設傭役貝計画

1 o

調査

データの組合せ利用 等 8 o O ○ O O o ○ ○

王成分分析 1 O

＼

・

その他 '

4 O 、O O O

●,
●

㊨
・●

1

一
一
心

1



2.2地 域経 済 レ フ ァレ ンス情 報 サー ビ スに 関す る 意識 調 査

2.2.1ク リア リング機能の形態

ク リア リング機 能とは,多 数の組織体がそれぞれに作成,保 管 している情報を相互に利用 し

合 うために必要 な情報の所在,利 用方法及び内容 を提供するものである。

情報ネ ットワークにおげるク リア リング機能の位置づけは図3.4-2の よ うに考え られ る。

情 報 ネ ッ ト ワー ク

ク リア リング機 能

情 報 の 収集 ・管 理

情 報 提 供 機 能

情
報
提
供
者

図3.4-2情 報 ネ ットワークvak－けるク リア リング機能

ク リア リング機能の形態 と しては表3.4-3の よ うに3種 類考え られ るが,ま ず最初は資料 目録

等の整備 を行い,所 在源情報を提供 してい くことか ら始め,次 に二 次情報の収集と検索 システ

ムの開発へ と進め,情 報の量や提供の状況に応 じて センターへ と段階的に発展させてい くのが

現実的である。3種 類の ク リア リング機能の うち,最 も望ま しいのは 「ク リア リング」まで行

う方法であるが,こ れ を実現 するためには,多 くの制度的課題の解決 と多大 な投資が必要であ

るため,最 も実現性 の困難 な方法でもある。

最 も実現性が大 きいのは,「 所在源情 報」提供であり,各 機関で作 られている資料目録を集

大成することである程度の効果が期待できる ことになる。

しか し利 用者は,必 要 とする情 報を表題か らしか見つける ことが 出来ず不便 である。 この よ

うなことか ら当地域委員会では,ク リア リング機能 として,ケ ース2の 「レファレンスサー ビ

ス」機能 をとりあげて調査研究を行 うこととした。
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表3.4-3.・ ク リア リン グ機 能 の 形 態(分 散 型)

ケ ー ス1 ケ ー ス2 ケ ー ス3

所在源情報の提供 レ フ ァ レ ン ス ク リ ア リ ン グ

検 索 ・表題(資 料 名) ・表 題 ・同 左

・作成機関名(所 在) ・作成機 関名

・分 野

・ デー タ項 目名

提供される情報 ・二 次情 報

・概要

…

・二次情報 ・一次情報

(表題、作成機関) (表 題 、項 目名、)
・二 次情報

$ (一次情報は別途入手)

一次情報の管理 ・レファレンス機 能 とは ・同 左 ・レファレンス機能 を含
1

独立に管理可能 めて管理する必要があ
1

る。
$

二次情報の作成 ・資料 の一覧表 を作成す '資 料 の分類等 ・同 左
'

1 るだけ でよい 専門的知識が必要

運 用 ・資料の一覧表 の交換収 ・同 左 ・コ ン ピ ュ 一 夕 ネ ッ トワ

集 を行 うことである程
・二次情報作成等の専門的 一ク を設置Lこ れ を

度の効果をあげられる 作業 を伴 うため、それぞ 通じて検索利用が可能

れの組織内の体制作 りが とな るよ うに、それぞ

必要 で ある。 れの組織内で、一次、

二次情報 のデータベー

スを作成する必要があ

るo
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2.2.2調 査 の目的

地域経済の情報ネ ットワーク形成のためには各機 関が独 自に作成 してい る情報を広 く利 用者

に知 らせる とともに,情 報 を検索する方法 を確 立することが重要 な課題 となる。

レファレンスサー ビス に関する意識調査 では,

① 資料探査方法の現 状及び利用上の問題点

② 地域 に関するレファレンス情 報サービスの現状

③ 地域 に関するレファレンス情 報サービスの在 り方

④ 情報ネ ットワークサー ビス利用状況,

について把握 し,レ ファレンス機能 を含む地域情報拠点構 想のための基礎 資料 とすることを目

的 と した。

調査対象機関は首都圏の都県,市,区 役所,商 工会議所,商 工会連合会等161機 関。東北

6県 の県,市 役所,商 工会議所 銀行,電 力会社等45機 関,回 収率は78.6%で ある。

2.2.5調 査結果の概要

(1)コ ン ピュータ利用に よるレファレンス情報サー ビスの形態 について,

① 情報センターで原資料 ・目録を集 中的に収集 し,提 供する。

② 情報センターで資料 目録だけを収集,提 供 し,原 資料 はそれぞ れの機関で保持,提 供する。

③ 原資料 ・資料 目録 ともそれぞれの機関が整備保管 し独 自に提供 する。

④ 上記①～③以外 の方法

に分けて,そ れ ぞれの機 関がど ういった考 え方 を持 ってい るかを調 査した(図3.4-3参 照)。 ①

と回答 した機関は59%,② と回答した機関は32%,③ と回答した機 関は6%,④ と回答し

た機関は2%で あ ったo「

それぞれ回答 した理 由と しては①に関 しては,利 用者の便利 さを述べ る機関が多 く,「 多種

多様 な情 報のなかから,必 要 とする情報を迅速かつ正確 に得 られ るよ うにするとともに,適 切 な方

法で保管 するためには,一 元的な管理 が必 要 で あ る」 「集中的に収集 しない と結局管理 出来

ず,資 料が活かされない。それぞれの機関で整理保管 して も閉鎖的 となり積極的に提供出来な

い」 「原 資料 を 情 報センターで保管する ことは様 々な点で情 報センターの負担が重 くなると

思われるが,利 用者の立 場として,原 資料を個々の機関 に依頼する ことは,問 題 が多 くむずかし

い 」 との意 見 が あ った。②に関 しては 「基本的には①である ことが望ま しいが,膨 大 な情報

を1ヵ 所で保管するのは事 実上不可能と思 う」 「必要 な資料の所在がわかれば よく,原 資料が

必要 ならじか にそ こへ行けばいい」 「原資料の保持,提 供 にあたっては各機 関で第一次的な責任

を 持 つ べ き であ る 」 「一 括 して サ ーベイするため資料 目録はセンターで管理 した方が好ま

しい。 しか し原資料 を一 括 管 理 す る こと は量 が膨 大 とな りすぎる。また万が一の場合を考

えて分散 してお くことも必要 である」等の意見があ った。また全体的 な意見 と しては 「情報セ

ンターでは高次的な原資料 を集中的に収集 ・提供するように して,資 料 目録について細 目にわ
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たり収集するようにした方が・利用者と しては必要に応 じて広範 囲の資料 を有効 に利用できるの

ではないか と思 う」 とい った細かいレベルの意見や,「 情報公開と秘密保持,プ ライバシー保

護等のかねあいか ら慎重 な対応が必要」 との意見が出された。

(2)レ フ ァレンス情報サー ビス機能の強化については,「 既存組織の機能の充実 を図るだけでな

く,新 しく地域情 報に関するサービスセンターの設立が必要 である」(48%),「 既存組織

の機能の拡充を図る必要 がある」(45%)に 大 き く二分 され 「既存機 関で充分である」 と回

答したものは3%で あ った(図3.4-4参 照)。 新 しく地域情報に関するサービスセンターを

設立するか否かは別 として も,ほ とんどの機 関が既 存の組織 に不満を持 っている。 また 「既存

組織の機能の受実 を図るだけでな く新 しい地域情報に関するサービスセンターの設立が必要 で

あ る」 と回答したのが関信越地域45%に 対 し東北地域では50%,「 既 存の組織 の機能の拡

充 を図る必要があ る」 と回答 したのが,関 信越地 域49%に 対 して東北地域 では41%と 逆転

してい る。

また,こ れ以 外に 「既存 の組織であれ新 しい組織であれサー ビス センターの機能,所 在地に

ついてPRが 必要 である」 とい う意見もあった。

(2%)

(1%)

(32%) (59%)

L情 報 セン ター原資料 と資料 目録 を集 中的

に収集 し提供す る。

2.情 報 セ ンターで資料 目録だけを収集 ・提

供 し、原資料はそれぞれの機関 で保持 ・提

供す る。

3.原 資料 ・資料 目録 ともにそれぞれの機関

が整備 ・保管 し独 自に提供する。

4.上 記1～3以 外 の方法

5.不 明

図3.4-3サ ー ビ ス の 形 態

1.既 存組織 の機能 の充実 を図るだけでな く新

しく地域情報に関す るサービス センターの設
設
立が必要 である。

2.既 存組織 の機能 の拡充 を図 る必要がある。

3、 既存組織 で充分である

4.そ の他

5.不 明

図3.4-4サ ー ビス機能強化の方策
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(3)地 域経済 に関す る レファレンス情報サービスをするために,当 地域委員会ではモデル研究

として レファレンスブ ック及 び コンピュータを利用 した情報サー ビスシステムを作成する計

画を持っているが,そ れについての各機関の関心 を調 査した(図3、4-5参 照)。 その結果,

「必要 な ことである」(76%),「 わか らない」(12%),「 当 面必要ではない」(9

%)の 順 になってい る。関信越地域及 び東北地域に分 けて見ると 「必要なことで ある」は関

信越地域72%,東 北 地域80%,「 必要 ないと思 う」 は関信越地域2%,東 北地域 は回答

なしであ り関信越地域 より東北地域の方が必要性 を認めている。

また,当 地域委 員会 で計画 している ようなレファレンス及びレフ ァレンス情 報サー ビスシ

ステムが作成され た場合の利用について調査 したところ,「 利用する可能性 はある」 と回答

したものか69%,「 積 極的に利用 したい」(14%),「 わか らない」(10%)の 順 にな

っている。 「あま り利用 しない」,「 全然利用 しkい 」 と回答 したものは全 体で7%で あ っ

た。 関信越地域と東北地域の差はほ とん どなく83%が 利 用する意志は持 っている ことがわ

か った。 しか し機能内容等の面が不明確なためか積極的 な利用の回答が少 なか った。

(2%)

1.必 要 な ことである

2.当 面必要 ではない

3.必 要 ない と思 う

4.わ か らない

5.そ の他

図3.4-5レ フ ァ レ ン ス 情 報 サ ー ビ ス シ ス テ ム の 開 発

■

⑱

2.2.4ま とめ と課題

① レファレンス情 報のサービス形態 としては情報センターで原資料 ・目録を集中的に収集 し,

提供する方法が望ま しい と回答 した機 関が59%で あった。この回答は,利 用者側にとってい

つでも必要 な情報が迅速 に,正 確に得 られ るための象徴的 タイプとも言える。 しか し原資料

を1ヵ 所 で保管す ることは現実的には量的に膨大すぎてむずか しいとい う問題点もあb,場

所 と して1ヵ 所 に集中するというよりは,シ ステム機能 として今後追求すべ き課題の ように考

え られる。

② 情報センターで資 料 目録 だ けを収 集 ・提供 し,原 資料はそれぞれの機関で保持 ・提供す

る方法が良い と回答 した機 関は32%で あ り全 体の3割 強であった。

①② を総合すると,調 査 結果 としては,資 料目録 については一元的な収集 ・管理 ・提供が望
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ましいと結論づけられた。

2.5地 域 情 報 拠 点 構 想

レファレンス情 報サ ービス を促進するために必要な基本機能及び実現する際の問題点は何か を明

確 にするために実施 したアンク ー ト調査の分析結果(以 下の①,②)を 考慮 した上で当地 域のネ ット

ワーク構想は図3.4-6の と おりとした。

① 一次情 報についてはデ ータが大量 な為,保 守の容易性,正 確性の点を考慮 すると情報の発生機

関における維持管理が適 当 と考え られる。

② レフ ァレンス情報は出来るだげ広範域にわた って収集され,一 元管理 されてい ることが望ま し

いo

構想では,レ フ。レンス情 報について は 「地域経済情 報センター」に集め・オ ンライン・または

オ フラインで提供を図る。一 次情報については,入 手 した レフ ァレンス情報に基づ きデータ作成機

関か ら直接オフライン等で入手する分散型ネ ットワークの形態をとることと した。

地域経済情報 センターは レファレンス情報サービスの機能(所 在源案内機能)を も ち,二 次情報

の収集 ・整備 ・著積 ・提供を行 う。 さらに,セ ンターは地域の1情 報拠点 としての役割も担 ってお

り,そ の具備すべき機能は表3.4-4に 示 す とおりである。

地域経済情報セン ターをと りま く地域情報拠点としては,当 地域委員会構成機関をはじめとして,

各 地方 自治体,商 工会議所,'国 の地方 ブロック機関,企 業,情 報サー ビス機関の うち,情 報を所有

している機関を想定 している。 ・

これ らの機関はさ らに情 報化を進めるために

① 情報作成 ・整備 ・蓄積(デ ータベースシステム)機 能

② 情報加工利用機能

③ 情報提供機能(各 機 関ごとのク リア リング機能,組 織 体制)

を強化する必要がある。

個々の機関の情報処理能力を強化し,ク リアリング機能の強化を図 り,全 体をネ ットワークで結ん

だものが地域情報に関す る分散型ネ ットワークである。

関信越地域 ・東北地域 の情 報化の現状についてはか なりの差が ある し,地 域の特性 も異 なって

いる。 しか し地域情 報流通 のための ク リア リング機能の強化は両地域の共通 の課題 であるため,

今 回はレファレンス情報サー ビス機能の在 り方 を,デ ータ整備,シ ステム整備,体 制整備の3方

向か ら検討することと した。
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(二次情報についての集中管理サービス)
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一表3,4-4地 域 経済情報セ ンターが備 えるべき機能

・

・ 地域経済 レファレンス情報デ ータベースの管理 ・運用

各地域機関か ら情報提供された レファレンス情報のデータ入力,デ ータベース更新,検 索結

果 の依頼時 出力,あ るいは定期的出力等デ ータベースの管理 ・運用 を行 う。

データの収集提供サー ビスについては当面通信網を経由 したオン ライン会話型で行 う事はむ

ずか しく,デ ータ入力についてはデータシー トへの記入 による漢字 パンチ入力あるいは磁気テ
●

一 プ
,フ ロ フ ピー デ ィス ク 媒 体 等 に よる 入 力。

データ出力 について は定期的及び依 頼時におけるパ ッチあるいはオ ンライン会話型のデータ

出力,結 果の送付 とい う形式 あるい は磁気媒 体による提供 とい う形式になろう。 :
・ 一次情 報,二 次情報データベースの管理運用

地域経済 レファレンス情報データベースサービスだけでセンターの維持はむずかしく,又地域情報

センターが地域情報化の推進役を果たす位置づけであることか ら,積 極的な独自調査結果の集

計加工,あ るいは外部情報の加工等を行い付加価値の高い二次情報の創出,提 供をする必要が

あ る 。

運用すべき二次情報としては官公庁の統計情報,地 域産業団体の所有する産業経済情報,地

方公共団体等の地域統計情報等が対象となろう。

デ ー タ の 提 供 は 当 面 磁 気 テ ー プ,フ ロ ッ ピ ー デ ィ ス ク等 に よ る オ フ ラ イ ン と な る 。

ネ ットワーク内のデ ータ収集,デ ータベース形成の際の分担 あるいはその活動に対 する協 力の

在 り方等 ネ ットワークの運営 に関する調整 や長期的展望 に立 った情報ネ ットワークの在 り方等に

ついての全体計画が確立される ことが必要であり,こ れ らの計画作成 に即 して関係機関 と緊密な

連絡 をとる必要がある。

また,ネ ットワーク内の各機 関で行われている情 報処理の在 り方について も全 体で協議 しつつ

標準化 を図 ってい く方向が望ま しい。従 って,地 域情報センターは こうい った計画,調 整機能を

もつ事が必要 とされ る。

情 報処理技術,情 報処理ネ ットワーク技術の研究等情 報提供 に関 して適切 なソフ トウェアの見

直 しと開発,効 果的 なデータベース利用方法の研究等情 報提供 に係 る研究開発は社会の急速 な変

●

■

化に対応 して常に進めなげれば ならない。

デ ータベ ース構造 の変更,チ ータ記入方法,利 用方法の変更は社会進歩に伴い当然起 こり得 る ●

問題 である。 この ようなシステムサ イ ドの変更 に関連 して,利 用者 に対する教育 ・指導が必要 で
ザ

あ る。

また,提 供情報の範 医につ ・ても次第 に充実するであろ うが 「索引」の配布,「 利用マニ ュアル」

の配布等か定期的に必要であろ う。また研修会 などもPR,教 育 訓練の場 と して必要である
。

地域情報センター機 能を従 来の情報センターに付加する場 合は ,a～dの 機能が 「その他従来

の機能」につげ加えるとい う位置つげになる
。
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●

2.4地 域 経 済 レ フ ァレ ン ス サ ー ビ ス機 能 の 強 化

2.4.1地 域 経済レフ ァレンス情報システムのねらい

以上の よ うな構想のもとに,地 方公共団体,企 業等の諸活動に必要 な地域経済 レフ ァレンス

情報システム構築のね らいを次の3点 と した。

(1)地 域 経済 に係る レフ ァレンス情報の形成 とその検索 システムの整備

地域経済一次資料 目録とは,地 域経済情報の内容,刊 行物名等 についての概要 をま とめた

ものであ り,膨 大化する一次情報の中か ら必要 とする情報を選ぶための情 報と して効果的で

ある。また実際にその一 次情報を入手 するための入手経路 を知 りたい時,必 要になる情報が

所在情報である。

従 って,各 地域機 関にある地域経済一次資料 目録,所 在情報(あ わせて レファレンス情 報

と呼ん でいる)を 作成 し,利 用のための検索 システムを整備する ことが第1の ね らい である。

(2)地 域 経済一 次情報の 体系的収集の促進

地域経済一 次情報は,ま すます多 くの地域機 関で作成 され,様 々の形式(報 告書 ・刊行物

・雑誌等)で 流通 しているが ,あ る地域機 関が,1つ の テ ーマに基づ く情報の収集 を望む時,

出 来るだげ体系的かつ網羅的 な情報収集 を可能 にする ことが第2の ね らい,である。

(3)地 域経済情 報ネ ットワークの形成

(2)のね らい を達成するためには,一 部の狭い範 囲の情報では不充分 であ り,k－ のずか ら地

域間 におげる情報の相互利用及び情報ネ ットワークの形成 が必要 となる。

す なわち,個 別の レフ ァレンス情報システムを総合的な調整の もとに再編 し,適 切 な集中

化 と役割分担に よる情報ネ ットワーク形成 を図る ことが第3の ね らい である。

地域経済 レファレンス情報システム構築にあた って,ま ず必要な事は,

① どの範囲の情報を盛 り込むか 〔分野 ・地域)

② どの ような内容を整備 するか(項 目)

③ 利用者の ニーズにあわせた検索項 目は何か

④ 利用 者の ニーズにあわせた出力項 目,形 式は何か

の4点 についての検討であb,57年 度 は,こ れ らについて検討 しシステム機能 を明確 にす

るとともにシステムの基本設 計 モデル地区 での地域経済 レファレンス情報収集 ・整備を行った
。

2.4.2地 域経済レ ファレンス情報パイロッ トシステムの開発

システムの基本設計に基づ き57年 度 ,58年 度 でシステムの開発 を行 った。概要 は次のと

おりである。

(1)シ ステ ムの範 囲

(a)情 報 の収集対象機関

基本的には関信越 ・東北地域の地域経済情 報を扱 うすべての機関を対象 と しているが,

今 回のモデル ケースでは,モ デル地区 における国の地方ブ・ック機関,県,市 町村,商 工
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会議所連 合会,商 工会議所,商 工会連合会,商 工会,中 小企業団体中央会,事 業協同組合,

そ の他経済団体,金 融機 関,電 力会社等 としてい る。

(b)情 報の分野

地域経済 に関する公表可能 な統計情 報であ り,情 報の分野は表3.4-5の と おりである。

(c)情 報の内容

情報の内容は 「レファレンス情 報データシー ト(表3.4-6)」 に記載 された情 報であり,

情 報の内容を大別す ると次の3種 類である。

① データの所在に関する情報……統計調査名,調 査機 関名,刊 行物名,住 所,発 行機関

名,所 管機関名

② データの具 体的内容に関する情報……調査方法,調 査種類 調査周期,調 査の 目的,

調 査票の調査項 目名,統 計調査の分野,調 査対象,集 計区分,調 査対象数,調 査期間

③ データの入手のための手続 き等データ利用 に関する情報……電算機利用,又 は電算機

利用以外に よる提供の可否,提 供条件,提 供媒体,収 集期 間

(d)検 索項 目

ユーザが利用する場 合,何 をキーと して検索する ことか多いかについて検討 した結果,

あげ られたのが次の7点 である。

①分野,② 地域,③ 統計調査名,④ 調査項 目名,⑤ 調査の 目的,⑥ 調査対象 の属性,⑦

データの収集期間。

これ らのキーを使 ってデ ータの条件設定を し,し か も1度 検索抽 出されたチータ集団か

ら,さ らに条件抽 出をする等検索 の くり返 しを可能にする事で必要 なデ ータが充分 しぼ り

込 めるもの と思われ る。

また検索の手法 としては,フ リーワー ド方式 を採用 した。 フリーワー ド方式 とは,入 力

するキーワー ドに制約は設けず,情 報を検索するユーザのキーの設定 に よって行 う方式で

あり,利 用者は自分の思 うとk・りの語 をキーワー ドに出来る。今回は漢字,文 字列最低2

字,最 高30字 の 範囲内で一致,前 方一致,中 間一致の場 合,検 索可能と してい る。

この方法は,資 料の整理が充分行われていれば よいが,利 用者に負担 がかか る場 合もあ

る。

(e)出 力項 目形式

検索結果 リス トは,打 ち出 し月 日をは じめ基本的には レファレンス情 報データシー トと

ほぼ同様の内容 について出力す る形式 をとってい る(表3.4-7)。 また,レ ファレンス情

報の索引を見たいユーザのた めに,分 野別 索引誌(表3.4-8),機 関別索引誌(表3.4-9)

及 び 分野 と機関 を しぼ った レフ ァレンス情報 リス ト(表3.4-10)の 出 力を可能 としてい る。

(2)シ ステムの機能

(1)で述 べた ような利用者側の要望 を満た すシステムの機能 としては,

(a)地 域 経済情報 について案内するものであb,提 供情報内容 と して,① データの所在,②
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データの概要,③ データの入手のための手続 き等の情 報がサー ビス出来ることか必要 であ

る。

(b)地 域経済 レフ ァレンス情報をサービスす るためのシステムと して次の機能 を備えている

こと。

.① レファレンス情報の蓄積,更 新機能

② オンライン会話型 による検 索を可能 と し,結 果 リス トを作成 する機能

③ パ ッチによる検索 を可能と し,結 果 リス トを作成 する機能

④ 各種 索引誌 を作成 する機能

①～④の機能 に関 しては,本 システムの目的 とする機能 を満足する既成 のソフ トウェア

パ ッケージがい くつか あり,い ずれかのパ ッケージを利用する ことが適切であり,効 果的

であると思われ るため,今 回はINQデ ー タベース システムを利用する こととした。

なお,こ れ ら機能間の関連 を図3.4-7に 示 す。

表3.4-5統 計資料分類表(特 殊分類主綱表)

統 計 ・統計分析資料

10土 地 気 象

土地面積 ・地形

112気 象 ・ 天 文

113

114

120人

121静

122動

130

131

132

33

138

40

141

142

43

144

雇用 ・失業 ・労働力'職 業紹介

労働条件 ・労働条件

労 働 生 産 性

そ の 他

経 済

国民 経済 計算

財 政

金 融

国 際 収 支

145

46

147

148

149

150

151

152

153

154

155

156

157

158

159

160社 会

161

162

163

示 気

物 資 需 給

物 価

企業 ・事 業 所

家 計 貯 蓄

産 業

農林水産業一般

鉱 工 業

建 収 業

電気 ・ガス ・水道 ・エネルギー産業

商 業

貿 易

運 輸

通 信

サ ー ビ ス 業

住 宅

福 祉 ・ 厚 生

住 宅

生 活 調 査
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表3.4-6レ フ ァ レ ン ス 情 報 デ ー タ シ ー ト

・囲 ⇔[エ エエエ]ユ コ ロ

(フ リガナ)

統計口在名: へL

(フ リガナ)

調査囲笥名: 一2
、一

電話1

《7リ ガナ)

住所: 4

刊 行 物 名:⑤

発行働関名: ④

所管醜 名= ⑦

埠 査方法:1・ 悉 皆(全 数)男ff2.tン プルロ 査3.そ の他一=
男査種類=L承 認寂計2.届 出統計3.指 定歳計4.そ の他一=
開五周 期:1.5牢2,3年

6.四 半期7.月

8,不 定期9.そ の他

3.2年4.1年5.半 期

==

計

調

査

の

分

野

査

対

象

分 野 コ ー ド:江
分 野 コ ー ド:

[[コ
分 野 コ ー ド:

口
分 野 名:

)
分 野 名:

)
地 域 コ ー ド=

地 域 名 二一
難 枢 分;1全 国2.県 別3市 町 村別

4.その他 ◎〔 コ
調 査 対 象 数=一
男査期間:1」 雪年2.年 度3.そ の他

電

算

機

利

用

に

よ

る

電

算

提

利
・
用

以

外

に

よ

る

有

無
一
2翻

提 供 の 可 否:1.

口::

全可

珂

条件付可

烏坤認

礎

.・
承

そ

件

管

5

行

条

2

呈
・
協

供

8

別

覚

個

提

L
4

提 供 媒 体=

L～「r2,フo・'ピ ー3カ セ,ト

テー プ4.磁 気 デ1ス ク5.そ の他

収 集 期 間:

S

提 供 の 可 否:L全 可

2.不 可匝 3.条 件付可

提 供 条 件:
1.蒐書2.行 管承認3.中 田召

4.個別協議5.そ の他

=
.
2

侯

‥
口
提 印 刷 物

そ の 他

=1

収 集 期 間;

昭和1年1月

S 1 ～

年

識 の目的 ・回

対象の庖性:

頂 査 票 の 調 査 項 目名 ・國

=

=

ニ

=

=

=

ま

=

=

=

=

=

=

=

特 登録番号は記 入 しな くて総構です。
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表34-7 検 索結果 リス ト出力例

【翌日旙番号】(り`000U291

【統計襲査名】、④法人企業投資動向加養

【調査機関】 ◎031100001◎ 埼玉県統計課

【電 話】・㊧,0488-24-2111

【住 所】 、@浦和市高砂3-15-1

【刊行物名】 ㊥ 法人企業投資動向調査報告

【発行板間名】②.経済企画庁

【所属機関名】◎ 経済企画庁

【調査分野】 ◎148:企 業 ・事業所
・(摯

【対象地域】 ◎11:夢 玉県

【調査方法】 ② サンプル調査

【円蓋対象数】②73事 業所

【電算利用による】⑦処理の有無

e提 供の可否

②提供条件

⑧提供媒体

【集計区分】⑳全国

【調査周期】⑦四半期

、◎収集期間 昭和 年 月～昭和 年 月

9埼 玉県

【調査種類】e承 認統計

【田査期間】・㊦

【電算利用以外にょる】

◎ 提供の可否 条件付可

【調査の目的】'㊨法人企業の設備投資及び在庫投資について実績及び計画を鯛達する.

【嫌 の醐 呼 欝 鶴 艦 縷 詰 ・た法人企業のうち・標本抽出され頴

【据査囎 名】◎緩 書捨㌶
と見肌

設備投資の実績と計画

艦 齢瀕縦賊し
在庫水準の判断

② 提供条件 個別協議

⑦ 提供媒体 印刷物

θ 収集期間 昭和32年 月～昭和 年 月

注記

亀

■

⑦登録番号

④統計調査名

⑰調査機関コード

◎ 調査機関名

㊧ 電 話

㊥ 住 所

㊥ 刊行物名

② 発行機関名

◎ 所属機関名

◎ 分野コー ド

⑰分 野 名

②県コード

◎県 名

㊥地 域 名

◎調査方法

@集 計区分

⑦調査条項

②調査対象数

⑦調査周期

㊦調査期間

㊧電話利用による処理の有無

◎

⑧

㊧

②

〃

〃

〃

〃

提供の可否

提供条件

提供媒体

収集期間

◎電話以外による提供の可否

◎ 〃 提供条件

⑦ 〃 提供媒体

㊦ 〃 収集期間

⑪調査の目的

◎対象の属性

◎調査項 目名

出力モー ド=1:全 て の項 目

出力モー ド=2:⑦ ～㊤の項 目

出力モー ド=3:⑦ ～6の 項 目
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表3.4-8分 野 別 索 引 誌 出 力 例

⑦声 冶」

∂全国消費実態調査

統計調査貝確保対策事案

全国物価統計加査

照 気】

大田区工業景気動向調査

大田区小売業景気動向田沓

三厩市中小企業景況調査

東京都内申小企業の景況口蓋

景気動向加養 .

中小公案景況調査

【物賢需給】

物資流通統計調査

消費者買物行動意識坦査

【物価】'

戸田市4涜 物価統計目窪

生活用品15品 目区内価格調査

【企業 ・事業所】

中小企業におOる メカ トロ昌クス導入に閲する調査

事業所統計調査

工業統計調査

事業所統計調査

事業所統計調査

事業所統計調査

9酬 。。。蹴tt

馴 醐 臨席瀬'

辮 蜘 庶務課

炎鵬 蜘 緬 聯

炎9設k.清麗獅 係

雪雑民鰯 錬

磨驚i2長所中小侠蜘

鵬裏・蜥 ・臓 ・
全国
全国商工会連合会情報管理室

係捌醐翫蹟

撫軸組調脇麟
,

保菌企
市
部
田
務
戸
総需
玉
田
崎
戸

一夕⇔胡脇盟
大
大

東京都特別区

久喜市総務部企画財政課

綴 蹴 庶撫
全国佐原市企
画課統計係 ・

縣纏艦 眠部醐

震瓢 鋤醐 蜘鰯ぼ

L●

4

注記 〔⑦分野名 ④統計調査名 ◎調査触 地域名 ◎漉 機関名 〕
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表3.4-9 .機 関 別 索 引 誌 出 力 例

⑦.【大田区区民部経済課経済調査係】

・i畑 区1211£tfiC動向調査'『tt.・8韻 顕'

畑 醜 類 勤 向映 鍛 顕

大田区内生活用品15品 目区内価格口査 物
価

【世田谷区民部産業経済課】

蹴 ・祉… 竃 鑑 騨

【豊島区紐務醐 務課統計調査係】

醐 統綱交 題醐 区
東京都昆島区工業統計掴査
繊

【顧 郁飯桐区区民部区民原】

醐 鋤 庭 懸 糟i霧

zmettNfe睡tW橘 区

鹸紺 陸 離 飯 縮 ・

【三■市市民部経済操】

su市制繊 臓i謡 市内

【東京8商 工桑指直筋、稲城市、出域市商工会】 稲城
市全域稲城市広域同案診断

稲城市全域固定頁産概要調査

【秋川市総務部庶務課 】.・ 秋川市 魑

国勢口姦 人口

注記 〔⑦調査機関名 ④統計調査名 ◎調査対象 ・地域名 ◎分野名 〕
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表3.4-10レ フ ァ レ ン ス 情 報 リス ト

レ フ ァ レ ン ス情 報 リス ト

【登簿番号】 ち0000004

【統計調査名】④東京部内中小企業の景況調査

【調査叙関】 ◎051310001◎ 東京商工会雄所中小企業振興部

【電 話】{ivO3-283-7711

【住 所】 矛 東京都千代田区丸の内3-2-2

`刊行物名】 ④ 東京都中小企業の景況

【発行機関名】②東京商工会菰所中小企業振興部

【所属槙図名】勿東京商工会鐘所中小企某振興郎

【据衰分刷 う彊8i懸
.Ptmiff.㊦

.② 、②

【対象地域 】1'3:東 京都

昭和58年09月14日000001ペ ージ

:㊥東京都特別区

【蛸壷方法】 ◎サンプル調査

【損査対象数】◎

【電算利用による】.⑦処理の有無

㊤提供の可否

.⑦提供条件

㊤提供媒体

【集計区分】〈多東京都特別区

【調査周期】・⑦月

【袈壷皿頭】㊨

【坦査期間】㊦月

【1吐算利用以外による】

◎ 提供の可否 全可

⇔ 提供条件 個別協議

⑦ 提供媒体 印刷物

②収集期間 昭和 年 月～昭和 年 月(9収 集期間 昭和38年OBA-一 昭和 年 月

【損査の目的】⑥部内中小企業の景況を辿やかに把握し、中小企業の経営指針とするとともに、中小企業対策推進の資料とするた
め.

【対象の属性】e'東京部特別区に事業所を有する製造業、卸売業、小売※C

【典 名】◎籟議 噺

売上の増減

灘 ㌶ 、。醐 予想
難蹴
商品販売価格の眼落

⑦登録番号

④統計調査名

⑰調査機関コード

㊤ 〃 名

㊧電 話

㊥住 所

㊥刊行物名

②発行機関名

㊧所属機関名

◎分野コード

㊥分 野 名

◎県コー ド

◎県 名

㊤地 域 名

◎調査方法

@集 計区分

⑦調査条項

②調査対象数

⑦調査周期

㊦調査期間

㊤電話利用による処理の有無

◎

⑧

㊤

②

〃

〃

〃

〃

提供の可否

提供条件

提供媒体

収集期間

◎電話以外による提供の可否

◎ 〃 提供条件

⑦ 〃 提供媒体

㊦ 〃 収集期間

㊥調査の目的

θ対象の属性

◎調査項 目名

●
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一
ω
」
ー

INQフ ァイル

の 設 計

分 野名
登 録票

レフ ァレンス

情 報
ア一 夕シー ト

アイスフレイ

〈回答)

運 用

サ フソスァム

レファレンス情 報
の蓄積 ・更新
サブシステム

ンラィン会話型検

索 サブシステム

バ ッチ処理検索

サ フソスァム

ア レン

情 報
フ ァイル

ンス情
データ
イル

各種索引誌作成
サプシステム

ファレンス情 報

テ≒タ修正連絡要

図3,4-7 各機能間(サ ブシステム間)の 情 報関連図



(3)コ ン ピュータの機器構成

当 システムを運用す る上 で必要 な機器構成 は図3:4-8に 示すとおりである。'

機 種と じては,オ ペレーテ ィングシステ ムACOS-6及 びINQシ ス テムが使用できる

ものであり,中 央処理装 置,磁 気ディスク装置(コ ンピュータシステムが使 用するもの以外

にデ ー'タペース用 と して1台),磁 気 テ ープ装置(3台),カ ー ド読取装置及び コン ピュー

タシステムの制御,監 視のためのオペレータ ・ステーションで構成されている。

さ らに,当 システ ムにおいては,出 力帳票に漢字を使 用 しているため,漢 字プ リンタ装置

が必要である。

ま た,オ ンライン検 索のための端末装置 として,日 本語処理 ターミナル(N6300モ デル50

N)を 使 用 してい る。

日本語 処 理 ターミカ

6300モ テクレ50N)

オペレータ ・

ステーシ ョン

中央処理装置

(〔品 鍵 。

漢
プリンタ装 置

気

ク
置
スイ

碩
デ
装

器

図3.4-8コ ン ピ ュ ー タ の 機 器 構 成

2.4.3地 域経済レファレンス情報総覧の作成

(1)地 域経済 レファレンス情報システムのデ ータ収集 ・整備は56年 度,57年 度 で行 ったが

57年 度 には収集 した データを 「地域経済 レフ ァレンス情 報総覧」と してま とめた。総覧作

成の 目的は次の とお りである。

① 地域情報に関する レファレンス機能強化のためには レフ ァレンス機能に関するシステム

構築が必要 であるが、システム構築の方法にはコン ピュータによる方法の他 に印刷物によ

る方法もある。

② 特に東北地域 にっいてはコンピュータ利用にょる地域情 報の共通利用基盤が関信越に比べて遅

れてお り,む しろ現状では印刷物に よるレフ ァレンス機能強化が現実的である。

(2)収 集 したチ ータの範囲は関信越地域(首 都圏)の162機 関(地 方ブ ロック機関,県,市

町村,商 工会議所,商 工会議所連 合会等),及 び 東北地域の約60機 関(地 方プロソク機関,

商工 会議所,銀 行等)の データ約750件 で ある。
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(3)収 集 した デLタ の 項 目 は表3.4-6レ フ ァ レ ン ス 情 報 デ ー タ シ ー トに 記 さ れ た も の と同 一で

あ る 。

(4)収 集 方 法 は ア ン グ ー ト方 式 と した 。

2.4.4 .地域 経済レフ ァレンズ情報サー ビス体制の検討

(1)地 域 経済 レファレンス情報意識調査の実施

地域経済 レファレンス情報のサ ービス体制 を検討するに当たっての基礎資料 とすべ く,

57年 度 に 「地域経済 、レフ ァレンス情報 に関す る意識 調査」を行 った。

(a)調 査項 目の概要は以下のと治りである。

① レファレンス情報サー ビス形態の在 り方 に関する意 見

(情 報センターめ設置,情 報センター運営,レ ファレンス情報収集'・'整備の方法,サ

ー ビス形態)

② レファレンス情報サ ービスが実現された場合の参加意識

③ 地域情 報の共通利用 に関す る意見 ・要望

(b)調 査 対象は,地 域経済 レファレンス情報収集機関 とほぼ同じであるが回収率は64%で

ったo

(c)調 査 結果,

① 情 報センターの設置

情 報センターの設 置については,図3.4-9か ら明 らか なように,全 体と しては公的

機関が望ま しい どい う意見が両地域 .とも多い。(関 信越69%,東 北62%)

ま た,新 設か既設情報機関の活用かについては既設機蘭4)活 用 とい う意見が多い。

ただ し,銀 行の 「有効 なネ ットワークの構築と情報の メンテナ ンスは相 当な資源の投

資が必要 であ り,新 機関での本格的取 り組みが必琴 である。」 とい う意見 に代表 され

る ように,第3セ クター新設の意見が関信越8%,東 北14%.を 占めてい る。

② 情報センターの運営

情報センターの運営にっいては,図3.4-10で 明 らかなように全額負担又は一部負担

が関信越で63%,東 北 で60%,一 部 負担が関信越で43%,東 北 で48%(重 複

回答可)と 大 きなウエイ トを占めている。

情報を1つ の有効資源 と見て,代 価 を払い,情 報を入手するとい う形態が認め られつ

つあると同時に,運 営 を成 り立たせ る為,経 費の二 部負担はやむを得 ない とする実行

性のある意見 といえ よう。

③ レフ ァレンス情報の収集 ・整備の方法 について

レフ ァレンス情報の収集 ・整備の方法 については図3.4-11に 示 してある。 図の よう
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〈関信越地域 〉

既

49.3%

新 設

19.9%

他
明
のぞ
不

%ω1

3.7%

鵠

〈東北地 域 〉

●

,語†

80十

60

40

20

図3.4-9情 報 セ ン タ ー の 設 置 に つ い て

L公 益 サービス2.全 額 負 担3,一 部 負担

[コ 離 越地蔵
吻 ゑ ヒ地域

全額負担又は6 .不 明4.その他5.一 部 負 担

図3.4-10情 報 セ ン タ ー の 運 営 に つ い て

に 「情報の所在機 関が定期的に修正 ・追 加チ ータを定型様式の用紙 に記入 し,郵 送 あ

るいは フ ァックス等 で情 報センターに送る」方式 をよ しとする回答は関信越 で48%,

東北 で48%と 約半数,以 下 「すべての作業 を情報セ ンターにまかせ る」が関信越38

%,東 北36%と 続 いてい る。

端末機 によるデータ入力については,コ ンピュータが設置されていない,あ るいは通信回

線利 用に よる情報ネ ットワークが考えにくい ためか,一 部の県,市 町村を除いては適

切と回答 した機関は少 ない。

④ レファレンス情 報サービス形態 について

図3.4-12か ら明 らかなように レフ ァレンス情 報サー ビス形態については,「 依頼 に

'♂

プ
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●

;『s

1誘

80

60

40

20

[コ 離 超絶域

吻 東北繊

・管 堅 ・禁で ・竪 灘タ;・.・・他 ・不明

図3.4-11レ フ ァ レ ンス 情 報 の 収 集 ・整 備 の 方 法 に つ い て

より情報センターで処理 し,結 果 を郵送(叉 は電話 ・ファックス)し ても らう方法が

良い」と答えた機関が関信越 で69%,東 北 で72%と 非 常に多い。オンラインサー

ビズ あるいは定期配布を良 しとする回答はわずか である。

1。。%
関信越地域

東北 地域

1・定itgee布 ・・依 頼 励 ・・=言4.そOP・ .不 明

図3.4-12レ フ ァ レ ン ス 情 報 サ ー ビス 形 態 に つ い て

○

.＼

⑤ レフ ァレンス情報サ ービスが実現 された場合 の参加の有無

図3、4-13で 示 されるとお り,レ ファレンス情 報サー ビスが実現された場合の参加の

,認

80

60

旬

20

[コ 離 越繊

吻 東北地域

1.参加する2.参 加しtak・3.わからない4.そ の他5不 明

図3.4-13レ フ ァ レ ンス 情 報 サ ー ビス が 実 現 され た 場 合 の 参 加 の 有 無
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有無 については,「 不参加」(関 信越7%)(東 北12%)は 少 ない ものの,ほ とん ど

の機関が 「わか らない」(関 信越76%)(東 北68%)と 回 答 して いる。

わか らない と回答 した機関の中には 「サー ビスを受ける際の費用が不明の為」と答

えてい る機 関もい くつか あり,サ ービスが開始された時点でサ ービス情報の内容,利

用 コス トいかんに よって決め られ るべ きものと思われる。

(2)地 域 経済 レファレンス情報サ ー ビス体制の問題点,課 題

ア ンケー トの結果 を考慮 し,シ ステム運用に関する問題点,課 題 を整理 すると次の ように

なる。

(a)情 報 センターの性格,運 営 に係 る経費,採 用 コス1の 問題

地域情報センターの基本的性格 と しては,第1に 公共的性格 を有 してい る方がbetter

と思 われる。理由と しては,情 報の公平かつ正確で迅速な提供が 出来 ること,一 定の基準

でプライバシー保護が確保され ること,サ ー ビス対 象は特定せず,ど の地域機関 も利用す

ることが可能である事等が考え られる。

第2に 採算が とれ ることが望 まれる。そのためには利用者の経費の一部負担,或 いは全額負

担 を考 えるべ きであり,採 算 をとる ことがむずか しい場合は情報サー ビスの他,い くつか

の業務 を行い採算 面で補完 を行 う必要 があると考え られる。

第3に は今後の情 報ネ ットワーク推進の核 と して,先 進性のある機能 を持つ とともに,

一 次情報の高度利 用の観点か ら積極的に情 報の蓄積 ・加工 ・提供機能を有する ことか望ま

しいと思われる。

これ ら情 報 セ ン ターの設 置,シ ステムの運 用にあた っては収集可能情報量,需 要情報

量 についての より具 体的把握,情 報整備 ・サービスに係 る経 費 の見 積 り等の検討 も充分

行われ なければ な らない。

(b)デ ー タの収集経路の問題

アンケー ト結果か ら寄せ られた各機関のデ ータ入手の実情については次の と治 りであ っ

た。 「各地域の商工会議所,商 工会 を通 じて情 報入手を行 っている」 「主 と して神奈川県

商工指導センター,中 小企業事業団,中 小企業情報センター等の情報を活用 してい る」 「

現在,組 合情報センターの設置について検討を進めてお り,1組 合管理情報,組 合活動情報,

組 合運営指標 についての情 報提供分担を行 うことが予定されている」 「神奈川統計協会,

横 浜商工会議所,国 民経済研究所 に入会 して必要 な資料を入手 している」 「埼玉県下の市

町村に よる多種研究会や三公社五現業,民 営企業団体を通 じて得た情 報を近隣市で交換 し

た り,ま た全国各都市間での統計に関する刊行物等の交換 により情報利用をはか っている」

「関係機関へ照会 したり,民 間調査機関 を利用 した りする」。

これ らの実情か らもわかるとお り,ど の機関 も様 々の地域情報サ ービス機 関を利用 して,

必要情報の入手 を適宜行 ってい る。

また,問 題点の指摘と しては,「 市,県,国,そ の他数多 くの機 関が情報の収集 を行 っ
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否

'

ているが,こ れ を一本化 して収集提供 してほ しい。情報によって収集機関が分か らず苦労

することか多い」 「情報を活用する立場 ではiヵ 所に照会できる場所をまとめてほ しい。

緊急時に必要な時,電 話等 で情 報の有無,所 有機 関,そ の連絡先 を指示 して もらえる よう

なシステ ムが必要 である」とい った意見 にみ られるように,地 域情報サ ービス機関,地 方

.公共団体でバ ラバ ラに存在 している情 報についての案内機能の強化が望 まれている。従 っ

て,今 後の課題はデータの収集先 と して重要 であるこれ ら地域情報サービス機関及び地方

公共団体の地域経済 レファレンス情報をどの ように組織的に収集するか とい う方法論 につ

いて検討 する ことである。 この問題について,ア ンケー ト対象機関か ら 「各地区の情 報機

関(シ ンクタンク的 なものも含む)の 情 報処理対策会議なども有効ではないか」 とい った

意見 も寄せ られている。

(c)利 用 ・普及の問題

「地域経済 に関するレフ ァレンス情 報総覧」の利用方法 ・目的 に関する利用者側か らの

意見 と して 「近隣i都市 をも含む地域情 報の体系的収集」が多く寄せ られてい る。従 って,

少 なくとも今回のアンケー ト対象機 関である県,市 町村,商 工会議所等,地 域団 体におい

ては 「広域性のある(県 域 をこえた),広 い 分野の地域経済に関 する各機関の独 自調査」

の所在,概 要 が利用者の最 も知 りたい情 報と言えるであろ う。

関信越 ・東北,両 地域 とも利用上の問題 点がい くつか あげ られた。その主 なものは 次の

とお りである。

① 情 報の分類が機関別のため検索 しに くい,分 類方法 に検討を要 する,分 野別 ・地域別

に分類すべ きである等。22件

② データの属性の詳細 化等,項 目の充実が必要 である。4件

③ 情報内容が不充分である(収 集情報が地域的に均質 でない,周 知の情報(指 定統計 ・

承認統計等)が 多い,記 入 もれ等)。45件

指摘 のあ った項 目の充実,情 報分類の仕 方,検 索の仕方 については57年 度 地域経済 レフ

ァレンス情報システム開発及 び57年 度地域経済 レフ ァレンス情報総覧作成 の際,か なb

考慮はされているが,今 後 も地域機関のニーズを より具 体的に把握 し,付 加価値の高い情

報内容にするよう心掛けると同時に,整 備の仕方 についても研究を重ね需要 を喚起する こ

とが重要 である。

2.5地 域 経 済 情 報 の有 効 活 用 事 例 研 究

これまで地域情報流通のための レファレンス機能の強化 について述べて きたが,地 域情報流通の

目的は何か とい う点について述べ るな らば,地 域行政,民 間 レベルでの計画策定及 び意志決定を支

援するため とい うことになろ う。
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こうした意志決定等 を支援するために地域経済情報を有効活 用する手法,す なわち地域情 報シス

テ ムを各機関が構築する為 には次の ような条 件が必要 となる。'

第1の 条件 は,問 題分析のための方法論 ない し分析手法の検討である。

仮に,地 域産業立地のインパク ト・アセス メン トを行 うような場 合は,地 元産業,雇 用への波及

効果分析等産業連関分析の手法が有効である。また地域社会における距離,時 間,構 造上の大変動

をもた らす ような共通手段の開発(東 北新幹線の ような)の インパク ト ・アセス メントの場 合には,

ポ テ ンシ ャル 分 析 の ような手法が有効 となる。 この よ うに システム構築の前提と して利用 目的 と

手段の検討が必要 となる。

第2の 条件は,各 機関のニーズに基づいた地域情報の整備 システムの開発である。

第3の 条件は,こ れ らシステムを開発するために必要 な情 報入手のためのネ ットワーク形成の 問題

である。今回の地域経済 レファレンス情 報パイロ ットシステムは,こ の ネ ットワーク形成の為の情

報所在源案内機能 と して役立ち得るものである。

58年 度は以 上述べた ように,地 域経済情 報をいかに総 合的 に有効利用するか とい う観点か ら,

① デ ータの探査 ・整備段階 での地域経済 レフ ァレンス情報の活用

② 地域経済情 報の高度利用

の事例研究 と して地域経済短期予測モデル の開発を行 った。

o

●

2.5.1有 効 利用研究 一地域 経済予測モデルにおける研究一

関信越地域の経済動向の定量的把握 を目的 と して58年 度 地域経済予測モデルの構築を行 っ

たが,モ デルの構築にあた って必要 な資料 を入手す るにあた り,様 々の困難があった。

今回 は資料探査 にあた って生 じた問題 点を分析 し,仮 に地域経済 レファレンス情報パ イ・ ッ

トシス テムを使用するとどの程度その問題が解決 されるかについての検討,さ らにシステムを

利用 して も残 る問題点,あ るいは新 たに生ず る問題点等について若干の考察 を行 った。

(1)デ ー タ整備段階 で生 じた問題点

① データの所在源がわか らなく,探 査に相当手間 どった ものがか なりあ った。

(デ ータ探査)

② データの所在はわか ったが,分 散 してい る為,入 手 をあきらめた ものがあ った。

(デ ータ分散)

③ 入手 した結果,時 系列整備の点で不充分なデ ータがあ った。{デ ータの時 系列性)

④ 関信越地域あるいは各県別デ ータと して は入手 出来ない ものがあ った。(地 域区分)

⑤ 一時的に調査を中断 し,ま た始めるとい うデ ータもあ った。 、(持 続性)

(2)シ ス テム利 用の効果

以上,デ ータの探査,整 備上,実 際に生 じた問題点について述べたが,地 域経済 レフ ァレ

●
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ンス情 報パイロ ットシステ ムを利用 した場 合どの程度問題が解決出来得 るか についてのテス

トを行 ってみた。必要 データ名 をキー ワー ドと して該 当データの内容 を出力 した結果を とり

ま とめたものを表3,4-11に 示 す。 また,シ ステム利用の利点・問題点を以下に列挙する。

〈利 点 〉

① データ所在探査労力の軽減

表3.4-11に よ るとデー タ名(キ ーワー ド)21件 の うち該当情報が得 られたもの

は11件(※ 印)で 約50%強 で あ った。得 られた11件 の 該当情報 についてはすべて

所在が明確であった。

デ ータについてはさ らに細かい点 について問い合わせが生ず る場 合があるが,デ ータ

の所在がわか ってい る為,機 関のた らい回 しは遊げ られ短期間で相手先に連絡がつ くな

どか なりの労力軽減 になる。(適 正検索率については各論編 システム評価参照)

② デ ータ内容の正確な把握

レファレンス情報の内容がか なり詳細である為,検 索結果デー タが該当情 報か どうか

のチェ ックが的確に出来 る。表3.4-11に おいては該当情 報か ど うか迷 うものは1件 もな

か った。

③ 多面的情報の把握

今回のテス トでは該 当検索率は25%程 度 であったが,時 には付随 して 出力された情報の

中か ら思いがけぬ情報を知る ことが出来る場合がある。特にt電××地域の△△に関する

情報"の 有無を知 りたい とい うような内容検索ではかなり多面的情報が得 られる場 合が

ある。

④ ①,②,③ で示 されたように,今 までは経験者の知識に頼っていたデータ探査が,よ リシ

ステ ム的に解決 出来るようになり,tt探 す のに手間がかか るか ら代替デ ータで間に合わせ

る,,と い ったパターンか らぬけ出せる。地域情 報がそれほ ど労力をかけずに入手 出来る

ことになれば相互流通 も促進される。
1

'

8

〈問題点 〉

① データの問題

o今 回のテス ト的検索の結果 では時系列整備状況 について不明確 なものが5割 強あっ

た。 こうい ったデータ整備上の問題は各機関が レファレンスデータシー トに記入する

際,必 ず記入すべ き事項 と して注意 をうながす必要がある。

o結 果表か らもわか るとお り,かkり の件数のデータが 「調査項 目名」の中に含まれ

るキー ワー ドをもとに検 索されてい る。従 って項 目名の記入にあた っては内容 をもれ

なく含む ように しなければ な らない。

例えば 「住宅投資」 「間接税」などは県民所得統計の項 目として入 っている為当然
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表3.4-11地 域 経 済 レ フ ァ レ ン ス 情 報 パ イ ロ ッ トシ ス テ ム に よ る デ ー タ の検 索 結 果

NO

…

デ ー タ名(キ ーワード)

検 索 件 数 該 当 情 報

調 査項 目名」

より
「目的」 より 「属性」 より 計 件数

時 系 列 整 備 状 況

明確 なもの 不明確なもの

1 消 費 支 出 2 2 0 4 ※1 1 0

2 資 本 減 耗 0 0 0 0 0 0 0

3 求 人 5 1 4 10 ※3 2 1

4 輸 出 12 7 7 26 ※2 0 2

5 総 支 出 3 0 0 3 ※3 1 2

6 固 定 資 本 0 0 0 0 0 0 0

7 住 宅 投 資 0 0 0 0 0 0 0

8 輸 入 3 0 1 4 ※2 0 2

9 負 債 利 子 】 0 0 1 ※1 1 0

10 設 備 投 資 11 2 0 13 ※2 1 1

11 在 庫 投 資 0 2 0 2 0 0 0

12 除 却 3 0 0 3 ※1 0 1

13 設 備 ス トック 0 0 0 0 O 0 0

14 就 業 者 3 0 0 3 ※1 1 0

15 補 助 金 2 0 0 2 0 0 0

16 社 会 保 障 2 0 0 2 0 0 0

17 法 人 税 0 0 0 0 0 0 0

18 間 接 税 0 0 0 0 0 0 0

19 個 人 税 0 0 0 0 0 0 0

20 純 生 産 6 0 1 7 ※3 1 2

21 所 得 14 15 1 30 ※7 3 4

計 67 29 14 110 26 11 15

、●
●'
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検索 した結果,検 索件数,該 当件数 が0に なる事はあり得 ない。 これ らは項 目名の記

入が不充分であった為に生 じた問題 である。

② システムの問題

o検 索の仕方に よって同 じ県民所得の項 目でも検索されない場 合がある。

例 えば 「固定資本」は 「総資本 」ともい った り,あ るいは民間 と政府 を分離 して

「民間資本形成 」 「公的資本形成 」 とする こともある。従 って今回のテス トで も

「固定資本」で検索すると検索されていないが 「総資本」 と して は載 っているケー

スがある。

こうい う例がか なり多くみ られ,今 後は同義語辞書等についての機能をシステム

に持たせるか,あ るい は出来るだけ統制された用語(シ ソーラス)を つける ように

するかの工夫が必要 となる。

oま た,「 固定資本」では 「固定」と 「資本」と分割 し,OR条 件 で結べば今回の

場 合も検索出来るであろ う。検索の仕方については出来るだけ単語をパ ラす ように

すると,多 くのデータが検索 できるが,そ れだけ不必要な もの も一緒 に出て くる可

能性 が ある。 これ らについて はフ リーワー ド検索の問題 である。

(3)利 用上の問題 ・課題

人 力に頼るデータ探査等 をシステムで行 うと問題点が解決され るかど うかについての結論

は解決 出来るもの,解 決出来ない ものがあるとい う事である。

事実,今 回のモデル構築のデータ整備段階で生 じた問題点の うち 「データの探査」につい

て は レファレンス情報の内容(目 的,属 性,項 目)を かな りきめ細 か く整備することによっ

て解決 出来る部分である。

しかし,「 デ ータの分散」はデ ータ探査後の問題である し,「 時系列」,「 地域 区分」,

「デー タの持続性」 について も,情 報は知 り得 たとして もこれ らの問題 は統計 その ものの問

題 であるためシステムによって も何 ら問題 の解決 とはなり得 ない。

システムが補えるのはデ ータ整備上の導入部 であ り,あ とは人的ネ ットワークによるさ ら

に細かい情 報の入手が必要 である。それ でもデ ータ整備の糸口をシステム的につかめるとい

う事は非常 に大 きな力となる。

2.5.2高 度 利用研究 一地域経済短期予測モデルの開発一

(1)モ デルの概要

(a)モ デ ル作成の方針

モデルの対象地域 は関東甲信越静地域 とし,こ れを1地 域 として取 り扱い,他 はすべて

他地域 として一括 した。従 って域内には関東の1都6県 のほかに新 潟県,長 野県,山 梨県

及び静岡県が含 まれる。

当モデルは当該地域 の短期的な経済見通 しを行うことをねらいとする ものであ るため,
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外挿における予測期間は1年 ～1年 半程度 とした。 このため利用するデー タは四半期デー

タとし,季 節調整 を施 した。 また,実 質値を用い る時には1980年 平均 価格表示 とした。

以上のほかには,モ デルの作成 において制約を置か なか った。地域モデルの作成におい

て全国データ(国 民総生産など)を 数多 く利用すると,外 生変数が増加 し,ま たモデルの

動 きが域内の要因ではなく域外の要因に依存するようにな って しまうため,こ れ を極力遊

げる ことがある。モデルは短期予測 をね らい とするため,全 国データの利用 について特に

制 約を設けず域外需要や金利 など域内の要因で説明不能 なため使用 した影響力の大 きい全

国データはやむをえず外生変 数として利用 することとした。

当モデルは ビ ッグ ・プロジェク トの影響評価 などの特定のシミュレーション課題 を持 っ

たモデルではないの で,通 常のマクロモデル と比べて極 立った特徴はない。ただ し,短 期

経済予測をね らい とするため生産関数 を直接利用することを避け,需 要面 を中心に した需

要接近型のモデル とした。

(b)モ デ ルの構成

当モデルは大 きく分けて,支 出,生 産,分 配,財 政,労 働,価 格及びス トックの7つ の

ブロ ックか ら構成されている。投資,生 産及び就業者数については第1次 産業(農 林水産)

第2次 産業(鉱,製 造,建 設)及 び第3次 産業 とい う産業分割 を行 った。各ブ ロックの構

成 は概ね次のとおりである。

支 出ブロ ックは,個 人消費,民 間住宅投資,民 間設備投資,民 間在庫投資,移 出入,輸

出入及び域内総支 出等 であり,す べて実質 と名 目とを取 り扱 っている。民間設備投資は産

業 分割 した。生産 ブロックでは域内純生産の名 目と実質及び産業別実質純生産を扱 う。分

配 ブロ ックは個人所得 とその構成項 目及び法人 所得を扱 うが,一 人当たり雇用者所得 に代わ

る指標 として就業者一人当た り所得を用い た。財政ブロ ックは個人税,法 人税及び間接税

に よる比較的軽易 なもの とした。労働ブ ロックでは雇用者数を扱わず に産業別就業者数を

取 り扱 う。またデータの制約に より失業率 は利用 できなか ったが,有 効求人倍 率はモデル

に含めることと した。価格ブロ ックでは支 出ブロックの各項 目に対応 したデフレ一夕を取

り扱 う。ス トックブ・ックは民間設備投資のス トックを扱 うが,社 会資本ス トックについ

ては,短 期 予測モデルであるため取 り扱 わない ことと した。

金融,域 外需要及び政策的 にある程度直接制御可能 な変数は外生変数と したが,こ れ ら

のほか に,資 本ス トックの除却率や第1次 産業の設備投資及び就業者数等 も外生変数と し

て取 り扱 うことと した。

推定上の大 きな課題は次のとお りである。民 間在庫投資,同 デ フレ一夕及び輸 出デフレ

一夕は当初内生化を図
っていたが,良 好 な式が得 られず,当 モデルでは外生変数と して扱

わざるを得 なか った。また,法 人所得 において も良好 な推定式が得 られず,ま たデ ータ作

成上の制約 もあ り,説 明変数 として全国稼動率指数を用いたが,域 内の稼 動率指数 を用い
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るのが望ま しい。短期 モデルの性格か ら考え ると,こ れ らの うち民間在庫投資,同 デ フレ

一夕及び稼動率指数は必ず内生化され るべき変数であり,今 後 の改善が必要 であろ う。

(c)モ デ ルの構造

当モデルは短期予測 を目的 とした需要接近型のモデルであ り,需 要(支 出)→ 生産→

.所得(分 配)→ 需要→…… とい う乗数効果のループがモデルの骨格 となってい る。 すな

わち,労 働や資本ス トックな どの生産要素は短期的には生産の制約とはな らず,需 要 に見

合 うだけの生産が行 われ ると想定 している。 このため,生 産 関数を用いて生産額 を決定す

る ことは行わず,ま た労働については基本的には労働需要関数の形態 を採 ってい る。

当モデルの主要 な動 きは次の とおりである。個人消費,投 資,域 外需要及び財政支出に

より域内の総需要が決ま るが,こ れ らの うち値入消費が乗数効果のル ープの主たる要素 で

あ り,生 産 と個人可処分所得 を通 じた乗 数効果により個人消費が定ま り,こ れに よって経

済の規模の大枠が決定す る。 これ ら域内需要に応 じて生産活動が行われ,域 内生産が決ま

る。生産は付加価値 を生じるが,こ れは主として個人と法人とに分配 され 彼らの所得となる。

この所得の一部は税等 と して財政の収入 となるが,個 人について は残 りの可処分所得 に応

じて消費が発生 し,先 の乗数効果のループを結ぶ。一方,生 産は労働需要 を生 じ,こ れに

見 合って就業者数が決定 する。価格は全国水準に依存すると ころが大 きいの であるが,域

内の一人当たb所 得のzk準 も コス ト・プ ッシュ要因 として作用する。 資本のス トックは直

接には生産に影響せず,資 本係 数を基 に した能力調整原理 により投資が行われて,資 本が'

蓄積され る.

以 上 がモデルの主たる因果構造 であるが,こ の中で支 出と価格においては域内の要因だ

けで説明 できないと ころが多い。 これには,域 外か らの需要 である移 出及び輸出があ り,

移 入及び輸入 について もそれ らの価格等の影響を受ける。

次に民間設備 投資の うち第2次 産業においては産業構造の地域間の相違に依存するとこ

ろも多く,新 規の工場建設等は単に地域内の要因だけで決 まるものでは ない であろ う。更

に,価 格 について も域外の要因が大 きいが,こ れは移輸入価格 を通 じてある程度内生化 で

きる。 しか し,今 回の作業ではデータ等の制約により移入価格が得 られず,全 国の卸売物

価指数を説明変 数とする ことが多 くなった。

当モデルの構造上 の課題 と して生産及び分配 における整合の問題がある。短期モデルで

あるので第1次 産業純生産 は外生変数 とするのが望ま しいが,当 モテルでは,域 内純支出

との整 合を図 るため域内純生産を域内総支出か ら導 き,こ れか ら第2次 と第3次 産業の純

生産を引いて,い わば残差的に第1次 産業純生産 を求めている。 このため純生産の産業別
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構成 比が不安定 になる。 次に,分 配 においては域内所得 と個人所得及び法人所得かそれぞ

れ独立に求め られてお り,こ れ らの整合が図 られてい ない。概念上は政府企業所得等にシ

ワ寄せされる ことになる。 これ らの点は乗数の値にも影響するので,今 後何 らかの対応が

必要 であろ う。

(2)モ デル用 データ整備 と加工の概要

データ収集については,収 集の範 囲及び期間について検討を加え,以 下の各部門につい

て年度別に昭和46年 度か ら55年 度までの10カ 年 分を基礎デ ータ として集め,こ れ を

四半期配分のための国民所得統計等四半期値関連デー タを用いて,最 終的に四半期別,即

ち,1変 数40個 の サジプル と して整え,セ ンサス局法(C二11)を 用 いて季節調整 を

行 った。

システムは通産省 にあるEMS(EconomicModelingSystem)を 使 用した。

半 期 配 分
係 数 作 成

年度データの四
半期別への変換

欠損データの推計

年度別県別
原データ

ブロック別

データへの集計

四 半 期 別

加工デ ータ

ブロック別 デー

タの転記

年勘llブ ロック
別原データ

図3.4-14デ ー タ作 成 フ ロ ー チ ャ ー ト
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センサス同法

(C-11)に よ る
季節調整

四半期別季調
済み加工データ
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デ
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多
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名
値

レ
」

名 目データの

実質化

四半期別季調済み名目

値,実質値,デ フレ一夕

(3)推 定 結果

今 回はファイナルテス トまでを行 い,予 測については今後の検討課題 としているが,民 間

住 宅投資関数,法 人所得関数,法 人税については良好 な結果が得られておらず,改 善する必要

があ る。移 出入,民 間設備投資(第1次)に ついては今 回外生として扱 っている。

表3,4-12は,使 用 した変数表(ア ルファベット順),表3.4-13は ク ロスレファレン

ス リス ト,表3.4-14は 方程式体系一覧(例)で ある。

なお,推 定 結果,考 察 については別冊資料を参 照されたい。

■
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表3.4-12変 数 表(ア ル フ ァ ベ ッ ト順)

記 号 ※ 変 数 名 単 位

AI、PHA 除去率 %/100

ALPHA1 外 除去率 第一次 %/100

AI.PHA2 外 除去率 第二次 %/100

ALPHA3 外 除去率 第三次 %/100

CG (実 質)政 府最終消費支出 10億 円

CGN 外 (名 目)政 府最終消費支出 10億 円

CP (実 質)民 間最終消費支出 10億 円

CPN (名 目)民 間最終消費支出 10億 円

D 外 資本減耗 10億 円

DISC 外 統計上の不突合 10億 円

DPIP21 外 ダ ミー

DUMMY 外
"

タ ミ ー

DYCPJ 外 ダ ミー

EE 有効求人倍率

EX (実 質)輸 出 10億 円

EXN (名 目)輸 出 10億 円

EXRJA 外 輸出等(全 国) 10億 円

GNPRJA 外 国民総支出(全 国) 10億 円

GRE (実 質)域 内総支出 10億 円

GREN (名 目)域 内総支出 10億 円

IG (実 質)政 府固定資本形成 10億 円

IGN 外 (名 目)政 府固定資本形成 10億 円

IH (実 質)民 間住宅投資 10億 円

IHN (名 目)民 間住宅投資 10億 円

IM (実 質)輸 入 10億 円

IMN (名 目)輸 入 10億 円

IMRJA 外 輸入等(全 国) 10億 円

INTC 負債利子

IP (実 質)民 間設備投資 10億 円

IPN (名 目)民 間設備投資 10億 円

IP1 外 (実 質)民 間設備投資 第一次 10億 円

IPlN (名 目)民 間設備投資 第一次 10億 円
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記 号 ※ 変 数 名 単 位

IP2 (実 質)民 間設備投資 第二次 10億 円

IP2N (名 目)民 間設備投資 第二次 10億 円

IP3 . (実 質)民 間設備投資 第三次 10億 円

IP3N (名 目)民 間設備投資 第三次 10億 円

IPRJA 外 民間設備投資(全 国) 10億 円

JG 外 (実 質)政 府在庫投資 10億 円

JGN (名 目)政 府在庫投資 10億 円

JP 外 (実 質)民 間在庫投資 10億 円

JPN (名 目)民 間在庫投資 10億 円

KP 民 間設備 ス トック 10億 円

KP1 民 間設備ス トック 第一次 10億 円

KP2 民 間設備ス トック 第二次 10億 円

KP3 民 間 設備ス トック 第三次 10億 円

L 就業者数 1000人

1.1 外 就業者数 第一次 1000人

L2 就業者数 第二次 1000人

L3 就業者数 第三次 1000人

LB 外 全銀貸出残高 10億 円

MDT 外 定期性預金残高 10億 円

P 総 支 出デフレ一夕 50FY=100

PCG 政 府 消費支出デ フレ一夕 50FY=100

PCP 民 間 消費デフレ一夕 50FY=100

PEX 外 輸 出デ フレ一夕 50FY=100

PIG 政府固定資本形成デフレ一夕 50FY=100

PIH 民 間 住宅投資デフレ一夕 50FY=100

PIM 外 輸入デ フレ一夕 50FY・=100

PIP 民 間設備投資デフレ一夕 50FY=100

PIP1 外 民間設備投資デフ レ一 夕 第一次 50FY=100

PIP2 民 間 設備投資デ フレータ 第二次 50FY=100

PIP3 民 間 設備投資デフレ一夕 第三次 50FY=100

PJG 外 政 府 在庫投資デフ レ一 夕 50FY=100
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記 号 ※ 変 数 名
シ 単 位

PJP 外 民間在庫デフ レ一 夕 50FY=100

PVP 域 内純生産デ フレ一夕 50FY=100

PVP1 域 内 純生産デ フレ一夕 第一次 50FY=100

PVP2 域 内純生産デ フレ一夕 第二次 50FY=100

PVP3 域 内純生産デ フレータ 第三次 50FY=100

'

、

RABJA 外 全銀貸出約定平均金利 %

RT 外 法人税率 %/100
●

S 外 補助金 10億 円
.

SI 外 社会保障負担 10億 円

SJPJA 外 民 間在庫 ス トック 10億 円

TC 法人税 10億 円

TI 間接税 10億 円

TGP 外 各種移転 財政一個入 10億 円

TOP 外 法人 ・域外一個人 10億 円

TP 個人税 10億 円

VP' (実 質)域 内純生産 10億 円

VPN (名 目)域 内純生産 10億 円

VP1 (実 質)域 内純生産 第一次 10億 円

VPlN (名 目)域 内純生産 第一次 10億 円

VP2 (実 質)域 内純生産 第二次 10億 円

VP2N (名 目)域 内純生産 第二次 10億 円

VP3 (実 質)域 内純生産 第三次 10億 円

VP3N (名 目)域 内純生産 第三次 10億 円

W 就 業者1000人 当 り所得 10億 円 ■

WPIJA 外 卸売物価指数(全 国) 50FY=100 、

Y 域内所得 10億 円

YC 法人所得 10億 円
●

YD 個人可処分所得 10億 円
■

YP 個人所得 10億 円

'YR 個人財産所得' 10億 円
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記 号 ※ 変 、数 名 単 位

YU 個人業種所得 10億 円

YW 雇用者所得 10億 円

10RT 外 稼動率(全 国)

NOB 外 純移出(実 質)

NOBN 外 純移出(名 目)

■
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表3.4-13ク ロ ス レ フ ァ レ ン ス リス ト(被 説 明 変 数 → 説 明 変 数)

被説明変数 説明変数 被説明変数 説明変数 被説明変数 説明変数 被説明変数 説明変数

CG CGN

■

IH PIH KP3 IP3 VP GRE

PCG IHN IH ALPHA3 VPl VP

CP YD PIH L L1 VP2

PCP IM IMRJA 1.2 VP3

CPN CP VP2 1.3 VP2 GRE

PCP PIM L2 IP2 EX

EE IP IMN IM L3 VP3 VP3 CP

GRE PIM P GREN VP1

YC INTC RABJA GRE VP2

Y YD PCG YU VPN GREN

VP IHN YW D

EX EXRJA IP IP1 L TI

EXN EX IP2 WPIJA S

PEX IP3 PCP YW W Y

GRE CP IPIN IP1 YU L
べ

IP PIP1 L Y VPN

CG IP2 KP2 PIM DISC

IH IPRJA PIG PIP YC GREN

JP VP2 PIH DYCPJ

JG IP2N IP2 PIH PIP 10RJ

NOB PIP2 WPIJA GRE

EX IP3 VP3 PIP IPN YD YP

IM KP3 IP SI

GREN CPN IP3N IP3 PIP2 WPIJA TP

IPN PIP3 YW YP YW

IGN IPN IPIN YU YU

CGN IP2N Y YR

IHN IP3N DPIP2J TGP

JPN JGN JG PIP3 WPIJA TOP

JGN PJG YW INTC

NOBN JPN JP YU YR RABJA

EXN PJP Y Y

IMN KP KP1 DPIP2J MDT

IG IGN KP2 TC YC YU Y

PIG KP3 RT YW PCP

IH YD KP1 IP1 TI GREN VP2

PCP ALPHA1 TP YW VP3

RABJA KP2 IP2 YU

DUMMY ALPHA2 YR
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o

◆

説明変数 被説明変数 説明変数 被説明変数 説明変数 被説明変数 説明変数 被説明変数

ALPHA1 KP1 IMN GREN

.

MDT YR

■

VP2 IP2

ALPHA2 KP2 IMRJA IM NOB GRE YW

AI、PHA3 KP3 INTC YP NOBN GREN VP3 IP3

CG GRE IP EE PCG CG L3

CGN CG GRE PCP CP VP1

CRIN PIP CPN YW

CP CPN IP1 IP IH VPN Y

GRE IPIN YW WPIJA PCG

VP3 KP1 PEX EXN PIH

CPN GREN IPIN IPN PIG IG PIP2

D VPN IP2 IP PIH IH PIP3

DISC Y IP2N IHN Y EE

DPIP2J PIP2 KP2 PIG PIP2.

PIP3 L2 PIM IM PIP3

DUMMY IH IP2N IPN IMN W

DYCPJ YC IP3 IP PCP YR

EX EXN IP3N PIP PIC YU

GRE KP3 PIH YC EE

VP2 IP3N IPN PIP1' IPIN TC

EXN GREN IPN GREN PIP2 IP2N YD CP

EXRJA EX PIP PIP3 IP3N IH

GRE EE IPRJA IP2 PJG JGN INTC

P JG GRE PJP JPN YP YD

VP JGN RABJA IH YR TP

VP2 JGN GREN INTC YP

YC JP GRE YR YU PCG

GREN P` JPN RT TC PCP

T1 JPN GREN S VPN PIP2

VPN KP1 KP SI YD PIP3

YC KP2 IP2 TGP YP TP

IG GRE KP TI VPN YP

IGN GREN KP3 IP3 TOP YP YW PCG

IG KP TP YD PCP

IH GRE L PCG VP EE PIP2

IHN PCP VP1 PIP3

IHN GRE W VP1 VP3 TP

INTC 1.1 L VP2 IM YP

IM GRE L2 L VP1 10RJ YC

IMN L3 L VP3
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表3.4-14方 程 式 体 系 一 覧(例)
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3,今 後の課題

5.1分 散 型 ネ ッ トワー ク 形 成 の ス テ ップ

ネ ッbワ ーク形成 のステ ヅプは図3、4-15に 示 され るよ うに,ま ず,① 各地域,各 機関に於ける

情報二二ズ調査,情 報利用方法の研究が行われ,拠 点のあ り方か検討される段階。

次に,② 地域情報機 関ごとで,内 部

チータの整備,外 部情報の うち入手

可能なものについてのデータ入手,

デ ータベースシステム等の開発 を通

じ拠点と しての機能を備 える段階。

さらに,③ 外部との情報ネ ットワー

ク形成の環境整備 と して ク リア リン

グ情報の整備 をはかる段階。

最後に,④ 情報拠 点間のネットワー

ク形成及び確 立をはかる段階 に分け

られる。

・デ ー タ利 用 方 法 の研 究

・拠 点 の あ り方検 討

Ψ

・情 報 拠 点 の育成

・内部 デ ー タの整 備 ・利用
<

Ψ

情 報 拠 点 間 の ネ ッ トワ ー ク

を形 成 す るた め の ク リア リ
ン グ機 能 の形成

、'

情報拠点間の ネッ トワーク
形成及び 確立

1

図3.4-15地 域 情報拠点構築のステ ップ

5.2地 域 特 性 を 考 慮 した ネ ッ トワー ク形 成 及 び 確 立 へ の 道

今 回の関信越 ・東北地域委員会の構成機関 は,図3.4-15で 述 べた第2ス テップ 「情報拠点 と

しての機能 を備 える段階」についてはかな りその機能を備えつつある機関が多かった。 しか し,情

報拠点 として成 り立 ってい くか どうかについては,そ の機関が,ど のような地域的情報特性 の中に

存在するかによ ってかわ って くる。 すなわ ち,情 報の需要 ・供給の流れはその地域の産業特性,都

市機能,管 理 ・中枢機 能,生 活特性 によって変わ って くるか らで ある。 この点で関信越,特 に首都

圏 と東北地域 を比較すると,今 回の情報が公益性の強い地域統計 に係わ るレフ ァレンス情報であ る

ことを考慮すると,国 ・地方公共団体での利用意識はそれほど地域特性はないものの(56年 度

「レファレンス情報サ ービスに関する意識調査」の結果),民 間 においては利用意識がかな り異 な

って くると思われ る。

表3,4-15に おいては関信越に管理中枢機能が集中 し,業 務 分野別コンピュータの適用業務で解析
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表3.4-15業 務 分野別 コンピュー タの適用業務(通 商産業局別)

{単 位=件 数}

局

別

処 理 方 式i

業務分野分lI

合 計

事 後 処 理 的 業 務i 解 析 ・ 計 画 ・及 び 予 測 業 務

小 計 パッチ処理 リモ ー ト
バ フチ処 理

リアルタイム:
処 理

タイムシェア

リング処理
小 計 パ プチ処理 リモ ー ト

バ プチ処理
リアルタイム

処 理

タイムシェア

リング処 理

1

仙
.

台

計 1,153
.
1,035 851 54 116. 14 118 88 10 6 14

1企 画 ・ 調 整 15 11 10 0 1 0 4 4 0 0 0

2広 報 ・ 宣 伝 6 5 5 0 0 0 1 1 0 0 0

3購 買 127 120 101
.

5 13 1 7 6 0 0 1

4生 産 54 41 32 4 5 . 0 13 11 .1 0 1

5販 売 199 ▲81 144 13 23 1 18 16 0 1 1

6製 商 品 在 庫 139 132 102 10 19 1 7 5 0 1 1

7輸 送 ・ 通 信 17
'15

9 1 5 0 2 2 0 0 0

8設 計・研究開発及び技術情報 37 19 13' 2 2. 2 18 10 3 2 3

9人 事 ・ 給 与 177 172 163 3 5
.1

5 4 1 0 0

10資 金 ・ 財 務
'
158 151 134 7 8 2 7 5 1 0 1

11預 貯 金 106 101 70. 4 26 1 5 3 1 0 1

12そ の 他 118 87 68 5 9 5 31 21 3 2 5

東

京

計
1

1S657 16,320 1.1540 1,690 2679 411 a337 2.324・ 2'90 378 345

1企 画 ・ 調 整 736 402 333
'
26 24 19 334 239 23 27 45

2広 報 ・ 宣 伝 222 1890 160 4 15 .1 42 29 2 6 5

3購 買 2188 1,937 1,333 216 354 34 251 194 17 24 16

4生 産 1,859 1,416 903 188 287 38 443 307 41 63 32

5販 売 a204 2700 1.720・ 365 562 53 504 382 29 59 34

6製 商 品 在 庫 Z608 2341 輻475 306 519 41 267 188 19 43 17

7輸 送 ・ 通 信 598 489 295 61 129 4 109 70 12 18 亨

8設 計 ・研究開発及び技術情報 1,280 727 456 87 103 81 553 305 82 66 100

9人 事 ・ 給 与 2459 a189 L868 147 133 41 270 213 16 17 24

10資 金 ・ 財 務 2278 aoO5 1,604 168

噺

194 39 273 210 17 24 22

11預 貯 金 L214 L124 848 65 196 15 90 67 7 10 6

12そ の 他 1,011 810 545 57 163 45 201 120 25 21 35

{全 処理件数の うち解析 ・計画及び予測業務に占める割合が東京は16.98%,仙 台はlO.23%} 一コンピゴ タを利用 している全国企業5696社 ナンプル調査 一(情 報処理実態調査 昭和58年12月}

.■ ・ ◆
■ .・ ●
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●

・計画及び予測業務の割合が多い ことを示 してい る。また,経 済のサ ービス化(ソ フ ト化),特 に

情報サー ビス業の進展については,事 業所数の比較をすると関東甲信越静は東北の13倍 強 である。

(表3.4-16)o

以 上 の点か ら関信越地域 と東北地域 においては特 に民間において ソフ ト面にもハー ド面にもか な

りの開きがあることがわかる。情報の地域岐行性は是正 しなければ ならないと して も,実 際はその

地域の現状にあったネ ットワー クの推進が必要 となる。

今までは地域経済情報流通促進 に係わ る課題の うち,両 地域 で共通 したク リア リング機能 につい

て検討 して きた。

今後さ らにネ ットワーク体制の確立,ネ ットワークの拡大にむけて両地域 ともより地域性 を意識

した対応が必要 となって くるであろ う。

表3.4-16特 定 サー ビス産業実態調査(昭 和58年11月)

●

報サービス業

都道府県
事業所数

従 業者 数
(人)

年間売上高
(百万円)

青 森 6 303 1,376

東 岩 手 6 350 2,081

宮 城 32 L273 9,732

秋 田 10 317 2,008

山 形 7 219 1,359

北 福 島 16 691 3,102

小 計 77 3,153 19,658

茨 城 15 1,186 6,402

栃 木 17 596 2,983

群 馬 17 1,219 6,673

関 埼 玉 49 1,747 8,698

東 千 葉 43 1,248 7.465・

甲 東 京 710 58,689 524,575

信 神 奈 川 78 7,506 78,144

越 新 潟 43 1,305 10,270

静 山 梨 11 306 1,468

長 野 25 1,076 6,467

静 岡 21 997 4,580

小 計 1,029 75β75 657,725
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以下,特 に東北地域における今後の情報拠点の育成 と情報ネ ットワーク形 成 の 進 め方 につ いて

考察 してみ よう。"

東 北地域の現状 を見ると,全 国に比べて相対的に域内産業 に占める第1次 産業の割 合が高 く,第

2・3次 産業の割合が低い とい う状況にあり,更 に第2次 産業の1人 当たり出荷額,付 加価値額が

全国平均 より低い ことや,イ ン フラス トラクチ ャー整備 の遅れ,労 働力の域外流失等 々,様 々な格

差や問題 を有 してお り,4割 経 済 といわれる関東地域に比べて,東 北地域の情 報化の ための基盤整

備にはか なりの遅れ があるもの と思われ る。

更に,関 東地域には経済面 に加えて,政 治 ・行政等あ らゆる中枢管理機能が集中 してお り,情 報

処理の面でも,各 種のデータや利用技術,技 術者 ・研究者等 々の情報の量 において も質 においても集

積が進んでいるが,東 北地域 では常に中央 での決定に沿 って 自らの活動方向を定めて行 くような体制

にあるため,コ ンピュータの利用はコス トパ フォ ーマンスの高い大量の集計業務処理等が優先され,

意 志決定支援等,効 果が明確 に評価できない業務での立ち遅れが大 きく,こ の面でも情報化の意識

にかなりの開きがあるものと思われ る。

これを,「 地域経済情報 ネットワーク形成に関する アンケー ト調査」(昭 和55年 度 報告書参 照)の

結果 で再度見てみると,「 電子計算機の利用状況」 については,県 ・銀行で関東 とほぼ同 じ水準 に

あるものの,市 町村 での利用率は関東の半分以下,商 工会議所では3分 の1以 下 と利用率がか なb

低 くな って いる。 「データベースの作成」については,関 東 で26%の 機 関が作成済,46%が 作

成予定 とな6て いるが,東 北では13%が 作 成済,41%が 作成 予定 となってお り,デ ータベース

の整備率において も関東の半分となっている。

また,「 情 報の相互利用」 として,各 機 関どうしが情 報を相互 に交換 して利用するような体制へ

の参加について聞いているが,・関東では74%の 機 関が参加 「可能」又は 「条件が整えば可能」 と

しているの に対 して東北 では57%と かkb低 く,「 不可能」 としてい る機関は関東で16%,東

北 は32%と な ってteり,情 報の利 用に関す る意識に もか なりの開 きがみ られる。

これ ら関東地域 と東北地域の格差 の原因と しては,コ ンピュータの利用率が低い こと等,個 別機 関

及び地域的 に情報化 に対す る設備面での基盤の整備が不充分 であることの他,政 治 ・経済等あ らゆ

る分野の中枢機能が集 中 してい る中央 と,そ の決定に従 って活動 し中央 を支 えてい る地方 との役割

の違いが情報化 に対する意識の違い となって現 われてい るものと考え られる。

しか し,こ の ような状況 にあるものの,「 地方の時代」 といわれ,地 域独 自の 開発 ・発展が望ま

れている今 日,種 々のハンデ ィキャップを克服 しつつ有効かつ効果的に地域開発を進めて行 くため

には,各 種の地域情 報を有効 に活用する ことか重要 である。 このた め,地 域特性を考慮 しつつ東北の

情報化を積極的に推進することが不可欠であり,域 内の各機関が情報を集積 し,有 効 に利用できる

ような情報拠点 と しての機能を充実 させて行 くと同時に,各 機 関において作成されたデータを相互

に利用 しあえる ような地域情報ネ ットワークを形成 して行 く必要がある。

以上の ような認識の下 に,東 北地域 における情報拠点の育成 と情報ネ ットワーク形成 を具 体化 し

て行 くための方 策について示す(図3,4-16参 照)。
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これらを推進するためには,各 機関において企画部門等の 「情報利用部門」,統 計部門等の 「情

報作成部1『」
t)コ ンビ・一細 門等の 「情 処 理部門」それぞれの連擬 図りつつ情報・イ・ ド編

めて行 くζとが最 も重要である。

また,コ ンピュータに よるネ ットワーク以外 にも既存の情報交換体制を拡大 し各機関の繋が りを強

めてい くこと等 により,人 的 なネ ットワークの形成 ・拡大 を図ること等,情 報化の発展を裏付げる

基盤を整備 して行 くことが重要 である。

一方1技 術的 な基盤は急速に整備 されつつ あるが
,多 くの機関において作業部門と して位置づ け

られている 「情 報処理部門」だけの努力では解決 出来ない問題が多数あるため,「 情報利用部門」,

「情 報作成部門」の積極的な取 り組みが重要 である。

こうい った観,点か ら,

① 情 報拠点 ・情報ネ ソトワークの意識の啓蒙 ・普及

(情 報利用部門,情 報作成部門,情 報処理部門)

② 情 報利用技術の修得 ・普 及

(特 に情報利用部門,情 報処理部門)

③ 情 報流通 に関する体制の整備'

(特 に情報作成部門)

④ 個別の機関 どうしでの情報ネ ットワークの実施

(特 に情報作成部門,情 報処理部門)

⑤ 組織的 な情報ネ ットワークの実施

(情 報利用部門,情 報作成部門,情 報処理 部門∂

等の活動を,そ れぞ れの部門が有機的 な連携を保 ちつつ実施 して行 く必要が ある。

今後 これ ら各種の課題 を検討 し成果 を啓蒙 ・普及 するため,東 北地域では現在の委員会を母 体と

して,自 治 体の連絡会議 ・担当官会議 や経済団 体の会 合等既存の各種の会 合との連携を取 りつつ調

査研究 ・啓 蒙普及等の活動をする研究会等なん らかの組織を設 置すべ く検討 を行 って い くことと し

てお り,当 面は 「情 報処理部門」が情 報ネ ットワーク形成のための技術的課題の検討 を行 う
。 これ

と並行 して,レ ファレンス情報等,流 通データを整備するため 「情報作成 部門」の組織化を図る
。

次いで,「 情 報処理部門」の組織化 を図 り更にそれぞれの部門が連携 して本格的な情報ネ ッ トワー

クの実現に向けて活動 して行 くことと したい。

また,関 信越地域 については,59年 度以降
,

① 地域経済 レフ ァレンス情報システムの運営 に係わ る基本方針の検討

② 機関相互 のニーズに基づ く地域情報交換の推進

③ 各機関の地域情 報分析手法の紹介

④ 情報流通促進にあたっての問題点(社 会的,技 術的)の 検討

⑤ その他地域情報化に関する事項

等について より具体的 に推進すべ く,「 地域経済情報流通懇談会」の設 置について検討中である。

一157-一



一

、
■
、

個 別 機 関 一 既 存 の 各 種 の 会 合 一

.,

一

〉顕……
組
継
鞘…
の

孤
独
"
"

韮
葺
"

情報利用部門
.

情報利用部門 の会合
……iii

蓉

蔀
関抽

iの麺

顯
.,◆

←

←

→

→情報作成部門 情報作成部門の会合
"

一

〉

← 情報処理部門 一 ∋ 情報処理部門の会合 →

、

ノ

'

、

i ll 8;,`.驚繍購 薫熟=1 Il「 ■

ii{縛燃ii弘 [ 漫;1一 818 1`"

菱i形i歳あ撚 めi鐵連携
〔1,. 「.:`,

(礁 ・・=:
:::裟 i螢

憲}i`:"` ㍑`3, 〈=:`1 :,`]'=`,`tl 811= 〔1:lI 1: !3鷲, ```8` 1「,8`li= ii 〈`1==1 `言= "):1':‡) `1:1 ,11パ :'`!
'`:=':':,': ¶':け

'

・情 報 処 理 技 術 の 修 得 ・普 及

・情 報 交 換

・梢 報 利 川 ニ ー ズ の 把 握

・情 報 科 用 技 術 の 普 及

・情 報 ネ ッ トワ ー ク
'の 啓 蒙 ・普 及

`

図3.4-16情 報拠点育成 ・情 報ネ ッ トワーク形成のための連携

3.3他 の 情 報 ネ ッ トワ ー ク と の 関 係

現在新聞紙上を賑わ しているINS構 想(高 度通信情報ネ ットワーク システム)は ハ ー ド面では

どの機 関とでも情報交流か 出来るとい う可 能性 を一与えた。問題は どの ような情報を誰 と交流するか

とい うソフ ト面での問題,回 線利用制約の問題である。INS構 想 と通産省,郵 政省等が出 してい

るテクノポ リス構想,テ レトピア構想とは早晩 ソフ ト・ハー ド面で ドッキング し,地 域情報ネ ット

ワークが形成され,産 業情報,生 活情報全般にわた り流通 すると思われ る。

また,中 小企業者向けの付加価値通信回線サー ビス(VAN)の 普 及,こ れ らを通 じて流通する

情報も企業情報 と して位置づけ られ る。

一 方 中小 企 業庁 ,中 小 企業 事業 団,地 域情報センターが一 体となった地域の中小企業 者への

中小企業情報提供 ・サー ビス体制 も次第 に全国 に根 をは りつつある。

これ らのネ ットワーク と当調査 ・研究での地域情報ネ ッ トワークの形成をどのよ うに関連づけ る

かについては次のよ うに考えるo
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① 究極の 目的は どのネ ットワーク とも同 じであるが㌧当調査 ・研究においては,互 いの地域機関が

対等の立場で必要 な情報 を交換 し合 うとい うネッ トワークを目指 しており,そ の点で,サ ービスを

受げる側の産業の育成 を目指 した情報提供機関の育成,情 報サービス 体制の確立とは質的 に異 な

る。従 って産業振興,中 小企業振興 にはその機関全 体の情報処理能 力の向上 を通 じて間接的に貢

献するものの)あ くまで主 目的は分散型 ネ ットワークの形成 であ り,そ のためには,地 域機関 自

らの情 報化(外 部 ・内部情 報処理能力の強化,情 報拠点 化)が 必要 となる。おのおのの機関はそ

れぞれの機 関の ニーズに従 って強化された情報処理機能 をもって企業活動,行 政活動等にあたる

こととなる。

② それぞれ の拠点機 関が必要 と

地域経済情報ネットワークする情報のうち
,地 域属性 が主た

る情報は,同 じ経 済圏 をもつ地域

のネ ットワークを作 り,迅 速 な流

通 を図る とい うのが この調査 ・

研究の 目的であった。

一方必要 な情報の うち産業属

中小企業情報 ネットワーク

生活情報 ネットワーク

性が強い情 報については産業別ネ ットワークが作 られるであろ うし,そ の他の属性情 報について

も属性に応 じて今後 とも何層 もの ネ ットワークが作 られるであろ う。また1機 関 として何層 もの

ネ ットワークに参加する可能性 も大 きい。他の情報ネ ットワークとの関係は この ような重層関係

で とらえる ことが 出来る。

③ しか しなが ら,多 くのネ ットワークが形成され る中で,必 要に応 じて拡充のため整理 ・統合さ

れ る事 もあり得 る。それは現時点では予測のつかない事 であり,ネ ットワークが成熟 して くるか

なり先の時点であろ う。

6

5.4ま と め

本調査 は,関 信越 ・東北地域 における地域経済情報流通を促進 するため,流 通状況の把握,問 題 点の

分析 を し,当 面の課題 を明 らか にする ことを目的 と して55年 度 か ら進め られて きた。

58年 度 か ら進め られている 「地域経済 レファレンス情報サー ビス」は一 次情報流通のための補

助手段であるが,今 日の ように情 報の交通整理が不充分の状況では欠かせ ない機能であり,ま た多

くの機 関か らこの案内機能 に対 する要望が強 くよせ られてい る。

しかし,58年 度 の調査結果 か らも明 らか なように,こ れ ら情報のサービス実現については経費の

問題,サ ービス情報 の内容の問題,提 供形態の問題,体 制の問題等 どれ1つ をとって も早急に解決

のつ く問題 ではあり得 ない。 しか し,現 在地域情報サービス を行 っている どの機関 にとっても共通

の問題 であり,こ れ らの地域機関をもとり込んだ総 合的な情報流通促進への取 り組みが必要となろ

う。
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3.5近 畿 ・中国 ・四国地域

(西 日本地域情報拠点形成に関する調査)

1.調 査 研 究 の 概 要

1.1調 査 の 目的

1.2実 施 経 過

1.3推 進 体 制

2,調 査 研 究 成 果

情 報 流 通 調 査2.1

2.2

2.3

2.4

地域情報センター構想(MODEL広 島)

四国の実情調査,

デ ー タ交換 ネッ トワーク体制の形成

簡易型デ ータベースの開発

3.地 域情報拠点 形成に向けて
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3.2今 後 の課題
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1.調 査研究の概要

●

1.1調 査 の 目 的

近年,情 報化社会の著 しい進展 に伴 って地域情 報ニーズが高ま って きてお り,そ れぞれの地域 に

拾ける情報拠点の あり方が問われている。

また,「 地方の時代」を標 傍される80年 代 においては,地 域企業,地 方 自治 体,各 種団体が経

営戦略,行 政施策 を有効に展開する ことに よって各地域の活性化 を促 し発展させてい くことが望ま

れている。

本調査 では,こ の ような情勢を踏 まえて西 日本地 域の情報流通の実情 を把握 し,地 域情報センタ

ー構想を描 き
,さ らにはデ ータ交換ネ ットワークの形成を目的と して4年 間調査 を行 って きた。

西 日本地域は,た だ単 に面積的 に広域 であるとい うばか りでなく,瀬 戸内経済圏 を形成 して 日本

経済の中でも重要 な役割 を果 た しているなど極めて中枢的 な地位を占めてい る。

その反面,西 日本地域 を形づ くる近畿,中 国,四 国の各地域は,そ れぞれが地理的社会的圏域 を

形成 して おり,必 ず しも同一 の環境に置かれているわけでは ない。

しか し,調 査のテーマである地域情 報に限 って見た場 合,そ れに対するニーズ,あ るいは情報流

通 についての期待は各地域 とも同 じであるとの観 点に立 って,地 域の情 報化に資 する ことを目的に

調査 を実施 して きた。

◆

1.2実 施 経 過

昭和55年 度 の調査では,近 畿,中 国,四 国の3地 域 におげる情報流通 の実状 をアンケ ート調査

に よって把握 し,各 地域の特徴 を明 らか に した。

昭和56年 度 の調査では,地 域情 報センターの概要を しめ し,さ らに広島をモデル と した広島地

域情 報センター構想 を提示 した。

昭和57年 度 の調査 では,四 国地域の情報環境基礎調査を行 った。一方,実 用化への第1ス テ ッ

プとして,簡 易型データベースの構築 を取 り上げ,そ の基本設計 を行 った。

昭和58年 度 の調査 では,デ ータ整備 をす ることに よって ク リア リング情 報を台帳化 した。また,

地域 間の連携を図る とい う観点か らデー タ交換ネ ットワークについて実験 を試み,併 せて実験 シス

テムによるデータ検索に対 するシステ ム評価 を行 った。
`

1.5推 進 体 制

「西 日本地域情報拠点形成 に関する調査委員会」を設置 して調査全般 の検討を行い,具 体的な作

業は委員 を中心 とするワーキング ・グループ形 式で実施 した。
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2.調 査研究成果

2.1情 報 流 通 調 査

(1)調 査 の概要

昭和55年 度 は調査の初年度 とい うこともあb,調 査 対象である近畿,中 国,四 国の3地 域に

おげ る情報流通の実状を把握 し,そ れぞれの地域の特徴 を明 らかにする ことを メインテーマとし

て取 り組み,西 日本地域 の情報流通 に対 する意識調査 を行 った。

具体的には,④ 本調査 の全 体計画と研究体制,◎55年 度 の中心的作業 になった情 報ニーズ調

査,◎ 西 日本地域の情報サービス業の現況(通 産省の 「特定サービス業実態調査 報告書」をもと

に,各 地域の特徴 について検討 し,現 状把握 を行・った。),e情 報拠点形成 について(一 般的 な考

え方 と諸問題の考察),㊧ 近畿,中 国,四 国各地域の現状 と課題,の5つ を柱に委員会審議toよ

び 作業 を進めてい った。

(2)調 査 の内容

55年 度 は調査の始動年 と して情報ニーズ調査 を実施 した。調査の方法 と しては,ア ンケー ト

調査票を近畿,中 国,四 国の各地域毎 に選定 した調査対 象機関に郵送するとい う形式をとった。

項 目と しては主に以下 に掲げ る通 りであった.

o

O

o

O

o

情報収集の方法

情報の種類と必要度

情報の提供

地域情報の流通

情報拠点の形成

アンケー ト調査か ら分析され る特徴は以下の3点 に要約された。

まず第1に は情 報の種類 と必要度 に関 して,図3.5-1の よ うな現状が見受け られたことであ っ

た。つまり,情 報の種類別必要度については,グ ラフか らもわかる ように市場関連情 報が一番高

く,次 に経済情 報となっている点 であった。 これ は,調 査対象機関の業種 に起 因すると考え られ

るが,現 在の経済社会情勢か ら見る と,や はリマーケテ ィングに関する情報に対 して大 きなニ ー

ズのあることが明白となった。

第2に 情 報の提 供に対する認識 であ った。 アンケー ト調査の結果に よれば,既 にコン ピュータ

を利用 して情 報の提供 を行 ってい るところがかな りあり,図3.5-2を 見 るとわかるように,近 い

将来に行 う予定 を加えれば約30%に な った。 これは情報化社会の進展 に伴 って,コ ン ピュータ

その他OA機 器 が 目覚ま しい勢いで普及 してきた ことにも密接 に係わ っていると思われ るが,そ

れ にも増 して情 報の利用が進んできた こと,お よび一部情報提供が行われていることが理 由とし

て考え られた。 しか し,「 業」 として,情 報提供サー ビス を前面に出 している企業は各地域 とも

にまだまだ少数派 である ことがわか った。

最 後 に,第3の 特 徴と しては,情 報拠点の形成 と流通 セ ンター構想に対する意識の高さであ
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⑨

仕入

技術 関連

関連

・2.・%7'3%%暢 関連

施策 詣lj度31.6%

企 業 関 連

19.4%経 済

24.3%

図3.5-1情 報 種 類 別 の ニ ー ズ

「情報の提供

・交換」 を行

っていないo

21.8%

行 って い る

図3.5-2情 報利用状況

近い将来行 う

予定で ある。

った。地域情 報の流通 を促進するためには,情 報拠点の形成 と流通 体制の確立は不可欠であ り,

各地域 とも流通 センター構想は強 力に推進すべ きであると考えていた。 しか し,構 想を現実の も

の とするためには,各 地域の実情 を充 分に把握 し,地 域の特性 を活か し,地 域に合った 体制 を作

る ことが先決 であると思われた。

ところで,西 日本地域の情 報流通の現状については,地 理的条件,情 報機 能,社 会経済環境等,

3地 域間 での違いが大 きく,西 日本 を一つの地域 と して とらえることは困難である。

そ こでまず,地 域別の現状 を把握 し,各 地域の課題 を明 らかにする ことによって,情 報の流通

促進 とい う共通の場づ くりか ら検討 を始めた。 しか し,情 報拠点構想訟 よび推進体制について も

地域格差があ り,統 一テーマを設定 するまでには至 らなか った。

各地域の現状 と課題 を要約すれ ば次のとお りであった。

(a)近 畿 地域(大 阪中心)の 現状と課題

特に経済面において近畿地域の地盤沈下が標傍されて久 しいが,情 報面 において も中枢管理

機能の東京集 中化傾向に抗 し得ず近畿地域の立 ち遅れが 目立ってい る。

また,近 畿は京阪神の多心構造 となっており,瀬 戸内経済圏の中心的位置 を占めるなど,情

報のネ ットワーク化,デ ータベース化の要求 も強 く,ネ ットワーク情報サ ービス,デ ータベー

スサー ビス等の形成が より必要 となって くる。

(b)中 国 地域(広 島中心)の 現状 と課題

中国地域 では,情 報を必要 とする者が,当 該情報が どこにあるか を探 し,個 々別々に必要 な情

報を収集 し,加 工利用 してい るのが現状 である。また,具 体的にどうい う形で情報機能 を強化

してい くか,情 報流通 をどうしてい けば よいのか,ま とま った考え方 とい うものは明示されて

い ない状態 である。

(c)四 国地域(高 松 中心)の 現状 と課題

四国地域の コンピ ュータ利用形態 をみ ると,電 力会社や地場銀行 など,公 共的性格 をもつ一

部の地場大企業.お よび県 ・市 などの行政機関 では外部情 報の収集,蓄 積,活 用がみ られる も
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のの,大 部分は主 と して 当該事業所内部の一般管理業務等の内部情 報の処理 にとどまってい る。

今の ところ積極的 に外部情報を活用 しよ うとする動きが少な く,前 記2地 域 に比べ情 報流通の

面 では立ち遅れているとい うことが明 らか になった。'

以 上が55年 度の主な調査内容 である。

(3)検 討 経過

調査の出発点 としての55年 度 は調査対象 を,比 較的各種の情報を利用 してい ると思われ る 自

治 体,団 体,企 業等 に限定 して調査 を行 って きた。

近畿,中 国,四 国地域 で構成する広域な西 日本地域において,共通情 報のデータベース構築をめ

ざ すの は非 現 実 的 であ り,よ り小地 域 レベルでの地域情報拠点の育成が必要 であ る。さ らに,

情 報拠点をネ ットワークによって結ぶ方向へ と発展させるためには,情 報の所在 を示すク リア リ

ング機能の構築が必要 となる。 したが って,西 日本地域の これか らの課題は,ク リア リング ・セ

ンターの機能はど うあるべ きかの検討か らその具 体的構築へ と進ん でい くことになるであろ う,

とい うのが55年 度 調査か ら導 き出された結論であ った。

2.2地 域 情 報 セ ン ター 構 想(Model広 島)

(1)調 査 の概要

昭和56年 度 の調査 においては,昭 和55年 度 調査で大阪市,広 島市(含 周辺 市町村),高 松

市(含 周辺市町村)に 所在する企業,公 的機関,団 体に対 して行 った情報流通 に関するア ンケー

ト調査の結果を踏 まえて,地 域の情報の核 と しての地域情報センターの概念を示 した。さ らにア

ンケー ト調査結果か ら,情 報流通 ニーズの高才 りにもかかわ らず,そ の提供 体制の整備の遅れ と

い うギャップが うかがわれた広 島地域に焦点 をあて,同 地域における情報流通の促進 について調

査研究を進めた。

なte,ア ンケー ト調査票の回収状況は,発 送数542件 に対 して回収率315件,回 収率58.1

%で あった。具体的な各地域の アンケー ト回収率は,広 島地区74.6%,四 国地区64.4%,大 阪

地区37.5%で あ った。

(2)調 査 の内容

始めに,広 島地域の情報提供サー ビス機関についてその主た るもの を調査 した。(表3.5-1参

照)'

また,こ れ らの機関の現状 と将来計画 について も概括的 に調査 した。

情報提供サービス機 関が提供している情報の内容は,全 国レベル,地 域 レベルごとの経済情報等 と

都市計画 に関する情 報等限定された分野の情報の2つ に分類できた。

情報発生機関の相互の連絡 についてみると,コ ン ピュータ リーダブルな情報交換までには至 っ

てお らず,地 域情報ネ ットワークを目標 に考えると情報提供機関相互の連携は十分 とはいえなか

った。

この ような実状 を考 慮すると,近 畿,中 国,四 国の3地 域の情報化 を進展させ るため には,各

●
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表3.5-1広 島 地域の主 な情報提供サービス機 関

●

情報提供サー ビス機関,

そ の他の情報サー ビス業

その他の機 関(国,地 方

公共団 体を除 く。)

日本科学技術情報 センター中国支所,㈱ 東京商工

リサニチ広 島支店,㈱ 帝国データバ ンク広島支店

等。

広島商工会議所,(社)中 国地方総 合調査会,(財)広

島県中小企業情報 センター,ジ ェトロ広島情報セ ン

ター,中 国地方生産性本部,(財)広 島経営サー ビス

センタニ,(社)発 明協会広島県支部,中 国新 聞社,

日本銀行広島支店,日 本開発銀行広島支店,中 国電

力㈱経済研究所,(社)広 島地域社会研究センター等。

●

も

地域に情報核機能と しての地域 情報 センターの設立を図る ことが必要 になって くると判断された。

そ こで,西 日本地域と して志向す る地域情 報センターの概念を図3.5-3に 示 した。

この場 合,情 報発生機関をサブセシターとして位置づけ,そ れ らサブセンター間 と情報 センタ

ーが 「ク リア リング機能」 ,「 情報 流通機能⊥,「 情報加工 発生機能」等 を持つ ことによリリン

ク してい ぐ.し たが って,1次 情 報の整備,蓄 積(た とえばデータベースの構築 や資料室の整備)

は,個 々のサブセンターが行 うことになる。 この ような地域 情報セン夕山 とサブセンター群のネ

ットワークを地域情報センター構想 と名付けてい る。

地域情報センター構想が各地域で醸成,充 実されれば,地 域間ネ ットワーク(地 域情報センタ

ー間のネ
ソトワーク)は 自ら充実すると思われる。

次に,広 島の現状か ら地域情報センターの構想 を=考えてみ ると次の よ うな ものが想定され る

(図35-4参 照)。 現状では,分 野毎に分化された形で情報が管理されてい る。 この ような拠点

は各 々がデータベース を作 り,デ ータ管理 をする。情報センターは,自 らのデータベースを作 る

とともに・ これ らの機 関とネ ットワークを組み,情 報の加工,提 供 を行い,将 来的 には,他 地域

との情報ネ ットワーク も考え る。

各機関(サ ブセンター)で 充実すべ きもの としては,④ 国の出先機関,地 方公共団体,◎ 業界

団体,◎ 地方報道機関(新 聞社 等)が ある。

広 島地域 情報センターの基本的性格と しては,④ 公共的性格 を保持す ること,◎ 独立採算性 で

ある こと,◎ ネ ットワークの核 と して,自 らも情報 の蓄積,加 工,提 供 を行 うこと,e－ 定 の設

備 とマンパ ワーをもつ こと,な どがあげ られる。

また,経 営形態 と しては,特 殊俵入,地 方開発公社,特 殊企業が考え られ るが,な お検討 を要

する問題 である。

広島地域情報センターの事業内容 として は,④ 情報サー ビス,◎ コンサル タン ト業務,◎ 教育
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他地域

▲

サ ブセ ン ター

・情 報 誌、出 版

サ ブセン ター

・一 次情報 の

蓄積

地域情報セ ンター

・クリア リング機能

・情報流通機能

・情報加工発生機能

サブセンター

●二 次情 報の

発 生

サ プ セ ン ター

●ア 一 夕へ ー

ス の構 築

サ ブセンター

・資料室 の充

実

■

■

図3.5-3地 域 情報センター構想の概念

⑨

研修事業,⇔ 自主研究開発,が 適当 であると思われ る。

以上が56年 度 の主な調査内容および結論 である。

(3)検 討 経過

昭和56年 度 は広 島をモデルに地域情報センター構想 について調査 して きたが,情 報センター

設立にあた っては次の よ うな課題 もある。

① 情報センターの建設 には多額の資金 を要する ことか ら,国,地 方公共団 体の支援のほか地元

■
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経済界の参加が必要である。

② ネ ットワーク体制 を確立 し,文 献等に よる情報交換の円滑化を図るため に研究会の ようなも

のを作 って推進することが必要である。

③1情 報センター建設 にあた っては,需 要量の詳細調査 を し,セ ンターの規模等の基本設計を行

う必要 がある。

④ データ交換上の諸問題(秘 匿の問題,経 費分担の問題等)は,別 途検討 をす る必要がある。

2.3四 国 の 実 状 調 査 、 簡 易 型 デ ー タベ ー ス の 開 発'

(1)調 査 の概要'・L

'昭 和57年 度 の調査は
,、昭和56年 度 の調査研究 で行 った地域情報センター構 想をさ らに進め

るため,広 島地域 と同様 ピ四国地域 の情 報環境基礎 調査 を行い,同 地域の主要機 関の情報活動の

現況及 び情報ご一ズを把握 し情報拠点の育成,ネ ット・ワークの形成 に関する課題 とその可能性 を

検討 した。・ク リ.ア リンぞ情報の提供の必要性 については,56年 度 の地域情報 センター構想にお

いて も重視 しており,本 構想の具体化のために早急 にサー ビスシステムの開発をする必要がある

と考え られ た。'

また,地 域情報流通のためのサー ビス システムの研究開発に着手 するにあた って,こ れさでの

ニーズ調査及び事例研究の結果に基づ き,ク リア リングデータベースの構築 をとりあげ,そ の基

本設計 を行 った。

(2)調 査 の内容't'`

57年 度 調査は四国地域 における主要機関の情報活動の実態を把握 し,1基 礎 資料を得 るととも

に情報拠点 を育成 し,ネ ットワ「ク形成 の課題 と可能性 を探 ることを目的 と した。

公共機関11,民 間機 関10の 計21機 関 を調査対象 に,次 の調査項 目に従い ヒヤ リングの調

査 を行 った。

① 各機関の情報管理(処 理)シ ステムの概要

②,情 報管理(処 理)担 当部門の組織 と役割

③ データ管理 の現状 一

・データ管理の電算化

・図書,印 刷物データの管理 と活用

④ 外部情報の収集状況

⑤ 今後の情報管理方針 と課題

・情報管理のための組織体制の整備

・情報管理 システムの整備

・・情報入手の システ ム化

・情報流通 システムの課題

・情報拠点 と してのネ ットワーク参加への課題

●

●
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i

ヒヤ リング調査 を行 った結果,情 報の うちで所在 情報に関するサー ビスが望まれてい るにもか

かわ らず,地 域情報は もちろん ク リア リング情報について も整備されていない ことが明 らかにな

った。四国の情報基盤 をみ ると,情 報 関連機器の導入や通信施設 などハー ド面での遅れ に加え,

地 域情報を如何 に利用するか とい うソフト面での対応 も他地域 に比較 して遅れている。また情報

サー ビスへのニーズが顕在化 しに くい一面 もあ り,各 機関での 情報を有効 に利用す るためのデ ー

タ管理,あ るいは情報提供 システムの整備 も遅れている。

56年 度 の広 島地域,57年 度 の四国地域の各調査 で明確 になった ことは ,情 報流通 に関 して

のニーズは高い けれ ども,ク リア リング情報さえ未整備の状態なので ,早 急 にク リア リング情報

を整備 し,デ ータベースの構築へ と発展させる必要が ある
.とい うことである。

そ こで,次 に地域 情報システムが果たすべ き機 能と してク リア リング情報システムを考え,そ

の構築について検討 した。

データベースは,利 用者の 多種多様な情 報二二ズに応えるためにつ く られ たもの で,種 々のデ

ータの集舘 をある体系でも
・て昧 つげたものであり・デー・ペースの利駒 非散 多面帷

情報利用,情 報 分析 を可能にする。

本調査 では・基本的 には大量の情報 を迅速に効率よく処理 するという点から大型コンピュータによる

データベ ースの構 築を理 想型 と して考えている。

しかしながら・実際問題として大型 コジピュータの運用については部門内外で調整 を要 するなどむず

か しい面がある。

そ こで,最 近 の技術進歩 と価格低下,お よび漢字の使用方法も含め操作が簡単 であるとい う観

点か ら,と りあえずパソコンを対象 と して実用化 に向けて調査するものと した。

まず,調 査対象 と しては,報 告書 と統計書の2種 類の書物 に的を絞 った。

本調査で構築を考えている ようなク リア リングデ三夕ベースは主に文字情報 が中心であり ,昨

今の コンピュータの 日本語処理能力の向上か らしても,当 然,漢 字に よる出力が可能 なものが望

まれる.

したが って,デ ータは基本的に漢字 とするが,漢 字端末の普及状況 を考え,カ ナデータも入力

するものとする。そのため,ユ ーザはそれぞれの端末か ら,漢 字,カ ナのいずれ によ
って もアク

セスが可能 となる。概念 を示 す と図3.5-5の とおりである。

簡易型データベースによるシステムは,漢 字仕様 の情報検索プログ ラムであるPARAM-K

1(高 電社発売)を 図書検 索用 に改良 して作成 した。機器構成 は図3.5-6 .0とfO・りである。

この ように して検索され た結果をデ ィスプ レイ画 面上 に表 わ した ものが表3 .5-2で あ る。

簡易型データベースの場 合,パ ソコンを利用 しているために,レ コー ドサ イズ,レ コー ド数,

検 索の面で制約を受けるとい った問題 も含ん でお り,今 後検討 を要する。

以上が,57年 度 調査の主な内容 である。

●
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漢字 プリンタ
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■
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●

●

図3.5-6機 器 構 成
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表3.5-2デ ィスプ レイによる検索結果の表示

文献横乗

コー ド

#OO20007S

#OO20018G

#0020026S

#OO20027S

#0020040J

#0020051G

#0020052G

#OO20054S

#OO20071J

書名

調茸磯間
発行所
キー

対象地

乗行年 発行

メッシュ統計利用システム及び防災システム開発報告書

調萱{}ξ閑 関西情報センター 対象地域 大阪府

発行所 関西情報センター(1971年03月)

キーワー ド 統計学,情 報シ,地 域政策,

紀 伊半島地域総合開発調査錨吉書

調菩提間 関西情報センター 対象地堤 近畿

発行所 関西情報セ ンター(1972年03月)

キーワー ド 地域計画,地 域振興,地 域政策,

紀 伊半島地域総合開発調査報告書

調査提関 関西情錯セ ンター 対象地域 近畿

発行所 、関西情報センター(1972年03月)

キーワー ド 地域計画,地 域振興,地 回政策,

紀 伊半島地域総合開発調査報告書 概要

調宜機関 関西情報センター 対象地域 近畿

発行所 関西情報センター(1972年06月)

キーワー ド 地域計画,地 域振興,地 域政策,

地方行政におけ る意思決定シ ステムの調査 ・研究

調査機関 関西情報センター 対象地域

発行所 関西情報センターー一(1973年03月)

キ ーワード 地方自治,モ デル,情 報シ,

紀 伊半島地域給含開発調査報告書

調亘機関 関西情報センター 対象地域 近当

発行所 関西情報センター(1973年03月)

キーワード 地域計画,地 域振興,地 域政策,

紀 伊半島地域開発調萱報告書 概要

調査機関 関西情報センタ・一'対 象地域 近接

発行所 関 西情報センター(1973年03月)

キーワード 地域計画,地 域振興,地 域政策,

将来のニュー タウンに関する調査研究

調査機関 関 西情報セ ンター 対象地域

発行所 関西情報セ ンター(1973年05月)

キーワー ド 地域計画,地 回政策,

地方行政における地!蜘生民の 行政需要把握システムの 調査研究

調査機関 関 西情報センター 対象地域

発行所 関西情"セ ンター(1974年03月)

キーワード モデル,地 方自治
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(3)検 討 結果

57年 度の調査では,ク リア リングデータベースの基本設計お よび簡易型データベrス ρ 構築

を行 ったn"

さ らに,(財)関 西情報センター及び大阪通 商産業 局の資料 を整備 し,台 帳の作成 を行 った。 こ

れ らの作業はデータベースの前段階 と して是非 とも して おかねばな らない点であった。 この点に

ついては,近 畿地域のみ ならず,中 国,四 国地域において も同様 である.

また,デ ータ流通 システ ムの上で,そ の媒 体をフロッピーデ ィスクに求めるのか,あ るい は電

話に依存 するのか とい うことも重要 な検討事項 である。

2.4デ ー タ交 換 ネ ッ トワー ク 体 制 の 形 成 ,

(1)調 査 の糎'
..1'

昭和59年 度 は本調査 の最終年度 であり,調 査 をま とめ るにあた り次の2点 に配慮 した。

① 調査の成果をかたちあるものとしてまとめる。.

② 西 日本地域 としてま とま った成果物 とす るパ

そのため,58年 度 は地域情報センター構想を近畿,中 国,四 国の各地域 で進めるための共通

の基盤づ くりとい う観点か ら,3地 域 共通仕様の台帳作成 と利用者に よるシステム評価の2点 を

実施 した。前者はデータ交換の第一歩 となるだろ うし,後 者は利用者 ニーズの確認 となるもの と

思われ た。

また,主 たる目的 であるシステム構築は,57年 度 にひきつづ き実施するものと した。

(2)調 査の内容

57年 度 に近畿地域でデータ整備に着手 した。58年 度 は西 日本地域のデータは各地域内にお

いて整備 する とい う見地 に立 って,こ のデータ整備 を中国,四 国の両地域 において も実施 し,共

用の台帳化を図 った。台帳の対象 としては統計書,報 告書か ら始める こととした。(表3.5-3参

照)。

システムの開発については,57年 度 に簡易型データベース システ ムを構築 して基本的機能を

整備 したが,パ ソコンの利用とい う面か らの制約 もあ り,少 なか らず問題点 も残 っていた。58

年度 はこれにで きるか ぎりの改良を加えるとい う意味で次の事項 に着 目し,一 応の成果を得 た。

.検 索速度の改善

・ 検 索のための キー ワー ドの検討

・ 入力項 目の検討

・ 出力速度の改善 等々

また,大 型コンピュータによるデータベースについては,デ ータ入力の方法や利用方法とい った運用

上の問題 など,若 干考察 した。

地域 情報ネ ットワークについては段階的拡充を 目指 しているが,第1ス テ ップと して,(財)関
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表3.5-3台 帳 整 備 例

1・ 一 ド1・161・17151・121・1

巨 一ワー ド ウ 0 1 ' 川 川 口llllll
.lllll

1設 計 書 名 し い た け 裁 培 調 査 結 果 報 告 書 5 3 年 2 川 ・1引
調 査

11設 計 名1し 同 た1け1裁』1調園 川1川ll川

匡 行 年111・1・1811対 象r・lgl・181

l

l

1発 行 所同 根園 企固 都岡 計1課目 川 口

1保 管 場 所1広1島1通1商1産1業1局1行 「政1資1料 「室lll

1・ 一 ド1・161・17151gl・1・1

1キ ー ワ ー ド オ 0 1 , オ1・ 「21,1・1'glgll川ll「lrll

1設 計 書 名 地 域 工 ネ ノレ ギ 一 開 発 利 用 調 査 報 告 書 lll
,

11設 計 名1地 國 工1ネ1ル1ギ1一倒 発1利1用例 査1川ll

1発 行 年 川 ・1・1・ll対 象 年1・1・1・1・1

1発 行
,所1島1根r県1企1画1部lll川1川[

保 管 場所 広 島 通 商 産 業 局 行 政 資 料 室

1・ 一 ・1・1・1・1・1・1・1・1・1

1キ ー ワ ー ド オ 0 1 , オ1・121・1・lglglllllllllll

1設 計 書 名 地 場 産 業 総 合 実 態 調 査 結 果 報 告 書 lll

1設 計 名1地1揚 陸1業1総 囹 実1態1調1査lll山 川ll

1発 行 年111918111 1対 象 年1・lgl8101

1発 行 所1島1根1県lllllllllllll

1保 管 場所1広1島1通1商 同 業1局1行1政固 料1室川ll
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西情報センターと大阪通商産業 局の間でのデータ交換ネ ットワークの実験 を行 った。

実験内容としては,フ ァイル コンバ ー トによるデータ交換 と公衆電話回線に よるデータ交換の2

つ を検討 した。 これ を図示す ると図3.5-7,図3.5-8の とお りである。

一
9

← 一

コ

大阪通商産業局

(工F-800)

。_,{豆}_,
IBMフ ォーマ ットFD

－Q
一

(財)関 西 情報センター

(FM-8)

図3.5-7フ ァイ ル コ ン バ ー トに よ る 交 換

大 阪 通 商 産 業 局(IF-800)

公衆回線

(財)関 西 情報センター(FM-8)

図3.5-8公 衆 通信回線 による交換

データ交換の実験は,対 応 コー ドの相違性,雑 音対策,通 信 ソフ トの改 良な どの検討事項 を含

んでいる ものの概ね成功 であ った。

次に,第2ス テ ップと して,(財)関 西情報センターで開発 したプ・グ ラムを大阪通商産業局へ

移植 して,デ ータ検索の実験 を行 った。

これ らの実験 を完 了 した段階 でシステム評価を行 った。パソコンによる簡易型 データベース,

大 型計算機 による大型デ ータベースの'いずれ において も最終的には多数の利用者に提供す るもの

である。それ故,58年 度 改 良 した簡易型データベースについて,ユ ーザ とい う立場か ら情報処

理部門の関係者によるシステ ム評価 をうけ,シ ステム開発に反映させ るとともに,情 報処理形成

に向けての意見を聴取 しようと した。

調査の方法と しては,2通bの 方法 を用いた。すなわち,近 畿地域においては,実 験 システム

を使 ってデータを検索するとい う処理 をしてい くことによって関係者か ら直接 ヒヤ リングを行 っ

た.ま た,中 国,四 国の両地域 においては,ヒ ヤ リング調査票を用いて実験 システ ムの内容 を口

頭 で説明 した上で,ヒ ヤ リング調査 を行 った。

ヒヤ リングの項 目と しては次の とお りであった。

① 地域情報センターのニーズ,現 状,あ り方お よび課題
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② 実験 システムのニ ーズ,評 価,要 望,改 善等

③ 台帳 の有効利用

実験 システムで用いたデrタ は,(財)関 西情報センターおよび大阪,広 島,四 国の3通 商

産業局で整備され た台帳 より62件 の データを ピックア ップしてパソコンに入力 した もの を

用いた。その例 を示す と表3.5-4の ようになる。(な お,こ の台帳整備のフ ォーマ ットにつ

いては57年 度の もの と多少異 なっている。)

大 阪通商産業局お よび(財)関 西情報センターにおいて行 った実験 システムのデモでは,コ

ー ド
,キ ーワー ド,統 計書名,統 計名,発 行年,対 象年,発 行所,保 管場所の8項 目の何れ

か らで も,求 めるデータを検 索する ことが可能 であ り,そ れを情報処理関連部門の人 々に実

際 に見て もらうことに よって,ヒ ヤ リングに よるシステ ム評価を実施 した。

システム評価を行 った結果,積 極的に評価 できる点 と しては主 に次の ことがあげ られた。

・ 地域内において,文 献情報の管理 ・運用が本 システムを用いて行えるようになり,図

書業務の効率化 ・高度化が期待される。

・ 近畿,中 国 ,四 国の3地 域相互の情報流通の活性化を促すことによって,西 日本地域

の一 体感を創 出できる。

・ 地域 情報センターのク リア リング機能 を確 立す る上 での第一歩 となるものであ り,情

報の価値 を一 段と高める ことになる。

また,シ ステ ムに対する改善 ・要望点 と しては主に以下 のことがあげ られ る。

・ キー ワー ドの付け方に標準化を図る ことが望まれ る 。

・ キーワー ドを設定 するにあた っては ,ど の レベルで整理するかを検討する。

・2つ 以上の検索項 目の組合わせで検索で きるように改善する
。

以上が58年 度 調査の主 な内容である。

③ 検討経過

58年 度 調査,特 にヒヤ リング調査か ら言える ことは,最 近の地域情報拠点形成 に対するニ

ーズの高ま りを反映 して
,調 査 の面談者 も意識の高低 は多少あったが,一 様 にその必要性 を認

識 していた ことである。

また,実 験 システムについて も機能面での不足 を訴え る声が若干 あったとはい うものの,将

来の地域 情報セン ター構 想への第一歩を踏み出す とい う意味では非常に意義深い ものであ った。

さ らに,デ ータ整備 に対 して も地域のク リア リング情報を3地 域が共通のフ ォーマ ットで,

い わば 同一の土俵 に上が って作業を実施 した ことで意義を有 し,こ こか らデ ータベ ース構築へ

の足掛か りを掴んだ もの と言え よう。
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表3.5-4入 力 デ ー ター 覧

コー'ド

キーワード

統計書名

統計名

発行年

対象年

発行所

保管場所

07540342

カ03

四国電気事集概要

1981

1980

四国地区電力需要者協会

四国通商産窯属目宜課

コー ド

キーワー ド

統計書名

統計名

苑行年

対象年

発行所

保管場所

O?320053

コ04

㊤和53年 版四国モデル総合賃金栖査

賃金調査

1978

1977

四国生産性本部

四国通商産某月調査課

コー ド

キーワー ド

統計書名

統計名

発行年

対象年

発行所

保管場所

07540335'カ04

四国ガス事案年報昭和56年

1981

日本瓦斯協会四国部会
四国通商産泉局調査課

コー ド

キーワード

統計書名

統計名

発行年

対象年

発行所

保管場所

07570336

キ02

四国海運の現状

1981

四国海運局

四国通商産業局調査辞

コー ド

キーワード

統計書名

統計名

発行年

対象年

発行所

保管場所

07510099

ウ01,コ06

香川県農家経済の歩み(昭 和24～5'1年 度)

1978

中国四国農政局香川統計情報事務
四国通商産泉局調直諌

■

■

、

コー ド

キーワード

統計書名

統計名

発行年

対象年

発行所

保管屯所

07000076

サ04

四国通産統計年報

1980

1979

四 国通商屋薬局

四国過高度楽屋問責課
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3.地 域情報拠点形成 に向けて

5.1調 査 研 究 成 果

本調査 では,過 去4年 間にわたb西 日本地域の情報拠点形成 に向げて段階的な検討 を加えて きた。

すなわち,第1ス テ ップで情 報流通に対するアンケー ト調査 を行い,そ の結果 を基に第2ス テ ップ

で地域情 報センター構想を提示 した。さ らに,第3ス テ ップでは本構想の実験 として デー タベース

の概念を取 り入れ簡易型データベースの構築 を図 り,第4ス テ ップでは調査の最終段階 と して,(財)

関西情報センターと大阪通商産業局との間で,デ ータ交換の実験 システムを構築する ことに よって

ネ ットワーク体制の可能性 を模 索 した。

研究成果 としては,概 ね次の3点 に集約される。

① ク リア リング情 報に対す るニーズが高ま っているが,そ れは技術的 にも可能であ った。

② 地域情報 センター構想 を実現させるために,デ ータ交換 ネ ットワーク体制 を検討 した。

③ 地域情報拠点形成のために,基 となる台帳を各地域が共通のフォーマ ットで作成 した。

5.2今 後 の 課 題

本調査の研究成果 を踏 まえて地域情報拠点の形成を考える場 合,以 下の ような課題を検討 しなけ

ればな らない。

① 将来的 には大型データベースの利用 を図 り,機 能的 にも不特定多数のユーザの多種 多様 なニー

ズを充足するものを 目指 し,効 率的で迅速 な処理 ができるようにする。

② 情報 の量 とともに質が要求されて こようか ら,ユ ーザニーズの高いデータ整備の充 実を図る。

③ 情報サ ービスの費用 体系 を確立する。

④ ネッ トワークの運用体制 を形成 する.

⑤ 地域間の連携を図る。

この ような課題を逐次ク リア ーに して行 きなが ら,よ り有機的 な繋 がりを有 した地域情報センタ

ーの発展を今後志向 してい くべ きであろ う
。

'
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1.調 査研究の概要

1.1調 査 の 背 景 と 目 的

近年 地方における情報 ニーズは,一 層高ま りつつある。 このことは行政機 関,各 種団体 企業等

におけ る事業 計画,あ るいは複雑化 してい く経済状況の把握に地域独 自の展開が より強 く求め られつ

つあることを示 している。

これ らの地域 に即 した計画の 策定にあたっては,地 域関連情報基盤 を整備 し,情 報の流通 を促進 す

る必要がある。

当地域(関 信越,東 北地域)に おけ る調査研究は昭和55年 度 から始め られてい るが,こ の時期

はち ょうど80年 代 の 始 め で あ り,70年 代の拠 点的な情 …酬 ヒ(産 業 界中心,東 京 ・大阪中心,

大 企業中心)か ら,情 報処理技術(マ イコン,VLSI等),通 信技術(光 ファイバー,人 工衛生)

等 核に なる技術 としての ニュー メディアの飛躍的 な発展 によ り,広 域 な線又は面 としての情報化 に

変わ りつつある時期 であった。

また,「地方の時代」 と呼ばれ従来 の中央指向 か ら田園都市構想,定 住圏構想など地域再開発,地 域 の

魅力ある雇用,生 活圏の創出に強い期待 と関心が もたれた時期であるが,こ れ らの構想 は先端技術

の導入 による地域の活性化 政策(通 産 省でい うな らば地域技術振興計画,テ クノポ リス構想等,あ

るいは各県での地域 開発政策等 々)で 具体化 されつつあ る。

この よ うな基本的背景の中で地域行政の施 策立案,あ るいは企業の活動 ・運営に とって地域経済

の迅速かつ正確な把握は必要不可欠であったが,こ れら地域情報の入手体制 の確 立については,未

だ不充分な状態であ り「地域別情報拠点の育成 と情報ネ ッ トワークの形成 」は極 めて重 要な課題 と

なっていった。

このよ うな状況認識の もとに,多 岐にわた る地域活動の うち,特 に変化 の著 しい経済状況を迅速か

つ確実に把握 するために地域経済情報のニーズを明 らかにするとともに,そ の利用方法,技 術に関す

る研究 ・開発を行い,共 通情 報基盤の形成拡大に寄与 しうる地域情報拠点の育成 と地域経済情報ネ ッ

トワーク形成 を行 うための具体的方策 を探るのが本調査の目的 である。'

また,当 プロジェク トの対象 とす る地域 は俗に4割 経済 といわ れる首都 圏を含む 関信 越経済圏及

びこれ まで種 々の 点で地域 格差 を生 じている中で工業再配置の促進等 を通 じて地域 の産業構造の高

度化 を図 りつつ ある東北経済圏か ら成 り立ってお り,こ の2つ の地域特性 を生か しつつ,両 地域に

共通 した情報流通促進 のた めのア プローチ手法 に関する調査研究が必要 であった。今回の調査研究

は,今 後地域別分散型ネットワークを推進す る上での先進事例 としての役割 を担 ったものと言えよう。

1.2調 査 の内 容

(1>昭 和55年 度の活動概要

地域計画策定,経 済状況把握等のために必要な地域経済情報に関する,① 情報活動の実態調査 ②政

策的利用に関するニーズ調査を実施した。

1



(2)昭 和56年 度 の活動概要 ・. t/一・.!、'tt.:、 、

関信越,東 北地域 における情報の体系化 と流通化 を図るために情 報のレ ファレンス機能が必要であ

るとい う55年 度 調査結果を もとに,=.'.・

① レフ ァレンス機能の在 り方,利 用の仕方等に関す る調査。

② 地域経済 レスァレンス情報の収集,整 備 蓄積,利 用のための事例研究。

③ 情報 ネッ トワークを実施す る際に問題 となる社会的,制 度的諸問題 につ いての調査。

④ 馳ネ ッ トワーク基本構想 の研究。

を行 った。

(3)昭 和5r7年 度 の活動概要'・

55年 度,.56年 度 調査の結果,情 報ネ ッ トワーク形成の第一歩 と一して,ク リア リy.グ機 能の整備

・が必要 と・さ札 ク リア リング機能の一部であるレファレンス機能につい て明 らかにして きた。57年

度 は この調査結果をふ まえ,地 域経済 レファレンス情報サービス実現化に向けての運用上の問題点

課題 を明 らか にするべ く,次 の調査 研究を実施 した。

① 地域経済 レファレンス情報 ペ イロッ トシステムの研究開発

② 地域経済 レファレンス情報に 関する意識調査

また,地 域情報拠点作 りの第一歩 として「地域情報サー ビス機 関調剤 を行った。'

(4)昭 和58年 度の活動概要
'
58年 度 は57年 度 に ひき続 き地域経 済レファレンス情報パイ ロヅ トシステ ムの 開発を行 った。

また システムの利用,普 及 を目指した 「データ整備マ二三アル」,「 シズ テム利用 マニ ュアル」

を作成す るとともに,シ ステム利用評価のための「地域経済 レフ ァレ ンス情報有効活用事例研究 」

を行った。

55年 度

情報活動の実態調査

政策的利用に関するニーズ調査

情 報の体系化 と流通化 を図るために情報のレファレンス機能が必要である。

①

②

③

④

レファレンス機能の在 り方 ,利 用 の仕 方等 に関す る調査 、

地域経済 レファレンス 情報の収集,整 備,蓄 稿 利用のための事例 研究

情報ネ ッ トワークを実施する際に問題 となる社会的,制 度的諸 問題につい ての調査

ネ ッ トワーク基本 構想の検討

情 報ネ ッ トワーク形成の第一歩 としてク リア リング機能 が必要であり,ク リ

ア リン グ機 能め 一部であるレファレ ンス機 能について明確化 した。

2



57年 度 1
①

②

③

地域 経済 レファレンス情報パ イロッ トシステムの研究 開発

地域経済 レフ ァレンス情報に関する意識調査

地域情 報サー ビス機 関調査

58年 度

地域経済 レファレンス情報 パイロ ットシステムの開 発及びレファレンス情報

サー ビス実現化に向けての運用上の問題点及び課題 が明確化 した。

① 地域経済 レファレンス情報パイロッ トシステムの研究開発(57年 度 より継続)

② 地域経済 レファレ ンス情報有効活用事例研究

地域経済 レファレンス情報パイロ ッ トシス テムの完成及び利用普及 を目指 し

たマニュアル作 り,活 用事例研究 を行 った。

図1-1活 動 概要図

1.6・ 推 進 体 制

当調査研究は関信越,東 北 の地域 ブロック機関,地 方 自治体,商 工会議所,民 間企 業,経 済 研究

所等のメンバーか らなる地域委員会を中心に課題の設定,調 査結果の検討を行いなが ら推進した。

埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 中小企業金融公庫 日本開発銀行 東京電力㈱

輔 ㌫欝 欝 鐵 ㌶プ9

●

1.4.検 討 経 過

(1)地 域 情報ニーズ調査

昭和55年 度1,調 査 研 究 を開 始するにあた って,2種 類 の調査を実施 した。1つ は,関 信越

東北地域 の行政,民 間諸機関(436機 関)に 対 して行 った地域経済情報ニーズ把握の ための調

査で あり,こ の調査結果 から,重 要 と考 えられ る地域情報分野,地 域情報 の交換状況等が明らか

になった。(調 査結果 の一例を図1-2に 示 す。)

3
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図1-2重 要 と考える地域情報(昭 和55年 度 報告書 より)

な お,現 状の問題点 として,地 域 情報の不備 をあげている機関が6割 近 くに達 した。その理由

は,

① 整備すべき情 報が膨大 である。(民 間37%,行 政 機関37%)

② 情 報整備の セク ションがない。(民 間24%,行 政 機関47%)

③ 必 要な情報が公 表されてない。(民 間32%,行 政機関6%)

等 で ある。

もう1つ の調査は,将 来 地域情報拠 点としての役割が期待 されている当地域 委員会の構成機関,

(た だ し,東 北地域については,当 時の参画機 関は仙台通産局のみである。)に 対 して行 った調

査である。

調査の 目的及び調査 内容は次の とお りで ある。

① 構成 機関が地域情報拠点 としての機能 をどの程度充 足 しているかについての把握、

イ 地域情報作成,整 備,蓄 積機能,

ロ 地域情報加工,分 析,利 用機能

ハ 地域情報提供機能

② 構成機関間での情報交換 ネ ットワークが どの程度可能であるかについての把握。

イ 各機関で共通利用 してい る地域情 報

ロ 各機 関で独 自に調査集計 してい る地域情 報

ハ 相手機 関情報に対す るニーズ

この結果,明 らか とな った各機関の施策別利用デ ータの一例 を示 すと表1-1の とお りである。

また,関 信越地域の地域委員会構成機 関にっい ては内部の情報処理利 用体制 が比較的確立 されて

おり,情 報拠点としての体制 を具備 していることが明 らか になった。

・4
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工 業 統 計
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鉱 主 菜 掴 数
1

モ デ ル 分 析 1 ◎
県 民"i得 靴81
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P

○

電力需給の概要
■

デ ー タ 補 完 1 ◎
ガス事 業統計
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◎5業 務以上に利用
01～5業 務に利用

(昭和55年 度 報告書よ り)
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しか し,機 関 同士 の ネッ トワークを形成する段階でのク リア リング機 能については,各 機 関'

とも現状に知 る外部麟 の入手'整 備'利 尻 あるL'は内部情鞭 鮭 の噸 を酔 えており・

かな り不充分 である実態が明 らかにな った。

以上2つ の調査から,ネ ッ トワーク形成 を促進 させる今後の方向 として次の2点 が確認された。

① 個々の機関 の情 報処理体制の より一層の強化 に より地域情 報整備 を促進する ごと。

② 各機関で作成 されてい る情 報の タイ トル,作 成機 関,概 要,入 手方法等 を含む所在源 を収集,

.整備,提 供で きるク リア リング機能(又 はレファレンス機 能)の 充実 をはかる とと。

② 地域 情報拠 点構想

以上の 課題を踏 まえ,関 信越 ・東北 地域の地域情報拠点構想 としてレフ ァレ ンス情報の整備 ・

蓄積 ・提供については 「地域情 報センター(仮 称)」 が行い,一 次情報の整備 ・蓄積 ・提供 につ

いては情報作成機関が行 うとい うネッ トワーク型(図1-3)を 提起 した。 理由は,

① 地域 レファレ ンス情報は 出来 るだけ広範 囲(地 域,デ ータ項目等)に わたって収集 されてい る事

が望 ましい等力、・ら一括管 理が適当 と考え られるこ と。

② 地域情報(一 次情報)に ついては,デ ータが大量な為,保 守の容易性,正 確性,迅 速性か ら

情報の発生機関に おけ る維持管理が適 当と考 えられることである。

㈲ システム開発の経緯

ク リア リング機能の 充実の為には,① レフ ァレンス情報の体系的整備,② レフ ァレンス情報サ

ー ビス体制の確立が必 要である
。そこで,ま ず,① の レファレンス情報の体系的整備のためのレファ

レンス情 報パイ ロッ トシス テムの開発を行 うことに した。

(a)シ ステムの全体構想

地域経済レファレ ンス情 報 システムの開発 目的 を次のよ うに設定 した。

① 必要情報の総合的把握 を可能にする。

② 地域機関の地域経済情報の共通利用の促進を図 る。

③ 統計資料の所在検索機能の向上に よる作業 の軽減 を図る。

これ らの目的を達成す るための システムの全体機能,機 器構成 データ項 目 検 索手法につい

ては利用者の利便性 を考慮 して検討 を加えた6(第2章 を参照)

シス テムの 開発は57年 度 ,58年 度 の2カ 年で行った。

(b)シ ステ ムの有効性

58年 度 は,開 発 したシステムを使 って,「 地域経済 レフ ァレンス情報 の有効活用 事例研究」

を行い,上 記開発 目的の① と③につ き実証 し得る ことを確認 した。 また,② の地域経済情報の

共通利用を促進 させ る効果 にっいては,今 回は実証 されていないが,今 後 システムも拡充(デ

ータ内容を豊富 にす る)し
,多 くの機関が利用する状態となれば効果を発揮すると思 われ る。

6



(c)実 用化の課題の検討

地域経済レファレンス情報サー ビス実現 の可能性にPt・ 百 以下の点 につき
,57年 度 調査 に

おいて検討 を行った。 ・ ・

① 地域情報 センターの性格,運 営に 係る経費,採 算 コス トの問題。

② データ収集経路確立の問題。

③ 利用普及 の問題ゴ

地
域
別
情
報
拠
点

(二 次情報についての外部管理サービス)

.地域経済 情報センター 一 地域情報センター
の機能 ・

圏
区

商工会議所等

/

国

:

コ

L-一 地 域 別 情 報.一

拠 点 の 機 能

)

一 一

所在源離 鄭 機能コ
1・

一

一

」二次麟 収集1・
1

仁 次鰍 整備
I

l二雑 報綱

1

ll

所在源情
報案内誌
作 成

所在源情

報 案 内
システム

配 布.]
`
問の合せ

1

匡 報の所調 査1
情

報

利1

用 ト

一●

一

1騨 の入手交渉

讃1'辰
の稠1

情1情 報竿 成l

l農 ピ『
,

共通利用情報
整 備

一

情報 ネットワーク機能 1

図1-3情 報 ネ ッ トワ ー ク構 想 図
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2.地 域 経 済 レファレンス情 報 パイ ロットシステムの研究開発

右'

2.1シ ス テ ム 開 発 の 目 的

地域経済 レファレンス情報パ イロットシステムは,本 調査研究のニーズ調査に よって明 らかになっ

た 「利用したい情報の所在 ・内容 ・入手方法等,必 要 とする情報へ のアプ ローチ 方法 が整っていない」

と言 う問題 を解決す るために開発 した もの であり,一 次情報(一 次加工情報含む)の 共通利用促進

のための クリア リング機能 として位置づけ られる。

`

2.2シ ステ ム 開発 の範 囲

(1)情 報 の収 集 対 象 機 関

関信越 ・東北地域のモデル地区における,国(地 方ブロック機関),県,市 町村,商 工会議

所連合会,商 工会議所,商 工会連合会,商 工会,中 小企業団体中央会,事 業協同組合,そ の他

経済団体,金 融機関,電 力会社等

(2)情 報 の 内 容

「レファレンス情報データシー ト(表2-1)」 に 記載 された情報

「レファレンス情報データシー ト」は,地 域 経 済 に関 す る統 計情報であ り,結 果の公表

可能な もの,地 域 経 済 に 関す る指定統計,承 認統計,外 部受託調査 につい て,自 機関で独

自集計 をしてい る場合について調査 した もの である。

情報 内容を大別す ると次のとお りである。

① デ ータの所在に関す る情報

② データの具体的内容に関する情報.

③ データの入手のための手続 き等,デ ータ利 用 に関する情報

なお,情 報の項 目及 びその概要 は表2-2に 示 す とお りで ある。
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表2-1レ フ ァ レ ン ス 情 報 デ ー タ シ ー ト

苓{三 日'番 号 1 口
(7リ ガナ)

統計頂在名 二 ひ

(7リ ガナ)

頂査閲21名= 一2
、 一 コ

電話:

(7リ ガナ)

住所: 4

刊行物名:⑤

発行㎜ 名二

所管麟 】名=

口査方法:し 悉皆(全 数)口 査2.tン プルロ査3.そ の他一=
頂棄種苗:1.承 認統計2.届 出統計3.指 定統計4.そ の他

調 査周期:1.5年2.3年

6.四 半期7.月

8・不定期9・ そ の他

3,2年4.】 年5.半 期

酔

倒

査

の

分

野

頂

査

対

象

分 野 コ ー ド:唖
分 野 コ ー'ド:

口
分 野 コ ー ド:

一
分 野 名:

=)
分 野 名:

〉
地 域 コ ー ド:

電

算

機

利

用

に

ょ

る

:

芒==弍
鮒区分・唱 翻 緬 ・・:

慧F=コ:
匡[=====コ ・
調査期間 二1.暦年2.年 度3.そ の他 る〔 コ

有

無

ぶ

2箇
提 供 の 可 否:L全 可

2.不 可

口 3.条 件付可

提 供 条 件;
1.覚書2.行 管承認3・ 申鯖8

4個Sl脇 田5.そ の鯉口
㌫亮一ス

:
ピ

イ

体

ツ
デ
o

量

媒

フ

屈

2

4

供
ワ
提

L
テ

収 集 期 間:

S ～

提 供 の 可 否二1.全 可

2.不 可匝 3.条 件付可

書辞:鑑
件
管

5

行
条

2
田

供
鬼覚
悟

提

1

4口
提 供 国 体:1.印 刷 物

ロ コzそ ㍗
収 集 期 間:

警i季
日
"
■
、 ～

既 の目的・回

対象の属性:

現 在 票 の 凋 査 項 目名:

=

=

=

=

=

=

ま

=

=

ま

=

=

=

=

=

=

き

=

=

=

=

=

=

=

=

=

=

=

=

=

=

=

=

=

各 登録番号は紀 入 しな くて篇頃です。
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表2-2情 報の項 目pt覧 表

面 項 目 名 備 考

1 統計調査名 漢字30文 字

2 調 査 機 関 ・ コ ー ド(9桁)・ ・… × × × × × × × × ×
}}・}}

悠 ㌫ 一・
業種分類

・名 ……漢字20文 字

3 電 話 漢字20文 字

4 住 所, 〃30〃

5 刊 行物名 〃30〃

6 発行機関名 〃20〃

7 所属機関名 〃20〃

8 分野 コー ド 統計資料分類に従 った コー ド3桁(最 高5ま で)

9 対 象 地域 ・コ ー ド(2桁)…JIS県 コ ー ド(最 高12ま で)
'

・名 …漢字20文 字

10 調 査方 法 ・コ ー ド(1桁)…1:悉 皆(全 数)調 査

2:サ ン プル調査

3:そ の他

・その他の内容…漢字10文 字

11 集計 区 分 ・ コー ドC1桁)…1:全 国

2:県 別

3:市 町 村別

4:そ の他

・その他の内容…漢 字10文 字

12 調 査種類 ・コ ー ド(1桁)…1:承 認 統 計

2:届 出統計

3:指 定 統計

4:そ の他

・その他の内容 …漢字10文 字

13 調査対象教 漢字8文 字

14 調 査 周期 ・コ ー ド(1桁)…1:5年6:四 半 期

2;3年7:月

3;2年8:不 定期

10
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% 項 目 名 備 考

14 調 査周期 ・コ ー ド(1桁)…411年9:そ の 他

5;半 期

・その他の内容…漢字10文 字

15 調 査 期 間 ・コ ー ド(1桁)…1:暦 年

2:年 度

31そ の 他

・その他 の内容…漢字10文 字

16 電算機利用 ・処理の有無 コー ド(1桁)…1:有

に よる 2;無

・提供の可否 コー ド(1桁)…1:全 可

21不 可

3:条 件付可

・提 供 条 件 コ ー ド(1桁)…1:覚 書

2:行 管承 認

3:申 請 書

4:個 別協議

5:そ の 他

その他の内容…漢字10文 字

・提供媒体 コー ド(1桁)…1:MT

(最 高2ま で)2:フ ロ ッ ピ ー

3:カ セ ッ トテ ー プ

4:磁 気 デ ィス ク

5:そ の 他

その他の内容…漢字10文 字

・収 集 期 間S× × × × ～ × × × ×

17 電算機利用 ・提 供 の 可 否 コ ー ド(1桁)…1:全 可

以外による 21不 可

3:条 件 付 可 、

・提 供 条 件 コ ー ド(1桁)…1:覚 書

2:行 管承 認

3:申 請 書

4:個 別協議

5:そ の 他
、

1]



% 項 目 名 備 考

1 その他の内容…漢字10文 字

・提供媒体 コー ド(1桁)…11印 刷物

(最 高2ま で)21そ の他

その他の内容…漢字10文 字 ・

・収集期 間S× ×××～××××

18 調査の目的 漢字250文 字

]9 対象の属性 〃60〃

20
⑨

調査項目名 〃20〃(最 高60項 目まで)

2.5シ ス テ ム の 機 能

地域経済 レフ。レンス情報パイ・。トシステムには,レ フ・レンス情報の蓄積 ・更孔 オンライン会

話型検索,バ ッチ処理検索及び各種索引誌作成の機能がある。

当システ ムは,こ の4つ の機能 をそれぞれサブシステ ムと して構成す る。 また当システムを運用

す るに当って必要な機能 を,運 用サ ブシステムとして独 立 させ た(全 体 で5つ のサ ブシステムか

ら構成)。 各 サブシステムとその機能については図2-1,各 サ ブシステム間の情報関連図は図2-2

に示 す とお りである。

運 用 INQフ ァ イ ル の イ ニ シ ャ ラ イズ
一

地
サ ブ シ ス テム 分野名 ファイルの 作成

域
経 .レ フ ァ レ ン ス 情 レ フ ァ レ ン ス 情 報 デ ー タ の チ ェ ック

済
レ
一 報の蓄積 ・更新 レファレンス情報の蓄積

フ サ ブ シ ス テム レファレンス情報の更新

ア

レ

ン オンライン会話型 オ ンライン会話型 による検 索

ス

情 検索 サブシステム 検索結果 リス トの作成

報
ノく

検索指示データの分析
イ バ ッチ処理検 索
口 一 バ ッチ処理に よる検索

羊
サ ブ シ ス テ ム

検索結果 リス トの作成

シ

ス 分野別索引誌の作成
テ, 各種索引誌作成
ム 機関別索引誌の作成

サ ブ シ ス テム
レフ ァレ ンス情 報 リス トの 作成

図2-1パ イ ロッ トシステムの機能構成
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一
ω

4
q
■

INQフ ァイル

の 設 計

分 野 名
登 録票

レフ ァレンス

ー情 報
アー タシー ト

テLタ修正連絡男

アイスフレイ

〈回答)

検索指示票

運 用

サフソスァム

分野名

ファイル

レファレンス情報

の蓄積 ・更新
サ ブシステム

ンラィン会話型検

索サ ブシステム

バ ッチ処理検 索

サ フソスァム

ア レ:

情 報

フ ァイル

縣
繊

各種索引誌作成
サフシスァ ム

分野名一覧表

ファレンス情 報

修正連絡票

機関別索引誌

レ フ ァ レン ス

情 報 リ ス ト

検索結果 リスト

図2-2サ ブ システム間の情報関連図



また,当 システムを運用する上で必要な機器構成は(図2-3)に 示 す機器 構成 とした。

機種 としてはオペ レーティングシステムACOS-650及 びINQシ ス テムが使用で きるものであ

り,中 央処理装置,磁 気デ ィス ク装置'(コ ン ピュータシステ ムが使用するもの以外にデータベース

用 として1台),磁 気 テープ装置(3台),カ ー ド読取装置 及びコン ピュー タシステ ムの制御 ・監

視のためめオペレータ ・ステーシ』ンで構成 され ている。

さ らに,当 システムにおいては,出 力帳票 に漢字を使用 してい るため,漢 字 プ リンタ装置が必要

である。

また,オ ンライン検索のための端末装置 として,日 本語処理 ター ミナル(N6300モ デ ル50

N)を 使用 した。

●

B本 語処 理ターミカ

6300モ テシレ50N)

オ ペレータ ・

ステーシeン

(ACOS-61NQシステム) .

漢
プリンタ装 置

気

ク
置
スイ

磁
デ
装

璽

図2-3コ ン ピ ュ ー タ の 機 器 構 成

2.4シ ス テ ム の 概 要

各サブシステムはそれぞれ図2-4に 示 す よ うな ブロックか ら構成されてい るが,こ こでは各サブ

システム単 位に,シ ステ ムの機能,入 力帳票,出 力帳票,フ ァイル,検 索 コマン ド等 の概要につい

て述 べる。

各サブシステムの入出力帳票の一覧は図2-5に 示 す とおりである。
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地域 経済 レファレンス情報パイ ロッ トシステム

分野名登録票

運用サ ブシステム

1.NQフ ァイルの イニシ ャライズ(R110)

分野 名ファイルの作成(R120)

蓄 積 ・更新サ ブシステム

レファレンス情報データのチェ ソク(R210)

レ フ ァレンス情報の蓄積(R220)

レ フ ァレンス情報の更新(R230)

レ フ ァ レ ン ス 情 報

デ ー タ シ ー ト

☆ レフ ァレンス情報

データ修正連絡票

(検 索指示)

検索指示票

オ ンライン会 話型検索(R310)

バ ッチ処理検 索(R410)

分 野別索 引誌の作成(R510)

機 関 別索引誌の作成(R520)

レ フ ァレンス情報 リス トの作成(R530)

図2-4サ ブ システムの構成

レファレンス情報の蓄積 ・更新

サ フ シ ァ ム

オ ン ラ イ ン 会 話 型 検 索

サ フ シ ス ァ ム

各種索引誌作成サブシステム

分野名一覧表

☆ レファレンス情報

デ ータ修正連絡票

(ディスプレイ(回答))

検 索結果 リス ト

分野別 索引誌

機 関別 索引誌

レファレンス情報 リスト

囲 ☆印の付 いているレファレ ンス情報データ修正連絡票は,コ ンピュータより出力 された もの

に更新内容 を記入 し,更 新 のための入力帳票として使用す る。

図2-5シ ス テムの入出力帳票一覧
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2.4.1運 用 サ ブ シ ス テ ム

(1}運 用 サブシステムの機能

本サ ブシステ ムは以下 の2ブ ロックから構成されてい る。

①INQフ ァ イルの イニシ ャライズ……データベース(レ ファレンス情報 ファイル)をI

NQフ ァイ ル と して作 成するため,INQフ ァイルの設計 を行 い,設 計に基づ きFDL・

INQセ ク シ ョンソース記述及 び各種パ ラメータカー ドを作成す る。

② 分野名 ファイルの作成……分野名登録 票に基づき,カ ー ドパンチを行い,分 野名登録票 を

作成する。

①INQフ ァイル のイニシ ャライズ

処 理 フ ロ ー

INQフ ァイル

の設計

PK
&
v

FDL・IN(控 ク
シ ンソース
"ラメ一夕

アイルの

イニシャライズ

DB

レファレン

ス情 報.

ファイ

IN(詐 ク

シ ョン

登録集

ブロック 名

R110

機 能

当システムでは,デ ータベース

(レ フ ァレ ンス情報ファイル)を

INQフ ァ イルとして作成 するた

め,INQフ ァイルの設計 を行い,

設 計 に基づ きFDL・INQセ ク

シ ョン ソース記述及び各種パ ラメ

ータカー ドを作成(パ ンチ)す る。

各種 パ ラメータ,FDL,IN

Qセ ク シ ョンソース記述 を入力 し,

INQプ ア イル(レ ファレンス情

報 ファイル)の 初期設定及びIN

Qセ ク ション登録集の作成 を行 う。

1'6

■

■



'

●

■

》

■

■

◆

フ 口 ツ ク 名

R110 INQフ ァ イ ル の イ ニ シ ャ ラ イ ズ

ブ ロ ッ ク ・ フ ロ ー チ ャ ー ト

INQフ ァイルの登録

IWア イノtの初期化

プログラム名

R111

R112

R113

概 要

INQフ ァイルの登録

(FILSYS)

FMS(FILSYSア ク

ティビティ)の ファイル作

成機能に よってレファレ

ンス情報 ファイル(IN

Qフ ァイル)を 登録す る。

INQフ ァ イルの初期化

(QATI)

IDSの ユ ーテ ィリテ

ィで あるファイルの初期

化機能(QATI)を 用

いてレフ ァレンス情報 フ

ァイル のページの初期化

を行 う。

FDLプ ロセ ッサ

FDL(フ ァイル記述

言語)で 記述 されたレフ

ァレンス情i報ファイルの

構造をオブジェク ト形式

に変換して,フ ァイル 中

に格納す る。

17



ブ ロ ッ ク ・ フ ロ ー チ ャ ー ト

IN(控 クションソrス

記述

INQセ ク"

ヨン登 録

集

プログラム名

R11・4

概 要

INQセ ク シ ョ ン ジ ェ ネ

レ ー タ の 実 行

INQセ ク シ ョ ン ソ ー

ス 記 述 を 読 み 込 み ,FD

L記 述 との 対 応 を チ ェ ッ

ク し,INQセ ク シ ョン

ヘ ッダ,INQセ ク シ ョ

ン オ ブ ジ ェ ク ト,UWA,

数 式 オ ブ ジ ェ ク トを生 成

し,INQセ ク シ ョ ン登

録 集 を 作 成 す る。

●

② 分野名ファイルの作成

処 理 フ ロ

分野名
登録票

即
&
v

分野名登録票

分野名フ㎡ノの作成

分野名
ファイル

分野名一覧表

ブロック名

R120

機 能

分野名登録票 に基づ き,カ ー ド

パ ン チを行 い,分 野名登録票(カ

ー ド)を 作成す る
。

分野名登録票 を入力 し,分 野名

ファイルを作成 す る。

また,分 野名 ファイルの内容に

従 って分野名一 覧表 を作成する。

18



●

フ 口 ツ ク 名

R120 分 野 名 フ ァ イ ル の 作 成

ブ ロ ッ ク ・フ ロ ー チ ャ ー ト

分野名
デ三夕ファイル

(OLD)

ソー ト

ワーク

分野名登録票

チ ェック ・更新

分野名 分野名登録票
テLタフ/エ ラーリス ト

分野名一覧表の

分野名一覧表

分野名
デクワィル
卿

↓
R123

分野名フ勃ルの作成

「

○
分野名
ファイル
(ISF)
)

フ石グラム名

R121

R122

R123

概 要

分野名登録票のチェッ

ク ・更新

分野名登録票 を読み込

み,分 野 コー ド,処 理区

分 をキー とし分類 し,各

項 目のチェック を行 う。

チ ェックの結 果,正 しい

ものについて分野名デー

タファイルの作成 ・更新

を行 う。

誤 りがあった ものにつ

いては,分 野 名登録票エ

ラー リス トに表示する。

分野名一覧表め作成

分野名データ ファイル

を読 み込み,分 野名一覧

表 を編集 ・出力する。

分野名 ファイルの作成

分野名 データファイル

を読み込み,分 野名 ファ

イル(ISF)を 作成 す

る。

19



② 運用サ ブシステ ムの入力帳票

① 分野 名登録票

分野名登録票(図2-6)は 分 野名 フ ァイルの作成に使用 し,分 野 コー ド(3桁)及 びそ

の分野名 を漢字 コー ド(4桁 で1文 字)で 記入す る。

ロ ペ

『回 分 野 名 登 録 票

表2-3分 野名登録票
ぼ

副認

(3)運 用 サブシステムの 出力帳票

① 分野名一覧表

分野名一覧表(表2-4)は 作成された分野名 ファイルの内容に従って,分 野コー ド,

分 野名(漢 字)・ 漢字 コー ドを表示 したもので,分 野名フ ァイルの内容を把握するために

利用す る。

20



表2-4分 野名一覧表

漢字 コー ド

分野コード 分野名1…2…3…4…5…6…7…8…9…1(」 ・・11…12…13・・'14…15'"16'"

[豆 コ[=亙 コ 圃 口 口 口 口 〔]口 口 口 口 口 口 口 口 口 口

[匝 コ[=三 五 コ

⑦

④

⑰

㊤

㊤

大分類の分野コー ド

中分類の分野コー ド

大分類の分野名

中分類の分野名

分野名1文 字に対する漢字コード

(4)運 用 サブシステムで作成す るファイル

① レフ ァレンス情報ファイル(デ ータベース)

当 システ ムでは,デ ータベース(INQフ ァイル)と してレフ ァレ ンス情報ファイル を

使用す る。 レファレンス情報 ファイルの構造 は(表2-5)に 示 す とお りである。
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表2-5レ フ ァレ ンス情報ファイルの構造

項 目 名

繰

返

し

数

キ

|

項

目

単
一

項

目

可

変

項

目

圧
縮
の
有
無

備 考

・

登 録 番 号 ○ ○ 主 キ ー と す る。

統 計 調 査 名 ◎ ○ ○ 漢字30文 字 。

調 査

機 関

コ ー ド ○ ○

名 ○ ○ 漢字20文 字。

電 話 ○ ○ 〃20〃

住 所 ○ ○ 〃30〃

刊 行 物 名 ○ ○ 〃30〃

発 行 機 関 名 ○ ○ 〃20〃

所 属 機 関 名 ○ ○ 〃20〃

対 象 地 域 名 ◎ ○ ○ 〃20〃

調 査 方 法 ○ ○ コー ド(1桁)及 び内容(漢 字10文 字)。

集 計 区 分 ○ ○ 〃

調 査 種 類 ○ ○ 〃

調 査 対 象 数 ○ ○ 漢字8文 字。

調 査 周 期 ○ ○ コー ド(1桁)及 び内容(漢 字10文 字)。

調 査 期 間 ○ ○ ノノ

電
算
機
利
用
に
ょ
る

処理の有無 ○ ○ 〃

提供の可否 ○ ○ 〃

提 供 条件 ○ ○ 〃

提供

媒体

1 ○ ○ 〃

2 ○ ○ 〃

収 集期 間 ○

電
算
機以
利外
用に
よ
る

提供の可否 ○ ○ コー ド(1桁)及 び内容(漢 字10文 字)。

提 供 条 件 ○ ○ 〃

提供

媒体

1 ○ ○ 〃

2 ○ ○ 〃

収 集 期 間 ○

収 集 期 間 2 ◎ ○ 全体の収集期間 としてシステムを求 める。

分 野 5 ◎ ○ ○ コー ド(3桁)及 び名(漢 字16文 字)。

地 域 12 ◎ 1 ○ ○ 県コー ド(2桁)及 び県名(漢 字4文 字)。

調 査 の 目 的 5 ○ ○ 漢字50文 字単位で分割 し,そ の分割番号(3桁)を 持つ

対 象 の 属 性 2 ○ ○ 〃30〃

調 査 項 目 名 60 ◎ ○ ○ 項目番号(3桁)及 び項 目名(漢 字20文 字).

キ ー

ワ ー ド

目 的 30 ◎ ○ ○ 調査の 目的か ら2文 字以上の漢字 を抜 き出す。

属 性 10 ◎ ○ ○ 対象の属性"

柱)キ ー項 目において,◎ は検索項 目を示 す。
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② 分野名フ ァイル .

分 野名ファイルは,索 引付順編成 ファイル(ISF)と して作成 レ,分 野 コー ド,一分野

名(漢 字)及 び分野名の文字数 で構成す る。
、

■

、

2.4.2レ フ ァ レ ン ス情 報 の 蓄 積 ・更 新 サ ブ シ ス テ ム

(1)レ フ ァレ ンス情報の蓄積 ・更新 サブシステムの機能 一

本サ ブシステムは以下の3ブ ロックか ら構成 されるS'

① レ ファレ ンス情報デー タのチ ェック……新規に蓄積するデータ及び後 に追 加登録す るデ

ータをレ7ァ レンス情報データシー トに
,す でに入力 されてい るデータの更新内容を修正

連 絡票 に記入し,こ れに基 づい て漢字パンチを行い,レ ファレ ンス情報デ ータのチ ェックを

行 った後,デ ータファイル,追 加 ファイル,更 新データファイル を作成す る。

② レ ファレ ンス情報の蓄積……① のレファレンス情報データチ ェックで作成 したレファレン

ス情報データを用いてデータベース を作成 し
,レ ファレンス情報 の蓄積 を行 う。(新 規作

成時)・-t'・'"

③ レ ファレンス情報の更新 ……① のレファレンス情報デー タチェックで作成 した追加 ファイ

ル,更 新 ファイルを用 いて データベースの追 加,更 新 を行 う。

① レファレンス情報データのチ ェソク

処 理 フ ロ ー

膓久情

報追加チタ
ファイル

縫

レファ以 情報

テ タ修正連絡票

レファレンス

データのチェック

分 野 名
ファイル

ブ占ック名,

R210

機 ヒ
ヒ
ム
目

'新 ・規に蓄積す るデ ータ及び後 に

追加登録す るデータをレファレン

ス情報 データシートに,す でに入力

されてい るデータの更新内容を修

正連絡票に記入 し,と れに基づい

て漢字パ ンチを行い,レ フアレン

'
ス情報蓄積 ・更新デ ータを作成ナ

る 。 ・

レファレンス情報蓄積 ・更新デ

ータ を入力 し
,蓄 積 ・更新デー タ

のチェックを行い,レ ファレンス情

報デー タファイルの作成 ・更新 を

行 う。 また,レ ファレ ンス情報デ

ータファイルの内容に従って修正連絡

票を作成する。さらに,レ ファレンス

↑離反の更新のための,追 加データ及び

更新データファイルを作成す る。
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ブ

R210

口

データ指定

ソ ー ト

ワー ク

レブフレンス

1報W'-」 ワM
I(OLD)
l

l'

1

|

|

t

l,

I

l

l

`
1_______」__

出力指定
(更新)

ッ ク 名

二

●

、

●

■

●

台

ア レ ン ス 情 報 デ ー タ の チ ェ ッ ク

ッ ク ・ フ ロ ー チ ャ ー ト プログラム名 概 要

レファレンス

報 デ
ータ

凸

○
分野名
ファイル

R211 蓄 積 ・更新データのチ

ェック

レファレンス情報蓄積

又は更新データを読み込

み,各 項 目を抽出す ると

同時にチ ェックを行 う。

分野 コー ドについては,

分野名 ファイルを参照 し

チェックす る。

正常 なデータは登録番

号,処 理区分,デ ータ区

分 及び番号を← として分

類 し,レ ファレンス情 報

更新データファイルに出

力する。

誤 りがあ ったデータい

レファレンス情報データ

エラー リス トに表示する。

R2'11

蓄積 ・更新 データ

の チェック

レファレンス

幸便 新 テ㌔タ、
フテイル

レフWンス情報

データエラーリスト
ー

一/、

～
R212

=綴 麟 チタ
R23

、

アレンス一語認

＼

レファレンス情報

データ更新エラー

」ストン ー、一

レ《7アレンス

情 報 芦 タファイ叉ツ

R212 レフ ァレンス情報データ

ファイルの更新

レファレンス情報更新

データフ ァイル を読み込

み,レ ファレンス情報デ

ータファイルの作成 ・更

新 を行 う。

更新結果,誤 りがあっ

た ものについては,レ フ

ァレ ンス情報データ更新

エラー リス トに表示する。

R213
レファレ泌 情報デrタ

修正連絡票の作成

1
レフアレンヌ情報

デタ修正連絡票
一

、 一/、 R213 レ フ ァレンス情報デー

タ修正連絡票の作成

レフ ァレンス情報デー

タフ ァイルを読み込み,

出 力指定に該当するもの

につ いて,修 正連絡票 を

編集 ・出力する。

'
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●

プ ロ ソ ク ・ フ ロ ー チ ャ ー ト

勇
肌維

レファしシ久

報 データフ〆f
ル(OLD)

追加データの抽出

wン 檀

報追加ラ=タ
ファイル

R214処 理情報

プログラム名

R214

概 要

追加デー タの抽 出

レフ ァレンス情報デー

タファイルを読み込み,

処理区分が'1'の ものを抽

出 し,レ フ ァレ ンス情報

追 加デ ータフ ァイルに出

力する。

抽出の対象 となったも

のは処理区分 を空 白にし

て,対 象とな らなかった

ものは その まま,レ フ ァ

レンス情報データファイ

ル(NEW)に 出力す る

② レフ ァレンス情 報の蓄積

処 理 フ ロ ー

アレス情

幸骸≒タファtノ(
NEW)

レワフレンス情幸阻 蓄積 INQ

セクション

登 録 集 ・

ブロック名

R220.

機 能

レフ ァレンス情報デ ータファイ

ル(NEW)を 入 力し,INQロ

ーダが実行可能 となるよ う加工 し
,

INQロ ー ダを実行 して レファレ

ンス情報フ ァイルを作成(新 規作

成)す る。
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フ 口 ツ ク 名

,R220
レ フ ァ レ ン ス 情 報 の 蓄 積

ブ ロ ッ ク ・ フ ロ ー チ ャ ー ト

㌔

ローダ入力ファイ

ルの作成

INQロ ーダ ローダ
パラメー タカー ド ファイル

榊躍㌫
・
喘

R221処 理情報

INQロ 「ダ

実行報告書

プログラム名

R221

R222

概 要

ローダ入力 ファイルの

作成

レフ ァレ ンス情報デ ー

タ ファイル(NEW)を

読 み込み, .工NQロ ー ダ

入力用の ローダ入力 フ ァ

イルを作成 する。

レ フ ァ レ ン ス 情 報 フ ァ

イ ル の 作 成

ロー ダ 入 力 フ ァイル を

読 み 込 み,INQロ 一-B'

1及 びINQロ ー ダ2を

実 行 し,レ フ ァ レ ン ス 情

報 フ ァイ ル の 初 期 作成 を

行 う。

●

③ レフ ァレンス情報の更新

処 理 フ ロ ー

{}

レフ★ンス情報の

ブロック名

R230

機 ヒ
ヒ
ム
日
阿

レファレンス情報追 加又は更新

データフ ァイルを入力 し,追 加又

は更新デ ータに基づ き,レ ファレ

ンス情報 ファイルの更新(追 加 ・

修正 ・削除)を 行 う。

●
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■

フ 口 ツ ク 名

R230 レ フ ァ レ ン ス 情 報 の 更 新

ブ ロ ッ ク ・ フ ロ ー チ ャ ー ト

の㌘i麟 引

鱗鞘

.プログラム 名

R231

概 要

レフ ァレンス情 報フ ァ

イルの更新

レフ ァレンス情報追加

又は更新デー タフ ァイル

を読み込みプ レ ファレン

ス情報 フ ァイルの更新 を

行 う。

更新結 果,誤 りがあっ

たものについ ては,レ フ

ァレンス情報更新エラー

リス トに表示 する。

② 蓄積 ・更新サ ブシステムの入力帳票

●

`

① レファレンス情報デー タシー ト

レ フ ァレンス情報デー タシー ト(表2-1)は,レ フ ァレンス情報 をデータベース(レ

ファレンス情報 フ ァイル)に 登録 ・蓄積す るために使用 し,当 システ ムで扱 う各項 目を記

入する。

この レファレンス情報 データシー トは,情 報の収集対 象機 関に それぞれ配布 して各機関

に記入 して もらい,回 収 して使用する。

② レフ ァレンス情報デー タ修正連絡票

レファレンス情報データ修正連絡票(表2-6)は,デ ータベースであるレファレンス

情報 フ ァイル と常に対応 するよ うに作成 されてい るレ ファレンス情報データフ ァイルの内

容に従って,当 システ ムで扱 う各 項 目及び修正内容の記入のための欄 を表示 し,シ ステム

より出力 した ものであ り,デ ータベースの内容 を把握するために利用する。

さ らに,こ の修正連絡票 は,情 報の収集対 象機 関に配布 しておき,内 容 の変更等があ っ

た場合に,デ ータベースの更新のための入力帳票 として使用す るもので,層各機関に修正内

容 を記入 して もらい,回 収 して使用する。

27



表2-6レ フ ァレンス情報デ ータ修正連絡票

統計調査名:①1`イ}1

調 査 機関:②[画 コ[==匡 〔 コ

電 話:③[==コ 五=コ

住 所:④1倒l

l行 物 名:⑤lca|

発行機関名:⑥[=コ 互=コ

所属機関名:⑦[==互=コ

調査分 野:⑧ 【団[コ 五コ[コ 〔団=コう 一

対象地 域:⑨ 図区】図[囚 図因 図圓[亙 コ

レ ファレンス情報デー タ修正連絡票

登録番号 処理区分回訓

調翻 法,⑩血 郷⊥ 〔囲 搬鋤[堕

舞酬 』 麗麗豊『≡
醜 体囲 収期間[亙コ

調査の目的:⑱010[========函========コ

。5。〔==孟===コ
〔画コ[ロ コ[璽 コ[亙][亘 コ

～

8

9

⑰

調査対象数ド⑬口辺コ調査周期⑭[圖 コ調査期罰⑮[国コ

騨 利用・⑯[面 繋 め[田 撒 紺[匹}

⑫

紳
秤

幹
弁

#
=

#

#

砕
土
#

対象の属性⑲010[-191

～

匝 コ[瓦[頂 コ[亙 コ[亟 コ

う

調査項目名:⑳010[=亙=コ020[=匠=コ030[=ζ 江=コ

#

#

#
,

580〔=Qコ 59〔口=コ600[=図=コ

昭和××年××月××日

⑦
④
⑰
㊤
㊧
⑰
⑰
②
㊧
◎
⑰
◎
㊧
㊤
②

登録番号
統計調査名
調査機関コー ド
〃 名

電話
住所
刊行物名
発行機関名
所属機関名
分野コー ド
分野名
県 コー ド
県名'
地域名
調査方法コード及び内容

集計 区分 〃

⑦
②
⑦
㊦
⑦
㊤
⑧
㊦
②
◎
⇔
◎
㊦
◎
θ
◎

調査種類コード及び内容
調査対象数
調査周期コー ド及び内容
調査期間 〃

㊤ 属性のキーワー ド

㊦ 調査項 目名

電算利用による処理の有無 コー ド及び内容
〃

〃

〃

〃

提供の可否
提供条件
提供媒体
収集期間

〃

〃

〃

〃

電算以外による提供の可否 コー ド及び内容
〃

〃

提供条件
提供媒体

電算以外による収集期間
調査の 目的

目的のキーワー ド

対象の属性

〃

〃

●
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(3)蓄 積 ・更新サ ブシステ ムの出力帳票

レ ファレンス情報データ修正連絡票(表2-6)で あ る。

(4)蓄 積 ・更新 サ ブシステムで作成 するフ ァイル

レフ ァレンス情報デー タファイルは,デ ータベースで あるレフ ァレンス情 報ファイル と同

様 の各項 目で構成 し,常 にレファレンス情報 ファイル と対応するよ うに作成 ・更新 を行 う。

なお,デ ータ区分 と各項 目の対応 は(表2-7)に 示 す とお りである。

表2-7デ ー タ区分 と項 目の対応表

データ区分 項 目 内 容

00 作成年月日及び更新年月日(最 終)

01・ 統計調査名(漢 字30文 字)

02 調査機 関コー ド(3桁)及 び機関名(漢 字20文 字)

03 電話(漢 字20文 字)

04 住所(〃30〃)

05 刊行物名(漢 字30文 字)

06 発 行機関名(〃20〃)

07 所属機 関名(〃20〃)

08 分野 コー ド(3桁)及 び分野名(漢 字16文 字)の ペアを最高5つ まで

09 県コー ド(2桁)と 県名(漢 字4文 字)の ペアを最高12ま で及び対象地域名(漢字20文 字)

10 調査 方法 コー ド(1桁)及 び内容(漢 字10文 字)

11 集計 区分 〃

12 調査種類 〃

13 調査対象数(漢 字8文 字)

14 調査 周期 コー ド(1桁)及 び内容(漢 字10文 字)

15 調査期間 〃

16 電算機利用による各項 目のコー ド(1桁)と 内容(漢 字10文 字)及 び収集期間

17 電算利用以外"

18 漢字50文 字単位で分割した分割番号(3桁)と 調査の目的(漢 字50文 字)

19 〃30〃 対象の属性(〃30〃)

20 項 目番号(3桁)及 び調査項目名(漢 字20文 字)

21 システ ムで求 めた収集期間

22 番号(3桁)と キーワー ドとしてシステ ムで抜 き出した 目的(漢 字10文 字)

23 〃 属 性 〃
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2.4.3オ ン ラ イ ン 会 話 型 検 索 サ ブ シ ス テ ム

(1)オ ン ライン会話型検索サブシステムの機能

本サブシステムは以下 の1ブ ロックか ら構成 され る。

① オ ンライン会話型検 索……漢字端末装 置か ら入力された検索指示(質 問 ・出力指示)に

基づいて,レ フ ァレンス情報 ファイルの検 索 を行い,結 果 は,デ ィスプレイ表示 又は プリン

タに検 索結果 リス トを出力する。

処 理 フ ロ ー

オンライン会話型

検 索

セーフ

ファイル

プロツク 名

R310

機 能

漢字端末装置か ら入 力された検

索指示(質 問 ・出力指示)に 基づ

いて,レ フ ァレンス情 報 ファイル

の検 索を行い,結 果はデ ィスプレ

イ表示 又は プリンタに検 索結果 リ

ス トを出力する。

検 索の機能 としては,検 索項 目

の具体値,中 間一致,あ るいは検

索項 目の論理演算 を用いて検索を

行 う。

また,検 索結果 をセー ブフ ァイ

ルに保存 し,セ ー ブフ ァイルか ら

の検索及びセーブフ ァイル間の論

理演算 も可能 とす る。

なお,検 索による結果の件数 を

デ ィスプレイ上に表示する。
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ブ 口 ツ ク 名

R310 オ ン ラ イ ン 会 話 型 検 索

ブ ロ ッ ク ・ フ ロ ー チ ャ ー ト

七一フ

ファイル

オンライン会話型

検 索

検索結果 リスト

プログラム名

R310

概 要

オンラ
,イン会話型検索

漢字端末装置か ら入力

された各種 ・マン ドに基

づいて,レ フ。レンス情

報 ファイルの検 索,セ ー,

ブ フ ァイル間の論理演算

検索結果 リス、トの 出力等

を行 う。

コマ ン ドには次 のもの

がある。

① 検 索 コマン ド

検 索項 目の 指定 と,

その具 体値,中 間一致,論

理演算等 の指定 をして検

索を行い,結 果 をセーブフ

ァイルに保存す る。セ「

ブファイルか らの検索 も

可能 とす る。

② 論理演算 コマン ド

①で保存 されているセ

ー ブファイル間の論理演

算(AND・OR)を 行 う。

③ 画面表示 コマン ド

① 又は②で検 索された

結果を,画 面上に表示する。

④ リス ト出力 コマン ド

①又は②で検 索された

結果 を,プ リンタに出力する。

② オ ンライン検 索の操作手順

オ ンライン検 索の基本的な操作手順は(図2-6)に 示 すとお りである。
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開始指示の肋

検索指示の
入力

検索結果の件数表示

鯨 糟
示 検索結果リス・

繍満
足か?

終了指示の
肋

システム終 了

メ ッセ ージ

① システム開始

開始指示(開 始 コマン ド)を 入力 し,シ ステムを

開始す る。

システムか らシステム開始 メッセー ジが表示 され

る。

② 検 索

検 索指示(検 索 コマ ンド及 び論理演算 コマン ド)

を入力し,レ フ ァレンス情報 フ ァイルの検索 を行 う。

システムか ら検索結果を保存 した保存 ファイル番

号及び検索結 果の 件数が表示 され る。

なお,検 索 コマン ドでは,す でに保存 されてい る

ファイルか らの検 索が指定 でき,論 理演算コマン ド

は,保 存 ファイル間の論理積及び論理和 を行 う。

以上の操 作を満足す る件数になるまで繰 り返す。'

③ 結果出力

出力指示(画 面 表示 コマン ド及び リス ト出力 コマ

ン ド)を 入力 し,② の検 索結果の内容 を画面表示又

は リス ト出力す る。

画面表示 コマ ン ドは,検 索結果の内容を画面(デ

ィスプレイ)に 表示す るもの で,リ ス ト出力コマン

ドは,検 索結果の内容を検索結果 リス トとしてプリ

ンタに出力する ものである。

以上の②③の操作 を,満 足する結果が得 られるま

で繰 り返す。

④ システム終 了

終了指示(終 了コマ ン ド)を 入 力し,シ ステムを

終了 させる。

システムか らシステ ム終了メッセージが表示される。

図2-6オ ン ライン検索の操 作手順

■

③ オ ンライン検 索のための コマン ド

① 開始 コマン ド(@RISE-BS)

レ フ ァレンス情報サービス検索 システムを開始す る。

② 補助 コマン.ド(@C〔OMMAND〕)

当 システムで使用 できるコマン ドを表示す る。
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③ 検索 コマン ド(@R〔ETRIEVE〕)

与 え られた条件式に該 当するレコー ドの集合 を検 索する。

④ 論理演算 コマン ド

イ 論理積 コマン ド(@A〔ND〕)

保存 され ているレコー ド集合の論理積 をとる。

ロ 論理和 コマン ド(@0〔R〕)

保 存 されてい るレコー ド集合の論理和 をとる。

⑤ 画面表示 コマン ド(@D〔ISPLAY〕)

検 索結果の レコー ド集合の該 当する項 目を表示 す る。

⑥ リス ト出力 コマ ンド(@P〔RINT〕)

検 索結果の レコー ド集合の内容 を,出 力モ ー ドに従 って編集し,検 索結果 リス トとして

リス ト出力す る。

⑦ 終 了 コマン ド(@E〔ND〕)

レ フ ァレ ンス情報サー ビス検索 システ ムを終了す る。

オンライン検 索で使用 するコマン ドは,以 上①～⑦の各 コマン ドで あり,各 コマン ドにつ

い て 〔 〕内の文字は省略して もよい。

また,オ ン ライン検索で使用 する各 コマン ドは,各 種条件等の指定が必要なものについ て

はオペ ラン ドとして,コ マン ドとオペ ラン ドを対 として次のように入力す る。

〈入力形式 〉

コマ ン ド〔ムオペ ラン ド〕⑪ △…1つ 以上 の空白

⑧ …RETURNキ ー

オン ライ ン検 索で使用 できるコマン ド,オ ペ ラン ドの形 式及び機能の一覧は,表2-8に

示 すとおりである。

なお,コ マン ドのみを入力(オ ペ ラン ド省略)し た場合,オ ペラン ドが必要 なコマン ドに

ついては,必 要 なオペ ラン ドの形 式の概略がシステムか ら表示 されるので,そ れに従ってオ

ペ ラン ドを入力すれば よい。
,

表2-8オ ン ライン検索の コマン ド一覧表

コ マ ン ド オ ペ ラ ン ド 機 能

@RISE-RS パス ワー ド(8桁)を 指定す る
。 レファレンス情報サー ビス

検索 システムを開始する。

@C〔OMMAND〕 な し。 使用 で きるコマン ドを表示

する。

@R〔ETRIE-

VE〕

検索の条件式を指定する。

〈形式 ・〉晒 指示 ・比較値 ・〔Ω 比較値2

与え られた条件式に該当す

るレコー ドの集合 を検索す る。
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コ マ ン ド オ ペ ラ ン ド 機 能

@R〔ETRIE-

VE〕

… 〔/保 存 フ ァイル番号 〕

〈形 式2>項 目指示 ・〔比較値1〕 一〔比

較値2〕 〔/保 存 フ ァイル番号 〕

〈項 目指示及 び比較値 〉

保存 フ ァイル の番号の指定

があればその保存 フ ァイルを

検索対象 とす る。

検索結果,選 択 された レコ

ー ド集合 を別の保存 ファイル

に保存 し,そ の保存 ファイル

番号及びレコー ド件数 を表示

す る。

項目指示 比 較 値

分野 コー ド=F 分 野 コー ド3桁

地域 コー ド=K 県 コ ー ド2桁

地 域 名－R 漢字文字列

(前 方一致:文 字列$)中間一致:$文 字列$
統計調査名－S

調査項 目名 一1

目 的 一〇

属 性=A

収 集期 間－T 元号区分友び年月の5桁

〈保存 ファイル番号 〉

検 索対象 とす るSAVEフ ァイル番号

=0ユ ～30

〈記 号の意味 〉+lOR

×:AND

-:比 較 値1≦ 項 目指示≦

比較値2

@A〔ND〕 論理積 を取 る保存 フ ァイル番号を指定する。

〈形 式 〉番 号1,番 号2〔,番 号3〕 ……
、

指定 された保存 フ ァイル間

の論理積 を取 る。

結果の レコー ド集合 を別の

保存 ファイルに保存 し,そ の

保存 フ ァイル番号及びレ コー

ド件数 を表示す る。

@0〔R〕 論理和 を取 る保存 ファイル番号 を指定する。

〈形式 〉番号1,番 号2〔,番 号3〕 ……

●

指定 された保存 フ ァイル間

の論理和 を取 る。

結 果の レコー ド集合 を別の

保存 フ ァイルに保存 し,そ の

保存 ファイル番号及びレコー

ド件数 を表示す る。

@D〔ISPLAY〕 表 示す る項 目番号(2桁)及 び保存 フ ァイル

番号 を指定 する。

〈形式 〉項 目番 号1〔,項 目番号2〕 ……

〔/保 存 フ ァイル番号 〕

〈項 目番号 〉

指定 された保存 フ ァイルの

レコー ド集合の該当する項 目

を表示す る。

保存 フ ァイルの指定がない

場合には直前の検 索結果 を保
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コ マ ン ド オ ペ ラ ン ド 機 能

@D〔ISPLAY〕 統 計調査 名一 〇1集 計 区 分=11 存 してい るレコー ド集合を対

調 査 機 関=02調 査 種 類=12 象 とす る。

電 話=03調 査 対象数=13

住 所 一 〇4調 査 周 期=14

s

刊 行 物 名 一 〇5調 査 期 間=15

発行 機関名=06電 算 利 用=16

所 属 機関名=07電 算 以 外=17

分 野 一 〇8調 査の 目的=18

地 域 一〇9対 象の属性=19

調 査 方 法=10調 査 項 目名=20

@P〔RINT〕 出力モー ド及 び出力対 象 とする保存 フ ァイ.ル番 指定 された保存 フ ァイルの

号 を指定す る。 レコー ド集合の 内容を出力モ

〈形式 〉出力モー ド〔/保 存 ファイル番号 〕 一 ドに 従 って リス ト出 力 す る。

〈出力モー ド>1=全 項 目 保存 フ ァイルの指定がない

2=上 記 の01～09の 項 目 場合は直前の検索結果を保存

-
3=上 記 の01～17の 項 目 してい るレコー ド集合 を対 象

と す る。

@E〔ND〕 な し 。 レ ファレ ンス情報サー ビス

検索 システ ムを終了する。

(4)オ ン ライン検索サ ブシス テムの出力帳票

① 検 索結果 リス ト

検 索 結果 リス ト(表2-9)は,リ ス ト出力コマン ドに より,検 索結果のレコー ド

集合の各項 目内容を,出 力モー ドに従って表示 した もので,各 機関か らの質問に対す る

回答 として禾1閲する。
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表2-9検 索結果 リス ト

検 索 結 果 リ ス ト 昭 和 × ×年 × × 月 × × 日

〔登録番号〕[=亘==コ

〔統計調査名〕

〔調査機関〕

〔電 話〕1

〔住 所〕1

〔刊行物名〕1

[=亘==コ1 ㊤

㊧

㊥ 1

〔発行機関名〕1 ◎ 1

〔所属機 関名〕「一ーーーー一 て一 ー一一「

〔調酬 〕回 ㊥ 回1

～ ～
〔対象地域〕 圃[亘 コ 回[=亘]図[亘]・ 亘[亘 コ

～

〔調査方法〕 ◎

〔調査対象数〕[==エ[=コ

〔電算利用
による〕

提供条件

㊥ 1

㊤ |

1〔 集計区分〕[==GΣ==コ

〔調査周期 〕一(ヲ)一 一一「

処理の有無[==重 Σ==コ

提供の可否[=二e〔==コ

[=二 ⑧==コ
提媒体E③Eヨ

収集期間[===二 二 ②〔====コ

〔調査種類〕[==亘==コ

〔調査期間〕[==亙==コ

〔電算利用以外による〕
提供の可否[===亙==コ

提供条件E===@=コ

E⑬ ヨ
提供媒体

収集期間[===鉦===コ
〔調査の 目的 〕

～

〔対象の属性〕⊂

〔調査項 目名〕1 1 ◎

～ ～

⑦登録番号

④ 統計調査名

◎調査機関コー ド

㊤ 調査機関名

㊥ 電 話

⑳住 所

㊥ 刊行物名

◎ 発行機関名

⑦ 所属機関名

◎ 分野コー ド

㊥ 分 野 名

◎県 コー ド

⑦県 名

㊤地 域 名 、

⑦調査方法

㊧集計区分

⑦ 調査種類

◎ 調査対象数

⑦調査周期

㊦調査期間

⑦電算利用による処理の有無

e〃 提供の可否

㊥ 〃 提供条件

◎ 〃 提供媒体

② 〃 収集期間

◎電算以外による提供の可否

㊤ 〃 提供条件

⑦ 〃 提供媒体

6〃 収集期間

⑳調査の目的

θ対象の属性

(ミ)調査項目名

出 力 モー ド=1:全 て の 項 目

出 力 モー ド=・2:⑦ ～㊤ の 項 目

出 力 モー ドー3:⑦ ～ ◎ の 項 目
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2.4.4バ ッ チ 処 理 検 索 サ ブ シ ステ ム

(1)パ ッチ処理検 索サ ブシステムの機能

本サ ブシステムは以下の1ブ ロックか ら構成され る。

① バ ッチ処理検 索… …検索指示データを入力 しビバ ソチにより必 要レフ ァレンス情報 を検

索 しプ リンタに出力する。

●

処 理 フ ロ ー

七一ブ

フアイノ

検索指示票

検索指
示データ

ブロック 名

R410

機 能

検索指示票に基づ き,漢 字パン

チを行い,検 索指示 デー タを作成

する。

検索指示 デー タを入力し,各 種

検索指示の チェックを行い,正 し

いものについて,レ フ ァレンス情

報ファイルの検 索を行 う。

検索の機能はオン ライン会話型

検索と同様である。

検索結果に従 って検 索結果 リス

トに出力す る。
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R410

一

・

ブ ロ ッ ク 名

二

◆

9

10 バ ッ チ 処 理 検 索

ブ ロ ッ ク ・ フ ロ ー チ ャ ー ト プログラム名 概 要

糠
指示デー
タ'

R411 検 索指示 デー タの チェ

ック

検索指示データを読み

込み,各 種検 索指示 のチ

ェックを行 う。チ ェック

の結果,正 常なデータに

つ いては,検 索指示 ファ

イルに出力す る。

検 索指示データの内容

及びチェック結果 を検 索

指示データチ ェック リス

トに表示す る。

一
/＼
＼」.ノ

11

ノ

R411一

ワー ク
プアイ ル
欲

＼.

検索指示データの
チェック

　

!

1

諭
示7シ

検索指示デ一夕
チェックリスト

ー
、/、

↓

一

R412
○
レファレンス

情 報
ファイル

バッチ処理検索 ・

セーブ

ファイル

.一 ・

↓ )
R412 バ ッチ処理検索

検索指示 フ ァイルを読

み込み,レ ファレ ンス情

報フ ァイルの検索 を行い,

結 果 を検索結果 リス トに

出力す る。

検索結1果リスト

ー
、/、一

② バ ッチ処理検索サ ブシステ ムの入力帳票

① 検 索指示票

検索指示票(表2-10)は レ フ ァレ ンス情報 ファイルのバ ッチ処理 による検索に使'
●

用 し,検 索のための コマン ド,オ ペ ラン ド及 び結果保存 フ ァイル番号 を記入 する。

.

.
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表2-10検 索 指示票(バ ッチ処理検索)

コ マン ド

16

オ ペ ラ ン ド 指 示

710152025303538

結 果

保 存
フ7イ

嚇

3940

コマン ド欄に指定 できるコマン ドは次の とおりで ある。

・Q〔UERY〕 ・一 ・検索区分指示

・R〔ETR〕 ・・……・検索指示

・A〔ND〕 論理積指示

・0〔R〕 論理和指示

・P〔RINT〕 …… 出力指示

〔 〕は省略可

オペラン ド欄には指定 した コマン ドに対する各種条件等を指定 し,検 索及び論理演算

の結果 を保存 した い場合 は,結 果保存 ファイル番号欄にその記 号(01～30)を 指定

す る。

また,オ ペ ラン ドは1行 で完結する必要があ り,コ マン ドの指定 を省略 した場合は前
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行の コマン ドと同様であると見なされ る。

検索指示票の記入例は次の とお りである。

コマン ド

16

オ ベ フ ン ト'nj小

710152025303538

結 果

保f∫
ソ,イ八

番 号

3940

QU E R Y 高 圧 ガ ス 等 の 検 索 1

R E T R F . 1 3 1 十 1 3 2 0 1

K ' 0 2 十 0 3 十 0 4 / 0 1 o 2

1 . $ 高 圧 ガ ス $ * $ 液化 ガ ス $ 0 3

A N D 0 2 ■ 0 3 0 4

6 R 0 2 , 0 3 0 5

P R 1 N T 1 / 0 4
/
/

　 　 一 、～ 、＼
2 / 0 5 /

'
、

＼ /

'

/

なお,バ ッチ処理検索で使用できるコマン ド,オ ペ ラン ドの形 式,結 果保存 フ ァイル番

号指定の可否及び機能の一覧は(表2-11)に 示 すとおりである。

表2-11バ ッチ処理検索の コマン ド一覧表

コ マ ン ド オ ペ ラ ン ド 蓼饗 機 能

Q〔UERY〕 検索区分名(任 意の文字列)を 指定する。 否 以下に指定される検索

指示群の区分をする。

R〔ETR〕 検索の条件式を指定する。

〈形式 ・〉囎 赫 ・比較値 ・〔Ω 比鮪 ・〕
… 〔/保 存 ファイル番号 〕

〈形 式2>項 目指示 ・〔比較値1〕 一 〔比較

値2〕 〔/保 存ファイル番号〕

〈項 目指示及び比較値 〉

可 与 え られた条件式に該

当するレコー ドの集合 を

検索す る。

保存 ファイル番号の指

定(オ ペ ラン ド欄)が あ

れば,そ の フ ァイルを検

索対象 とする。

結果保存 フ ァイル番号

の指定があれば,結 果を

その フ ァイルに保存する。

項目指示 比 較 値

分野 コー ド=F 分 野 コー ド3桁

地域 コー ド=K 県 コー ド2桁

地 域 名=R 文字列(漢 字)

前 方一致:文 字列$()

中間一致1$文 字列$

統計調査名－S

調査項 目名=1

目,的=O

属 性=A

収 集 期 間=T 元号区分及び年月の5桁

〈保存 フ ァイル番号 〉検索対象 とするSAVE

フ ァイル番号=01～30
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コ マ ン ド オ ペ ラ ン ド
番号指示
の 可否 機 能

A〔ND〕 論 理積 を取 る保存 ファイル番号 を指定する。

〈形式 〉番号1,番 号2〔,番 号3〕 ……

可 指定された保存 フ ァ

イル間の論理積 を取 る。

結果保存 フ ァイル番

号の指定があれば,結

果 をその フ ァイルに保

存する。

O〔R〕 論理和 を取 る保存 フ ァイル番号 を指定す る。

〈形式 〉番号1,番 号2〔,番 号3〕 ……

可 指定 された保存 フ ァ

イル間の論理和 を取 る。

結果保存 ファイル番

号の 指定が あれば,結

果 をその ファイルに保

存する。

P〔RINT〕 出 力モー ド及び出力対 象とす る保存 ファイル番

号 を指定する。

〈形式 〉出力モー ド/保 存 ファイル番号

〈出力モー ド>1=全 項 目出力

2=対 象地域 での項 目

3=電 算 以外によるまでの項 目

否 指定 された保存 フ ァ

イルのレ コー ド集合の

内容 を出力モー ドに従

って リス ト出力す る。

(3}バ ッチ処理検索サブシステムの 出力帳票

① 検 索結 果 リス ト

バ ッチ処理検索に より作成 される検索結果 リス トには,検 索指示 リス ト(表2-12)

と,検 索結果の リス ト(表2-9)が あ り,交 互 に出力 される。

検 索指示 リス トは,バ ッチ処理検索に使用 した検索指示の内容及び検索経過 を表示 した

もので,検 索指示の内容 を確認す るために利用する。
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表2-12検 索 指示 リス ト

コ マ ン ド ・…
検 索指示 リス ト(パ ッチ処理検 索)

オペラン ド

～

昭和××年××月××日

=
ファイル 検索件数

匝 コ[==亘==コ

⑦

④

⑰

.
㊤

コマン ド∴…前行 と同一の コマン ドで ある場合 は空白 とされ る。

オペ ラン ド・∴・・検索 コマン ドの場合は項 目指宗(記 号)が 論理項 目名に変換 され,そ の他の

コマン ドの場合はその まま表示 され る。

結果 を保存 したフ ァイル番号 ・…検 索及 び論理演算 コ〔ン ドあ場合のみ表示 される。

検索結 果のレコー ド件数……'"

表2-12icよ る検索指示 リス トめ出力例,..,.

コマ ン ド⑦ オペ ラン ド〔D

QUERY在 庫投 資 の検索

RETR・ 調査項 目名=$在 庫投資$十 在庫 投資$.

目 的=$在 庫投 資$'

属..性=$在 庫 投資$

OR13,、114,15

PRINT/16

結轡
、、⑦ 検索轍 ●

#13

#14

#15

#16

0000

0002

0000

0002

●
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表2-9に よ るバッチ処理検索の出力例

◆

【登録番号】 ⑦0000291

【統計調査名】④法人企業投資動向田沓

【調査機関】,◎03!100001㊤ 埼玉県統計課

【電 話】 ㊥0488-24-2111

【住 所】 ⑳浦和市高砂3-15-1

【刊行物名】 ● 法人企業投資勤向概査報告

【発行機関名】② 経済企画庁 ・

【所属機関名】の 経済企画庁

【調査分野】9148:企 業 ・事業所 ⑰

【対象地域】 ◎11:埼 玉県

②'

【掴査方法】 ② サンプル調査

【塙査対象数】◎73事 業所

【電算利用による】⑦ 処理の有無

e提 供の可否

⑧ 提供条件

㊦ 提供媒体

【集計区分】②全国
'
【調査周期】6四 半期

②収集期間 昭和 年 月～昭和 年 月

㊤ 埼玉県 ・

【調査種類】6承 認統 計

" ・悶 査期間】(D

【電算利用以外による】

∈)提供の可否 条件付可

【田沓の目的】6法 人企業の設備投資及び在庫投資について実績及び計画を調査する。

【対琴の醐 ㊦鷺 ¶耀 き躍 穀 な・た法人企業のうち・標本抽出された資

【融 項酩 頂 農 繁 ㌶
と見通し

設備投資の実績と計画
生産設備の判断

灘 繁羅綾と疑 し

⇔提供条件
ユ

⑦提供媒体

,個別協議

,印刷物

6収 集期間 昭和32年 月～昭和 年 月
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2.4.5各 種 索 引 誌 作 成 サ ブ シ ス テ ム

(1)各 種 索引誌作成 サブシス テムの機能

本サブシステムは以下 の3ブ ロックか ら構成 される。

①

一 ド)に 従 って分野別 索引誌 を作成 する。

②

一 ド)に 従 って機関別索引誌 を作成す る。

③

① 分野別索引誌の作成

処 理 フ ロ ー

アレン ・

ス情報デー
タファイル出力指定パラメ

タ(分野コード)

ム

か ら構成 される。

ンス情報データフ ァイル を入力し,出 力指定(分 野コ

す る。

ンス情報 データフ ァイルを入力し・出力指定(機 関コ ニ

す る。

… レファレンス情報データフ ァイル を入力 し,出 力指

レファレ ンス情報 リス トを作成する。
●

・

プロツク 名 機 能

R510 レ フ ァレ ン ス 情 報 デ ー タ フ ァイ ル

を入力 し,出 力指定(分 野 コー ド)

に従って分野別索引誌を作成する。

●

・

●

●

44

'一 ‥ 一



フ 口 ツ ク 名

R510 分 野 別 索 引 誌 の 作 成

ブ ロ ッ ク ・7ロ ー チ ャ ー ト

出力麟認

ソ ー ト

ワー ク

レファレンス

情…肝 タ
アイル臓

分野男噺1磯

別
引
ル

野

〆

分
索
フ

分野別索引誌の幟

R511

処理 情報

フbグ ラム名

R511

R512

概 要

分野別索引 フ ァイルの

作成

レフ ァレ ンス情報デー

タ ファイルを読み込み,

出力指定に該 当する もの

について,分 野別索引 フ

ァイルを出力す る。

出力指定に誤 りが あっ

た場合は,処 理情報にそ

の旨を表示す る。

分野別索引誌の作成 層

分野別索引 フ ァイル を

読み込み,分 野 コー ド,

調査機関 コー ドをキーと

し分類 し,分 野別索引誌

を編集 ・出力す る。

② 機関別索引誌の作成

処 理 フ ロ ー

矯 濱一,)

アレンス

情報データ
ファイル

機関別索引誌の繊

機関別索引誌

ブロック名

R520

機 能

レファレンス情報データファイ

ルを入力 し,出 力指定(機 関コー

ド)に 従って機 関別索 引誌を作成

す る。
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ブ 口 ツ ク 名

R520 機 関 別 索 引 誌 の 作 成

ブ ロ ッ ク ・ フ ロ ー チ ャ ー ト

・出力 指定 パ ラメータ

(機 関 コー ド)

ソー ト

ワーク

レファレン

ス情報デー

タファイル

(NEW)

機n別索引z蹴

機関別索弓
ファイル

機関別乗号1誌の作
成

521処 理情報

プログラム名

R521

R522

概 要

機関別索 引フ ァイルの

作成

レフ ァレンス情報デー

タファイルを読 み込み,

出力指定に該当す るもの

について,機 関別索引フ

ァイル を出力する。

出力指定 に誤 りがあっ

た場合 は,処 理情報に そ

の 旨を表示する。

機関別索引誌の作成

機 関別索引 フ ァイル を

読み込み,調 査機関 コー'

ド,分 野 コー ドをキー と

し分類 し,機 関別索引誌 層

を編集 ・出力す る。

③ レフ ァレ ンス情報 リス トの作成

出力指定パラメータ

(分野 機関・登録翻

レファレ

ンス瀞 ‖デ

タファイ

惚 ㍑ 蔑報

レファレンス

情 報 リス ト

ブロック名 機

レファレ ンス情報データフ ァイ

ル を入力 し,出 力指定(分 野 ・機

関 ・登録番号)に 従 ってレファレ

ンス情報 リス トを作成 す る。

`
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●

フ 口 ソ ク 名

R530 レ フ ァレ ンス 情 報 リス トの 作 成

ブ ロ ッ ク ・ フ ロ ー チ ャ ー ト

レ7ァレン
ス情報デー

力指定(分 野・機 ファイル
関 ・登録番号)(NEW)

ソー ト

ワ ー ク

出力対象データの
出

アしぐ

情報データ抽出
ファ

イル

レファレンス情報 リ
ス トの作

レ/フ ァ レ ンス

情報 リス ト

プログラム名

R531

R532

概 要

出力対 象データの抽 出

レフ ァレンス情報デー

タ ファイル を読み込み,

出力指定に該当す るもの

を抽出し,レ フ ァレンス

情報データ抽 出 ファイル

を出力 する。

出力指定に誤 りが あっ

た場合は,処 理情報にそ

の旨を表示す る。

レ ファレンス情報 リス

トの作成

レフ ァレンス情報デー

タ抽出 フ ァイルを読み込

み,分 野 コー ド,調 査機

関 コー ド,登 録番号,デ

ータ区分及び番号をキー

として分類し,レ ファレ ン

ス情報 リス トを編集 ・出

力す る。

② 出力指定パ ラメータ

各種索引誌作成サ ブジステムでは,各 種索引誌 を作成す る対象を指示 するために ,出 力指

定パ ラメータ を入力する。

出力指定パ ラメータは(表2-13)に 示 す記入票 に記入 し,カ ー ドパ ンチし,作 成す る。

① 分野 別索 引誌出力指定パ ラメータ

出力対象 とす る分野 コー ドを指定す る。

② 機関別索引誌 出力指定 パ ラメータ

出力対象 とする調査機関 コー ドを指定す る。

③ レ フ ァレ ンス情 報 リス ト出力指定パ ラメータ

出力対象 とす る分野 コー ド,調 査機関 コー ド及び登録番号 をそれぞれ組合せ指定す る。
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表2-13各 種 索引誌 ・出力指定パ ラメータ記入票

① 分野別索引誌出力指定パラメータ

14

PR511
【D

分野 コー ド

大分類
67

頒8

② 機関別索引誌出力指定パラメータ

14

やドR521

調査機関コー ド

業種

67 B9

県1㎜ 村
コートη コード

ユOU12

連番

1314

③ レ ファレンス情報 リス ト出力指定パ ラメー タ

14

分野 コード調査機関コード 登 録 番 号
大仲
68
業種㎏ －
gu

コ ド 市町村:

田 コート溌
下限
1821

上限宏31

識531
1DIll

〔記入要領 〕

分野 コー ド…… 出力対 象 とす る分野 コー ドを指定す る。

中分類(下1桁 目)を 空白とすると,大 分類に属 するすべてを対象 とし,分 野 コ

ー ドをすべ て空白 とす ると
,す べての分野 を対象 とす る。 、

調査機関 コ…… 出力対 象 とす る調査機 関コー ドを指定する。

一 ド 連 番(下2桁)を 空白 とす ると
,業 種か ら市町村 コー ドまでが同一の調査機関を

対象 とす る。 以下,順 に市町村 コー ド,県 コー ドを空白とすれば,そ の上位 コー ド

が同一の もの を対象 とし,調 査機 関コー ドをすべて空白とす ると,す べての調査機

関を対象 とする。

登録番号………出力対 象 とす る登録番号 を下限か ら上限 までの番号 を指定する。下限 を空白とす

ると,登 録番号0番 か ら対 象とし,上 限 を空 白とす ると,登 録番号9999999

番 までを対 象 とす る。

囲 レ ファレ ンス情報 リス ト出力指定 パ ラメータの場合は,上 記の分野 コー ド,調 査機関 コー ド及び

登録番号の それぞれの指定の組合 せが 出力対象 となる。

③ 各種索引誌作成 サブシステムの出力帳票

① 分野別索引誌

分野別索引誌(表2-14)は,レ ファレンス情報 ファイルに登録 されてい るデー タの

統計調査名,調 査対象地域名及び調査機 関名 を分野別 に表示 した もので,検 索のための索

等に利用す る。
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② 機関別索引誌

機関別索引誌(表2-15)は,レ フ ァレ ンス情報 ファイルに登録 されてい るデータの

統計調査名,調 査対象地域 名及 び分野名 を調査機関別に表示 した もの で,検 索のための索

引等 に利用する。

③ レフ ァレンス情報 リス ト

レフ ァレンス情報 リス ト(表2-16)は,レ ファレ ンス情報 フ ァイルに登録 されてい

るデ ータの項 目を全て表示 したもので,レ ファレンス情報の内容 を把握するために利用鍋 。

表2-14分 野別 索引誌
●

分 野 別 索 引.
昭 和 × ×年 × ×月 × ×日 ×× ×x× × ペーシ

ー コ
1 ④ 、==コ ◎

・⑲

～

④ lL ⑰

1 一 一
～

⑦ 分 野 名

④ 統計調査名

◎ 調査対象地域名

㊤ 調査機関名

表2-15機 関別索引誌

機 関 別 索 引
昭 和 × ×年 × ×月 ×X臼 ×××XX× ペー ジ

⑳

～

◎
「一 ㊤===コ

～

一
⑳ | ◎

@ 1

～

の 調査機関名

④ 統計調査名

◎ 調査対象地域名

㊤ 分 野 名
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表2-16レ フ ァ レン ス情 報 リ ス ト

レ フ ァ レ ン ス 情 報 リ ス ト

昭 和 × ×年 × × 月 × × 日 ×× ×× ×× × ペー ジ

〔登録番号〕[=エ Σコ

〔統計調査名〕

〔調査機関〕

〔電 話 〕

〔住 所 〕1

〔刊行物名〕

口一
㊨〔-1

〔発行機関名〕[====亘=====]

〔所属機関名〕[====亘=====コ

〔調査分野ン 回:[コ=====コ[亘 コ:

～
〔対象地域〕 回:[豆[コ 巨]:[三四コ[図:[亘]圃:[亘 コ

ぐ

〈〔一]
〔調査方法〕[===豆 Σ==コ 〔集計区分〕1⑦1〔 調査条項〕ユ==コ

〔調査対象数〕〔 亙 こコ 〔調査周期〕[==豆 Σ=コ 〔調査鯛 〕[=亙=コ

〔電算利用 処理の有無i⑦
による〕 提供の可否[=一 《汀一一「

提供条件 「一 一図一一「

〔電算利用以外による〕

提供媒体

収集鯛[====亘===コ

提供の可否[===互=コ

提供条件[===蔓==コ
提供媒体臨
収集期間[=====囚====コ

〔調査の目的〕[===================亙=====================コ

～

〔対象の属性〕[===========亙============コ

～
〔調査項 目名〕1 ◎

ぐ

一
ぐ

⑦ 登録番号

④統計調査名

◎調査機関コー ド

㊤ 〃 名

㊥電 話

㊨住 所

㊥ 刊行物名

②発行機関名

⑦所属機関名

◎分野コー ド

㊥ 分 野 名

◎ 県コー ド

② 県 名

⑫ 地 域 名

◎ 調査方法

㊧ 集計区分

⑦ 調査種類

◎ 調査対象数 ⑦

⑦ 調査周期
①調査期間

◎ 電算利用による処理の有無

e〃 提供の可否

⑧ 〃 提供条件

㊧ 〃 提供媒体

② 〃 収集期間

◎ 電算以外による提供の可否

◎ 〃 提供条件
〃 提供媒体

6〃 収集期間

㊤ 調査の目的

㊦ 対象の属性

◎ 調査項 目名
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◆

表2-14に よ る出力例

⑦'【枝刑
'④

!全国消費実態加査

統計調査貝確保対策事業

全国物価統計調査

【景気】

大田区工業景気動向調査

大田区小売業景気動向調査

三鷹市中小企業景況調査,

東京都内中小企業の景況調査

景気動向調査

中小企業景況調査

【物資需給】

物資流通統計調査

消費者買物行動意撤坦査

【物価】

戸田市小売物価統計踊査

生活用品15品 目区内価格調査

【企業・事業所】

中小企業にお{ナるメカト'ロニクス導入に関する調査

事業所統計調査

工業統計調査

事業所統計調査.

事業所統計姻査

事業所統計据査
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秋川市絶痛部庶務課

綱隔離 部願謹

奏胃臨 綴 清麗瀬鯨

突留賦 搬 蹴 鞠査係

藷鶉民部繍

轟籍き裂轟所剃味 振嫡

]1願 主会論 晒査部

全国全
国商工会連合会情報管理室

麟 企臨 噺係

麟 縮緬 工臨懸

舗 曝 露企画課

突麟 姓 活。.タ.

東京都特別区

久喜市総務部企画財政課

螂 雛頗額

鑛市企醐襯係

懸纏鑑 眠部蹴

麟 競馬靭蜘酬 課



表2-15に よ る出力例

・,、 【】

新宿区青少年問題田沓

⑦ 【大田区区民部経済課経済調査係】

④ 大田区工業景気動向調査

大田区小売業景気動向調査

生活用品15品 目区内価格調査

【世田谷区民部産業経済燥】

勤労者福祉実態調査

【豊島区総務部総務課統計調査係】

事業所統計調査

工業統計調査

【東京都板橋区区民部区民課】

事業所統計調査

工業総計調査

・商業統計口査

【三直市市民部経済課】

三鷹市中小企業景況項査

【東京都商工業指導所、稲城市、稲城市商工会】
'稲 城市広域商業診断

固定資産概要田査

【秋川市総務部庶務課】

国勢調査
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・
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表2-16に よ る出力例

レ フ ァレ ン ス 情 報 リス ト

■

`

【登録番号】'(D'DOOOOO4

【統計調査名】④東京都内中小企業の景況調査

【調査機関】 ◎051310001㊤1東 京商工会議所中小企業 振興部

【電 話】 ㊥03-283-7711

【住 所】 ㊨ 東京都千代田区丸の内3-2-2

【刊行物名】 ㊥ 東京都中小企業の景況

【発行機関名】② 東京商工会議所中小企業振興部

【所属機関名】◎東京商工会議所中小企業振興部

雛 分野】 ⑲}姥 塞 』業所㊥

【対象地域】

◎ ②
13:東 京都

昭和58年09月14日

㊥東京都特別区

00000ユ ペ ージ

【目蓋方法】(2滝 ンプル調査

【調査対象数】◎

【電算利用による】⑦処理の有無

e提 供の可否

⑦提供条件

㊦提供媒体

【集計区分】②㎏京都特別区

【口蓋周期】⑦月

【調査種類】⑦

【据査期間】㊦月

【電算利用以外による】

◎提供の可否 全可

⇔提供条件 個別也鍍

◎提供媒体 印刷物

② 収集期間 昭和 年 月～昭和 年 月6収 集期間 昭和38年08月 ～昭和 年 月

【調査の目的】● 都内中小企業の景況を速やかに把握 し、中小企業の経営指針とするとともに、中小企業対策推進の資料とするた
め.

【対象の属性】◎東京都特別区に事業所を有する製造業、卸売業、小売業。

【調査項 目名】⑤企業の 月の景況

き
況の 断入
の 減

売上の 減
の判断
量質の増減
の今後3ヵ 月の推移の予想

空纈
商品販売価格の騰落

●

53



2.5シ ス テ ム の 運 用 方 法

2.5.1レ フ ァ レ ン ス 情 報 の 蓄 積 ・更 新

レフ ァレンス情 報の蓄積 ・更新の基本的な運用形態 は,図2-7に 示 す とおりである。

〔1)蓄 積

レ フ ァレンス情報データシー トを,各 地域機関に配布 し,回 収されたデータシー トを基 に

漢字 パンチ を行い,コ ンピュータへの入力 となるレ フ ァレンス情報蓄積 データを作成す る。

レ ファレンス情報蓄積データをコンピュータに入力 し,デ ー'タベースであるレフ ァレンス

情報 フ ァイルの 作成 ・蓄積 を行い,結 果表 としての レフ ァレンス情報データ修正連絡票 を得

る。

この修正連絡票 は,各 地域機関に配布する。

② 更 新

データの更新 がある場合は,地 域機関によ り修正内容 を修正連 絡票に記入 してもらう。

この修正連絡票 を基に漢字 パンチを行い,コ ンピュータへの入力となるレフ ァレンス情 報

更新 データを作成 する。

レファレンス情報更新 データをコンピュータに入力 し・ レフ ァレ ンス情報 フ ァイルの琴新

を行 い,結 果表と しての修正連絡票 を得 る。

・修正連絡票は,再 度 各地域機関に配布する。

■
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,

●

白

●

■

収 集 対 象 機 関 レ ファ レ ン ス情 報 シス テ ム デ ー タ作成 部 署'

、

蓄

積

∠言タw
レファレンス情

報戸 タ
シー ト
1

O転 記
1

」

/縦 シ 聾

体 ヂ・チ
ウ

ア一夕

1
レファレンス情

報の蓄積 霧
報ファ但
)

1

霧罐
票

更

新

声 姪7
O修IE内 容 記入

讐熟
ウ

タ

;ファ騨 隠避
1

レファレンス情報

チ ータ修正連
絡票

寺

図2-7レ フ ァレンス情報の蓄積 ・更新の形態
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2.5.2検 索 サ ー ビ ス

検 索サ ービスについては,当 面 は,電 話 あるいは文書による質問の受け付け・電話 あるいは

検索結果 リス トの送付 による回答 といった形態 をとる。

検索サー ビスの基本的な運用形態は,図2-8に 示 す とおりである。

(1)質 問 受付

各地域機関か らの電話あるいは文書 による質問に対して,質 問内容を解析し質問受付票 に

条件式等 を記入する。

② 検 索

当 システ ムでは,レ ファレンス情報の検索方法 として,オ ンライン会話型検 索及びバ ソチ

処理検 索が ある。

オンライン検索では,質 問受付票 に従 って会話型式 で検索 を行 う。バ ッチ処理検 索では,

検 索指示票に質問内容(条 件式等)を 記 入 し,検 索指示票を基に漢字ハ ンチ を行い,コ ンピ

ュータへの入力 となる検索 指示データを作成 し,こ れをコンピュータに入 力し検 索 を行 う。

なお,検 索指示 データの作成方法 としては,漢 字1文 字 を漢字 コー ド(4桁)で カー ドに

パ ンチ し,コ ンピュー タによ り変換 ・作成す る方法 も考 え られる。

検 索結果 として検 索結果 リス トを得 る。

(3)回 答

検索結果を,各 機関の質問者に電話あるいは検索結 果 リス トの送付に より,回 答を行 う。

●

"
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●

提供対象機関 レ ファレ ン ス情 報 シス テ ム データ作成部署

質
問
受
け
付
け

電話く又は文書)

質問

○ ○ μ問⇒
1

中質一 …

検

索

オンライン
検索

,⊥

▽

、

/検一/
パンチ検索

)

o転 記

一
ア

O漢 字パンチ

∀

、

一

ディスプレイ

検索指示 乙 検 ・索

Φ
レフーrレン

ー ス情報

ファイル
)

検索結果リス ト 1

_( 検索結果リスト

ー(

回

答

電話

○
結果通知

u

声 受付票/

○ チ ェッン

1

検索結果リス ト

丁
図2-8 検 索サー ビスの形態

2.6シ ス テ ム 評 価

地域経済 レ ファレンス情報パイロットシステムは,,オ ン ライン会話型検索,バ ッチ処理検索機能に

ついて,で きるかぎ りニーズに合 った既存の ソフ トウェアを使用する こととし,図2-3で 示 した

コン ピュータの機器構成で開発を行 った。 また,当 パイ ロッ トシステムは 日本情報処理開発協会の

コン ピュータシステムで テス ト評価を行 ったσ コンピュータの使用度 により,検 索時間等の正当な

評価をすることはむずか しいが,テ ス ト実行環 境下 におけるシステムの評価 を述べ ることとす る。
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2.6.1ハ ー ドウ ェ ア 面 の 評 価

本システムは,で きるか ぎ りニーズに合 った既存の ソフ トウェア(INQデ ー タベースシステ

ム)を 使用して開発 した ことに よ り,開 発の時間,労 力,費 用等 は少 な くて開発で きた反面,I

NQデ ータベース システムが稼動で きるハー ドウェアに限定 され る。

また,本 システムのレファレンス情報データは,今 までのコンピュータ処理の主流であつたカタカナ

データではなく,,今後 主流 となる漢字データを使用 したため,日 本語 ター ミナル,漢 字 プ リンタ装

置 が必要 である。 また,漢 字 コー ドについてもハー ドウェアに よって一定でないため,他 機種

の コンピュー タで稼動 するにはデータの コンバー ト等の問題 がある。
■

2.6.2'ソ フ トウ ェア 面 の 評 価

ω ユ プ ・イン ターフ・イス

ユーザが検索 を行 うには,表2-10に 示 した検索指示票を作成す ることとなるが,検 索指

示票 につい ては コマン ドも5種 類であ り,内 容 も単純で指示 しやすい もの となっTい る。 ま

た,内 容も漢字で指定 できることに より違和感がな くな り,マ ニ ュアル を一読 し,分 野 コー ド

表,地 域 コー ド表等 を見 れば,検 索指示票は作成 できると思われる。ただ し,集 合論の考え

方(+,米,OR,AND)及 び結=果保存 ファイル等 の基礎知識 は必要 である。

(2)シ ステムマ ネージv'・ イ ンターフェイス

システムマネージ ャは,次 の ことを行 う。

① ユーザか ら依頼 があった検索指示票に基づ く検索

システ ムマネー ジャは検 索指示票か ら検 索指示 カー ドを作成 しなければな らないが,そ

の場合オペ ラン ドについて漢字 コー ドを記入 しなけ ればならない。漢字 コー ドの記入には

かな りの時間及 び労力(対 応する漢字 コー ドをさがす)が 必要である。

② レファレ ンス情報データの追加 ・更新

レファレ ンス情報データの追加 ・更新については,ま事前 に各機関に配布してあるレファレ

ンス情 報 シー ト及び修正部分のみ記 入 して ある修正票に より行 うこと・とな る。

また,マ スター フ ァイルは シーケ ンシ ャルイメージで保存 してあり,追 加 ・更新時のデー

タ管理もす ぐれ てい る。

③ 各種 索引誌の 作成

分野別索引誌,機 関別索 引誌 ともに必要 コー ドをカー ドにパンチすることで容易に出力

が可能であり,指 定方法 も簡単で ある。 また,分 野別索 引誌につい ては大分類での 出力,機

関別索引誌につい ては業種別での出力,業 種 ・県 コー ド別での出力,業 種 ・県 コー ド・市

町村 コー ド別で の出力が可能である。

また全体的に言 えるが,漢 字 システムのためエ'ラーメ ッセー ジも漢字 で表示 され,見 や

す くなってい るo

θ

ふ
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■

●

(3}適 正 検索についての評価

データの検索方法 としては,デ ータの フリー ワ「 ド検索(文 章内の特定 しない単語 について

の検索が可能)及 びキーワー ド検索(あ る特定の キー ワー ドで検 索する)等 の 方法があるが,

本 システ ムは フリーワ三 ド検 索とした。そのため・事前に検索方法 を想定 してキーワ'一ド付 け を

行 う必 要 もな く,自 由な発 想 で 検 索 が可 能 で あ る。 しか し,検 索キーが一定でな く,関
　　

連辞書 も作成 していないため,柔 軟性の ある検 索(た とえば|1雇 用者Isと 言 うワご ドだけでは労

働 者llと 言 うデータは検 索できない)は できない。 また|1情 報"な どと言 う抽象的 なワー ドで

検索すると,多 くのデータが 出力され るが不要なデータが多数含 まれ,・正確に必要 デー タを検索

するのはむずか しい。以下にts情 報||とll純 生 産ftに よ るフリーワー ド検索例 を示す。

、

帷 報・の鯨 例1

抽象的な ワー ドで検索すると.多 種 多様 なデータが出力され必要データが しぼ りきれない 。

検索指示 リス ト

"コ マ ソ'ド

QUERY

RETR

OR.

PRINT

オペヲゾド

情報の検索

田査項目名=情 報$+$情 報$

目 的=情 報$+$情 報$

属 性=情 報$+$情 報$

01・02,03

1/04

結果保存
ファイル

#01

#02

#03

#04

検索件数

0004

0011

0002

0017

、

59



%1

U62

%3

【対象の属性 】

【登録番号 】

【統計調査名 】

【調査期間 】

【電 話 】

【住 所 】

【刊行物名 】

【発行機関名 】

【所属機関名 】

【調査分野 】

【調査項 目名 】 事業所名等

従業員の採用

【登録番号 】

【統計調査名 】

【調査機関 】

【電 話 】

【住 所 】

【刊行物名 】

【発行機関名 】

【所属機関名 】

【調査分野 】

【調査項目名 】

【登録番号 】

【統計調査名 】

【調査機関 】

【電 話 】

【住 所 】

【刊行物名 】'

【発行機関名 】

【所属機関名 】

【調査分野 】

レス トラン,各 種食品小売業,[麹 ・建物サービス業の従業員

0000044

雇用 及び就業構造調査

031300001東 京 都立労働 研究所

03-406-5295

第 三 次産業におけ る雇用及び就業

131:雇 用 ・失業 ・労働 力 ・職業紹 介

:

■

.

名等

数の増減

の採用

労働陸 舞類
0000046

雇用 労働 に関す る調査

041413001川 崎 市雇用労働対策本部

044-200-2111(内)2272

川崎 市川崎 区宮本町1

雇 用労働 に関す る調査結果

川崎市雇用労働対策本部

川崎市雇用労働 対策本部

131:雇 用 ・失業 ・労働 力 ・職業紹介

査員希望者登録制度のPR

れた統計調査員希望者に函 を提供

0000138

統 計 調査員確保対 策事業

041322601秋 川 市総務部庶務課

0425(58)1111

秋川 市二宮350

行 政管理庁

138:そ の他

●

袖

●

■
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■

●

〃64【 調査 の 目的 】

%5

地方における統計事務従事者の資質向上及び統言魎 の普及等による調査

環境の改善に資するため統計協力員を設置 し,も って地方統計事務処理体

制の整備,強 化 を図る。

【登録番号 】

【統計調査名 】

【調査機関 】

【電 話 】

【住 所 】

【刊行物名 】

【発行機関名 】

【所属機関名 】

【調査分野 】

0000139

統計 協力員育成 対案事業

041322601秋 川市総務部庶務課

0425(58)1111

秋川 市二宮350

総理 府

138

【登録番号 】

【統計調査名 】

【調査機関 】

【電 話 】

【住 所 】

【刊行物名 】

【発行機関名 】

【所属機関名 】

【調査分野 】

磁6【 調査項 目名 】

0000171

賃 金 業の実態調査

031300001東 京都 労働経済局金融部金融 課

03-212-5111内(31618)

千 代 田区丸の内3-5-1

東 京 の貸金業

【登録番号 】

【統計調査名 】

【調査機関 】

【電 話 】

【住 所 】

【刊行物名 】

【発行機関名 】

【所属機関名 】

【調査分野 】

0000173

東 京 の消費者金融業

031300001東 京 都労働経済局金融部

03-212-5111内 線31618

東京 都千 代田区丸の内3-8-1

東京 の消費者金融業

東京都労働 経済局金融部

東京都 労働経済局金融部

143金 融
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〃67

%8

調査の目的 】 区内小売業の景気状態を定点で調査し情勢を把握して区の工業振興事業に

役立てるとともに区内小売業者へ1匿麺提供する。

【登録番号 】0000178

【統計調査名 】 大田区小売業景気動向調査9

【調査機関 】041311101`大 田 区区民部経済 課経済 調査係

【電 話 】03-775-5111内 線250 :

【住 所 】 東京都大田区中央2-10-1

【刊行物名 】 大田区小売業景気動向調査結果

【発行機関名 】 東京都大田区
■

、【所属機関名 】 大田区区民部経済課経済調査係,
●

【調査分野 】1451景 気

調査の 目的 】 区内工業の景気状態を定点で調査し,情 勢を把握して,区 の工業振興事

業に役立てるとともに区内工業者へ歴塾 …供する。
～

【登録番号 】0000179

【統計調査名 】 大田区工業景気動向調査 、

【調査機関 】041311101大 田 区区民部経済 課経済 調査係
',

【電 話 】03-775-5111内 線250

【住 所 】 東京都 大田区 中央2-10-1

【刊行物名 】 大田区工業景気動向調査結果,
'【発行機関名 】 東京都大田区

、

【所属機関名 】 大田区区民部経済課経済調査係

【調査分野 】145:景 気

調査の目的 】 市内中小企業の景況を常時把握し,三 鷹市中小企業施策の参考とするとと

もに,地 域経済の圏 提供を図る。
■

【登録番号 】0000194
■

【統計調査名 】 三鷹市中小企業景況調査

【調査機関 】041320401三 鷹市 市民部経済課
命

【電 話 】0422-45-1151内 線(402)
鴫

【住 所 】 三鷹市野崎3-1

【刊行物名 】,

【発行機関名 】

【所属機関名 】 三鷹市市民部経済課

【調査分野 】1451景 気

62

,



》

●

磁10 【調 査の 目的 】 企業の地方進出の動向を把握するとともに,進 出希望条件等の圃 を収集

す ることによって,工 場の地方立地の促進に資するため。

【登録番号 】

【統計調査名 】

【調査機関 】

【電 話 】

【住 所 】

【刊行物名 】

【発行機関名 】

【所属機関名 】

【調査分野 】

0000237

工 場新設 ・移転 の動向に関す る調査

051310001東 京 商工会議所産業部

03-283-7621

東 京 都千代田区丸の内3-2r2

工 場新設移転の動向に関す る報告書

日本商工会議所産業部

地域振興整備公団

148;企 業 ・事業所

152二 鉱 工業

%11 【調査の 目的 】 消費者 はどの ような購 買行動を示 し〆 どの ような生活パターンをしている

かを調査し商 業経営都 経営の指針,施 策,目 欝 の確立のための函

資料 として供 することを目的 とした ものである。

【登録番号 】

【統計調査名 】

【調査機関 】

【電 話 】

【住 所 】

【刊行物名 】

【発行機関名 】

【所属機関名 】

【調査分野 】

0000292

買物 動向調査

0000000001
'
0473-34-1111内 線341

千葉 県市川市八幡1-1-1

買物 動向調査結果報告書
⇔市川市経済部商工課

市川市経済部商工課

149:家 計 ・貯蓄

n612 【調査の目的 】

【登録番号 】

【統計調査名 】

【調査機関 】

【電 話 】

【住 所 】

【刊行物名 】

【発行機関名 】

【所属機関名 】

【調査分野 】

消費生活の参考 となる[圏D収 集及び提供

0000301

消費 生活環境 調査

041311001目 黒 区

03-715-1111

目黒 区中央町2-4-5

目黒 区の消費生活(目 黒区消費生活環境調査年間集計報告)

目黒区

目黒区区民部経済課

149:家 計 ・貯蓄
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%13

%14

U615

【調査の 目的 】

【登録番号 】

【統計調査名 】

【調査機関 】

【電 話 】

【住 所 】

【刊行物名 】

【発行機関名 】

【所属機関名 】

【調査分野 】

【調査の 目的 】

【登録番号 】

【統計調査名 】

【調査機関 】

【電 話 】

【住 所 】

【刊行物名 】

【発行機関名 】

【所属機関名 】

【調査分野】

【調査の 目的 】

め。

【登録番号 】

【統計調査名 】

【調査機関 】

【電 話 】

【住 所 】

【刊行物名 】

【発行機関名 】

【所属機関名 】

【調査分野 】

0000511

海 外市場調査

031100001

0488-24-211

浦和 市高砂3-15-1

市 場 調査 報告 書

商工部商業観光課

商工部商業観光課

156:貿 易

0000512

031100001

0488-24-211

浦 和 市 高 砂3-15-1

商工部商業観光課

商工部商業観光課

156:貿 易

0000516

051310001

03-283-7640

東京商工会議所中小企業振興部

東京商工会議所中小企業振興部

1561貿 易

向する中小企業の指針となる圃 を収集し,県 内企

は経営の安定 を図 ることを目的 とす る。

01埼 玉県

一2111 :

15-1

課

課

●

⑰

向する中小企業の指針 となる圏 を収集し,県 内企

は経営 の安定 を図 るこ とを目的 とする。

港における市場調査

01埼 玉県

一2111

15-1

ける市場調査報告書

課

課

てい る中堅 ・中小企業の実情 を把握 し,併 せて今後

を行うための方向,対 応に関する圏 を提供するた
●

●

(製造業)の 海外事業活動に関する動向調査
●

01東 京商工会議所中小企業振興部
、

7640

丸の内3-2-2

(製 造業)の 海外事業活動に関する動向調査報告書

中小企業振興部

中小企業振興部
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奪

U616 【調査の 目的 】 産業構造の高度化に伴って近年急速 な成長 を遂げ,か つ,[麹 及び中枢管

理機能の集 中す る大都市への集 中が著 しい 「企業 関連 サー ビス業」の現状

と問題点を把握しようとす るもの。

【登録番号 】

【統言卜調査名 】

【調査機関 】

【電 話 】

【住 所 】

【刊行物名 】

【発行機関名 】

【所属機関名 】

【調査分野 】

0000532

サ ー ビス経済化と中小 サー ビス業実態調査(1)

031300001東 京 都労働経済局総務部調査課

03-212-5111内(31193)

千代 田区丸の内3-5-1

サー ビス経済化 と中小サー ビス業実態調査

東京都労働経済局総務部

東京都 労働経済局総務部

159ニ サ ー ビス業

U617 【対象の属性 】 物品賃貸業轡 サービス業広告業に属する事業所

【登録番号 】

【統計調査名 】

【調査機関 】

【電 話 】

【住 所 】

【刊行物名 】

【発行機関名 】

【所属機関名 】

【調査分野 】

0000738

特定 サー ビス産業実態調査

030700001福 島県企画調整部統計調査課

福島市杉妻町2番16号

特定 サー ビス産業実 態調査報告 書

通商産業省

通商産業省

159:サ ー ビス業

o

II純生産lttの 検 索例

レフ ァレンス情報のデータ記 入が統一 されていない こと,キ ー ワー ド検 索でないこと,関

連 辞書がない こと等 によ り必要データが検索で きない。

コン ピュー タ内にはtl純 生rettに 関す るデータが5デ ータあるが,実 際に検索できたデー

タは2デ ータであり,3デ ー タは検索できなか った。

検索指示 リス ト

コマ ン ド

QUERY

RETR

OR

PRINT

オペランド

純生産の検索

調査項目名=$純 生産$+純 生産$

目 的=$純 生産$

属 性=$純 生産$

01.02,03

1/04
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検索で きた データ(2件)

〃61【 調査項 目名 】 産業別県内8亘垂ヨ

県民所得の分配

県民総支出

【登録番号 】0000144

【統計調査名 】 県民所得推計

【調査機関 】031100001埼 玉県統計課

【電 話 】

【住 所 】

【刊行物名 】 さいたまの県民所得

【発行機関名 】 埼玉県統計課

【所属機関名 】 埼玉県統計課

【調査分野 】141:国 民経済計算

A62【 調 査項 目名 】

市民分配所得

雇用者所得

財産所得

企業所得

【登録番号 】

【統計調査名 】

【調査機関 】

【電 話 】

【住 所 】

【刊行物名】

【発行機関名 】

【所属機関名 】

【調査分野 】

0000146

市 民所得統計

041220301市 川市企画部企画 課

0473-.34-1111内 線684

千葉 県市川市八幡1-1-1

市 民所得統計

市川市企画部企 画課

市川市企画部企 画課

141:国 民 経済計算
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検索で きなか ったデータ(3件)

,栖 殴 番 号0θ
00' 3 口

〔フリカナ) 、 膓 ξ"

統計調査名:
'
`

融4
(プ リカナ) ・s2

夙ナ僻 摺
'

洞炎機関名1

荊
//ヌ/

'3

■

電話:

/

〃〆♂ ∂イ!〃
(フ リカヲう ↓ ～ ン 、2

1断:
・
4

斯 県 史6τ保秘
四行 物 名1 5

和λ秤 紛怖擬
発行樹 閣名: 6

寡壱
所W機1ヌ佑:

加, 鋼搬 あ醐
凋在方法:`・悉皆(全 数)調 査2・ サンプル調査3・ その他一=
凋n郁M:1・ 承認統計2.川 山統計3,1斤 定規田4.そ の他一 コ
調 査}胡1胡:t,5年2.3年

6.四 判 明?.月

8,不 定期9.そ の他

3、2年4.1年5,半 期

i

統

.

肚

ト

問

..

賓

`
.

の

分

野

、
「、

餌

壷

対

象

分 野 コ ー

|

ド

一
⑤ /

分 野 コ ー ド1+

…'ロ ココ

分 野 コ ー ド:」

{[[口
分 野 名 言

う
、分 野 名:

地 域 コ ーF:

◎
・

/!/
'

;

.

■

「

1

i
:'1 ・ii

地 銭 名:

集計区分:1・全国2,県 別3.市 町村別

4.そ の辻 φ

閃 在 タξ象 歓:⊂ コ
調査期間:L暦 年

齢 のll的・國

の ε

、;

釦撤 の妬性:

NffXIのMffma名 ・團

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#
,
#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

竃

.
算

機

:

利
…

用

に

よ

る

電

算

機

利

用

以

外

に

よ

る

の

⑩

`,

(9無1

提 供 の1「 否'1・gny
t

2.不 可

口 、、条件付町

内
,
簡

-

帥
撫
:
承

そ

件

管

5

行

条

2

皐協

供

爵

別

覚
個

提

t

4

㌫
㈱
溜一ス
,,
ピ

ィ

体

ツ
デ
口
気

媒

フ

磁

2

4

横
雪
提

ー
テ

収 集 期 間:

く
】

.

提 供
.の 可 否:

唖

、

全町1

2.不 可 ド'

:'鋭 条件付可

提 供 条 件:l

t.覚書2.行 管承認3.巾!fi訓
4個 別協調5.そ の他

提 供 媒1体:i1・:印 刷 物

口Z]2'そ の他
収 集 期 間:

壁1纒

」
.

1

f
.

.̀

.
1

`

$

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

白 昼日 番号は記入Lな くて結構です。
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レ フ ァ レ ンス 情 報 デ ー タ シー ト

祈fま殼 番 号 0 0 00 ' ♀ 亡 口
〔7リ ガナ) ケニ ミン よ

、

統計口'`名 乙 `
'

'
、

〈ブ リがナ)

調査側艮賂: 2

、'ン 平 ・・ う イ

o～ 〃40d/

千 葉 県 ∠W {
電話: J

(7リ ガナ)

{栖:

千.

4

葉 市 市

ぺ
1場 町1-1

刊 行 物 名: 5

発行脚 名: 6

、

'
、

、
θ

P

葉
所管機関名:∋

千 瀞
凋査方法:1.悉 皆(金 紋)調 査2.サ ンプル調査3.そ の他

ρ12工 ・

調査種類:L承 認統計2.届 出統計3指 定統計4.そ の他

固 有隅～期:1.5年2.3年

6.四'tro1?.月

8,不 定 期;9,そ の他

3.2年4.1年5.半 期

計

調

査

の

分

野

開

、
査

対

象

分 野 コ ー ド:

◎

分 野 コ ー ド:

口]コ'
分 野 コ ー`': '

[[[]・
分 野 名:

)
分 野 名:

地 域 コ ー ド: いξ

⑥
I

liユ …

…

`

「

i

.

地 域 名:

期 区P・1・£M'2・ 酬

4その他⑪

3.市町村別

電

算

機

81

用

に

よ

る

⊂
調 査 対 象 敏:一
閲蔑期間パ 暦年 2.年度3.そ の他

電

算

機

84

m

以

外

に

よ

る

処 の 有

⑯2

:1.有

2.無'

提 供 の 可 否:t.

回::

全盲「

不可

条件付可

提 供 条 件=

`.覚震12.}了 管 承認3、 司,んr郎

4個 別協 議5.そ の他

提 供 媒 体:

1.Ut2.フ ロノピー3.カ セット

テー プ4磁 気 デtス ク5.そ の他

収 集 朝 川:

S ～

提 供 の 可 否=1.

国 司::

全町

不可a・

条件付可

提 供 条 件:
t覚iu2.行 管承認3.4tinrn

4.個別協皐5.そ の他

.匪====国
提 供 媒 体=1.印 刷 物

2.そ .の 他

収 集 朝 開:

昭和 王 日
S エi …

,

～

蹴 の醐 ・国

産1&'1

tL'F(;∫ 、

9'

の

"1

ε

{マ,

ltっ?

rjlt
の`商ぽ ま

t4

ガ'・

虫

=ヒ

対象の"性:

カ。 紅'抽 .'

'い

幽

`

調 査 票 の 輿 査 項 目 名:i

コ ,ピ

7

"㎡ す
,`

/

n額

ヨ

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

躰

#

#

1

t、
"

.〃
、

'

1

`、

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

,

#

#

#

#

#

#

祈 登録番号は記 入しな くて結 構です。
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レ フ ァレ ン ス 情 報 デ ー タ シ ー ト

"lt匂 掃 号 00 00 / 4 口
〔フリガナ) ン 雲ン シ' {

鏡川燗 在名:
一'

ヤ 島 物:碍 ぴ
(7リ カ'ナ)

凋 査劇 翅名:

9シ ・ セげ ρ カ

'2 ク /。 ～ 之 〃 ρ

銚 古 往函 推当 全が
電話: 1 ク⇔ ・ ユメ ・θ/〃 内 」6♪ .

↓フリガナ'),〃 シ カミ'

住所= (4

釧 蹄 形追陪/番'い ノ

Pl行 物 名:⑤

予 洗叶'得㍍ 甘

党行脚川名:

郷}抽 糖 与1含畔
所管劇臭1名: ①

銚碑 踊桐妙 口 碑
Ptff.方 法ll.悉 皆(全 数)餌 在2.サ ンプル洞 性.(そ の他

⑩3eえ ～5・ ま 句{

閃査簡馴:L承 認統計2.届 出統計3.{ll定 統計 ④ その他一=
調 査陪1旭『:1、5年2.3年

6四'r:1rn7、 月

8,不 定期9.そ の他

3.2年4.1年5.半 期一 コ

群

口

査

の

分

野

調

査

対

象

分 野 コ ー`
ド=囮

分 野 コ ー ド:

・口]コ

分 野 コ ー ド:

口
分 野 名:

⊃

〉
分 野 名:

地 域 コ ー ド=

⑨ / 皮

'

…
・i

地 域 名=

き tl

覧ミハ1区分:1,全[扇2,県Bil(加 藪曾ll】S|}

・.・・他匝[===コ

頂 吉 対 象 数:〔 コ
掴査期lln:L暦 年 ◎ 年度3そ の他

電

算

機

利

用

に

よ

る

電

界

機

利

用

以

外

に

よ

る

の

⑯

=1,

② 無 『1

提 出 の 可 否lt'全 町i

Q不 可1

回 3,条 件付可

提9t条 件1
1覚 書2.行 管承認3.申 賄書

4個 別協泉5.そ の他

提 供 」国 体:・

1.}、1T2.7Pツ ピー3.カ セット

ヲ'一ゾ
、4雲…気 ディスク5・ その他

#

収 集 期 間1

S 、

提 供 の 可 否11.全 町 、

2.不 可 ・國 ③ 条件付可

提 供 条 件:
1.覚但2.行 管承認3,吋 ↓P亨書

④個別協議5,そ の地口
提 供 媒 体:o印 刷 物

口 ⊃ ② その他
収 集 朝 開=

昭和

S

1年1月

圏 ～

酬 の1肋 ・回

qit・ ハ び

芭li・ 士 F

vもt・:」

対象の風性=

写

ρ
・
、'

ll'i ・41

ρ},?宝 λ 乞さ
4ρ 肋

・ 価 ム
,

13z

調査 票の洞 査項 日名=圃

#

#

#

#

#
.
#

#

#

#

#

#
,
#

#

#

#

#

#

#

#

.

.窮

.

1

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

`

♪

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

#

支 登録 番号は記 入 しな くて結構です。
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2.6.3検 索 時 間 に つ い て の 評 価'

今回はバ ッチ検索につい てのテス トを行 ったが,テ ス ト実 行環境が 日本情報処理 開発協会の

コン ピ ュー タ使 用 のみ で あ る ため比較 を行 うことがで きない。 ただ今回のテス トでは,34

種 類の検 索指示 データを作成す るのにエ ラプスタイム2分7秒,検 索の実行に4分18秒 とな

っており現段階 では実用にた えると思われる。 ただし,デ ータ件数の増加によ りどの程度時間

が増加 するかが問題 とな る。

実 行 結 果

CPU
.

エ ラ フ ス コアサイズ

(SYSOUTEND)一

(SYSINSTART)

検索指示データの作成 7秒 2分7秒 50kw 4分

検 索 の 実 行 1分29秒 4分18秒 120kw 13分
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3.地 域経済 レファレンス情報の有効活用事例研究

一地域経済予測 モデルにおける研究(関 信越地域)一

5.1デ ー タ整 備 段 階 に お け る レ7ァ レンス情 報 の 活 用

関信越地域 の経済動向め定量的把握 を目的として,58年 度地域経済予測モデルの構築 を行 ったが,

モ デルの構築に あたって必要 な資料 を入手す るにあたり,様 々の困難が あった。

今 回は資料探査にあたって生 じた問題点 を分析 し,仮 に地域経済 レファレ ンス情報パイロッ トシ

ステムを使用するとどの程度 その問題が解決 されるかについての検討,さ らに システムを利用 して

も残る問題点,あ るいは新 たに生ず る問題点等について若干の考察 を行 う。

(1)デ ー タ整備段階 で生 じた問題点

地域経済短期 予測 モデルの構築に あたって使用 したデータは表3-1の とお りである。(一 部

全国データ等につい ては省略)

またデ ータに関する資料所在,デ ー タ作成の方法等については別冊資料 「地域経済短期予測 モ

デルの概要」に述べ られてい る。

モデル構築にあた って,デ ータについて知 りたい事項は次 のとおりであ った。

'表3-1の デ ータが在 るか,な いか。

・ あるとすれば時系列 整備の状況(10年 必 要)は ど うか。

・ 関信越地域
,あ るいは各県別のデー タがそろっているか。

・ 持続 してい る調査 であるか。

それらの調査経過で生 じた問題点は次の とおりである。

① データの所在源がわか らな く探 査に相当手間 どった ものがかなりあった。(デ ータ探査)

例 産業別民間設備投資額,設 備投 資償却,在 庫残高,有 効求人倍率,個 人税,法 人税,設 備

ス トック ,社 会保障給付,社 会保障負担等

② デー タの所在はわか ったが,ま とまっていない為,入 手 をあきらめた ものが あった。(デ ー

タの分散)

例 社会保障給付(健 康保険,日 雇健康保険,国 民年金,船 員保険,厚 生年金,雇 用保険,労

災保険,共 済組合等)デ ー タが厚生省,労 働省,社 会保険庁,あ るいは各 県の担当セクシ ョ

ンに分散 され ている。

③ 入手 した結果,時 系列整備の点 で不充分 なデータがあった。(時 系列)

例 県民所得統計の消費者負債利子,各 種移転データ(財 政か ら個人,海 外か ら個人,企 業か

ら値入)等

④ 関信越 地域 あるいは各県 別データ としては,入 手出来ない ものがあった。(地 域 区分)

例 関東財務局管轄 区分データ………有効求人倍率 ,金 銀預金残高,金 銀貸出残高
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表3-1変 数 名 リス ド

変 数 名 記 号 変 数 名 記 号 変 数 名 記 号

除却率 ALPHA 名 目 IP2N 政府 在庫投資 デ フレータ PJG

第一 次 ALPHA1 第三次 実質 IP3 民 間在庫デ フレ一 夕 PJP

第二次 ALPHA2 名 目 IP3N 移 出 デ フレータ POB

第三次 ALPHA3 政府在庫投資 実質 JG 域 内純生産デ フレータ PVP

政府消費支出 実質 CG 名 目 JGN 第 一 次 PVP1

名 目 CGN 民間在庫投資 実質 JP 第二次 PVP2

民間消費支出 実質 CP 名 目 JPN 第三次 PVP3

名 目 CPN 除却額 JYOKYAKU 補助金 S

資本減耗 D 民間設備ス トック 実質 KP 社会保障負担 SI

統計上の不突合 DISC 第一 次 KP1 法人税 TC

有効求人倍率 EE 第二次 KP2 間接税 TI

輸出 実質 EX 第三次 KP3 各種移転 財政 個人 TGP

名 目 EXN 就業者数 L 法人 ・域外 個人 TOP

域内総支出 実質 GRE 第一 次 L1 個人税 TP

名 目 GREN 第二次 L2 域内純生産 実質 VP

移人 実質 IB 第三次 L3 名 目 VPN

名 目 IBN 移出 実質 OB 第一次 実質 VP1

政府固定資本形成 実質 IG 名 目 OBN 名 目 VPIN

名 目 IGN 総 支 出デ フレータ P 第二次 実質 VP2

民間住宅投資 実質 IH 政府 消費支 出デ フレータ PCG 名 目 VP2N

名 目 IHN 民 間 消費デ フレ一夕 PCP 第三次 実質 VP3

輸入 実質 IM 輸 出デ フレ一夕 PEXJ 名 目 VP3N

名 目 IMN 政 府 固定資本形成デフレ一夕 PIG 域内所得 Y

負債利子 INTC 民 間住 宅投 資デ フレータ PIH 法人所得 YC

民間設備投資 実質 IP 輸 入デ フレ一夕 PIMJ 個人可処分所得 YD

,
名 目 IPN 民間設備投資デフレータ PIP 個人所得 YP

第一次 実質 IP1 第 一 次 PIP1 個人財産所得 YR

名 目 IPIN 第二次 PIP2 個人業種所得 YU

第二次 実質 IP2 第三次 PIP3 雇用者所得 YW



◆

全 国データ ……… 在庫残高,WPI,金 利等

⑤ 持続 してい る調査かど うかについては,時 系列 整備状況 と同様であるが,一 時的に調査 を止

め,ま た始 める とい うデータもあった。(デ ータの持続性)

例 社会保障給付,社 会保障負担データは旧SNA概 念 県民所得統計 では載 っている。新

SNAに 移行後 また載せ る県 もある。

以上,デ ータの探査 ・整備上で実際に生 じた問題 点につい て述べたが,地 域経済 レ ファレンス情

報パ イロッ トシステムを利用 した場合,ど の程度問題が解決 出来得るかについ ての テス トを行っ

てみた。必要 デー タ名をキーワー ドとして該 当データの内 容を出力 した結果 をとりまとめた もの

を表3-2に 示 す。 また,表3-3は 出力例である。
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地域 経済 レフ ァレンス情報パ イロッ トシス テムによるデー タの検索結 果表3-2

NO デ ー タ名(キ ーワード)

馳

検 索 件 数 該 当 情 報
一

朋査項 目名」

より
「目的」 より 「属性」 より 計 件数

時 系 列 整 備 状 況

明確なもの 不明確なもの

1 消 費 支 出 2 2 0 4 ※1 1 0

2 資 本 減 耗 0 0 0 0 0 0 0

3 求 人 5 1 4 10 ※3 2 1

4 輸 出 12 7 7 26 ※2 0 2

5 総 支 出 3 0 0 3 ※3 1 2

6 固 定 資 本 0・ 0 0 0 0 0 0

7 住 宅 投 資 0 0 0 0 0 0 0

8 輸 入 3 0 1 4 ※2 0 2

9 負 債 利 子 1 0 0 1 琴1 1 ,0

10 設 備 投 資 11 2 0 1a ※2
.

1 1

11 在 庫 投 資 0 2 0 2 0 0 0

12 除 却 3 0 0 3 ※1 0 1

13 設 備 ス ト ッ ク 0. 0 0 0 ∩ 0 0

14 就 業 者 3 0, 0 3 ※1 1 0

15 補 助 金 2 0 0 2 0 .0 0

16 社 会 保 障 2 0 0 2 0 0 0

17 法 人 税 0 0 0 0 0 0 0

18 間 接 税 0 0 0 0 0 0 0

19 個 人 税 0 0 0 0 0 0 0

20 純 生 産 6 0 1 7 ※3 1 2

21 所 得 14 15 1 30 ※7 3 4

計 67 29
'14

110 26 11 15

◆・

●`●

 

↓
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8

⑳

表3-3

検 索 結 果 リ ス ト

【登録番号】0000145

【統計調査名】 県民所得統計

【四査機関】031200001千 葉県企 画雄 針課

【電'話 】

【住 所1千 葉市市場町1-1

【刊行物名】 県民所得統計

【発行機関名】 千葉県

【所属機関名】 千葉県企画部統計課

【調査分野】141:国 民経済計算

【対象地域】12:千 葉県

【掴査方法】'加 工統計 【集計区分 】 県別

【坦査対象数】』 【口査周期】 ・1年

【電解 】用による】 処理の有無 無

提供の可否 不可

提供条件

提供媒体
.

収集鯛 昭和 年
、月～昭和 年

【調査の 目的】

【対象の属性】 加工統計なので調査対象はない。

【調査項 目名】

対家計民間非営利サー ビス生産者(控除)帰属利子

分配

(控除)一 般 政府消費者負債利子等
支出
民間最終消費支出
一般政府最終消費支出

県内総資本形成移出一

移入

テス ト検索例

月

昭和59年01月20日

千葉県

【調査種類】

【調査期間】 年度

【電算利用以外による】

酬 可否、綱 ・
提供条件 申請書

提供媒体 印刷物

収集期間 昭和24年 月～昭和 年 月

鰹 盤 警 訂 誓監 艶 麗 灘 茎品 書 禦 活動によ・て1年間に生み出され縫 物の価値を

籠。.。縫 者

竃 竃覆得
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② シス テム利用の利点 ・問題 点

〈利点 〉

① データ所在探査労力の軽減

表3-2に よる とデータ名(キ ーワー ド)21件 の うち,該 当情報が得 られた ものは,11'件

で約50%強 で あった。得 られた11件 の該当情報についてはすべて所在が明確であった6

デ ータについて,さ らに細 かい点について問い合せが生ずる場合があるが,デ ータの所在が

わかっているため,機 関のた らい 回 しは避け られ,短 期間で相手先 に連絡がつ く等 かなりの労

力軽減になる。(適 正検 索率については,第2章 システム評価参照)

② データ内容の正確な把握

レフ ァレンス情報の内容がかな り詳細 であるため,検 索結果デー タが該当情報か どうかのチ

ェックが的確にで きる。

表3-2に おいては該当情 報かどうか迷 うものは1件 もなか った。

③ 多面的情報の把握

今回のテス トでは該当検索率は2.5割 程度であったが,時 には付随 して出力 された情報の中か

ら思いがけぬ情報 を知 ることが出来 る場合がある。特 に1|× ×地域の△△ に関する情報11の 有

無 を知 りたい とい うような内容検索ではか なり多面的情報 が得 られ る場合 がある。

④ ①,②,③ で示 された ように今 までは経験者の知識に頼 っていた データ探査が よりシステム

的 に解決できるよ うにな り,II探 すのに手間がかか るか ら代替データで間に合 わせるllと い っ

たパ ター ンか ら抜け 出せる。

地域情報がそれほ ど労力をかけずに入手 出来 ることにな れば,相 互流通 も促進 され る。

〈問題点 〉

① データの問題

o今 回のテス ト的検 索の結果では,時 系列整備状況について不明確 なものが5割 強あった。

こ うい ったデー タ整備上の問題 は各機関が レフ ァレンスデータシー トに記入する際,必 ず記

入すべ き事項 として注意を うながす必要 がある。

O結 果表か らもわかるとお り,か な りの件数のデータが「調査項 目名」の 中に含 まれ るキー

ワー ドをもとに検 索されている。従 って,項 目名の記入にあたっては,内 容をもれ なく含む よ

うに しなければな らない。

例えば,「 住宅投資」 「間接税」な どは県民所得統計の項 目として入 ってい る為,当 然 検索

した結果 検索件数 該当件数が0に なる事 はあり得ない。 こち らは項目名の記入が不充分

であった為に生 じた問題 である。

② システムの問題

。 検索の仕方によって同 じ県民所得の項目で も検索 されない場合 があ る。

例えば「固定資本」は 「総 資本」 とも言 った り,あ るいは民間と政府 を分離 して「民間資

本形成」 「公的資本形 成」 とする こともある。 従って,今 回のテス トでも 「固定資本」で検索
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す ると検索 されていないが 「総資本」 としては載 ってい るケースがある。

こうい う例がか なり多 く見 られ,今 後は同義語辞書等についての機能 をシステ ムに持たせ

るか,あ るいは出来 るだけ統制された用語(シ ソー ラス)を つける ようにするかの工夫が必

要 となる。

。 また,「 固定資本」では 「固定」 と「資本」 と分割 し,OR条 件 で結べば今回の場合 も検

索出来 るであろう。検 索の仕方については 出来 るだけ単語 をバ ラすよ うにす ると,多 くのデ

ータが検 索出来 るが,そ れだけ不必要な もの も一緒に出て くる可能性 がある。 これ らについ

ては フリー ワー ド検索の問題 で ある。

◆

5.2利 用 上 の 問 題 ・課 題

人力に頼るデータ探 査等 をシステムで行 うと問題点 が解決 され るか どうかについ ての結論は解決

出来 るもの,解 決出来ない もの が あるとい う事である。

事実今回のモデル構築で生 じた細 か い問題 点 の 「データの探査 」につい ては,レ フ.アレンス情

報の内容(目 的,属 性,項 目)を かな りきめ細 か く整備することに よって解決 出来 る部分である。

しか し,「 デ ー タの 分散 」はデ ー タ探 査 後 の問 題 で あ る し,「時系列 」,「 地 域 区 分 」 ・

「デ ー タの持 続 性 」について も,情 報は知 り得たとしても・これらの問題 は統計 その ものの問題であ

るため,シ ステムによって も何 ら問題の解決 とはな り得ない。

システムが補 えるのはデー タ整備 上の導入部で あり,あ とは人的ネ ットワークによるさ らに細 か

い情 報の入手が必要で ある。 それ でもデー タ整備の糸口をシステム的につか めるとい う事は非常に

大 きな力 とな る。

■
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4、 地域 経 済 レフ ァ レンス情 報 流 通 へ の課 題

4.1シ ス テ ム 利 用 の 全 体 像

地域経済 レファレンス情報 パイロッ トシステムは,地 域経済情報の 円滑な流通を促進す るための

ク リア リング機能強化の 目的で開発 された。

シ ステ ム利用の全 体像は図4-1に 示 すよ うに,シ ステムの利用者,シ ステ ムへのデータ提供者,

システムの管理者 とい う3者 の関係が成 り立つ。

システムの利用者としては国の地方ブ ロック機関,地 方公共団体,研 究機関,図 書館,中 小企業情報

セ ンター,地 域経済研究所,商 工会議所,商 工会,民 間等が想定 される。 これらの各機関は 自機関

で独 自の情報作成あ るいは情報 の加工をし,内 部で利用す るとともに各種団体,中 小企業,一 般需

要者等への情報提供 をも行 ってい る地域情報拠点機 関といえる。 利用,あ るいは提供 してい る情報

の内容 は,企 業情報 や景気動向を知 るうえでの経済情報等であるが,い ずれにしても各機関 とも現

状では外部情報を入手す る上での困難性をかかえており(表4-1),シ ス テムにより地域 情報の

所在源,情 報の概要等 を知 ることは外部情報 入手の際の手助 けとなるであ ろう。

システムへの データ登録 については,や は り上記の各機関が 自機関作成の情報にっいて 自ら,あ

るいは グループごとにまとめて システムに提供す ることが望 ましいと考える。

このような方式が確立 すれば,レ ファレンス情報利用機 関が レファレンス情報の提供を行 うとい

うルー プを描き,シ ステムは自律機能を持つ ことが出来 る。 もちろん情報提供者のみがシステムを

利用出来 るとい うことではな く,一 般需要者で もニーズがあれば充分 システムを利用することが可

能 でなければならない。

システムを利用する側 と情報 を提供 する側の間で,地 域 レファレンス情報 システムの管理 ・運営

を行 う地域経済情報 セ ンターが存在する。

地域経済情報センターは当 、、 一月 、、の1つ でもあるため,地 域 レファレンス情報のサー ビスのみ

な らず,① 地域情報作成 ・整備 ・蓄積機能,② 地域情報加工 ・分析 ・利用機能,③ 地域情報 サ ービ

ス機能,を 備 える必要があ るが,地 域経済情報 ネ ットワーク形成の ための クリア リング機能 とい う

点では,各 拠点機関の中核 としての役割を果 す(表4-2)。
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図4-1シ ス テ ム 利 用 の 全 体 像

表4-1 情 報 入 手 ・整 備 ・提 供 上 の 問 題

(57年 度 情報 サー ビス機関調査)

(a)情 報入手上の問題点

① 市販されていない各団体の報告書 ・行政機関から出される報告書等,価 値の高い資料につ

いてその存在を知ることが困難であり,収 集がむずかしい。情報の集中とすばやい公開が望

まれる。

② 行政のたて割 りによる情報機関へのデータ入手の不備不足がみられる。

③ 各機関でのシステムの違いによりドッキングが困難…である。

④ 県内中小企業者が必要としている価値ある情報の把握がむずかしい。

⑤ 情報入手機能を分担したい。

(b)情 報 整備上の問題点

① 情報量が多 くな ると体系的分類がむずかし くな り,か つ検 索が困難であ る。

② 情報の管理 ・提供 を機関内部各部署で行 っているが,一 本化する必要がある。

③ い ろいろな機関で同 じような資料を作 ってお り,調 査費用 も重複す る。横の連絡を とりあ
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って合理的にできないか。

④MT,マ イク ロフィル ム,将 来 は光 デバ イス等の マルチ メデ ィアの採用が必要 である。統

計類 については,マ イクロフィル ム化が遅れているため利用者 はスペースの問題に悩 まされ

ている。

(c)情 報 提供上の問題点

① 情報の検索に手間がかか る。情報検索 システムが確立 されていない。

② 情報量 は多いが情報 の分野が偏 って おり,利 用者のニーズにマ ッチした情報 を提供で きな

いo

③ 情 報収集 ・提供 システ ムの確立が不十分。 また,利 用体制の整備 と利用者側の意識高揚 が

必要。

④ 冊子媒体による情報の提供は受ける側である中小企業の個別性,多 様性か らみて質 ・量 と

もに限 界に近づきつつある。

従 って,今 後の課題は電子計算機媒体による提供の迅速 化 ・高度化を図 りながらきめ細か

な個別応答 サービスの充実 ・強化を推進 してい くことで ある。

⑤ 人 材育成 ・情報 センターPRが 必要 である。

表4-2地 域経済情報 センターが備え るべ き機能

(1)地 域経済情報 センターが備 えるべき機能

(a)情 報 サー ビス機能

① 地 域経済 レファレンス情報デー タベ ースの管理 ・運用

各 地域機関か ら情報提供された レフデレ・ンス情報の データ入力,デ ータベ ース更新,検

索結果 の依頼時 出力,あ るいは定期的 出力等 データベースの管理 ・運用を行 う。

デ ータの収集提供 サービスについては当面通信網を経 由したオンライン会話型で行 う事

はむずか しく,デ ータ入力にっいてはデータシー トへの記入 による漢字パ ンチ入力 あるい

は磁気テ ープ,フ ロッピーディス ク媒体等による入力。

データ出力 にっいては定期 的及び依頼時 におけるバッチあるいはオン ライン会話型のデ

ー タ出力,結 果の送付 とい う形式 あるいは磁気媒体による提供とい う形式 となろう。

② 一 次情報,二 次情報 データベ ースの管理運用

地 域経済 レファ レンス情報 データベースサ ービスだけで センターの維持はむずか し く,

又 地域情報 センターが地域情報化の推進役を果 たす位置づけで あることから,積 極的な独

自調査結果の集計加工,あ るいは外部情報の加工等を行 い付加価値の高い二次情報の創 出,

提 供 をす る必要がある。

運用 すべ き二次情報 としては官公庁の統計情報,地 域産業団体の所有 する産業経済情報,

地 方公共団体等の地域統計情報等 が対象 となろ う。

デ ータの提供は当面磁気 テープ,フ ロッピーデ ィスク等によるオフラインとな る。
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(b)計 画,調 整機能

ネ ッ トワーク内の データ収集,デ ータベ ース形成の際の分担 あるいはその活動に対 する協

力の在 り方等 ネ ットワークの運営 に関 する調整や長期的展望に立 った情報 ネッ トワークの在

り方等 についての全体計画が確立 されることが必要であ り,こ れ らの計画作成 に即 して関係

機 関と緊密な連絡をとる必要 がある。

また,ネ ッ トワーク内の各機関で行 われてい る情報処理の在 り方についても全体で協議 し

つつ標準化を図 ってい く方向が望 ましい。 従って,地 域情報 センターはこういった計画,調

整機能を もつ事が必要 とされ る。

(c)研 究,開 発機能

情報処理技術,情 報 ネ ットワーク技術の研究等情報提供に関して適切な ソフ トウェアの見

直 しと開発,効 果的な データベース利用方法の研究等情報提供 に係 る研究開発 は社会の急速

な変化に対応 して常 に進めなければならない。

(d)教 育普 及機能

デ ータベース構造の変更,デ ータ記入方法,利 用方法の変更は社会進歩 に伴い当然起 こり

得 る問題である。 この ような システ ムサイ ドの変更に関連 して,利 用者に対 する教 育 ・指導

が必要である。

又,提 供情報の 範囲にっいて も次第に充実す るであろうが 「索引」の配 布,「 利用 マニュ

アル」の配布等 が定期的に必要であろう。 また研修会など もPR,教 育訓練の場 として必要

要 である。

(e)そ の 他

地 域情報 センター機能を従来の情報 センターに付加する場合は,

従 来の機能」につ け加わるとい う位置づけになる。

4.2現 状 の 問 題 点 ・課 題

「システ ム利用の全体像」 では将来 像を含めて述べてあるが,現 状 では次の よ うな問題点があり,

その解決方法の検討が必要で ある。

(1)情 報 の収集 ・分類 ・整理

今回 システムに登録 されてい る地域経済 レファレンス情報 は関信越 ・東北のモデル地区の地域

経済統計情報 約750件 で あ り,地 域が特定 されているため各機関の ニーズに応え きれない。

今 後はより地域的に広範囲な地域経済 レファレンス情報 をもれな く収集 する方法,あ るいは情

報の更新方法を検討 しなければ ならない。 また,レ ファレンス情報の分類 ・整理 方法の検討 はよ

りよい システムを 目ざすための最重点 ポイン トである。

(2)シ ス テムの運営 ・普及

システムの運営については,将 来的な発展方向を見極めつつ,そ の運営主体や下記運 営費用の

検討等を行い,基 本方針 を設定 する必要 があ る。 なお当面は,(財)日 本情報処理 開発協会におい
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て試行的に運用を開始す る。 また,地 域経済 レファレンス情報の収集経路の確立やシステ ムの利

用促進の ためにも普及活動の具体策を検討する必要 がある。

① コン ピュータ,周 辺機器使用料

② 情報整備,サ ービス,コ ンピュータ運用等人件費

③ ス トックフォーム,イ ンクリボン等消耗 品費

④ コン ピュータ運用に要 する電気代

⑤ コン ピュータの修繕 保守費用

⑥ 郵 送費等通 信費,印 刷費

(3)地 域経済情報 セン ター設置

地域経済情報 センターについては,そ の性格づけを更に明確化 し,設 置,運 営体制の確立を図

る必要 がある。

4.5問 題 点 ・課 題 解 決 の 一 方 策

(1)情 報 の収集経 路の確立 については,ま ず情報提供機関をどのよ うにして組織化 するかとい う問

題,実 際にデータ作成をどの ように行 うかの2点 に分けられる。

(a)地 域機関の組織化については現在の組織体制を活用す ることが最 も可能性が高い。

例 えば各県 の統計情報 にっいては地 方ブ ロック機関ない しは地方 自治情報 センター,中 小企

業情報にっいては中小企業事業団あるいは商工会議所連合会等 々,主 な地域情報拠 点の協力を

得 てデ ータ収集経路の すそ野を広げ る方法であ る.(図4-2に 例示 する)。

しかし,こ の ような広範囲のネ ッ トワークは長期的 なものであ り,当 面は システムの設計書

・ソフ トウェア
,デ ータの提供等を通 じて,そ れぞれの ブロックごとの地域 レファレンス情報整備を

進 めてもらうことが まず必要 となる。

地域経済情報
センター

壷

刺 、企業
情報センタ

図4-2既 存 組織 との リンクによる情報 ネッ トワー クの拡大
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(b)情 報 作成上の問題点としては,① 情報の分類,記 入様式の標準化,② 情報作成上の諸経費 の充

当処理 があげ られる。

①の情報の分類,記 入様式の標準化については,58年 度 「デ ータ整備 マニ ュアル」を作成

し,そ の一 助と した。 また,今 後の方策 と して分類整備に関 しては図書館 との提 携等,次 のよ

うに考えてい る。

<レ ファレンス情報分類 ・整備についての方策>

O各 種 の資料 を利用 する場合,自 分の抱えてい る問題を与えると必要な資料が 出てきて提供

を受けられ るような システ ムが理想的であろう。 しかし,こ れを実現す るためには,利 用者

の与えた問題か ら中心 となる事項(主 題)を 汲み取 り,更 に蓄積 してい る資料の意味を読み

取 って,目 的 とする資料 であるか どうかを判断する機能が必要である。 しか し,現 状ではこ

れ らの機能 を機械化す る手段が なく,も し実現の可能性 があるとしても,第 五世代 コン ピュ

ータで研究 されている推論 や意味論 など
,多 くの課題が解決される必要があ る。

したがって現状 では,コ ンピュータを使 った資料の収集 ・提供 システムであって も,数 多

くの資料 を効率良 く取 り扱い,様 々な利用者の要求に応 じて適格に これを提供 するためには,

従 来 か ら行われ ている方法を取 らざ るを得 ない。 それは,資 料をそれぞれの利用 目的に合わ

せて,分 類 ・保管し,検 索 ・提供す るという,図=書 館等で使われているシステ ムであ る。

当委員会で取 り組んでいるシステ ムで も,資 料を効果的 に提供 して行 くためには,入 手 し

た資料 を分類 ・整備 してお くことが重要となる。

。 収集 した資料を分類するねらいは,① 資料 の管理 ・保 管 を容 易 にす る こ と ,② 資料

の検 索を容易 にすること等 であ る。

このために,現 在採用 されているのが,図 書 分類であ り図書 カー ドシステムである。

レフ ァレンス情報 カー ドも,図 書 カー ドより記入項 目が多いとい う点を除 けば
,図 書 カー

ドシステムと同様 の運用 ・管理形態を取 ることとなる。

・o現 在 , .資料 を分類す る方法 としては,図 書館で使われている日本十進分類(NDC)が 最

も一 般的 なものである。 しかし,日 本十進分類 では当委員会が対象としてい る統計資料の分

類 方法 が粗いため,県 の資料室などでは,県 や市町村,産 業によって分類 した り,日 本十進

分類 を核 とした独 自の基準で分類を行 っている。

また,当 委員会で取 り組んでい るレファ レンス情報 の分類方法 としては,「 総理府統計 局図

書 館蔵書 目録」 を採用している。

Oシ ステムの利用者は,こ の分類 で資料を探す ことができるが ,更 に作成機 関や調査項 目,

調査 の主 旨などによって探すことも可能 とな っており,こ の点で図書 カー ドよ り進歩 してい

るといえる。

しかし,コ ンピュータを利用 したこの分類 や検索の方法 が最善のものであ るとい うことで

はない。長 い時間をかけて築き上げられた図書館の分類方法 と同様に,私 達 もコン ピュータ

の特色を生 かした新 たな分類方法,検 索方法の研究を進めて行 くことが,レ ファレンス情報,

ひいては,地 域経済情報 をより有効かつ効果的に活用 するための重要な研究課題である。
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。 レファレンス情報を入手す るため,当 委 員会で はアンケー ト方式で集めたが,提 出された

個 票の記入の仕方 に違 いがあ り,検 索を行 う時に問題 とな ると思われ る。効果的 な レファレ

ンス情報 を作成する理想的な方法は,現 在図書 館で行われているように,そ れぞれの 目的 に

応 じた一定の基 準に従 って統一的に整備を進める ことが重要である。

℃ 資料 を収集 ・提供することは,従 来か ら図書館の事業 として行われて来 たことで あり,当

委 員会でもこれらを体系的に まとめた図書館学 に学ぶべき事項 が多いもの と思われ る。 しか

し,図 書 館業務の コン ピュータ化が まだ まだ本格化 していない状況にあるため,両 者が一致

協 力 して問題の解決に当たってい くよ うな体制を築き上げ ることも今後の課題 として考慮 し

てお くべきであろ う。

O図 書 館では現在,書 物を中心に収集 ・提供 しているが,近 年幾つかの図書館では レコー ド

や映 画,ス ライ ドなど様 々の媒体を取 り扱いつつあ り,コ ンピュータ媒体の資料の サービス

が実 施 され,更 に図書館業務 の一つである広報や資料研究の面 でもコンピュータの利用が進 め

ば,ま さに当委員会で提案 してい る地域の公共的情報 センターの一 つとして機能 を果たすこ

とになろ う。

② の情報作成上の諸経費にっいては,情 報作成機関は情報利用機 関である とい う原則に立 ち,

投 資効果 を明確 にした上で,で きる限り費用の分散化をはか る方向で協力を得 る必要がある。

投 資効果 とは次の点 と考え られ る。

O自 機関の情報整備 に役立つ。

o広 範囲の地域経済 レファレンス情報 を磁 気テープ又は フロッピーディスクで入手できる。

または適宜必要 な地域経済 レファレンス情報の提供(リ ス ト等)を 受けられ る。

o地 域経済情報ネ ッ トワークへの参加がしやすい。

(2)シ ス テムの運営 ・サー ビスに係 わる諸経費については,59年 度以 降の試行期間 における実績

(情 報センターへの依頼件数,そ の対応に要した労力 ・費用)を 把握 し,分 析 ・検討の うえサ ー

ビスの規模,必 要経費,人 員等 について整理 を してい く方法 となろう。

(3)シ ス テムの普及

以 上の(1×2)を進 めるためには システムの普及が重要であ り,各 ブ ロックごとの会議 に出席して

説 明をす る。 あるいは中核とな る情報拠 点機関への協 力要請等を行 うことが必要である。
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「

5.地 域 別 情 報 拠 点 の育 成 と情 報 ネ ッ トワークの形成

5.t分 散 型 ネ ッ トワ ー ク 形 成 の ス テ ッ プ

ネ ッ トワーク形成 のステ ップは図5-1に 示 され るように,次 の4段 階に分けられ る。

①各地域,各 機 関におけ る情報ニーズ調査,情 報利用方法の研究が行われ,拠 点 のあ り方が検討

される段階。'

② 地域情報機関ごとで,内 部デー タの整備,外 部情報の うち入手可能な ものについてのデータ入

手 ・デ 一夕ベ　スシステム等 の開発 を通 じ拠点 としての機 能を備え る段階・

③外部との情報 ネ ッ トワー ク形成の環境整備 として クリア リング情報の整備をはか る段階。

④情報拠点間のネ ッ トワー ク形成及び確立をはか る段階。

・データ利用方法の研究

・拠点の あり方検討

・情報 拠点 の 育成

・内部 デ ー タの整 備 ・利 用

情報 拠 点 間 の ネ ッ トワ〒 ク

を形成 す るため の ク リア リ

ン グ機 能 の 形成

情報拠点間 のネッ トワーク
形成及び確立

図5-1地 域 情報拠点構築のステ ップ

5.2地 域 特 性 を 考 慮 し た ネ ッ トワ ー ク形 成 及 び 確 立 へ の 道

今 回の関信越 ・東北地域にお ける調査 ・研究委員会の メンバーは,5,1で 述 べた第2ス テ ップ(情

報 拠点 としての機能を備える段階)に ついては,か な りその機能を備えつつ ある機関が多か った。

しかし,情 報拠点 として成 り立ってい くかどうかについては,そ の機関がどのよ うな地域的情報特

性 の中に存在 するかによ ってかわって くる。 すなわち,情 報の需要 ・供給の流れはその地域の産業
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特性・都市機能,管 理・中枢機能,生 活特性によ って変わって くるからである。 この点で関信越,特

に首都圏 と東北地域 を比較すると ,今 回の情報 が公益性の強 い地域統計 に係わ るレファレンス情報

であ ることを考慮すると,国,地 方公共団体 での利用意識はそれ ほど地域特性はない ものの(56

年 度,レ ファレンス情報サ ービスに関す る意識調査),民 間 においては利用意識 がかな り異 って く

ると思われる。

表5-2に お いては,関 信越 に管理中枢機能がが集中 し,業 務分野別 コン ピュータの適用業務で

解析 ・計画及び予測業務の割合が多い ことを示 している。

また,経 済のサー ビス化(ソ フ ト化),特 に 情報 サービス業の進展については事業所数の比較を

すると関信越地 域は東北の13倍 強 である。(表5-1)

表5-1特 定 サービス産業実態調査(昭 和58年11月)

報サービス業
都道府県

事 業所数 従 業 者 数
(人)

年間売上高
(百万円)

青 森 6

■

303 1,376

東 岩 手 6 350 2,081

宮 城 32 1,273 9,732

秋 田 10 317 2,008

山 形 7 219 1,359

北 福 島 16 691 3,102

計 77 3,158 19,658

茨 城 15 1,186 6,402

栃 木 17 596 2983

群 馬 17 1,219 6,673

関 埼 玉 49 1,747 8,698

東 千 葉 43 1,248 7,465

甲 東 京 710 58,689 524,575

信 神 奈 川 78 7,506 78,144

越 新 潟 43 L305 10,270

静 山 梨 11 306 1,468

長 野 25 11076 6,467

静 岡 21 997 4,580

計 1,029 75,875 657,725

以 上の点から関信越地域 と東北地域においては特 に民間において,ソ フ ト的に もハー ド的にもか

な りの開 きがあ ることがわか る。

情報の地域破行性は是正 しなければ ならないとしても,実 際はその地域の現状 にあったネ ットワ
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一クの推進が必要 となる
。

今 までは,地 域経済情報流通促進に係わ る課題の うち,両 地域で共通 した ク リア リング機能につ

いて検討してきた。

今 後,さ らにネ ットワーク体 制の確立,ネ ッ トワー クの拡大に向けて両地域 ともよ り地域性 を意

識 した対応が必要 となって くるであろう。
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表5-2業 務 分野別 コンピュータの適用業務(通 商産業局別)

`単 位:件 数)

局

別

処 理 方 式

業務分野分.

'合 計
事 後 処 理 的 業 務 解 析 ・ 尉 面 ・及 び 予 測 業 務

小 計, パ プチ処理'
リモ ー ト
バ7チ 処 理

リアルタイム.

処 理

タイムシェア

リング処理
小 計 'パ フチ 処理

リモ ー ト
パ7チ 処理

リアルタイム
処 理

タイムシェア
リング処理

仙
.

台

計 L153 1,035 851 54 116 14 118 88 10 6 14

1企 画 ・ 調 整 15 11 10 0 1 0 4 4 0 0 0

2広 報 ・ 宣 伝' 6 5 5 0 0 0 1 1 0 0 0

3購 買 127 120 101 5 13 1 7 6 0 0 1

4生 産 54

,

41 32 4 5 0 13 11 1 0 1

5販 売 199 181 144 13 23 1 18 16 0 1 1

6製 商 品 在 庫 139 132 102 10 19 1 7 5 0 1 1

7輸 送 ・ 通 信 17 15 9 1 5 0 2 2 0 0 0

、

8設 計 ・研究開発及び技術情報 37 19 13 2 2 2 18 10 3 2 3

9人 事 ・ 給 与 177 172 163 3 5
'1

5 4 1 0 0

10資 金 ・ 財 務 158 151 134 7 ,8 2 7 5 1 0 !

11預 貯 金 106 101 70 4 26 1 5 3 1 0 1

12そ の 他 118 87 68 5 9 5 31 21 3 2 5

東

京

計 1軌657 16,320 1.1540 ゴ690 2679 411 a337 2324・ 2『90 378 345

1企 画 ・ 調 整 736 402 333 26 24 19 334 239 23 27 45

2広 報 ・ 宣 伝 222 180 160 4 15 1 42 29 2 6 5

3購 買 2188 1,937 1,333 216 354 34' 251 194 17 24 16

4生 産' 1.85・9 1,416

・

903' 188 287 38 443 307 41 63 32

5販 売 竃204 2700 1,720 365 562 53 504 382 29 59 34

6製 商 品 在 庫 2608 2341 1,475 306 519 41 267 188 19 43 17

7輸 送 ・ 通 信 598 489 295 61 129 4 109 70 12 18 9

β設8†・研究開発及び技術情報 1,280 727 456 87 103 81 553 305 82 66 100

9人 事 ・ 給 与 2459 2189 1,868 147 133 41 270 213 16 17 24

10資 金 ・ 財 務 2278 2005 1,604
A

168 194 39 273 210 17 24 22

11預 貯 金 1,214 LX24 848 65 ハ96 15 90 67 7 .10 6

12そ の 他 LO11 810 545 57 163 45 201 120 25 21 35

{全 処理件数の うち解析 ・計画及び予測業務に占める割 合が東京 げ16.98%.仙 台は10.23%}
一コンピュータを利用している全国企業S696社tr7プ ル調査 一{情 報処理実態調査 昭和58年12月)

.

.
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以下,特 に東北地域 における今後の情報拠点の育成 と情報 ネ ットワーク形成の進めかたについて

考察 してみよ う。

東北地域の現状を見ると,全 国に比べて相対的 に域内産業 に占める第1次 産業の割合が高 く,第

2・3次 産業の割合 が低い とい う状況にあ り,更 に第2次 産業の1人 当り出荷額,付 加価値額が全

国平均 より低いことや,イ ンフラス トラクチャー整備の遅れ,労 働力の域外流失等々,様 々な格差

や問題を有してお り,4割 経 済 といわれる関東地域 に比べて,東 北地域の情報化のための基盤整備

にはかな りの遅れがあるものと思われ る。

更 に,関 東地域には経済面 に加えて,政 治 ・行政等 あらゆる中枢管理機能が集中してお り,情 報

処理の面で も各種のデータや利用技術,技 術者 ・研究者等 々情報の量においても質においても集積

が進 んでいるが,東 北地域では常に中央での決定 に沿 って 自らの活動方向を定 めて行 くよ うな体制

に あるため,コ ンピュータの利用は コス トパ フォーマンスの高い大量の集計業務処理等が優先 され,

意 志決定支援等,効 果が明確 に評価で きない業務 での立ち遅れが大 き く,こ の面でも情報化の意識

にか なりの開 きがあるものと思われ る。

これを,「 地域経済情報 ネッ トワーク形成に関するアンケー ト調査」(昭 和55年 度 報告書参照)

の 結果 で再度見てみると,「 電子計算機の利用状況」については,県 ・銀行 で関東とほぼ 同じ水準

に あるものの,市 町村での利用率は関東の半分以下,商 工会議所 では3分 の1以 下 と利用率がかな

り低 くな ってい る。 「データベースの作成」にっいては,関 東で26%の 機 関が作成済,46%が

作 成予定 とな っているが,東 北では13%が 作成済,41%が 作成予定 となっており,'デ ー タベ ー

スの整備率においても関東の半分 となってい る。

また,「 情報の相互利用」 として,各 機関ど うしが情報を相互に交換 して利用 するよ うな体制へ

の参加に ついて聞いてい るが,関 東では74%の 機 関が参加 「可能」又は 「条件が整えば可能」 と

しているのに対 して東北 では57%と か なり低 く,「 不可能」 としている機関は関東で16%,東

北 は32%と な って おり,情 報の利用に関す る意識に もかな りの開 きがみ られ る。

これら関東地 域と東北地域の格差の原因 としては,コ ンピュータの利用率が低いこと等,個 別機関

及 び地域的に情報化に対 する設備面での基盤の整備 が不充分であることの他,政 治 ・経済等 あらゆ

る分野の中枢機能が集中 してい る中央 と,そ の決定 に従 って活動 し中央を支えている地方 との役割

の違 いが情報化に対す る意識の違 いとなって現れているもの と考 えられ る。

しかし,こ の よ うな状況にあるものの,「 地方の時代」 といわれ,地 域独自の開発 ・発展 が望 ま

れている今 日,種 々のハ ンデ ィキャ。プを克服 しつつ有効かつ効果的 に地 域開発 を進 めて行 くため

には各種の地域情報を有効 に活用 することが重要である。 このため,地 域特性を考慮 しつつ東北の

情報化 を積 極的に推進す ることが不可欠 であり,域 内の各機関が情報 を集積 し,有 効に利用 できる

よ うな情報拠点 としての機能を充実 させて行 くと同時 に,各 機関 において作成 されたデータを相互

に利用 しあえるような地域情報 ネ ッ トワークを形成して行 く必要がある。

以 上の ような認識の下 に,東 北地域における情報拠点の育成と情報 ネ ットワーク形成を具体化 し

て行 くための方策 について示す。
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これ らを推進するためには,各 機 関において企画部門等の 「情報利用部門」,統 計部門等の 「情

報作成部門」,コ ンピュータ部 門等の 「情報処理部門」 それぞれの連携を図 りっっ情報 マイン ドを高

めて行 くことが最 も重要であ る。

また,コ ンピュータによるネットワーク以外 にも既存の情報交換体制 を拡大 し各機関の繋が りを強

めてい くこと等により,人 的なネ ットワークの形成 ・拡大 を図 ること等,情 報化の発展を裏付 ける

基盤を整備 して行 くことが重要であ る。

一 方
,技 術的な基盤は急速に整備 されつつあ るが,多 くの機関 において作業部門 として位置づけ

られてい る 「情報処理部 門」だけの努力 では解決出来ない問題が多数 あるため,「 情報利用部門」,

「情報作成部門」の積極的な取 り組みが重要である。

こうい った観,点か ら,

① 情報拠点 ・情報 ネ 。 トワークの意識の啓蒙 ・普及

(情 報利用部門,情 報 作成部門,情 報処理部門)

② 情報利用技術の修得 ・普及

(特 に情報利用部門,情 報処理部門)

③ 情報 流通 に関する体制の整備

(特 に情報作成部門)

④ 個別の機 関どうしでの情報 ネ ットワー クの実施

(特 に情報作成部 門,情 報処理部 門)

⑤ 組織的な情報 ネ ットワークの実施

(情 報利用部門,情 報作成部門,情 報処理部門)

等 の活動を,そ れぞれの部門が有機的な連携 を保 ちつつ実施 して行 く必要があ る。

今後 これらの各種の課題を検討 し,成 果を啓蒙 ・普及 するため,東 北地域では現在の委員会を母体

と して,自 治体の連絡会議 ・担当官会議 や経済団体の会合等既存の各種の会合 との連携を取 りつっ

調査研究 ・啓蒙普及等の活動をする研究会等 なん らかの組織 を設置すべ く検討を行 って行 くことと

しており,当 面は 「情報処理部門」が情報 ネ ッ トワーク形成のための技術的課題の検討を行 う。

これ と並行 して,レ ファレンス情報等,流 通 データを整備 するため 「情報作成部門」の組織化を

図 る。次いで,「 情報利用部門」の組織化を図り,更 にそれぞれの部門が連携 して本格的な情報 ネッ

トワークの実現 に向けて活動 して行 くこととしたい。

また,関 信越地域 については,59年 度以降,

① 地域経済 レファレンス情報 システムの運営 に係 る基本方針の検討

② 機 関相互の ニーズに基づ く地域情報交換の推進

③ 各機関の地域情報分析手法 の紹介

④ 情報流通促進にあた っての問題点(社 会的,技 術的)の 検討

⑤ その他地域情報化に関する事項

等についてより具体的に推進すべ く,「 地域経済情報流通懇談会」の設置について検討 中であ る。
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・情 報 処 理 技 術 の 修 得 ・普 及

・情 報 交 換

・情 報 利 用 ニ ー ズ の 把 握

・情 報 利 川 技 術 の 普 及

・情 報 ネ ッ トワ ー ク

の 啓 蒙 ・普 及

図5-2情 報拠点育成 ・情報 ネッ トワー ク形成のための連携

■

5.5他 の 情 報 ネ ッ トワ ー ク との 関 係

現在,新 聞紙上を賑わ してい るINS構 想(高 度通信情報 ネ ッ トワークシステム)は ハー ド面で

は どの機 関とで も情報交流 が出来 るとい う可能性 を与えた。 問題 はどのよ うな情報を誰 と交流す る

か とい うソフ ト面 での問題,回 線利用制約の問題 である。

INS構 想 と通産省,郵 政省等が出してい るテクノポリス構想 ,テ レトピア構 想 とは 早 晩 ソ フ ト

・ハー ド面で ドッキン グし
,地 域情報 ネ ットワークが形成 され,産 業情報,生 活情報全般にわたり

流通 すると思われ る。

また,中 小企業者向けの付加価値通信欄(VAN)の 普 及,こ れ らを通 じて流通す る情報 も企業

情報 として位置づけ られる。

一方 ,中 小企業 庁,中 小企業事業団,中 小企業情報 センターが一体 となった地域の 中小企業者へ

の 中小企業情報提供 ・サ ービス体制 も次第に全国に根 をは りつつある。

これらのネ ッ トワー クと当調査 ・研究での地域情報 ネ ットワーク形成をどのように関連 づけ るか

については次のよ うに考え る。
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① 究極の 目的はどの ネ ットワークとも同 じであるが,当 調査 ・研究においては互 いの地域機関が

対等 の立場 で必要 な情報 を交換 し合 うとい うネ ットワークを目指 してお り,そ の点でサー ビスを

受 ける側の産業 の育成を 目指 した情報提供機関の育成,情 報 サー ビス体制の確立 とは質的に異な

る。 従って産業振興,中 小企業振興 にはその機関全体の情報処理 能力の向上を通 じて関接的に貢

献 するものの,あ くまで主 目的は分散型情報 ネ ットワークを 目指す ことで あり,そ の段階で地域

機 関 自らの情報化(外 部 ・内部 情報処理 能力の強化,情 報拠 点化)が 必要 であ る。

おのおのの機関はそれぞれの機関の ニーズに従 って強化 された情報処理機 能をもって企業活動

,行 政活動等にあた ることとな る。

② それぞれの拠 点機関が必要な情報の うち,地 域属性が主た る情報は同じ経済圏をもつ地域の ネ

ッ トワークを作 り迅速 な流通を図 るとい うのが この調査 ・研究の 目的であった。

一方 ,必 要な情報 の うち産業 属性が強い情報については産業別 ネ ットワークが作られるであろ

うし,そ の他の属性情報 について も属性に応 じて,今 後とも何層 もの ネッ トワークが作られるで

あろ う。 また,1機 関 として何層もの ネ ットワークに参加する可能性 も大 きい。

他の情報 ネ ットワークとの関係 は,こ のよ うな重層関係で とらえ ることが出来 る。

地域経済情報 ネットワーク

中小企業情報 ネットワーク

生活情報 ネットワーク

1つ の機関

③ しか しながら,多 くの ネ ッ トワークが形成 され る中で,必 要 に応 じて拡充のため整理 ・統合 さ

れ る事 もあ り得 る。 それは現時点では予測のつかない事であり,ネ ットワークが成熟 して くるか

な り先の時点であろう。

5.4情 報 の 高 度 利 用

地 域機関の情報拠点化は,

① 地域情報の作成 ・整備 ・蓄積機能

② 〃 加工 ・分析等高度利用機能

③ 〃 入手 ・提供 等ネ ットワーク機能

の強化であり,最 終的 には情報 をいかに有効 に活用 し得 るか とい う事が非常に重要であ る。

58年 度 は,地 域経済 レファレンス情報 パ イロッ トシステムの有効活 用 の研 究 とと もに,情 報

の高度利用の事例研究 として 「地域経済短期予測モデル」の開発を行 い,そ の結果を別冊資料 「地

域経済短期予測モデルの概要」 と して とりまとめた。
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5.5ま と め

本 調査は,関 信越 ・東北地域における地域 経済情報流通 を促進 するため,流 通状況の把 握,問 題

点の分析を し,当 面の課題 を明 らかにすることを 目的 として55年 度か ら進 められてきた。

56年 度 から進められている 「地 域経済 レファレンス情報 サービス」1は ,一 次情報流通のための補

助手段であ るが,今 日のよ うに情報の交通整理が不充分の状況では欠かせない機 能であり,ま た多

くの機関か らこの案 内機能 に対す る要望が強 くよせられてい る。

しか し,今 年度の調査結果か らも明らかなように,こ れら情報のサー ビス実現については経費の

問題,サ ービス情報の内容の問題,提 供形態の問題,体 制の問題等どれ1っ をとって も早急 に解決

のつ く問題 ではあ り得ない。 しか し,現 在地域情報 サービスを行 っているどの機 関にとっても共通

の問題であり,こ れ らの地域機 関をもとり込 んだ総合的な情報流通促進への取 り組みが必要 となろ

う。

■
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国

地域経 済 レフ ァ レンス情報 システ ムデー タ整備 マニ ュアル

この マニ ュアルは,地 域経済 に関する経済 データの所在源 を検索し提供することを目的 とした 「地

域経済 レファレンス情報 サー ビスシステム」で使用 するためのデータシー トを,'効 果 的 に整備すること

を狙いとして作成 したものです。

調査項 目,資 料の分類方法等 まだ まだ不備な点が多数あ ると思い ますが,シ ステムの利用者や関係

各 位のご意見をいただきなが ら改善 して行 きたいと考えてお ります。

今後 の改善を図 るため,皆 様か らの積極的なご意見をお願 いいたします。

,
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■

1.整 備 す るデ ー タの範 囲

レファレンス情報として整備するデータの範囲は,地 域経済に関する統計データであり公表可能な

ものとします。

2.記 入方 法

記入方式の項目には略称等を用いず名称を正確に記入して下さい。

また,選 択項目の場合には該当する番号に○印を付け,更 に該当欄に番号を記入して下さい。 「そ

の他」の場合には内容を具体的に記入して下さい。

5.記 入 項 目 及 び記 入 要 領

① 統計調査名(検 索項目)

統計調査名を記入して下さい。

② 調査機関名

「調査機関コー ド表」(別 表1)に 従って機関コー ドを記入し,更 に機関名を記入して下さい。

③ 電 話

当該データを必要とする場合,担 当部門に連絡できるよう市外局番,内 線番号等を含めた電話

番号を記入して下さい。 一

④ 住 所

住所を記入して下 さい。

⑤ 刊行物名

統計調査結果が刊行物として出版されている場合,刊 行物の名前を記入して下さい。

⑥ 発行機関

⑤の刊行物の発行機関名を記入して下さい。

⑦ 所管機関名

当該調査が委託調査等の場合,所 管する機関名を記入して下さい。

⑧ 統計調査の分野(検 策項目)

〈分野コード〉

統計調査を分類する場合の分野コー ドを 「統計資料分類表」(別 表2)か ら選んで記入して下

さい。

当該統計が幾つかの分野にまたがる場合は3つ 以内で記入して下さい。

〈分 野 名〉

分類表に該当する分野が無い場合には独自の分野名を2つ 以内で記入して下さい。

⑨ 調査対象(地 域)(検 索項目)
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〈地域 コー ド〉

日本標準規格(JIS)の 「地域分類 コー ド」(別 表3)に 準 じて調査対象範囲を県単位で記

入 して下 さい。(例,調 査対象範囲が市町村 の場合は,県 コー ドを,幾 つかの県 にまたがる場合

に は全 ての県 コー ドを記入 して下 さい。)

〈 分 野 名 〉

調 査対象の地域名を具体的に記入 して下 さい。

⑩ 調査方法

「1.悉 皆(全 数)調 査」,「2.サ ンプル調査」,「3.そ の 他」の うち該当す る番号に○

印を付け,当 該欄に番号を記入 して下 さい。

また,'「3.そ の他」の場合には調査方法 を具体的に記入 して下 さい。

⑪ 集計 区分

「1.全 国」,「2.県 別 」,「3.市 町 村別」,「4.そ の 他」の うち該当す る番号に○印

を付 け,当 該欄に番号を記入 して下 さい。

また,「4.そ の他」の場合 には集計区分 を具体的に記入 して下 さい。

⑫ 調査種類

「1.承 認 統計」,「2.届 出統計」,「3.指 定 統計」,「4.そ の他」の うち該当する番

号 に○ 印を付け,当 該欄に番号 を記入 して下 さい。 また,「4fそ の他」の場合には調査の種類

を具体的に記入 して下 さい。

⑬ 調査対象数

調査対象を記入 して下 さい。調査毎 に対象数が変化する場合 には,最 新時点の調査対象数 を記

入 して下 さい。

⑭ 調査周期

「1.5年 」,「2.3年 」,「3.2年 」,「4.1年 」,「5.半 期 」,「6.四 半 期」,

「7.月 」,「8.不 定期 」,「9.そ の 他」の うち該当す る番号に○印を付け,当 該欄に番号

を記入 して下 さい。また,「9.そ の 他」の場 合には調査周期 を具体的に記入 して下 さい。

⑮ 調査期 間

「1.歴 年 」,「2.年 度 」,「3.そ の 他」の うち該当する番号に○ 印を付け,当 該欄に番

号 を記入 して下 さい。 また,「3.そ の他」の場合 には調査の期間を具体的 に記入 して下 さい。

⇔ 電 算機 利用による(処 理 及び提供)

〈 処理の有無〉

電 算機利用によって処理 してい る場合 は 「1.有 」,処 理 していない場合は 「2.無 」 に○印

を付け,当 該欄に番号 を記入して下 さい。

〈提供の可否〉

電 算機媒体によるデ ータ提供が全面 的に可能な場合は 「1.全 可」,不 可能な場合 は 「2不

可 」,条 件が整えば可能 な場合は 「3.条 件 付可」に○印を付け,当 該欄に番号を記入 して下さい。
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〈 提供の条件〉

電 算機 媒体によるデータ提供の条件を 「L覚 書」,「2 .行 管 承認」,「3.申 請 書」,

「4.個 別協 議」,「5.そ の 他」か ら選んで○印を付け,当 該欄に番号 を記入 して下 さい。

また,「5.そ の 他」の場合には条件を具体的に記入 して下 さい。

〈提供媒体〉

電 算機によるデータの提供媒体を 「1.MT(磁 気 テープ)」,「2.フ ロ ッピー」,「3.

カ セ ッ トテープ」,「4.磁 気 ディスク」,「5.そ の 他」から選んで○ 印を付 け,当 該欄に番

号 を記入 して下 さい。 また,「5.そ の他」の場合には媒体 を具体的に記入 して下 さい
。

〈収集期間〉

電算機利用によってデ ータを収集 している期間を記入して下 さい。

今後 も継続 して収集 する場合には開始年月だけを記入 して下 さい。

な お,外 部 に委託 して集計 している場合 には この欄に記入 しないで⑰の各欄に記入 して下 さい
。

⑰ 電算機利用以外 による(処 理及び提供)

⑯ と同様に記入 して下 さい。

⑬ 調査の目的(検 策項 目)

当該調査の 目的を具体的に記入 して下 さい。

⑲ 対象の属性

調査対象の特徴,性 格等属性 について具体的に記入して下 さい。

(例)・

⑳ 調査項 目

資本金1千 万円以上1億 円以下

水田利用再編対策実施市町村

生産動態統計調査及び商業動態統計調査の対象事業所の中からエネルギー消費量を

勘案 して指定された事業所

都内に事業所を有する製造業,卸 売業,小 売業

(検 索項目)

調査表の表 顕 ・表側に記載 されている項 目名を記入 して下 さい。

(調 査の 目的,対 象の属性,調 査項 目等(検 索項 目)と 記載 してあ る項 目については,レ ファ

レンス情報検 索システムに よる情報検索のキー ワー ドとして利用 されます
。)

4.記 入 注 意

各項目の文字数制限は別表4の とおりです。

97



(記 入 例)・

・ 登 録・・1川 1ー 川 口
(フ リガナ}セ イyン ドウタイ トウケイチSウ サ(コ ウアツガスゲツボウ1

統計頂査名: ①

生産動態統計調査(高 圧ガス月報)

(フ リガナ}セ ンダイツウシロウサ汗'ヨウキヨクソウムプチヨウサカ

掴査機関名: ②[口=[[[[[エ コ
仙台通商産業局 総務部 調査課

電話: ③
・0222-63-1111内 線50 ・78

(7リ ガナ)ミ ヤギケン セ ンダイシ ホンrづL

住所: ④

宮城県仙台市本町3-3-1

刊行物 名: ⑤

東北通産統計年報

発行機関名: ⑥

東北指定統計調査会

所管機関名: ⑦

通商産業省調査統計部

調査方法:① 悉皆(全 数 順 査2.サ ンプルN査

3、その他 ⑩ 1

調査種類:1.mrZfftt2却 出統計 ③ 指定統計

4.そ の他 ⑫ 3

両査周期:!.5年2.
6.gqp期 ⑦ 月

8.不 定期9,そ の他

3年3.2年4.】 年5.半 期

⑭ 7

統

計

■

査

の

分

野

口

査

対

象

分野 コー ド:

⑧ 1 5 2

分野コー ド:

分野 コー ド:

分野名:

( )
分野名:

地 域コー ド:

地域名:

◆ 東北六県

集計区分:1.全 国2.県 別3.市 町村別

④ その他 ⑪ 4 東北六爆

口査対象数:

⑬ 250

国表期間:① 暦年2.年 度3.そ の 他

⑮ 1

電

算

機

利

用

に

よ

る

電
.
算

機

利

用

以

外

に

よ

る

処理の有無:① 有2.無

⑯ 1

提供の可否:1.全 可
2.不 可

3③ 条件付可

提供条件:1.覚 書1② 行管承認

3.申 請書4.個 別脇田

5.そ の他

2

提 供媒体:①MT②7ロ ッピー
3.カ セ ッ トテー プ

4,磁 気ディスク5、 その他

1 2

収集期間:

年

ロ

S5↓O l

月

40 ～

年 月

提供の可否:

⑰
.

つ
O

1.全 可

2.不 可

③ 条件付可

提供条件:1.覚 書 ② 行管承認
3.申 請書4,個 別脇田

.,5・ その他

2

提供媒体:① 印刷物 ・aそ の他

1

収集期間:

S

年 月

4042
～

年 月

凋査の目的:⑱

東北六 県における鉱工 莫'ヒ産

の動態を明らかに†るため

対象の凪性: ⑲

東北六 県で、高圧ガス、液化

が入 固体 ガスを製造してい る

企寮全部

掴査累の頂査項目名:

高 圧 ガ スの生 産 高

" 口]荷 高

〃 在原数量

液化 ガスの生 産 高

出 荷 高

' 在高数量

固体 ガスの生 産 高

' 出 荷 高

o 在庫数量

⑳

◆

◆

◆

◆

凸

・
「

φ

◆

帝

●

φ

中 』

◆

'φ

'◆

*登 録番号は記入 しな くて結構です。
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(別表1)調 査機関コー ド表

①国 の 機 関

②国 の 出 先 機 関

③都 県

④市 町 村

⑤商 工 会 議 所

⑥商 工 会 議 所 迎 合 会

⑦商 工 会

⑧商 工 会 迎 合 会

⑨事 業 共1同 組 合

⑩中 小 企 業 団 体 中 央 会

⑪その他経済団体、経済 ・

社会 ・研究所等

⑫金 融 機 関

⑬電 力 会 社

0100000〔 コロ

0200000口 口

03口[コ000口 口

04[コ 〔コ000[コ 〔]

05[=|[コ[コ[コ ⊂]⊂]1=]

05[==][=]000[コ[コ

06[コ 口 口 ロ[コ口 口

06口 口000[]口

07⊂]⊂][コ{=][コ[コ[コ

07[コ[コ000[コ ロ

08⊂]⊂]口 口 口 〔]口

09口[コ000[コ 〔]

10口 口 口口 口 口口

1 2 3 4 !i 6 7 n 9

識.種

コ ー ド

県

コー ド

市町村

コー ド

連 番

(注)口 の剖瑚 に は該当す る県 ・市町村 のコー ドを記入 して下 さい。
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(別表2)統 計資料分類表(特 殊分類主綱表)

(統計 ・統計分析資料)

110土 地.^気 象146物 資 需 給

111土 地 而 稲 ・ 地 形147物 価

112気 象 ・ 天 文148企 業 ・ 事 業 所

113地 質149家 計 ・ 貯 蓄

ノ

114フ}(流 量150」 聖 業

120人 口151農 林 水 産 業 一 般

121静 態152鉱 工 業

122動 態153麺!↑1と 業

130労 働154惜 気 ・ガス ・水道 ・

131雇 用 ・失業 ・ エネルギー産業

労 働力 ・職業紹介155商 業

132労 働 基 準 ・労 働 条 件156貿 易

133労 働 生 産 性157運 輸

138'そ の 他158通 信

140経 済159サ ー ビ ス 業

141国 民 経 済 計 算160社 会 ・ 住 宅

142財 政161棉 祉 ・ 厚 生

143金 融162住 宅

144国 際 金 融163生 活 調 査

145景 気

(出典)「 総理府 統計♪え}図書館蔵 書目録」
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:別表3) i也」或'分爽‖コ ー ド(JIS)

① 都道府県 コー ド

県

県

県

県

県

県

県

県

県

県

県

県

県

県

県

取

恨

山

島

口

島

川

媛

知

岡

賀

崎

本

分

崎

鳥

島

岡

広

山

徳

香

愛

高

桐

佐

畏

熊

大

宮

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

3

4

5

3

3

3

3

3

3

3

3

3

4

4

4

4

4

4

県

県

県

県

県

県

県

県

県

県

府

府

県

県

県山

川

川

井

梨

野

阜

岡

知

歌

賀

都

阪

庫

良

歌

轄

石

堀

川

E
.

岐

静

愛

三

志

京

大

兵

奈

和

6

7

8

9

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

1

1

1

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

3

道

県

県

県

県

県

県

県

県

県

蝿

県

都

県

県

海

森

手

城

田

形

島

城

木

馬

玉

葉

京

馴

潟

北

青

岩

宮

秋

山

福

茨

栃

群

埼

千

東

神

新

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

3

4

5

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

1
⊥

1

1

1

1

県

帰

島

旭

児

‡

鹿

沖

46

47

(出典) 「JIS:都 辺 戊汀県 コ ・一 ド(C6260)」

市 町村 コ_ド は省略,「JIS:市 町 村 コー ド(C6261)」 に 準拠す る。

101

 

●

右



一
〇
N

別 表4

廠 項 目 名 備 考 斑 項 目 名 備 考

1 統計調査名 漢字30文 字 16 電算機利用

に よ る

・処理の有無 コ]ド(1桁)… …1:有

2:無

・提供の可否 コー ド(1桁)… …1:全 町

2:不 可

..3:条 件付可

・提 供 条 件 コ ー ド(1桁)… …1:覚 聾

2=行 管承認

3.:申 請書

4:個 別協議

5:そ の他

2 調 査 機関 コ ー ト'(9桁)・ ・・… × × ×X× × ×XX

τ 礁 《・一・
業種分類

・・名……漢字20文 字

3 電 話 漢字20文 字

4 住 所 ■30"

5 刊 行 物名 "30'

6 発行機関名 〃20' その他の内容 漢字10文 字

・提 供 媒 体 コー ド(1桁)… …11MT

(最 高2ま で)21フ ロフビ_
3:カ セットテープ

.

4:磁 気 ディスク

5:そ の他

その他の内容 漢字10文 字
.A

・収 集 期 間

7 所属機関名 "20'

8 分 野 コ ー ド 統計資料分類に従 った コー ド3桁(最 高5ま で)

9 対 象 地域 コ ー ド(2桁)… …JIS県 コ ー ド(最 高1 .2ま で)・. -

名……漢字20文 字

10 調査 方法 コー ド(1桁)… …1:悉 皆(全 数)調 査

2:サ ンプル調査:

3:そ の他'

・その他の内容 漢字10文 字

Sx× × ×～ ×xx×

17 電算機利用

以外による

、

・提供の可否 コー ド(1桁 「)……1:全 可

2:不 可

3:条 件付可

・提 供 条 件 コー ド(1桁)… …1:覚 書

二.2:行 管承認 一

3:申 請書

4:個 別協議

5:そ の他

11 集 計 区分 ,・ コ ー ド(1桁)… …1:全 国

2=県 別

3:市 町 村 別

41そ の他
,

・その他の内容 漢字10文 字

12 調 査 種類 ・コー ド(1桁)… …1:承 認統計

2:届 出統計

3:指 定 統計

4:そ の他

・その他の内容 漢字10文 字

その他の内容 漢字10文 字

・提 供 媒 体 コー ド(1桁)… …1:印 刷物

(最 高2ま で)2:そ の他

その他の内容 竺 鮮1・ 文字

・収 集 期 間
13 調査対象数 漢字8文 字 一

S×xxx～ × × ××14 調 査 周期 ・コ ー ド(1桁)… …1:5年6:四 半 期

2:3年7:月

3:2年 ・8:不 定期

4:1年91そ の 他

5:半 期

・その 他 の 内 容 漢 字10文 字'

18 調査の目的 漢字250文 字

19 対象の属性 β60'

20 調査項目名

〉

〃20〃(最 高6b項 目まで)

、

'

'

、

15 調 査 期間 ・コー ド(1桁)… ・・パ:暦 年

2:年 度 ・ 、

3:そ の 他 ・

・その 他 の 内 容 漢 字10文 字

`

● ..



(参考資料) 「分 業頁ブ5マ去 一一叉 』

分 類 表 名(機 関 名)

日 本 十 進 分 類 法

(NDC)

国 立 国 会 図 書 館 分 類 法

(NDL)

デ ュ ー イ 十 進 分 類 法

(DDC)

国 際 十 進 分 類 法

(UDC)

科学技術関係専門団

分 類 方 法(構 成と特色)

主頬(大 分鍋 の順序をカッターの 「展開分類法]に

ならい、記号法をDDCに ならった列挙型分類表であり

主として和書を対象とし洋書にも共用できる書架分類法

　
'総 裁 と補助表A ～Hと か らなり、要3」れば両者を組み

つ 　

合わせることにより、かなり詳細な区分が可能

同館所蔵の図書分類排加のための表であり、同館が備

え付ける分類目録の記入の‡拒列にもイ吏用するもの'

主題の排列1働事は、社会‡轍 人文科学＼科学技術、

一般事項の順であり、形式類を最後にお く。同館は納本

図書館、調査図書館として国内、タ掴 の即聞勿を1血§部

門別に選}用1屑入 しll煤するので、NDCはEI本 のDDC

は英語圏のUDCは 西洋のとそれぞれの文化が反映して

いるので蔵割 勘戎が複雑である。

単行図書の書架分類のための分類表

ど1∫術論文の書`応分類のための分類表`

複数の概念の相互の関辿を示す記号:と 特殊瀾 円の各

8111目に共通するゴ題 を示す固有捕 り」標数の)n法 により、

複合主題の多面的表現が可能 となった
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(参考資料)

書 名

国際統計資料1ヨ録

資料もくろく

政府刊行物等総合目録

198161三 脱～

統計資料総合1ヨ録56Sl三

地方自治体の部

地方統計資料総合目録

S50-54

図書目録

行政資料目録

行政資料目録

資料目録

資料目録

図書資料目録

行政資料目録

行政資料1ヨ録

「統 計 登 科 の 分 類 プ∫法 』

.
分類方法

dlK細 事

地域弛

各省庁

地域

潤良1他 迎合会

同上 地方杭州制 蹴1

整刷}ll{5委員会

NDC 宮城県硫合図11{室

同上 宮城りiも総1芳汗敵 討 艮

行政☆判室

同上 広島県企画舗 ノtlil'課

行政資料室

機関 }}1間県

同上 5蜘 県

同上 徳靱桁政資料室

NDC 香川り夏繊 剛 吉言渠

中小分類

槻 莫1 佐賀県紘{1電 算1i!』

一一ー ー 一 一
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資料2 .d,

地域経 済 レフ ァ レンス情 報 システ ム利用 マニュアル

1

2

a

システムの 目的

目 次

ラ

ラ

ラ

　

1

2

3

4

(

(

(

(

5

6

情報の内容

オンライン会話型検索

オ ンライン検索の概要

利用時の注意

端末機の接続及び終了の仕方

オンライン検索の操作手順

オ ンライン検索のための ・マン ぽ 明

オ ンライン検索例

4.パ ッチ処理検 索

)1

2

3

バ ッチ処理検索 システムの概要

パ ッチ処理検索の検索指示

バ ッチ処理検索

5.コ ー ド一 覧

6

6

0

0

1

1

6

6

0

0

1

1

6

8

∩
V

O

1

1

9
臼

∩δ

1

1

1

1

6

0

1

2

1

1

0

0

2

2

1

1

3

戸0

ウ
ピ
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↑
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1
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1.11シ ス テ ム の 目的

当 レ フ・レンス情報 サー ピ・シ・テ・は
・繊 情報の体系化 と流通化 を図・ために

,繊 経済に関
するレフ・レンス繍 鰹 徹 び検 索サー ビスを醐 としている

。

2.情 報 の 内 容

繍 の内容は ・… レンス鰍 デー・シー・俵 ・参照)」 に記載された繍 であり情 報の内

容を大別すると次あ3種 類である
。

① データの所在に関する情報

② データの具体的内容に関する情報

③ データの入手のための手続き等データ利用に関する情報

3.オ ン ラ イ ン会 話 型 検 索

(1)オ ン ライン検索の概要

・＼

アイスフレイ
(回答)

オンライン会話型

検 索

セ ーブ

ファイル

漢字端末装置か ら入力 され

た検索指示(質 問 咄 力指示)

に 基づいて,レ ファレンス情

報 ファイルの検索を行い,結

果はデ ィスプレイ表示支 はプ

リンタに検索結果 リス
,トを出

力する。

(2)利 用 時の注意

① 本 サブシステ ムはA…-65・ の タイムシ・ア リ・グシステ・(TSS)下 で 輸 す 。
。②

端末難 は 昧 語が扱え る・ととして,rN52・ ・ モデ・レ・5』を難 してい る
。
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●

・

⑨

■

w

■

■

表1レ フ ァ レ ン ス 情 報 デ ー タ シ ー ・卜

・・… ロコココ=ロ コ ロ

(7りh'ナ)

統計口在名:
へ

(7リ ガナ)

珂査機関名1 一2
、

電嵩: 31
)

(フ リカ'ナ)

住所= 4

刊 行 物名:⑤

発行題 名:∂

所管曲 名:①

洞筋 法・幡 皆(全か 恥 ㍗ ・プ,・雛一'
調査種類:1・承ξ臓 計2届 出統計3 ,繍 計・一
掴査 周期:1.5年2 .3年
6.四 半期7 .月

8・不定 期9,そ の他

糎 の目的 ・函

3.2年4,】 年5 ,半 期⊂

慨

計

賃

査

の

分

野

ロ

査

対

象

分 野 コ ー ド:

唖
分 野 コ ー ド:

分 野 コ ー ド:

[[コ

口
分 ・ 野 名 二'

)
分 野 名:

)
地 域 コ ー ド:

地 域 名;

=コ
集計区分:L全 国2.県 別3 .M町 村別

・そ・・璽工===コ
箔 査 対 象 数:

調査期間:L暦 年2.年 度

調 査票 の 頂査項 目名

3・その他〔=

電

算

機

利

用

に

よ

る

電

算

機

利
・
用

以

外

に

よ

る

有

無

…

2翻
提 供 の 可 否:L全 町

口
z不 可

3・ 条件付可

提 供 条 件:

1・覚 書2・ 行管承 認3.中 締 古

4・個別 協議5.そ の他

提 供 媒 体:

1・Mr2・707ピ ー3nt〃 ト

テープ4磁 気 ディスク5 .その他

収 集 期 間:

S、

提 供 の 可 否 、、.㌫

団 2不 可

3・ 条件付可

提 供 条 件:
1・覚書2一 行管承認3 .申S青苔
4個 別協議5.そ の他

提 供 嬢 体:1印 刷 物

[口 之そ稽
収 集 期 間:

昭オ訓 年 月

S:
. …
、

対象の鼠性:

=

=

=

=

=

=

=

=

=

=

=

=

=

=

餐 登賭 号は記入 しな くて頴 です
。

=

=

=

=

ニ

=

=
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(3)端 末機の接続及び終了の仕方

端末機の
Logon

オンライン検索
の 開 始

端末機の
Logoff

s品 図1 端 末機の操作 フロー
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① 端 末 機 のL690n

④ 端 末 装 置,モ デ ム,シ リア ル ・プ リ ン タ(ρ電 源 を 入 れ る。)。

㊥ 端 末 装 置 の フ ロ ッピ_.デ ィス ク.ユ ニ ッ ト十 〇にFDD(PETOS-31K')をsetす る。

#0#1

画 面

フロ ッ ピー ・デ ィス ク

◎ 端 末 装 置 の プ ロ グ ラ ム ・ ロ ー ドが 完 了 し て,画 面 に カ ー ソ ル が 表 わ れ た ら,,キ ー ボ ー ドの

Functionkey1(Logonkey:F1)を 押 下 す る。

e端 末 装 置 の 画 面 に 次 の メ ッ 七 一 ジ が 出 力 さ れ た らUSER'ID－ に 続 け てJIPDEC$SYS-

TEM⑭ を キ ー ボ ー ドよ り入 力 す る。
,,

JIPP⊆ ごTε 三;(円ロ.1、{)NO::!2㌘/・34'△ τ12:43:三 εC隅 ξNトJCLも602

UεE只ID-JIPDEC$SYSTEM⑲

② オ ンライン検索の開始

④ システ ム選択 レベルのSYSTEM?に 続 けて,/A1⑱ を キーボー ドより入力す る。

・」五〇日εニ ー一・一 】¢t)oNo二 こ・・こ〔},・8ムAて!二:4rj、36CHA卜 」卜」三L46{コ2

じG三PID-JIPC三C芭9YSTEη

∈Yε 丁目?/A1⑧

◎ 端末装置の画面 に次の メッセージが出力 され,シ ステム選択 レベルとなったら,SYSTEM?

に 続 けて/RISE/R310;R310⑪ を キーボー ドより入力す る。
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,

◎

.
レ

㊨

、;100⊆ 「^T⊆ 三(早 口.t) {りト」Gこ79こ こ}〆3△ 白丁 1'こ:ム{三:3とCHANNEL4ろC2

、

・U£三円 工1)-」 二Cつ …三こエSYsT竺 ト4

⊆y⊆TEMつ ノ角一1
}

揚

TMNL三 日;oe

S∨三T⊆門?J三P⊆

⊆∨STE門?(ヨ ……丁 /R1三 三!亡 ～亡 〔三L[、1,ζ こ.. :

ご".'t=〒=μ>1二 二 〔
一,一9一 ■_一 !i{7… ≡≡…/ξ －Fこ 三LPll工 γ`'

SYST… 三ト1?COUT'

SYε 正 恒 ∠RISE/R3io;R3・0⑧ ・

1

馳

・

.'蛍 ←

●

●

' ・"
,

, ノ

オンライン検索サブシステムが startupす る と,
'

次に示す コマン ド入力促進記号(10?)

が端末装置の画面に出力されて,
1

オン ライン検索サブシステムの コマン ドが入力可能 となる。

.}三⊃oεcT;sく 只P.1)
.
eN口 二/2巳/84 、4τ{二 三乙s:さ と cHρ ト∫NELム 儂〔⊃2

、

・

USERIP-JユPDEC$SYS↑Ei寸
1
↓,.

.

SiYεTi三 ㍉6!吉1
、「

TPINLIO;OO

ε∨雪下⊆】?㌔1こi3⊆

SYSTEH?GεT・!円 三9E/F－ ご 互εLD `1仁 丁.1
.A

SYSTE門?Gε 了・ノF～1εε!X－ ご:三LD"IX・'1

SYSTEh・?Cξ ・U〒 ・
,

SYS…Tε 門?・!只1§E!R310;'Rコ{{3
.

・ 哨

r1,

L,
.

10?← コマンド入力促進記号

ノ

;

:

:

、 ・

オ ン ライ ン検 索 ヤ

・

・

:

:'

: ◆

●
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③ 端末機のLogoff

オ ン ライン検索 サブ システムの終了指示(@E〔ND〕)を 行 うとTSSは シ ステム選択 レ

ベルに戻 り,端 末装置の画面にSYSTEM?を 出力する。

④TSSのLogoffは,こ のSYSTEM?に 続 けて,BYE⑱ を キーボー ドより入力す る。

●

◎TSSのLogoffが 完 了 す'る と,次 の メ 少セ ージ を 端 末 装 置 の 画 面 に 出 力 し て,端 末 装

置 はSystemとdisconnect'さ れ る。

SYSTEM.?已YE

†・ケC(}ε 丁:¥:4B

・."stT)NAT12:4巳:3と

◎ 端末装置,モ デ ム,

らFDDを 取 り出す。

丁`)∩15丁 ⊂:主 二4〔 ・rr・==・=

)ltr'ρ 丁 ¶ 「 ・r1・'

シ リア ル ・プ リ ン タの 電 源 を 切 り,フ ロ ッピー ・デ ィス ク ・ユ ニ ッ トか

ψ

11ユ



(4)オ ン ライン検索の操作手順

オ ンライン検索の基本的な操作手順は,図2に 示す とおりである。

開始
の入力

シスアム

メ ッセー ジ

検索指示の入力

一件数表示

検索結果①表
示

鵠鴛

図2オ ンライン検索の操作手順
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∂

(5)オ ン ライン検 索のための コマン ド説明

① 開 始 コマン ド(@RISE-RS)

・レ ファレンス情報 サー ビス検索 システ ムを開始する
。

② 補助 コマン ド(@C〔OMMAND〕)

当 システムで使用できるコマン ドを表示 する。

③ 検索 コマン ド(@R〔ETRIEVE〕)

与 え られた条件式に該当す るレコー ドの集合を検索する。

④ 論理 演算 コマン ド

④ 論理積 コマン ド(@A〔ND〕)

保 存 されているレコー ド集合の論理積を取 る。

◎ 講 和コマン ド(@0〔R〕)

保 存 されているレコー ド集合の論理 和を取 る。

⑤ 画面表示 コマン ド(@D〔ISPLAY〕

検 索結果 の レコー ド集合の該当する項 目を表示する。

⑥ リス ト出力 コマン ド(@P〔RINT〕)

検 索結果 の レコー ド集合の内容を,出 力モー ドに従 って編集し,検 索結果 リス トとして リス

ト出力す る。

⑦ 終了 コマン ド(@E〔ND〕)

レ ファレンス情報 サー ビス検 索 システ ムを終了 する。

オン ライン検索で使用するコマン ドは,以 上①～⑦の各 コマン ドであ り,各 コマン ドについて

〔 〕内の文字は省略 して もよい。

また.オ ンライン検索 で使用する各 コマン ドは,各 種条件等の指定が必要な もの について はオ

ペ ラン ドとして ,コ マン ドとオペ ラン ドを対 として次のよ うに入力する。

〈入力形式>

10?コ マ ン ド〔ム オペ ラン ド〕⑭ △……1つ 以上の空白

⑬……RETURNキ ー

オン ライン検 索で使用で きるコマン ド,オ ペ ラン ドの形式及び機能の一 覧は,表2に 示す とお

りで ある。

なお,コ マン ドのみを入力(オ ペ ラン ド省略)し た場合,オ ペ ラン ドが必要 なコマン ドについ

て は,必 要 なオペ ラン ドの形式の概略が システムか ら表示 され るので,そ れに従 ってオペ ラン ド

を入力すればよい。
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表2オ ンライン検索の コマン ド一覧表

コ マ ン ド オ ペ ラ ン ド 機 能

@RISE-RS パ ス ワ ー ド(8桁)を 指 定 す る。 , レファレンス情

報 サー ビス検 索シ

ステムを開始 する。

@C〔OMMAND〕 な し。 使用で きるコマ

ン ドを表示する。

@R〔ETRIEVE〕 検 索の条件式を指定す る。

<形 式1>項 目指示 ・比較値1〔 〔丈〕比較値2〕
ト

… … 〔/保 存 ファイル番号 〕

〈形式2>項 目指示 ・〔比較値1〕 一

〔比較値2〕 〔/保 存 ファイル番号 〕

〈項 目指示及び比較値〉

与 えられた条件

式 に該当す るレコ

ー ドの集合を検索

す る。

保 存 ファイル番

号 の指定があれば

その保存 ファイル

を検 索対象 とする。

検索結果,選 択

された レコー ド集

合を別の保存 ファ

イルに保存 し,そ

の保存 ファイル番

号 及び レコー ド件

数 を表 示する。

項目指示 比 較 値

分野 コー ド=F 分 野 コー ド3桁

地域 コー ド=K 県 コ ー ド2桁

地 域 名=R
漢字文字列

鴎 二讃:㌶ 」$)

統計調査名=S
・調 査項 目名=1

目 的=0

属 性=A

収 集 期 間=T 元号区分及び年号の5桁

〈保存 プアイル番号 〉

検 索対象とす るSAVEフ ァイル番号=01～30

〈 記 号の意 味〉 十:OR

英:AND

-:比 較値≦項目指示≦比較値2
一

@A〔ND〕 論理積を取 る保存 ファイル番号 を指定する。

〈形式〉 番号1,番 号2〔,番 号3〕 ……

指定 された保存

ファイル間の論理

積 を取 る。

結果の レコー ド

集 合を別の保存 フ

ァイルに保存 し,

そ の保存 ファイル

番 号及び,レ コー

ド件数 を表示する。
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コ マ ン ド オ ペ ラ ン ド 機 能

@0〔R〕 論理 和を取 る保存 ファイル番号を指定 する。

、

指定された保存

〈形式 〉 番号1,番 号2〔,番 号3〕 …… ファイル間の論理

` 和 を取 る。

結果の レコー ド

集合を別の保存フ:

アイルに保存 し,

そ の保存 ファイル

番号 及び レコー ド

件数を表示する。
`

@D〔ISPLAY〕

・

表示す る項 目番号(2桁)及 び保存 ファイル番号を 指定された保存

指定 する。 フ ァ イ ル の レ コ ー

〈形式〉 項 目番号1〔,項 目番号2〕 …… 〔/保 ド集 合の該当する.

存 ファイル番号 〕 項 目を表示する。

〈項 目番号〉 保存 ファイルの

統計調査名=01集 計 区 分=11 指定がない場合は

調 査 機 関=02調 査 種 類=12 ・直 前の検索結果 を

電 話=03調 査 対象数=13 保 存 しているレゴ

住 所=04調 査 周 期=14
一 ド集合 を対 象と

刊 行 物 名=05調 査 期 間=15 す る。

発行機関名=06電 算 利 用=16

所 属機関名=07電 算 以 外=17

分 野 二 〇8調 査の 目的=18

地 域=09対 象 の属性=19

調 査 方 法=10調 査 項 目名=20

@P〔RINT〕 出 力モ ー ド及び出力対象 とする保存 ファイル番号 を 指定された保存

指定 す る。 フ ァ イ ル の レ コ ー

〈形式〉 出力モー ド〔/保 存 ファイル番号 〕… ド集合の内容を出

<出 力 モ ー ド>1=全 項 目 カモー ドに従 って

2=上 記 の01～09の 項 目 リ ス ト出 力 す る。

3=上 記 の01～17の 項 目 保 存 ファイルの

指定がない場合は

直前の検索結果を

保存 しているレコ

一 ド集合を対象 と

す る 。

@E〔ND〕 な し。 レ フ ァ レ ン ス情

報 サー ビス検索 シ

ステムを終了す る。
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⑥ オンライン検 索例

① コマン ドとオペ ラン ドを別 々に入力した検 索例

10?@RISE-RS⑱

パ ス ワー ドを入力 して下 さい。

10?× × × × × × × × ⑨

今←今←x

IO?@C(OMMAND〕)⑪

レファレンス情報 サー ビス検索 システ ム 開始 英普×

パ ス ワ ー ドの 入 力

〈 コマン ド〉 検 索=@R〔ETRIEVE〕

論 理積=@A〔ND〕

論 理和=@O〔R〕

10?@R〔ETRIEVE〕 ⑪

コマン ド一覧の出力

表 示=@D〔ISPLAY〕

出 力=@P〔RINT〕

終 了=@E〔ND〕

検索の開始

検 索の条件式を指定 して下 さい。

〈形式1>項 目指示,比 較値1十 比較値2X比 較値3… … 〔/保 存 ファイル番号 〕

<形 式2>項 目指示,比 較値1一 比較値2〔/保 存 ファイル番号 〕

〈項 目指示〉 分野 コー ド=F調 査 項 目名=1

地 域 コー ド=K目 的=O

地 域 名=R属 性=A

統 計 調査名=S収 集 期 間=T

10?F.131十132@

#01nnnn件:分 野 コ ー ド=131十132

10?K.02十 〇3十 〇4/01⑪

十 〇2・nn件:

10?1.$高 圧 ガ ス$X$液 化 ガ ス$⑱

___。]一 示

ilO3

10?@A〔ND〕 ⑱

nn件:調 査 項 目名=$高 圧 ガス$X$液 化 ガス$

論 理積を取 る保存 ファイル番号を指定 して下 さい。

〔形 式 〕 番号1,番 号2〔,番 号3〕 ……

10?02,03⑪

結果の論理積を指定

十 〇4n件AND

IO?@0〔R〕 ㊥

十 〇2,十 〇3

論理和を取 る保存 ファイル番号 を指定 して下 さい。

〔形 式 〕 番号1,番 号2〔,番 号3〕 ……

10?02,03⑱ }一
十 〇5 nn件:OR十 〇2,十 〇3
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10?@D〔ISPLAY〕 ⑱ 検 索結果の表示を行 う。

表示す る項 目番号及び保存 ファイル番号を指定 して下 さい。

〈形 式〉 項 目番号1〔,項 目番号2〕 …… 〔/保 存 ファイル番号 〕

〈項 目番号〉 統計調査名=01

調 査 機関名=02

電 話=03

住 所=04

刊 行 物 名=05

発 行 機関名=・06

所 属 機関名=07

10?01,02/05⑱

分 野=08

地 域=09

調 査 方 法=10

集 計 区 分=11

調 査 種 類=12

調 査対象数=1 、3

調 査 周 期=14

調 査 期 間=15

電 算 利 用=16

電 算 以 外=17

調 査 の 目的=18

対 象 の属性=19

調 査項 目名=20

00000Q1

'〔統 計調査名 〕

〔調査機 関名 〕

0000002

〔統 計調査名 〕

10?@P〔RINT〕 ⑱

表示項 目を指定

× × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×

× × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×

× × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×

～

印刷出力

出力モ ー ド及び 出力対象 とする保存 ファイル番号を指定して下 さい。

〈形 式〉 出力モ ー ド〔/保 存 ファイル番号 〕

〈出力モ ー ド>1==全 項 目

2=01～09の 項 目

3=01～17の 項 目

10?1/04⑧ 印刷内容指示

番号 〕

〔統計調査名 〕

10?@E〔ND〕 ⑱

レ ファレンス情報 サー ビス検索 システム 終了

検索の終了

今←苦 う← 苦 →←→←
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② コマン ドとオペ ラン ドを同時に入力 した検索例

10?@RISE-RS△ × × × × × × × ×⑪ 検 索 の 開 始 及 び パ ス ワ ー ドの 入 力

、X× × レ フ ァ レ ン ス 情 報 サLビ ス検 索 シ ス テ ム1開 姶 芥 苦 ×.t

F.131一 ト132⑧'10?@R△

十 〇1nn'nn件:分 野 コ ー ド=131十132「

10?@RムK.02十 〇3十 〇4/01⑪

十 〇2

10?@R△1.$高 圧 ガ ス$-x-$液 化 ガ ス$⑪

nn件:地 域 コ ー ド=02十 〇3十 〇4/十 〇1

.検 索条件の指示

nn件:調 差項 目名t$高 圧 ガス$-x-$液 化 ガス$

`

IlO3

10?@A△02,03⑪'

十 〇4n件:AND

IO?@0△02,03⑪

十 〇2,十 〇3'

結果の論理積を指定

十 〇5nn件:OR

IO?@D△01,02/05⑪

llO2,十 〇3

結果の論理和を指定

検索結果の表示

0000001

〔統 計調査名 〕

〔調査機 関名 〕

× × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×

× × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × 〉く× × × × ×

～

10?@P△1/04⑭ 検索結果の印刷.

〔登 録 番 号 〕 × × × × × × × ・ 『

〔統 計 調 査 名 〕 × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×

～

10?@E⑪

う← う← 今← レファレンス情報 サー ビス検索 システム 終了

検索の終了

英 × 今←

命

●

●
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【登録番号】

【統計調査名】

【調査機関】

【電 謝

【住 所】

【刊行物名】

【発行機関名】

【所属機関名】

【調査分野】

検 索 結 果 リ ス ト

0000tO9

労働動態頂査

041420401鎌 倉市[=!i民部労i攻」果

0467-47●-1771

神奈川県鎌倉市小袋谷2-14-14動 労描社会館内

鎌倉市の労働事情

鎌倉市市民邸労政課

目倉市市民部労政課

132:労 働基準・労働条件・

昭和59年01月20日

【対象地域】 14:神 奈川 神奈川県口倉市 ω

ご

Φ

【調査方法】 サンプル田査

【田査対象数】1659事 業所

【電解1用 による】 処理の有無 ・無

提供の可否

提供条件

提供媒体

tN査 の目的】

【対象の目性】

【調査項目名】

【集計区分】 鎌倉市内

【田査周期】1年

収集期間 昭和 年 月～昭和 年 月

【口蓋種類】

【口査期間】

【電算利用以外による】

提供の可否

提供条件.

提供媒体

市独自の通信による

眉年

金可

個別協議

印刷物

収集期間 昭和50年07月 ～昭和 ¢ 月

讐鱒 綴 鵬職 鍵 離 曽翻醗 にし・労働 綱 脚 ための賊 するとと

誘鍍纈 手織 警二醗 あ踊縫 気金融保険菓不 ・

灘 年数
職間
パート'"

曇霞鑑"　
賃金規定
定年制

丁
室



4.バ ッ チ 処 理 検 索

(1)パ ッチ処理検索 システ ムの概要

セーフ

ファイル

検索指示票

検索結果 リスト

検 索指示デ ータを入 力 し,各 種

検索指示のチ ェックを行い,正 しい

ものについて,レ ファレンス情報 フ

ァイルの検索を行 う。』

検 索結果 は検索結果 リス トに出力

す る。

(2)バ ッチ処理検 索の検 索指示

① 検 索指示票

検 索 指示 票(表3)は,レ フ ァ レン ス情 報ファイルの パッチ処理 による検索に使用 し,

検 索のための コマン ド,オ ペ ラン ド及び結果保存 ファイル番号を記入す る。

コマ ン ド欄に指定できるコマン ドは,次 のとおりである。

・Q〔UERY〕 … …検 索区分指示

・R〔ETR〕 … ……検 索指示

・A〔ND〕 論 理積指示

・O〔R〕 論理和指示

・P〔RINT〕 … …出力指示

〔〕は省略可

オペ ラン ド欄 には,指 定 した コマン ドに対 する各種条件等を指定 し,検 索及び論理演算の結

120
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表3検 索指示票(バ ッチ処理検索)

コマ ノ ド

16

オ ペ ラ ン ド 指 示

710152025303538

結 果

保 存
プアイル

番 号

3940

■

レ フ ァ レ ン ス 情 報 サ ー ビ ス シ ス テ ム

〔 コ マ ン ド一 覧 〕

・Q〔UERY〕 ・

・R〔ETR〕 … ・

・A〔ND〕

・0〔R〕

・P〔RINT〕 ・

〔 〕は 省 略 可

…・・検 索区分指示

…・・検 索指示

論理積 指示

論理和指示

…・・出力指示



果 を保存 したい場合 は,結 果保存 ファイル番号欄 にその番号(01～30)を 指定 する。

また,オ ペ ラン ドは1行 で完結す る必要があ り

マ ン ドと同様であ ると見な され る。

検 索指示票の記入例 は次のとお りであ る。

コマン ドの指定を省略 した場合 は前行の コ

鯵 工F.
.

検索指示票の記入例

コマンド

16

'

オ ペ ラ ン ド 指 示

71015202530・3538

丸`、}w

保 存
ファ弔
'樵 り

3940

Q u E R
1

物 価 の 検 索
F

R E T R F .

、1
4 7 0 1

K . 0 4 0 2

A N D
`

0 1 . 0 2
0 3

R E T R S . 価 格 S 十 $ 価 格 $ 0 4

S ◆ 物 価 $ 十 $ 物 価 $ 0 5

O R O 4 ● 0 5 0 6

P R 1 N T 1 / 06
.

＼ イ 、 、
、

-

＼
＼ ＼ /

/
z

I

ミ

、 、

ぱ 、 '
/

'

、＼ 、
、 .
ノ /

■
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(3)バ ッチ処理検索

検索指示票例(表3)を も とに検索指示データの作成を し,バ ッ'チ処理検 索を実行 ずるど,検,

索結果 リス トと して,検 索指示 リス ト(表4)及 び検索結果 リス ト(表5)が 出力 される。

表4検 索指示 リス ト

●

コマンド

QUERY

RETR

AND

RETR

OR

PRlNT－

掬R指 示 リスト

オ ペ,ン ド

物 価 の検索

・分 野 コー ド=147i

地 域 コーV=04

01.02

・統 計 口 次名=価 格$+$価 格$

統Xf加 交名=物 価$+$物 価$

b4,05

/06

:{パ9チ 処可換旗)

q
V

q
∨

0

0

昭 和59年01月20日 日'

結 果 保存
プ アイル 検索作 歌

#01

#02

tto3

#04

Sto5

#06

0029'

0111 ,

0008

0004

0002

0006

i23



【鋤 番号】

【統計掴査名】

(調査健闘】

【電 錺】

【住 所】

θ 京 結 果 リ ス ト

0000646

仙台市消費者物価指数

030400001宮 』t県企画部統計課

0222(63)2111-429

仙台市本町3・一・8-1

昭和59年01月20日

,

【刊行物名】 仙台市消費者物価指数(月 報 ・年報)

【発行櫨国名】 宮城県企画織 計課

【所属機関名】 盲域県企画醐 十原

【蛸壷分野】 147:効 鍾
酬
o

【対象地域】 04:宮 城某 仙台市

藩
対
語

一 湘

ぱ 【調査方法】 サンプル項査 【集計区分】 仙台市分のみ 【迎査種類】 届出統計 こ
【調査対象致】 唐笛世帯計960【 調査周期】 月 【調査期間】 厄年 ス
【電算利囲による】 処理の有無 有 【電算利用以外による】 一

提供の可否 不可 提供の可否 条件付可
苓
ゆ

提供条件 提供条件 個別協鍍 ぷ
提供媒体 提供媒体 印刷物

⊆

収集期間 昭和 年 月～昭和 年 月 収集期間 昭和22年 月～昭和 年 月

【開査の目的】 仙台市消☆者物価水準の動きを迅速には撮し、消費者行政及び経済緒施策の基礎資料とするもの。

【対象の属性】
蟷 裏向における約580蹴380齢 の商品価格及びサーピ

【調査項目名】

翼灘翼翼襲爵
上昇率及び対州年回月比上昇率

■

.・ ●

●

● .・



なお,パ ッチ処理検索で使用で きる コマン ド,オ ペ ラン ドの形式,結 果保存 ファイル番号指定

の可否及び機能の一覧は,表6に 示すとお りである。

表6バ ッチ処理検索の コマン ド一覧表

コ マ ン ド オ ペ ラ ン ド

番号
指示
の
可否

機 能

Q〔UERY〕 検索区分名(任 意の文字列)を 指定する。 否 以下に指定された番

号表示群の区分をする。

R〔ETR〕 検 索の条件式を指定 する。

<形 式1>項 目指示.比 較1直1〔{婁}比 較値2〕
…… 〔/保 存 ファイル番号 〕

〈形式2>項 目指示.〔 比較値1〕 一

〔比較値2〕 〔/保 存 ファイル番号 〕

〈項 目指示及び比較値〉

可 与 え られ た条件式に

該 当するレコー ドの集

合 を検 索す る。

保存 ファイル番号の

指定(オ ペラン ド欄)

が あればその ファイル

を検 索対象とする。

結果保存ファイル番号の

指定 があれば,結 果 を

その ファイルに保存す

る。

項 目指示 比 較 値

分野 コー ド=F 分 野 コー ド3桁

地 域コー ド=K 県 コー ド2桁

地 域 名=R 文字列(漢 字)

(露=㌶劃
統計調査名=S

調査項目名=1

目 的=O

属 性 ・=A

収 集 期 間=T 元号区分及び年号の5桁

〈保存 ファイル番号〉

検 索対象 とす るSAVEフ ァ イル番号=01～30

A〔ND〕 論 理積を取 る保存 ファイル番号を指定する。

〈形式〉 番号1,番 号2〔,番 号3〕 ……

可 指定 された保存 ファ

イル間の論理積 を取る。

結果保存 ファイル番

号 の指定があれば,結

果 をその ファイルに保

存 する。

0〔R〕 論理和 を取 る保存 ファイル番号 を指定 する。

〈形式 〉 番号1,番 号2〔,番 号3〕 ……

可 指定 され た保存 ファ

イル間の論理和を取る。

結果保存 ファイル番

号 の指定があれば,結

果 をその ファイルに保

存 する。

P〔RINT〕 出力モード及び出力対象とする保存ファイル番号を指定 する。

〈形式〉 出力モ ー ド/保 存 ファイル番号

〈出力モ ー ド>1=全 項 目出力

2=対 象地 域までの項 目

3=電 算 利用以外 によるまでの項 目

否 指定 され た保存 ファ

イルの レコー ド集合の

内容を出力モー ドに従

って リス ト出力する。
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5.コ ー ド一 覧

当 システムで使用 する各 種 コー ドの 内容は,以 下の とお りである。

① 調査機関 コー ド(9桁)

× ××××××××
　 　 　 　

乙1蕊 。一.

∠爵
④ 業種 コー ド(2桁)

コ ー ド 内 容

01 国

02 国の出先機関
r

03 都道府県

04 市町村

05 商工会議所連合会 ・商工会議所

06 商工会 ・商工会連合会

07 中小企業団体中央会 ・事業協同組合

08 その他経済団体 ・経済社会研究所等

09 金融機関

10 電力会社

県

県

県

県

県

県

県

県

県

県

県

川

媛

知

岡

賀

崎

本

分

崎

鵬

縄

香

愛

高

福

佐

長

熊

大

営

庭

沖

7

,
8

9

0

1

2

3

4

5

6

7

3

3

3

4

4

4

4

4

4

4

4

県

府

府

県

県

県

県

県

県

県

県

県

山

取

根

山

島

口

島

賀

都

阪

庫

良

歌

滋

京

大

兵

奈

和

鳥

島

岡

広

山

徳

5

6

7

8

9

0

1

2

3

4

5

6

2

2

2

2

2

3

3

3

3

3

3

3

都

県

県

県

県

県

県

県

県

県

県

県

京

剤

潟

山

川

井

梨

野

阜

岡

知

重

東

、
神

新

富

石

福

山

長

岐

静

愛

三

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

3

4

)

1

1

1

1

1

1

1

2

2

2

2

2

桁　(

道

県

県

県

県

県

県

県

県

県

県

県

ド一

海

森

手

械

田

形

島

城

木

馬

玉

葉

コ県

北

青

岩

宮

秋

山

福

茨

栃

群

椅

子

S1

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

J

O

O

O

O

O

O

O

O

O

1

1

1

◎
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◎JIS市 町村 コー ド(3桁)

こ こでは省略 する。

② 分 野 コー ド(3桁)

110土 地 ・ 気 象

111土 地 面積 ・地形

112気 象 ・ 天 文

113地 質

114

120・ 人

121
i静

122動

130労

131

132

133

138

140経

141

142

143

144

145

146

147物 価

148企 業 ・事 業 所

149家 計 ・貯 蓄

150産 業

151農 林水産業一般

152鉱 工 業

153建 設 業

154電 気 ・ガス ・水道 ・エネルギー産業

155商 ,業

雇用 ・失業 ・労働力 ・職業紹介156貿 易

労働基準 ・労働条件157運 輸

労 働 生 産 性158通 信

そ の 、他 ・159サ ー ビ ス 業

160社 会 ・ 住 宅

161福 祉 ・厚 生

162住 宅

163生 活 調 査

済

国民 経 済計算

財 政

金 融

国 際 収 支

示 気

物 資 需 給

③ 地域 コー ド(2桁)

地 域 コー ドは,① の◎のJIS県 コ ー ドを使用する。
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④ 調査 方法 コー ド(1桁)

コ ー ド 内 容

1 応皆(全 数)調 査

2 サ ンプル調査

3 その他

⑧ 調査期間 コー ド(1桁)

コ ー ド 内 容

1 暦 年

2 年 度

3 その他

⑤ 集計区分 コー ド(1桁)

コ ー ド 内 容

1 全 国

2 県 別

3 市町村別

4 その他

⑥ 調査種類 コー ド(1桁)

コ ー ド 内 容

1 承認統計

2 届出統計

3 指定統計

4 そ の 他 ,

⑦ 調査 周期 コー ド(1桁)

コ ー ド 内 容

1 5年

2 3年

3 2年

4 1年

5 半 期

6 四半期

7 月

8 不定期

9 その他

⑨ 電 算処理の有無 コー ド(1桁)

コ ー ド 内 容

1 有

2 無

⑩ 提供の可否 コー ド(1桁)

コ ー ド 内 容

1 全 可

2 不 可

3 条件付可

⑪ 提供条件 コー ド(1桁)

コ ー ド 内 容

1 覚 書

2 行管承認

3 申請書

4 個別協議

5 その他

⑫ 提供媒体 コー ド(1桁)

④ 電 算利用

コ ー ド 内 容

1 MT

2 フ ロ ッ ピ ー

3 カ セ ッ トテ ー プ

4 磁気デ ィスク

5 その他
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◎ 電算以外

コ ー ド 内 容

1 印刷物

2 その他

⑬ 元号区分(1桁)

コ ー ド 内 容

1 明 治

2 大 正

3 昭 和

4 次 代

9 期限なし

ただ し,検 索時のオペラン ドとして

使用 す る場合は,M(明 治),T(大

正),S(昭 和)と す る。

⑭ 処理区分(1桁)

コ ー ド 内 容

1 追 加

2 修 正

3 削 除

⇔ データ区分(2桁)

コ ー ド 内 容

00 作成年月日及び更新年月日(最 終)

01 統計調査名

02 調査機関

03 電 話

04 住 所

05 刊行物名

06 発行機関名

07 所属機関名

08 分 野

09 地 域

10 調査方法

11 集計区分

12 調査種類

13 調査対象数

14 調査周期

15 調査期間

16 電算機利用による

17 電算利用以外

18 調査の目的

19 対象の属性

20 調査項目名

21 収集期間

22 目的(キ ー ワー ド)

23 属 性(キ ー ワ ー ド)

⑯ コマン ド区分(1桁)

コ ー ド 内 容

1 QUERY

2 RETR

3 AND

4 OR

5 PRINT
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1.調 査研究の概要

1.1調 査 の 背 景 と 目 的

「地方の時代 」を標榜される80年 代 においては,地 方が政治 ・経済 ・社会等各方面で斬新な役

割を果た してゆ くことが期待されている。 これは,従 来の都市集 中化が手詰ま りの状態に陥 ってい

る とい うことだけではな く,大 都市 自体が飽和状態を迎え,都 市再開発 とい う方策はあるものの ,

今 後は衛星都 市化 も含め,人 口の地方への拡散,産 業の地方的展開が必須的事項にな っているとい

う社会的要請を反映 してい る。

一方,近 年の情報化社会の進展の中で,行 政体,企 業,各 種団体では,機 械化を積極的に導入 し

て,業 務の合理化,効 率化に力を注いできている。それに伴い,汎 用 コンピュー タ,パ ソコン,各

種OA機 器 などが急速に普及 ・浸透 して きてk・り,そ の発達の勢いは組織体だけでは な く,個 人の

レベルにまで至 ってい るとい うのが現状である。情報化社会 にあっては ,情 報 と通信 とが融合 した

形で発展 して きてお り,単 にス タン ドアロン的に単体で機能す るものか ら遠隔地間の情報伝送など,

通 信のネ ッ トワー ク化が特 に脚光を浴びて くるのである。

そ こで,本 調査においては,こ うした状況を背景に,地 域情報 ニーズの高ま りを勘案 し,地 方の

情報面での活性化を促進す るために,地 域情報拠点の育成の必要性を認識 した上で調査 を行 って き

た。

調査 では,西 日本のそれぞれの地域における情報拠点のあり方を探る とともに,そ の実現方法を

検討 し,ひ いては西 日本地域全体にわた る広範 な情報化の展開に資することを 目的 としている。

●

●

1.2調 査 の 内 容

本調査は,西 日本地域を対象に昭和55年 度 より過去3年 間,調 査 を行 ってきた。調査の内容は

次のとおりである。

すなわち,昭 和55年 度 の調査においては,調 査対 象である近 畿,中 国,四 国の3地 域 における

情報流通の実状 を把握 し,そ れぞれの地域の特徴 を明 らかにした。また,昭 和56年 度 調査におい

ては,地 域の情報化の核 としての地域情報センターの概念 を示 し,さ らに広島をモデルとした広島

地域情報拠点構想を提示 した。 そ して57年 度 は,さ らに この地域情報センター構想を進 めるため

に,ま ず,四 国地域 の情報環境 の実状調査を行い,次 に クリア リングデー タベースの構築をとりあ

げ,そ の基本設計を行 った。

58年 度は,本 調査の第4年 目で あり,か つ最終年度でもあることか ら,こ れまでの調査結果を踏

まえなが らデータ交換ネ ッ トワーク体制の形成を図るため,大 阪通商産業局 と(財)関 西情報セン

ター間で実験を行い,併 せて システム評価 も実施 した。なお,こ のシステ ム評価 は,広 島,四 国の

両通商産業局でも行 った。

さ らに,ク リア リング情報の整備 とい う観点か ら3通 商産業局並びに(財)関 西情報センターに

よるデー タ整備 を実施 した。その上,将 来の地域情報 センターの発展 に向けて今後の問題点を列挙

し,構 想の実現のための手段 を示 した。
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1.5推 進 体 制.,

本 調査は,過 去3年 間 と同様に委員会構成 を採 り,「 西 日本地域情報拠点形成に関する調査委員

会 」を設置 して,基 本的な研究の方向を定め,調 査全体の検討を行 った。また,具 体的な作業は委

員を中心 とする ワーキング ・グルー プ形式で実施 した〇

一方
,具 体的 な調査の進め方 については,文 献資料のほか,調 査項 目に応 じて,大 阪,広 島,四

国の3通 商産業局の情報処理関連業務関係者か らの ヒヤ リングも実施 した。

1.4検 討 経 過

委員会の審議 日程t'専 門 委員会の検討 日程は,表1-1に 示 す通 りで あり,そ れぞれ主な検討内

容は表1-2に 示 す通 りである。

なお,58年 度の調査における成果物は,本 調査報告書 を中心に,簡 易型デー タベースシステムの

ヒヤ リング調査票,及 び大阪,広 島,四 国の3通 商産業局で統計書,報 告書を中心 として行 って き

たデー タ整備の台帳がある。

表1-1調 査 の経過 日程

項

番

年度 昭 和58年 度

半期 1Q 2Q 3Q 4Q
項 目

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

1 地域委員会
(3回)

1st

↓

(5.18)

2nd

↓

(9.26)

3rd

↓

(12ユ6〕 ・

2 専門委員会
(3回)

lst

↓

(8.5)

2nd

↓

(11ユ2)

3nd

↓

(129)

3 基本事項の検討 4 ,

4 ク リア リング
・デー タベー

スの開発
O台 帳整備

○簡易型データ
ベースの改良

○大型データ

ベースの検討

Oシ ステム評価

(方 法の検討,
実施,ま と

め)

` ,

( '

( ,

e,

5 データ交換ネッ

トワークの検討

` ,

6 報告書作成 ' 4 '

●
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表1-2委 員会審議経過内容

⑰

項番 年月日 主 な 議 題 資 料 内 容

1 58,5.18 1.昭 和58年 度 活動計 画 1-1調 査研究の 目的

1-2調 査研究のテーマ

1-3昭 和57年 度 までの活 動概要

1-4昭 和58年 度 活動計画

1-5昭 和58年 度 活動スケ ジュール

2 58.8.5 L昭 和58年 度活動計画

の具体化および今後の進

め方

2-1調 査 の概要

2-2作 業 内容

2-3台 帳 の保管,交 換 のあ り方

2-4大 通局－KIIS間 の デー タ交換 の

実験について

2-5ア ルバ イ トの手当て

2-6パ ー ソナルコンピュー タ(FM-8)

に よる簡易型データベース システム

(報 告書用)マ ニ ュアル

3 58.9.26 1.台 帳整備,実 験 システ

ムの中間報告お よび今後

の進め方

3-0第1回 地域委員会議事録

3-1ク リア リングデー タベースの開発,

デー タ交換ネ ッ トワークの検討,中

間報告

4 58.11.12 1.台 帳 整備お よび システ

ム評価の進め方

2.報 告 書のまとめ方の検

討

4-0第1回 専門委員会議事録

4-1台 帳整備 お よび システム評価 の進

め方

4-2報 告書のまとめ方(案)

5 58.12.9 1.実 験 システムの進捗報

告

2.報 告書のま とめ方の検

討

5-0第2回 専 門委 員会議事録

5-1実 験 システムの進捗状況

5-2報 告 書原稿

6 58.12.16 1.実 験 システムの成果報

告

2報 告書原稿の審議

6-0第2回 地域委員会議事録

6-1実 験 システムの成果

6-2報 告書原稿 ウ

●

1.5報 告 書 の 構 成

報告書の構成 としては,第1章 では西 日本地域の情報拠点形成を目指 して本調査を進め るに至 っ

た社会的背景,目 的及び方法等を説明 してい る。 第2章 では,調 査のベー スとなる地域情報センタ

ー構想を提示 し
,そ の概念 と機能 を明 らかに し,そ の実現へ の第1歩 として簡易型 デー タベースの

概要に言及 している。 第3章 においては,58年 度実施 したシステムの実験について述べ,そ の シス
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テム評価 として行った ヒヤ リング調査の結果 をま とめている。第4章 では,ク リア リング情報に関

す るネ ッ トワーク体制の構築に向けて,必 要 となる事項 を提示 している。 また・最後の第6章 では・

本調査の全般のま とめ として,地 域別撒 拠点の形成 お よびあり方等について提言を行 っている。
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2.地 域情 報 セ ン ター の構 想 と機 能

2.1地 域 情 報 セ ン タ ー構 想

西 日本地域は,た だ単に面積的に広域であるとい うばか りでな く,瀬 戸内経済圏を形成 して 日本

経済 の中で も中枢的地位を占めているなど極めて重要 な役割を果たしている。

その反面,西 日本地域を構成する近畿,中 国,四 国の各地域は,そ れぞれが地理的,社 会的圏域

を形成 してお り,必 ず しも同一 の環境下に置かれ てい るわけではない。

そ こで,近 畿,中 国,四 国の3地 域の情報化を進展させ るためには,各 地域の実状に応 じた方策

を講 じる必要が ある。 したが って,基 本的 な考 え方 と して,情 報処理はそれぞれの地域で行 うもの

とする。そのため,各 地域には情報核機能 としての地域情報セ ンターの設立が必要 とな って くる。

地域情報 センターは,地 域内ネ ットワー クを形成 し,各 地域の情報化を推進す るための核 として

位置づけ られ る性格の ものである。地域情報セ ンター構想の概念図(図2-1)に 示 され るような

地域情報 センター とサブセンター群 のネ ットワークを地域情報 センター構想 と名付けてい る。

地域情報セ ンター としては,① 公共性,② 独立採算制,③ 先進性 ,を 有 した多様な機能,④ 適度 な

設備 とマン ・パ ワーを有すること,な どを配慮 した ものになっていることが望 ましい。

地域情報セ ンター構想が具体化 し,各 地域で醸成,充 実されれば,各 地域の有機的な連携が図 られ,

有益 な情報をネ ットワーク網で得 られ る体制が確立 され る。

2.2地 域 情 報 セ ン タ ー 機 能

地域情報 センターの機能 としては,図2-1で も示 した ように,① ク リア リング機 能 ,② 情報

流通機能,③ 情報加工発生機能の3つ の機能を想定 してい る。段階的には①→②→③の順 で,よ り

高度 に発展 してい くだろ う。

第1ス テ ップとしての ク リア リング機能は,地 域情報 センターの最 も重要かつ基本的機能 として

位置づけ られ る。各サブセンターが保有する情報,生 成する情報を把握 し,情 報所在情報 として提

供す ることは,そ れぞれの地域におけ る情報集積,情 報サー ビスの第一歩であろ う。そのためには,

各 サブセンターにおけ る情報,資 料の整備が前提条件 となる。情報発生源において,何 ら資料が整

理されなければ,そ こか ら生まれ る情報の価値はほ とん どな くなって しま うと思われ る。それ故,

サ ブセンターの資料整備が不十分 な場合,ま ず資料の整備 を積極的に推進すべ きである。

第2ス テ ップとしての情報流通機能は,ク リア リング機能の次の段階の もの として位置 づけ られ

る。 これは各サプセンターが保有,発 生す る情報 を地域情報センターにおいて一元的に管理 し,流

通させ ようとい うものである。

情報サー ビスを実施す るためには,で きれば,こ の段階まで地域情報センターの機 能を高めてお

くべ きで あろ う。情報利用の促進において,情 報の入手の簡便 さはやは り必要不可欠なことと思わ

れるか らである。

第3ス テ ップと しての情報加工発生機能は,地 域情報 センターのサー ビス として も最 もハイ レベ
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他地域

▲

サプセン ター

・情報誌 出版

サ プセンター

・一次情報 の

蓄積

地域情報 セン'一

●ク リア リング機能

●情報流通機能

・情報加工発生機能

サ ブセンター

・二 次情 報の

発生

サ プ セ ン ター

・デ ー タベ ー

ス の構 築

サ ブセ ン タ ー

・資 料室 の充

実,

,

図2-1地 域情報 センター構想の概念
◆

ルな もの として考え られ る。

各サブセンターの情報の単 なる管理か らさ らに一 歩進み,総 合的な視点か ら情報の整理 を促進 し,

新 たな情報 どして加工す ることは,情 報の より高度な利用 を促す ことがで きるだろ う。 さ らにデー

タベー スの構築は,情 報の体系化 とい う点か ら大 きな力を発揮す るであろ うと考え られ る。

いずれ に して も,こ の段階のサー ビスは,地 域情報 センターの運営が相当程度,軌 道に乗った段

階でなければ実施する ことはむずか しいもの と思われ る。 また,地 域情報 センターにそれだけの技

術的 ノウハ ウの蓄積 も必要になって くる。
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本調査ではク リア リングサー ビスの実施 を目標に地域情報 センターの運用体制についても若干検

討 してい る。

2.3ク リ ア リ ン グ デ ー タ ベ ー ス の 構 築

地域情報センター構想 の具体化 を図 るために,本 調査ではデー タベースを利用 した ク リア リング

情報 システムの構築を考えてい る。データベースとは複数 の処理 目的 により共有 されうる相互に関係

づけられた冗長の少 ないデー タの集 まりをいい,デ ータを統合化 し,一 元化 した管理 を容易にする。

(図2-2参 照)

⇒

(a)従 来 ファイルvateけ る処理 中心の概念(b)デ ー タベー スにおけるデー タ中心 の概念

図2-2処 理 中心か らデー タ中心へ

大量の情報を迅速に効率 よく処理 するという点からみれば,大型 コンピュータによる大型 デー タベース

の構築が理想的 である。しかしながら,大 型コンピュータの運 用については,ユ ーザ側できめ細かに とり

きめを作 って体制を整え てい るとい うこともあり,業 務部門内外で調整を要するな どむずか しい点

が ある。

そ こで,最 近,日 進月歩で発達す る技術 とそれに伴 う価格低下および普及度,操 作性な どか ら,

当面パソコンに焦点をあて簡易型デー タベース システ ムの構築に向けて研究 しようとした。パ ソコ

ンが,大 型コンピュータと比較して優位な点は日本語情報(漢 字)処 理が大変簡単に行えるとい うことで

ある。それ故,本 調査で も漢字,英 数字,カ ナで構成 されるデー タを取 り扱 っている。

一 方
,パ ソコンには メー カ間での互換性が少ない とい う難点がある。 この点を差 し引いても,パ

ソコンを利用す ることに よって コンピュー タ リー ダブルな形 での情報流通が フロッピーデ ィスクや

公衆電話回線を介 して簡単に行えるよ うにな ってきた ことは注 目に値す ることである。そ のため,'

本 調査ではク リア リング機能 を備えた地域情報センターを考える第1ス テップとして,簡 易型デー タ
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ベースの構築を検討す ることとしたのである。

当簡易型デー タベースは,漢 字使用の情報検索 プログラムで あるPARAM-Kf(高 電 社発売)を

図書検索用に改良 したものである。 したが って,PARAM-K1が 有 している特徴の他に,い くつか

の機能が付加 されてい るが,そ の主たる特徴を示す と次の ようになると思われる。

①J工S第1水 準の漢字が使用可能である。

②8イ ンチ フロ ッピーデ ィスクの採用に より,大 容量のデー タ蓄積が可能で ある。

③ デー タの入力,検 索,更 新,修 正,印 刷が対話型 でで きる。

④ キー ワー ドに よる高速検 索機能が付加され る。

⑤ 印刷形式の複数個指定が可能である。

⑥ デー タへ のランダムアクセスが可能で ある。

⑦ ソー ト機能がある。

⑧ デー タチ ェックのためのダンプ機能(漢 字,漢 字 コー ドー16進)が ある。

以上の機能 を有 した,ク リア リングデー タベー スを構築 して,次 章で述べ るデー タ交換ネ ットワ

ークの実験を行 ったので ある
。

,

噌
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3.パ ソ コ ン に よ る デ ー タ交 換 ネ ッ トワ ー ク とそ の 評 価

3.1デ ー タ 交 換 ネ ッ トワ ー ク の 概 念

地域情報センター機 能 の1つ に ク リア リング情報提供が あることは前述 した とお りである。本

機能を充分に働かせるためには,地 域内の ク リア リング情報 を地域に提供するだけでな く,・地域外

の情報 センターが持つ ク リア リング情報の提供を も当然,行 わねばならない。

また,地 域情報センターが行 う情報提供については,そ れぞれの地域 に点在す るであろ うサブセ

ンターにおいて も同等の機能を持たせ る方が より効率的であろ う。すなわ ち,ユ ーザ に と っては

最寄のサブセンターに行 くことにより,必 要な情報 を得る ことができる ことになる。

そのためには,地 域情報 センター間,あ るいは地域情報セ ンターとサプセ ンターの間 に恒常的 な

デー タ交換体制を構築する必要がある。 この時,注 意すべ きこととして,ど の ような方法に よるデ

ー タ交換 を行 うか とい うことが あげ られ よう
。単に台帳のみによる場合,簡 易型デー タベースを利

用する場合,大 型 コン ピュー タにデー タベースを構築する場合 などが考え られよ う。

台帳のみに よる場合は,も っとも単純な方法であ り,そ れぞれのサブセンターが整備する台帳を

地域情報 センターにおいて集約整備 し,地 域情報センター間で交換すれば よい。 この方法で決めて

おかねばな らない ことは,台 帳の フォーマ ッ ト,更 新期間等で あろう。

大型 コンピュータにデLタベースを構 築 した場合,問 題は少 し複雑になる。 まず,端 末機を どこーまで設

置す るかである。地域情報 センターのみ に設置す る場合 もあるだろ うし,サ ブセンターにまで設置

す る場合 もあるだろ う。 さ らに,ポ ー タブル端 末を用いることも考え られ る。 いずれにおいて も,

費用の問題が ある。 も う1つ の問題点 として,入 力をだれが実施するのか とい うことが 指摘でき よ

う。すべての入力を大型コンピゴ タのある地域情報センターで行 う方法と,そ れぞれの地域情報 センタ

ーで入力す る場合 とが考え られ る(サ ブセ ンターでの入 力はデー タ保護の点か ら避けるべ きである)
。

この場 合,入 力場所までは,台 帳のみの場 合と同様の方法でデー タが収集され る。

簡易型 デー タベースを利用す る場合は,さ らに複雑 になる。問題は大 き く2つ に分け ることが で

きるだろう。1つ は,大 型 コンピュータの場合にもあったが入力をどこがするか とい うことで ある。そ し

て,も う1つ は システムの問題である。

まず,シ ステムの問題であるが,次 の2つ の考え方が ある。

① サプセンターにすべて同等の ソフ トを構築 し,そ の場所で検索す る。 したが って,全 地域

のデー タがそれぞれのサ ブセンターに集まっていなければならない。

② それぞれ のサ ブセンターにはそれぞれの地域のデー タが あり,他 地域か らの検索 も可能 と

す る。 したが って,検 索時は個 々のパ ソコン同士が ホス ト←方ター ミナルの関係を持つ。

本調査では,前 者の立場 で進め ようとしている。分散処理の考え方か らすれば,後 者の ような体制

になる ことが より望ま しいわけであるが,第1ス テ ソプとして前者か らス ター トする ものである。

次に,入 力の問題であるが,サ ブセンター で入力するか,地 域情報センター で入力す るか とい う

ことになろ う。 サブセンターで入力す るとすれば,地 域情報センターの役割は フロ ッピー ディスク
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のデ ィス トリビュ ー タ(デ ー 」をFDで 交換す ると して)に なる(図3-1)。'一 方,入 力を地

域情報 センターです ることも考え られる。 しか し,今 後サブセンター と見なされ る組織においては,

パ ソコン等に よる管理が普 及するであろ うか ら,サ ブセンターでの入力の方が より効率的であると

い うことはでき よう。

この よ うに,FDを 用 いてのデー タ交換 を考えた時,機 種 の相 違 に伴 う互換 性 の問 題 が発 生

する。現在のパ ソコンでは,ほ とん どの場合機種が異 なるとそのFDは 読 めない。また,場 合によ

っては5イ ンチ と8イ ンチといった物理的な違い もあるか もしれない。そ こで,互 換性を持 ったデ

ー タ交換の方法を考える必要がある。本調査 では,こ の点を確かめるべ く実験を行い,デ ー タ交換

の可能性 を実証 した。 この点については,次 節 に詳述す る。

他地域

図3-1デ ー タ交換 ネ ッ トワー クの概念

5.2デ ー タ交 換 の 方 法 と実 験

当該地域で構築 した簡易型デー タベー スのク リア リング情報を如何に してスムーズに各地域間に

流通 し,ま た,有 効に活用す ることが 出来 るかを考えた。

当面対象に考えているパ ソコンを用いた情報流通体制では,情 報の交換を考える必要がある。そ

のデータ交換の方法 としては,フ ロ ッピー ・デ ィスクを利用す る方法 と通信回線を利用する方法の

2通 りの方法が考え られ,本 調査では両睨みで検討 し,実 験を行 うこととした。

実験は,(財)関 西情報セ ンター と大阪通商産業局 とのデータ交換 を行 うものであり,機 種,内 容

等 については 次の とお りである。

(a)機 種 ・

り
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翻 関西情報 センターFM-8(F--BASIC)

大阪 通商産業局IF-800モ デ ル30( .CP/M)

(b)デ ー タの内容

デー タの中味は,次 の とお りであ り,実 験デー タとして入力 した。

① 文献検索のための プログラム

② 文献 デー タ(漢 字 デー タ)

(c)デ ー タ交換の方式

① フォー マッ トの異なる機種間でのデー タ交換を行 うために,IBMフ ォー マ ットの フロッピ

ー ・デ ィスクを介する方法
。

② 音響カ プラー を利用することにより,公 衆電話回線 を介する方法。

上記の2方 式に よる実験 の概要 と結果は以下の とおりである。

(1)フ ロ ッピー ・デ ィス クを利用した実験

この方法は,フ ォーマ ッ トの異なる機種間でのデー タ交換をIBMフ ォ ー マッ トの フロッ

ピー ・デ ィスクを介する ことに より可能 とした もので ある。(図3-2)

Q
■●一 ー

コ

大阪通商産業局

(IF-800)

_{豆}_L,
IBMフ ォーマ ットFD (財)関 西 情報センター

(FM-8)

図3-2フ ロ ッ ピー ・デ ィ ス ク を 利 用 す る 方 法

◆

●

フロ ヅピー ・デ ィスクには,そ の大 きさ,使 用面の違い,ト ランク数,セ クター数及びセ

クター長等の規格がある。一般に これ らの規格が同一 で も機種が異なる場合は,文 字 コー ド

の体系(JISコ ー ド,EBCDECコ ー ド等),DOS(デ ィスク ・オペ レーテ ィング ・システ

ム)に よるフ ァイル管理の方法等の違いか ら内部フォーマ ットが異な り,互 換性がない。 し

か し,8イ ン チ ・フロッピー ・デ ィスクを利用す る場合は,IBMフ ォーマ ッ トに変換 し,デ

ー タ交 換 を行 って い るのが普通 となっている。

IBMフ ォーマ ッ トは,IBMが1972年 に発表 した フ ロッ ピー ・ディスク装置を採用 し

たIBM3740デ ー タ・エン トリー システムに用い られ始めた。 これは,従 来のパ ンチ ・カー

ドによるデー タ作成の イメー ジを全 く変えた ものであった。

その後,IBMは 光学式文字読み取 り装置,デ ー タ通信 システム等にこの フロッピー ・デ ィ

スク装置 を実装 した製 品を発表 した。 他の周辺機器 メー カもフ ロッ ピー ・デ ィスク装置の

開発に着手 したが,市 場のニースはIBM製 品 との互換性を強 く要 望 したため,IBMフ ォー

マ ッ トの もの とな っていった。
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この ようにして,デ ー タ ・エン トリー用 として開発され,汎 用機 を中心 として使用された

フロッピー ・デ ィスク もそ の信頼性が確認され るにつれ,フ ァイル として も使用 され,フ ロ

ッ ピー ・デ ィス ク装 置 を低 価 格 ランダ ム ア クセ ス記 憶 装 置と して,オ フィス ・コン ピ

ュータ,イ ンテ リジ ェン ト・ター ミナル,マ イコン及 び ミニ コ ン等,種 々の分野に幅広 く

普及 していったので ある。その後,フ ロッピー ・デ ィスクの記憶容量を増大 させ る要求があ

り,IBMは,同 じ8イ ンチで両面,さ らに両面倍密度(IBM3741型 で 使用)の フロッピー ・

デ ィスク装置を発表,他 の メー カ も追随 し,技 術の進歩に より高密度 の記憶が可能な径の

小さい フロッピー ・デ ィスクを開発 し,現 在に至っている。

現在,8イ ンチ,フ ロッピー ・デ ィスクの主流は,両 面倍密度(IBM3741型)で あ り,

77ト ラ ック,26セ ク ター/ト ラック,256バ イ ト/セ ク ターの規格 を使用 している。

IBMフ ォー マ ットに よる フロッピー ・デ ィスクをパ ソコン,ミ ニコン等の ファイル として

使用す る場合,次 の ような欠点がある。

① 基本的 にシー ケンシャル ・ファイルであ り,一 度作成 したフ ァイルの容量を拡張す るこ

とが難 しい。

② 固定長が基本 にな ってい るので,無 駄が生 じ,可 変長の レコー ドを扱 うことが難 しい。

③ 複数セクター ・アクセス(ス キュー)の 方式をとっている フォーマ ッ トと比較 して時間

がかかる。

④ 他の フォーマ ッ トに比べ,フ ァイルの収容数が少ない。

(片 面単密度19,両 面 倍密度71)

上記 の問題解決のため,フ ァイル として フロッピー ・デ ィスクを使用する場合 より使いや

すい フォーマ ットを各 メー カ が 独 自仕 様で考案 した。 それ 故,メ ー カ毎 に内部 フォーマ

ットの違いが生 じた ものである。

しか し,8イ ンチのIBMフ ォー マ ットは汎用機を中心 として使用された歴史的 経 緯 か ら

利用範囲が多い。

Oフ ロッピー ・デ ィスクに よるデー タ交換の実験結果

デー タ交換の実験は次の とお り行 った。

①FM-8を 利 用 し,FM-8用 の フォーマ ッ トか らIBMフ ォー マッ トへ変換 した。

② 変換後のフロッピー ・デ ィスクをIF-800で 利 用,IBMフ ォーマ ッ トのデー タをIF

-800用(CP/M)の フォーマ ッ トに変換 した後,そ の結果を確かめた。

実験の結果は,概 ね成功 であったが,次 の ような問題が若干残 っている。

(a)IBMフ ォーマ ッ トは,汎 用機 を中心 に利用されたものであるか らEBCDECコ ー ド体系を

使用 してい るが,パ ー ソナル ・コンピュー タは,ほ とん どの機種でASCIIな い しJISコ ー

ド体系を用いている。 また,EBCDECコ ー ドは標準の ものの他,カ ナ文字対応,英 ・]・文字

対応等,数 種類存在 してい る。

したがって,EBCDECコ ー ドを介 して数字 あるいは英大文字以外の文字のデー タを交換す
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●

る際には,JIS→EBCDEC,EBCDEC→JISの コー ド変換の対応を確実に行 う必要が あ

る。

今回は,IBMフ ォーマ ッ トの フロッピー ・デ ィスク上のデー タをIF-800用 の ものに変

換す る場合,変 換 プ ログラムのEBCDEC→JISコ ー ドへの変換の対応テー ブルを一部変更

'す る必要があ
った。

(b)固 定 長(256バ イ ト)でJISコ ー ドのままIBMフ ォーマッ トに したものをIF-800用

の フォーマ ッ トに変換 した場合,問 題はなか ったが,可 変長デー タ ・ファイル(具 体的には

BASICの プ ログラム ・ファイル)をEBCDECコ ー ドに変換 したIBMフ ォーマットか らIF

-800用 の フォーマ ッ トに変換を行った場 合,変 換する ことは出来たが,変 換前は,も との

FM-8用 の ファイル と同 じイメー ジには ならなか った。

これは,FM-8用 の フォーマ ットか らIBMフ ォーマ ッ トに変 換す る場合,可 変長デー タ

の論理 レコー ドと論理 レコー ドの区切 り以外に,余 分な区切 りの文字 コー ドが付加 された こ

とが原因と思われる。

付加 された文字の種類は次の とお りである。

① ファイルの先頭に,Zバ イ ト(CHRS(&HD)+CHRS(&H19))文 字 が付加 され てい

る。

②(a)で 述べ たことと関係があるが,IF-800の 論 理 レコー ドと論理 レコー ドの区切 りは

復帰,改 行文字(CHRS(&HD)+CHRS(&HA))で ないといけないが,変 換 した ものは

CHRS(&HD)+CHRS(&H19)と な っていた。

③FM-8の フォーマ ッ トか らIBMフ ォー マ ットに変換す る場合,物 理的なセク ターか らセ

クターへの変わ り目で,復 帰 ・改行文字(CHRS(&HD)+CHRS(&HA))が 付 加されて

1つ の論理 レコー ドが2つ に区切 られた。

④ ② と③の状態が重なって起 きている場合,す なわち,論 理 レコー ドの区切 りとセクター

の区切 りが重なっている場合,そ の区切 りの文字 コー ドが一部分不規則に並んでいた。

以上の点 を考慮 して,IBMフ ォー マ ットか らIF-800用 に変換 した ものを さ らに 変換

するBASICの プ ログ ラムを開発 した。

その リス トを次に示す。(表3-1)

これ に より,一 応 うま く読み出せる ようになった。

(c)整 数,単 精度数及び倍精度数等の数値デー タをそれぞれ2バ イ ト,4バ イ ト及び8バ イ ト

等,内 部表現のまま変換 した文字列で交換す る場合,ま た,漢 字デー タを交換す る場合,機

種に よって同 じ値で も,そ の内部表現が異なるのでBASIC等 の プログラム移植に対 して考

慮す る必要が ある。

多
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表3-1変 換 フ'ロ グ ラ ム リ.ス ト
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Fil●

Fil◆
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εLSε

員$●INPUT$`1.1)
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:60TO・60
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:白$●INPUT${t.1}

:PRINT82.角$;

:∫FA5<>CHR$《`HA》

THEN

ρRINＴ 寧εRROR1・

:60〔060
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② 公衆電話 回線 を利用 した実験

この方法は,音 響カプ ラーを用い電話回線を通 じて,FM-8と1 .F;一・800間 の デー タ及 び

プログラムの転送を行 った ものである。(図3-3)

大 阪 通商産業局(IF-800)

(財)関 西情報センター(FM-8)

図3-3公 衆電話回線を利用する方法

㎏

一般 にパ ソコン等のデー タ転送方法には シ リアル(直 列)転 送 とパ ラレル(並 列)転 送が

ある。

シ リアル転送は通信回線が上 り下 り1組 のチャンネルですみ,信 号の干渉が生 じる可能性

も少ない。一 方,た とえばデー タが8ビ ット/1バ イ トで構成されているときに要する時間

は単純にデー タだけ を考えてもパ ラレル転送では シリアル転送の%で すむ。またコンピュータ内

部で処理されているパ ラレル信号をシ リアル信号に変え るための変換 回路 も必要 ない。 しか し

なが ら,設 置場所の変更や距離に自由度を持たせた ようなコ ン ピ ュー タ通信 を行 う場合な

どでは,デ ー タ通信を通信 回線など で行 わ なけ れ ば な らないので,ど うして もシ リアル転

送 となる。

ltk・,現 在市販され てい るパー ソナル コン ピュー タの シリアル1/0ポ ー トは,す べてRS

232Cコ ンパチブルの仕様 となっている とい っても過言 ではない。

このシ リアル ・インター フェイスの代名詞の ような存在 となっているRS232Cは,本 来米

国EIA(ElectronicIndustriesAssociation)の 標 準化規 約の1つ であり,CCI-

TT,JISで も コンパチブルな規約を定 めてい る。

しか し,IF-800とFM-8で は ピン配置が次表 の様に異なっている。

(15)



表3-2RS232Cの ピ ン配置図

ピンNα FM-8 IF-800

1 フ レー ム グ ラ ン ド 同左

2 送 信 デ ー タ 同左

3 受 信 デ ー タ 同左

4 送 信 要 求 データセ ット準備

5 送 信 許 可 デー タ端末 レデ ィ

6 デー タセ ッ ト準備 送信要求

7 信 号 グ ラ ン ド 同左

8 キ ャ リ ア 検 出 一(未 使用)

20 デー タ端末 レデ ィ 送信許可

RS232Cな どのハー ドウェア的なプロ トコル以外にデー タをどの よ うな形式で送るか と

い うデー タ転送形式 を決めなければな らない。

基本的には次の ようなものが ある。

① デー タ転送速度

パ ソコンの場合は,110～9600ボ ー程度を選択できるが,後 述す る音響カプラーを用

いた通信の場合,300又 は1200ボ ーが用い られる。

Baud(恭):デ ー タを送 る速さの事であ り,1秒 間 に転送 できるbit数

② 全二重,半 二重通信

デー タの送受信が複線で 行 わ れ るか,あ るいは単線 で行 われ るか の違 いである。全

二重通信では,双 方 向の通信が 同時に行える。

③ デー タ ・ビット数

1個 のデー タを扱 うために何 ビッ ト必要か とい うビット数の ことである。 通常,パ ソコ

ンでは8ビ ッ ト叉は7ビ ッ トを用い る。

④ ス トップ ・ビッ ト数

各データ毎の区切 りとして用いるス トップエレメン トに用い られ る ビット数である。ス

トップエ レメン トとは,デ ー タとデータの間に入れてデータとデー タを区別す るものであ り,

1ビ ッ ト,1.5ビ ッ ト,2ビ ッ トの3種 類ある。

⑤ パ リティ ・ビッ ト

データが正 しく転送されたかをチ ェックす る方法である。 この ビットを立てた り立てな

かった りする ことで,つ ま り"デ ー タ"の"1"が 立 っている ビッ トが偶数が奇数かにそ

ろえて,転 送 ミスを見つけ出す ことができる。

パ リテ ィ ・チ ェックには奇数 パ リテ ィと偶数パ リテ ィがある。

(16)



4

(例)デ ー タ構 造(デ ー タ ・ ビ ッ ト8,パ リテ ィあ り,ス ト ップ ・ビ ッ ト1の 場 合)

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

スター トビッ ト

音響カプラーとは 一

デー タ ビ ッ ト(8bit)

一

パリティ ストップ

ビット ビット

公衆電話回線を用いてデー タを送るための装置であ り,電 気的なデー タ信号 と可聴周波

数信号 を相互変換す る装置であ り,電 話機 の送 ・受話機を用いてデータ伝送できる。結合

はRS232Cイ ン ター フェイスを用いて行 う。伝送速度は300ボ ー 又は1200ボ ーが用

い られ る。

o電 話回線 を利用 して行 うデー タ転送の実験結果

デー タ転送の実験結果は次のとお りである。

音響 カプ ラーを利用 し,内 線電話,あ るいは外線を通 じて次の ように実験 を行 った。

手順は,TTY手 順(フ リー ライン),転 送 速度は300bp1/s,ス トップビッ ト1で 次の4つ

の場合について転送を行 った。

① 転送 ビッ ト数8ビ ッ ト パ リテ ィビッ トな し
禽

② 〃8ビ ッ ト 〃 あ り

③ 〃'7ビ ッ ト 〃 な し

④ 〃7ビ ット 〃 あ り

く各手順の結果〉 ・

①8ビ ッ ト・パ リテ ィな しの場合,デ ー タの転送は双方 とも概ね うま くいった。

②8ビ ッ ト・パ リテ ィあ りの場合,デ ー タの転送はFM-8→IF-800は うま くいったカミ,

IF-800→FM-8は,ほ とん どの文字が"?"等 に文字化け した り,文 字の付加が生 じた。

③7ビ ッ ト・パ リテ ィな しの場 合,FM-8→IF-800は 特 に特殊文字 コー ドの部分で文字

化け,文 字の付加等が生 じた。 また,IF-800→FM-8は,8ビ ッ ト・パ リテ ィあ りの場

合 と同様の異常が発生 した。

④7ビ ッ ト・パ リティありの場合,FM-8→IF-800は カナ文字 側への シフ ト・インおよび

シフ ト・アウ ト文字 が転送 されないために,カ ナ文字側 の文字が正常 に転送 されない点を除

きうま くいった。IF-800→FM-8はFM-8側 で 受信 した時に,パ リテ ィビッ トがパ リテ

ィと して働かず,8ビ ッ トで1文 字 を構成す るうちの1ビ ットの情報 と して働いて しまうた

め,パ リティビッ トが0の 時は うまく転送で きるが,パ リテ ィビッ トが1の ときは文字化け

が起 こった。

この場合,IF-800側 は,シ フ ト・イン,シ フ ト・アウ トの制御,お よびパ リテ ィの扱

(17)



いをCP/Mが 自動的 に行 うので問題はないが,FM-8側 は,送 信 ・受信 ともシフ ト・イン,

シ フ ト・ア ウ トの制御 およびパ リテ ィの扱 いを通信 のソフ トウェア上で考慮する必要がある

と思われ る。

以上 をまとめると8ビ ッ ト・パ リテ ィな しの場合は正常に転送 でき,7ビ ッ ト・パ リテ ィあ り

の場合 はFM-8側 の ソフトウェアに若干の問題が残 った。他の場合は,う まくいかなか った。

正常 に転送 できた8ビ ッ ト・パ リテ ィなしの場 合の問題 点は次のとお りである。

① 雑 音対策

IF-800か らFM-8へ 転送す る場合に文字化けが発生 した。その原因 としては,双 方共に

電話交換機 を通 して行ったため,ま た音響カプ ラー と電話の受話機 とのすき間のために,よ り雑

音が入 り,そ れ を受信 した こと等が考え られ る。 なk-,発 生 頻度は数百字 に1字 程度 である。

② 通信 ソフ トの改良

当初,こ の実験の通信 ソフ トは,デ ー タの転送を行単位で行っていた。そのためか,転 送開

始時に先頭の1～2バ イ トに異常デー タが付加された り,特 殊文字 コー ドを含むデー タ,あ る

いは固定長デー タの ように復帰,改 行文字で レコー ドを区切ってない データを転送す る場合に

は,文 字落 ちが発生 した。そ こで,特 殊文字を含み,1文 字 ずつ転送する ように通信 ソフ トの

改 良を行ったが,こ れに よりうま く転送できる ように なった。

この時の プログ ラムの一例 を以下にあげ る。(表3-3,表3-4)

"

表3-31F-800の プ ロ グ ラ ム

矢.`雲P'ogr8r"
10{:Lε 烏R:DEFINτAエZ:GOTO210

こ0ε3.INPUT3(11):PR:N子 日2.83;:PRIHT8S;:REτURN

2101elPUT"OUTPUτFlし ε.FF$

2=00P引 」"cont:3N81!DN.角C引

2300P三NFF宝FPROUTPUT禽352

2601FLOC(1}THENGOSUε2う εLSε260

0k

L1S了

送 信Pregrnm

lOCLεAR:OEFIITA-Z:60TOIO

20e工.INPUT$(11):PR;NT8・S;:RETURN

2101NPUT1NPUTrlLE・FF3

2200PEl.COHl:3%3:!D,い 員3引

2300PE卜3FF3FoRl}1PUTL角O日 ③

240IFEOF(3)THENCLOC三:三rεD

250A$ol↑`戸UT笛(1,3):PRIト ↓T21.A工;:PR1elT

260WHiLεLO,:い)

270GO:UO20

280WEND:6070240

0k
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表3-4FM-8の プ ロ グ ラ ム

■

10.象 窒京竃竃 ソウシンPアoq」 竃竃事象オ富

2q

Z・O・NPUT・INPUTF・LENAME?・t'
,AS400PEN"1'㌧ 鯵1

,β鴎50
0PEN"0",特2,'●COMO=S8N1"

IFEOFU}-1THENIOO

609⑨ ロINPUT9(1
,鈴t)

70PRINT鯵2
,BS;

75PRINTB令 き

80GOTO

llOEND

ユo'臼"倉 シ'3シ ンP'。9 .ttS宜2卓
20

茸8;;:9T・ ・G9・y;7V:.FIしENAMε?"・A・
:00PEN r"Z",#2;・ ・COMO:geN1・

IFEOF{2,-1THEN

609令 ロINPU刊q
,縛2}70PRI

NT鯵 ユ,B$; ,
'7■PRINTBSき

白OGσTO

lOOCしOSE

110END

c

ろ.3情 報 流 通 の 評 価

5.3.1実 験 によ る評価

近畿地域においては,大 阪通商産業局 と(財)関 西情報センターに あるパ ソコンを相互に接

続す ることに よってデ三 校 換を行い,そ の後,そ れぞれ 礪 所 でデータ検索のデモを実施 し

た。 これを今,実 験 システムと呼ぶ ことにす るが,こ の実験 システムを情報処理関連部門の人

々に実際に見て もらうこと'によっf ,西 日本地域 として4年 間検討 してきた情報拠点形成に対

して,そ の足掛か りとなる実験 システムを ヒヤ リングによ り評価 しようとしたものである。

実験システムでは,コ ー ド,キ ーワー ド,統 計書名,統 計名,発 行年,対 象年,発 行所 ,保

管場所の8項 目の何れか らでも求めるデ〒 タを検索す ることが可能で ある。(キ ー ワー ドにつ

いては表3-5,表3-6参 照)

な お,デ モを行 うにあた っては,大 阪,広 島,四 国の各通商産業局並びに(財)関 西情報 セ ・

ンターで整備 したデータ(詳 細は4.1に 記述)を パ ソコンに機械入力 し,次 のス トー リーに沿

う形 で進めた。
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表3-5報 告 書類 キー ワー ド表・

本 キー ワー ドは,ク リア リングデータベースでは対象分野 と して,簡 易型デー タベー スで

はキーワー ドとして使用 され るものである。

ア 政 治 ・法 律

略 号 分 野 名 内 容

ア01 政 治 学 政 治 学.政 治 思 想

ア02 政 党 政 党,政 治 結 社

ア03 行 政 行 政

ア04 地 方 自治 地 方 自治.地 方 行 政

ア05 国 際 問題 外 交,国 際 問 題

ア06 法..律 法律
・

ア07 憲 法 憲法

ア99 そ の 他(政)' その他 の 政治,法 律 問 題

イ 経 済 ・ 財 政

略 号 分 野 名 内 容

イ01 経 済 学 経 済 学,経 済 理論

イ02 経済 政策 経済政策

イ03 国際 経済 国際経済

イ04 経済 予測 経済予測

イ05 経済 手法 経済手法

イ06 人 口資 源 人 口,土 地,資 源 問 題

イ07 物 価 貨 幣,物 価,景 気

イ08 財 政 学 財政 学

イ09 財政政策 財政政 策

イ10 地 方財政 地 方 財政

イ11 地域経済 地 域 経済,地 場 産 業

イ99 その 他(経) その他 の経 済,財 政 問 題
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ウ 社 会

略 号 分 野 名 内 容

ウ01 社 会 学 社会学

ウ02 社会政 策 社会政策

ウ03 消 費 者 生 活,消 費 者 問 題

ウ04 労働問題 労 働経 済.労 働 問題

ウ05 社会福祉 社会福祉

ウ06 教 育問題 教 育問題

ウ07 風 俗 風 俗,習 慣,民 俗

ウ08 国 防 国 防,軍 事

ウ99 その 他(社) そ の他 の 社会 問題

エ 自然科 学

略 号 分 野 名 内 容

工01 数 学 数学

工02 物 理 学 物理学

工03 化 学 化学

工04 天 文 学 天 文 学,宇 宙科 学

工05 地球 科学 地 球科 学,地 学,地 質 学

工06 生物科学 生 物 科学,一 般 生物 学

工07 植 物 学 植 物学

エ08 動 物 学 動 物学

工09 医 学 医 学,医 療

工10 統 計 学 統 計 学,統 計利 用

エ99 その 他(科) そ の他 の 自然 科 学

オ 都 市,地 域,環 境 問 題

略 号 分 野 名 内 容

オ01 地域計画 地 域計 画,都 市 計 画

オ02 交通 問題 交 通 問 題,交 通 政 策

オ03 道 路 問 題 道 路 問 題

オ04 輸送 問題 輸 送 問 題(陸 運,海 運,航 空 運 送)
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略 号 分・野 名 内 容

オ σ5 鉄道問題 ,鉄 道 問 題'

オ06 空港問題 空 港問題',

オ07 水 道 ,上 水 道,中 水 道,下 水 道,水 処 理,水 資 源

オ08 廃 棄 物 廃棄物 問題

オ09 大気汚染 大 気 汚染'

オ10 水質汚濁 水質汚濁

オ11 土壌汚染 土 壌汚染

オ12 騒音振動 騒 音 ∴振 動,地 盤 沈下

オ13 ア セ ス 環 境 ア セ ス メ ン ト

オ14 環境保全 環 境保 全,自 然 保 護

オ,15 地域振興 地 域振興

オ16 地域政策 地 域政策

オ17. エネルギー エ ネ ル ギ ー 問 題

オ18 環 境 問題 環 境,公 害 問 題

オ99 そ の他(地) そ の他 の都 市地 域 環 境 問題

力 工 学

略 号 分 野 名 内 容

カ01 道路工学 道路工 学

カ02 橋 梁工 学 橋 梁 工 学 『

カ03 河川海岸 河 川,海 岸 工 学

カ04 土木工学 その 他 の 土 木 工 学

カ05 建 築 学 建 築 学 ・

カ06 機械工学 機械工学

カ07 電 気工 学 電気工学

カ08 電 子 工 学 電 子 工 学

カ09 海 洋 工学 海 洋,船 舶 工 学

カ10 鉱 山工 学 金 属,鉱 山工 学

カ11 化 学 工 業 化 学工業

カ12 製造工業 製造工業

カ99 そ の 他(工) そ の他 の工 学 的 問 題
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■

キ 情 報 通 信

路 号 分 野 名 内 容

キ01 情 報 工 学, 情 報 理論,情 報 工 学

キ02 情報産業 情報産業

キ03 情 報 管 理 情 報 管 理

キ04 デ ー タ デ ー タ 処 理,デ ー タ ベ ー ス

キ05 シ ス分 析 シ ス テ ム分 析

キ06 計 算 機 コ ン ピ ュ ー タ シ ス テ ム

キ07 言 語 コ ン ピ ュ ー タ 言 語 プ ロ グ ラ ム
,

キ08 通信政策 通 信政策

キ09 放送事業 放送事業

キ10 通信工 学 通 信工 学

キ11 情 報 シ 情 報 シ ス テ ム

キ12 情報政策 情報政策

キ13 モ デ ル シ ミュ レー シ ョンモ デノMシ ミュ レー シ ョンシ ス テ ム 等

キ99 その 他(情) そ の 他の 情 報通 信 問題

ク 産 業 ・商 業

略 号 分 野 名 内 容

ク01 産業政策 産業政策

ク02 産 業 立 地 産 業 立地

ク03 商業政策 商業政策

ク04 市 、 場 マ ー ケ テ ィ ン グ

ク05 貿 易 貿 易

ク06 企業 関連 企業 関連

ク07 経営 関連 経営 関連

ク99 その他(産) そ の他 の 産 業 商業 問題

ケ そ の 他

略 号 分 野 名 内 容

ケ01 生活科学 家 政学,生 活 科 学

ケ02 農林水産 農林水産畜産業

ケ99 そ の`他 そ の他
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表3-6統 計 表類 キーワー ド表

本 キーワー ドは,ク リア リングデータベースでは対象分野 として,簡 易型 データベースで

は,キ ーワー ドとして使用 され るものである。

ア 人 口

略 号 分 野 名 内 容

ア01 人 口 各 種 人 口に 関 す るもの

ア02 世 帯 数 世 帯 数,世 帯 人 員等

ア03 人 口密 度 人 口密 度

ア04 流動 人 口 流 動 人 口,転 出 入 人 口,人 口 動 態 な ～

ア05 昼 間 人日 昼 間人 口

ア06 就業者数 各 種就業者数

ア99 そ の 他(人 口) そ の他 人 口 に関 す る もの

イ 土 地 等

略 号 分 野 名 内 容

イ01 土 地 面 積.河 川.山 等

イ02 気 象 気 温.降 水量 等

イ99 そ の 他(土)" そ の 他 の 土地,気 象 に 関 す る もの

ウ 農 林 水 産 業

略 号 分 野 名 内 容

ウ01 農 業 農 業 に 関 す る もの

ウ02 林 業 林 業 に 関 す る もの

ウ03 水 産 業 水 産 業 に 関す る もの

工 事 業 所

内 容略 号 分 野 名

工01 事業 所数(事) 各種事業所数

エ02 従業 者数(事) 各種従業者数

エ99 そ の他(事) そ の他 の事 業 所 関 連
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オ 製 造 業

略 号 分 野 名 内 容

オ01 事業所数(製) 各種事業所数

オ02 出 荷 額 出 荷 額,生 産 額,生 産 量 等

オ03 従 業 者 数(製) 各 種従業 者数

オ04 生産指数 各 種生 産 指数

オ99 そ の 他 そ の他 の製 造 業 に関 す る もの

力 生 活 関 連

略 号 分 野 名 内 容

カ01 建 設 着 工 建 築物 等 建 設 関 連

カ02 住 宅 住 宅 関 連

カ03 電 気 電 力量 等 電 気 関 連

カ04 ガ ス ガ ス,LPG,LNG等

カ05 水 道 上 水,下 水等

カ99 その 他(生) その他 の 生活 関連

キ 運 輸 ・通 信

略 号 分 野 名 内 容

キ01 道 路 道 路,橋 梁 等

キ02 輸 送 貨 物 輸 送,輸 送人 員 等

キ03 交 通 量 各種交通量

キ04 自動 車 数 各 種 自動 車 数

キ05 郵 便 郵便 関連

キ06 電 話 電話 関連

キ07 そ の他(運) そ の 他 の 運 輸 関連

キ99 そ の他(通) そ の 他 の 通 信 関連

ク 商 業

略 号 分 野 名 内 容

ク01 商 店 数 各種 商店数

ク02 従 業 者 数(商) 各種従業者数
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略 号 分 野 名 層 内 容

ク03 販 売 額 各種販 売額

ク04 輸 咄 各 種 の 輸 出 額

ク05 輸 入 各 種 の輸 入 額

ク99 そ の他(商) そ の他 の 商 業 に 関す る もの

ケ 教 育

略 号 分 野 名 内 容

ケ01 学 校 数 各 種学校数

ケ02 在学者数 各種在 学者 数

ケ03 教職員数 各種教 職員数

ケ04 生 徒 数 各 種生 徒,児 童 数

ケ05 卒業者数 各種卒 業者数

ケ99 その他(教) そ の他 の 教 育 関連

コ そ の 他

略 号 分 野 名 内 容

コ01 金 融

コ02 物 価

コ03 家 計

コ04 賃 金

コ05 労 働

コ06' 所 得

コ07 財 政

コ08 公 務 員

コ09 選 挙

コ10 司 法警 察

コ11 災害事故

コ12 宗 教文 化

コ13 社会保障

コ14 衛 生

コ99 そ の 他
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サ 年鑑等

略 号 分 野 名 内 容

サ01 年 鑑 既 存設定分野以外の年鑑 類

サ02 要 覧 '・'要 覧 類

サ03 白 書 "白 書類

サ04 年 報 '・ 年 報 類

サ05 月 報 '・ 月 報 類

サ06 遠 聞 "速 報類

(1)4箇 所 全てに存在する同一 のデー タを統計名か ら検索す る。

デー タの検索Keyは 次 の とお り。

■

◆

事業所統計

工業統計

商業統計

国民所得

国勢調査

(2)各 地 域のいずれかにあるデータを検索する。

④ 地域 に特化 したデー タを統計書名か ら検索す る。

各地域の ユニー クなデー タを対象 とする。

Key)"四 国海運の現状""し まねの職安行政53"な ど

◎ 同一文字列を含むデー タを統計書名か ら検索する。

Key)県 民 所得,産 地調査,島 根県 など

◎ キー ワー ドか ら検索す る。

Key)イ02(気 象),コ03(家 計),カ02(住 宅)な ど

e発 行所か ら検索する。

Key)和 歌 山県企画部,日 本都 市センター など

⑯ 発行年か ら検索する。

Key)1978,1981(西 歴 年)な ど

6対 象年か ら検索する。

Key)1980,1982(西 歴 年)な ど

① 保管場所か ら検索す る。

Key)四 国通商産業局調査課
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実験 システムを行 った結果,次 の ような評価(改 善 ・要望点含む)を 得た。

O文 字列に よる検 索だけでな く,数 字,コ ー ドに よる検索も考慮されて おり評価 できる。

Oベ ス トとは言えないまで も使 ってみたいシステムではある。

o複 数項 目をKeyと した組合せ チ ェックも可能な もの とす る方が よい。

o検 索デー タの該 当件数,タ イ トルー覧を画面 出力 してほ しい。

oキ ー ワー ドも含 めマニ ュアル整備が必要 だ。

o今 後の発展の可能性を考える と検索ス ピー ドの一層の改善,デ ー タ量の拡大を図 る必要

があろ う。

また,実 験 システムのニーズについて もデータの整備に要する時間お よび労力を考慮す る

と,ど の業務 にどれ だけのニーズが あるかを明確に しておいた方が よい とい う意見が寄せ ら

れた。

デモを実際に見て もらっただけに,パ ソコンの画面出力に関 して も細か な注文が出された

が,ユ ーザの幅広い リクエス トに応え るために も大型 コンピュータによるデー タベースの構

築を図 りつつ,地 域情報 センターの設立 を志向すべ きであろうとい う意識 が汲み取れた。

5.5.2ヒ ヤ リングによ る評価

中国,四 国の両地域においては,広 島通商産業局,四 国通商産業用 にそれぞれ シャープMZ

-80B ,日 立 ベー シ ックマス ター16000シ リーズのパ ソコンが既に設置され てお り,本 来な

らば これ らのパ ソコンと(財)関 西情報センターのFM-8と を公衆電話回線で直結 して,大 阪

通商産業局の場合と同様 な方法 で,利 用者 に よるシステム評価を実施 したか った。 しか し,異

機種 パソコンの接続に要する手間と時間等を考慮 した結果,実 験 システムを利用す るのは,近

畿地域内の大阪通商産業局 と(財)関 西 情報 センターの間で行い,他 地域においては,情 報処

理関連部門の人々を対象として,口 頭で簡易型 デー タベース システム等を説 明するこ とに よって

システム評価を行 うことに した。

ヒヤ リング調査を行 うにあた り,ま ず,

① 本調査研究の趣 旨,目 的お よび経過の概要

② 地域情報 センター構想とその課題

③ 実験 システムの内容

を事前に説明 した。

また,ヒ ヤ リング項 目としては,ヒ ヤ リング調査票(表3-7)の とお り,

① 地域情報センター構想に対するニー ズ,現 状,あ り方 および課題

② 実験 システムのニーズ,評 価,要 望,改 善等

③ 台帳の有効活用

の3テ ーマを設定 し,実 験 システムだけでな く地域情報セ ンター構想,台 帳の有効利用にっい

て も調査す ることとした。
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表3-7ヒ ヤ リング調査票

西 日本地域情報拠点形成 に関する

ヒ ヤ リ ン グ 調 査 票

調

査

対

象

調 査 箇 所

調 査 者

面 談 者

地
域
情
報
セ
ン
タ
ー

ニ ー ズ

現 状

あり方及び
課 題

実

験

シ

ス

テ

ム

ニ ー ズ

評 価

要望 ・改善等

台帳の有効活用

備 考
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ヒヤ リング調査を行 った結果 をま とめてみ ると,次 の ようなものであった。

(1)地 域 情報 センター構想につhて'

<ニ ー ズ>

O地 域 情報センターの機能 としては,ク リア リング機能は必須である。デー タニーズ面

か らいえば,将 来的には行政情報,各 種技術情報が志向され よう。

Oテ クノポ リス構想の実用化に伴い,県 レベルでの情報センター設立の動き もあ り,地

域情報並びにセンターその ものに対するニーズは今後,増 々高まるだろ う。

〈現 状>

O中 国,四 国両地域 とも情報面で核 となるべ きものが不在 している。

○ 中小企業 においては,基 礎的経済 デー タを入手できて も独 自6分 析経済予測が十分に

行われていない。

〈あ り方および課題 〉

○ 将来,ネ ットワークが実現される場合には,イ ンフォメー ションセンターが必要 とな

ろ う。

○ 単 にデー タを掻 き集 めるとい うイメー ジではな く,技 術,市 場,経 営等の分野別に情

報の区分け と意味づけが必要 となろ う。

○ 情報公開の 問題 も含 め,社 会的基盤の整備が必要 とされ るだ ろう。また,官 民相互の

協力において も一層の充実が要求され よう。

② 実験 システムについて

くニーズ〉

○ どこに どん な情報が あるか,と いった ような所在情報が ニーズ としては一番強い。

<評 価>

o当 簡 易型デー タベース システ ムは,概 ね利用 に耐え うる もの と評価で きる。 だが ,フ

ロッピーの容量,検 索の速度を考 えるな らば ,地 域情報センターのシステムとしては不

十分であ り,む しろ,各 地域内のシステムとして考えた方が よい と思われ る。

Oキ ー ワー ドの設定方法 としては改 良,検 討の余地があるとはい うも.のの比較的コンパ

ク トにまとま っている。

〈要望 ・改善等〉

○ キー ワー ドも含め,入 力項 目の改善,標 準化 を図 った方が より利用価値が高まる。

Oデ ータメンテナ ンス体制 を確立す る必要がある。

○ パ ソコンに よる検索 システムは制約条件が多い。 したが って,大 型 コンピュータによ

るデータベース システムの構築が必要である。

○ 異機種パ ソコン間の互換性を図る必要が ある。

(3)台 帳 にっいて

。 台帳 の項 目として統計表名 ,デ ータ項 目名がなければ実用性 に乏 しい。

○ 機械化 ベー スにのっては じめて ,台 帳に価値が生 まれる ことになると思われ るので,
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将来的には収録す るデー タの範囲を拡大 し,デ ー タベース化を促す ことが望ま しい。

○ 台帳は,当 面内部資料 として有効 に活用すべ きである。

以上が,ヒ ヤ リング調査の内容である。

ここで再度実験 システムの評価を2つ の側面か ら検討する。まず,積 極的に評価 できる点 と

しては,次 の4点 に集約され る。

① 現在,広 島通商産業局行政資料室では台帳 と図書 カー ドに よる管理を行 っているが,本 シ

ステム稼動 に よってシステムに よる管理,運 用が可能 となり,業 務の効率化,高 度化が期待

され る。

② シス テム的には,従 来,他 の システムに見 られ る指定文字(書 名等)に よる検索だけでな

く,「 内容 」を推察 できるよ うなキー ワー ド検 索 も可能 とされてお り,す べての項 目をキー

として検索が可能 となったことでク リア リング機能が高まった と言える。

③ オ ンライン(回 線利用),オ フライン(FD利 用)の いずれの方式に よる交換 であって も

情報の流通 を促す ことにな り,将 来のネ ットワー ク並びに地域情報 センターのク リア リング

機能を考え る上で有用な第一歩 となる ものである。

④ 現在の統計書,報 告書整備か ら将来 の 「地域経済情報 」とい った ク リア リング情報体系へ

と発展 してい くと,幅 広い ニーズに も対応で き,情 報の価値を一段 と高め,情 報流通の活性

化に もつなが ることになろ う。

次に,改 善 ・要望等の マイナス評価 としては,以 下 のような指摘がみ られた。

① キー ワー ドにつ いて,項 目の種類が不足 してい る。キー ワー ドの付け方が各地域 でバ ラバ

ラになる可能性が ある。

② 検索項 目について,1つ だけ をキー とするのでは,検 索時間がかか りす ぎるな ど,ユ ーザ

の立場 か らすれば十分でない点 も存在す る。それ故,AND,OR条 件が機能するなど組合せ

検索を可能 とするものに した方が よい。

③ ク リア リング情報に対す るニーズは統計書その もの よりも個別の統計表に対 しての方が よ

り強い。その意味 で,統 計書の概要がわかる 「要約版 」的なものを表示す る項 目を設定する

ことも考えてみては どうか。

④ 情報流通面か らみる と,オ フラインは フロッピーデ ィスクに よる交換 を行わねば ならない

な ど二重手間 となる部分が あるので,オ ンラインでデー タ交換 を行い,デ ー タの一元化に努

める ことが望ま しい。 ただ,さ しあた っては,デ ー タメンテナ ンス等の問題 もあ り,ど こで

どの ように管理,運 営す るのかは検討 を要す る。

5.3.5評 価 のま とめ

パ ソコンを利用 してのデー タ交換の実験は ,2種 類 の方法を考えたが,い ずれ において も概

ね うま くい った ようである。 ソフ トウェアの移植,転 送速度など,課 題は若干残 されている も

のの,簡 易型データベー スに よるデータ交換 ネ ットワー クの実現 に向けての第1ス テ ップとも
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言えるだろう。

しか しなが ら,パ ソコンあるいは簡 易型 デ ー タベ ー スで は,能 力的な限界がきわめて低 レ

ベルにあることは当然であ り,ヒ ヤ リング調査においてはその点への指摘が強い ようである。

た とえば,デ ィスプレイ画面上の情報量,検 索方法,検 索速度 などについて,多 くの人が不

満を感 じてい る。技術的に解決不可能な問題ばか りで ある とはいえないが,8ビ ッ トパ ソコン

を用い る以上はネ ックにならざるを得 ないだろ う。

この よ うに,満 足すべ きシステムとは いえ ないまで も情報流通への何 らかの足掛か りとなる

べき ものであるだけに,シ ステムの必要性その ものについては肯定された といえ よ う。 さらに

いえば期待されている面 も多いといえ よう。 これ は総論である地域情報 センター構想に関 して

その必要性が充分認め られているため と考え られ てい る。 また,そ の基本的機能の1つ である

ク リア リング機能について も相当のニー ズが ある ようである。

具体的に簡易型 デー タベースの能力を考え ると,期 待されている機能 を辛 うじて備えている

程度 といわなければな らない。 より多 くの機 能を実現 させるためには,ど うしても大型コンピュータ

の役割分担を考えねば ならない。 たとえば ヒヤ リング調査で も指摘が あった よ うに,地 域情報

センターの下位 に位置づけ られるサブセンター(具 体的 な情報発生機関)の 管理用にパソコン

(簡 易型 デー タベース)を 利用 し,地 域情報センターではそれ らを集約 した大型のデー タベー

スを構築する ことも可能だろ う。 あるいは,端 末 としてパ ソコンを利用す ることも可能である。

将来的には,必 ず この ような役割分担 を具体的に検討すべ き時期が くるもの と思われ る。

いずれ において も,最 重要 な課題 と しては運用の問題があげ られている。 ヒヤ リング調査で

も,適 切 な運用,正 確なデー タ管理,更 新が指摘 され ている。実際 この種のデータベ ースは常

にデー タの更新が行 われていなければ,そ の価値は激減す る。構 築時において もマンパ ワーの

投入 が必要であるが,継 続的なマンパ ワーの投入が可能かど うかが,シ ステムの有用度を決め

るだろ う。運用形態,運 用組織,デ ータ更新 の頻度等,充 分 な検討がなされ る必要があろ う。

その前提 として必要な ことはサブセンター における情報管理の充実である。地域情報センタ

ーにおいて
,最 終的に地域の情報の とりま とめを行 うわけであるが,デ ー タ発生場所で的確な

情報 管理をす ることが,地 域情報センターの負担を少 な くさせるだけでな く,効 率的かつ正確

な運用に役立つ ことは 自明のことであろう。まず,サ ブセンターにおける情報整備 のあ り方を検

討,充 実させ ることが必要である。台帳の共有化,共 通 フォーマ ン トに よる台帳 の整備は,地

味では あるが最初に手がけ る必要の ある過程 といえる。 ヒヤ リング調査では,い くぶん台帳の

有効性についての評価が低いが,地 域の情報化のまさにベー スとして実現化を 目指すべ き課題

だ と思われる。
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4、 ク リア リ ン グ情 報 ネ ッ トワ ー ク体 制 の 構 築

4.1デ ー タ 整 備

ク リア リング情報の基礎は,各 デー タ保持 機 関 に お け る整 備 で あ る。 た とえ システムとして

使いやす く,立 派なデー タベースがで きたとして も,入 力すべ きデー タが なければ,そ れは全 く意

味をもたない もので しか ない。

通常,こ れ らの機 関では,台 帳 な リカー ドとい う形式で全ての情報を整理 してい る場合が多い。

しか し,そ れぞれの機関における整理については,む ずか しい問題が多い。

た とえば,

O

○

○

○

○

などである。図4-1は,

る といえ よう。

また,た とえ個々の組織におけ る整理ができた として も,複 数 の組織が,共 同で情報サー ビスを

す るとなる と新たな問題点が派生する。

特に,

o台 帳 のフォー マ ットの統一

〇 分類方法の統一

については,最 もi基本的な要件 と して満た しておかねばな らない約束事 と思われ る。

そ こで,本 年度の調査vateい て は,3通 商 産業局な らびに助 関西情報 センター における台帳の整

備 とい うことに相 当量のマンパ ワーを費 した。台帳の フォー マッ トは,簡 易型 デー タベースへの入

力とい うことを前提に考 えて設計 した。例を表4-1に 示す。 また,分 類は57年 度,作 成 したキー

ワー ドを利用することに し,一 部手直 しをした。

整備の対象 として,3通 商 産業局,(財)関 西情報センターでは統計書類を選んだ。58年 度調査に

おいて台帳 に記入 された量は,

大 阪 通 商 産業 用2,500冊

広 島通 商産 業 局2,000冊

四 国 通 商産 業 用960冊

関西情報 センター596冊

で ある。 これ らはコ ピー に より相互に保持 し,利 用することも可能であろ う。 また,フ ロッピーデ

ィスクへ格納 し,簡 易型 デー タベースで検索する ことも可能になろ う。

ただ し,こ の ような台帳整備が単年度の業務 として終 わっては何にもな らない ことは明 白である。

毎年 のア ップデー ト,メ ンテナンスの努力があってこそ,は じめて価値が生 まれ て くるものである。
,

管理を担当す る部署がない。 あるいは,マ ン ・パ ワーがない。

入手経路が様 々なために,全 てを捕捉できない。

資料室が ないため,一 元的 に管理できない。

分類がむずか しく,適 切 な処置が しに くい。

台帳はあるが,所 在までは確認できない。

ある組織の資料の流れを示 した ものだが,そ の複雑さの一 端を示 してい
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① 購入 図書,資 料

② プロジ・Z鴫 料

一
③ 各種外部委員会資料

④ 各種団体の機関紙誌

⑤ 欝 団儀 官鴨

⑥ 定 期 購 読 雑 誌

⑦ 地 図 ・パ ン フレ ット類

登 録

個 人 資 料 化

担 当 担当者 登
部

期 限 付 保 存

期 限 付 保 存

登 録

目 次 コ

資 料 室

ダンボール

(死蔵)

廃 棄

録 資 料

磁

廃 棄

廃 棄

期 限 付 保 存

廃 棄

図4-1資 料 の分類 と収集整備の形態
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表4-1台 帳 記入例

1・ 一 ドlo161017151・12101

巨 一 ・一 ド ウ 0 1 lllll十111111・lllll

匿 計書名 し い た け 栽 培 調 査 結 果 報 告 書 5 3 年 2 月111日1

調 査

1設 計 名1し1い1た1け1裁1培1調1査1111}llllIl

匡 行 年1・lgl71811対 象 年111917181

1発 行 所1島1根1県1企1画1部1統1計1課lllllll

1保 管 場所1広1島1通1商 匡1業1局1行1政1資1料1室llll

1・ 一 ド10161017151glol・1

1キ ー ワ ー ド オ 0 1 , オlo121,1コlglglllll川ll11

1設 計 書 名 地 域 工 ネ ル ギ
一 開 発 利 用 調 査 報 告 書 1[

「設 計 名1地1域1エ1ネ1ル1ギ1-1開1発 桔ul用1調1査lllll1

1

已 行 年川918□ 1対 象 年1・19181・1

1発 行 所1島1根1県1企1画1部llllllllll

1保 管 場所1広1島1通1商1産1業1局1行1政1資1料1室lll

1・ 一 ド1・161・171・1・1・1・1

1キ ー ワ ー ド オ 0 1 , オ1・12卜1・lglglllll川llll

1設 計 書 名 地 場 産 業 総 合 実 態 調 査 結 果 報 告 書 1□

11設 計 名1地1場1産1業1総1合1実1態1調1査llllllll

1発 行 年111gl81111対 象 年111918101

l

l

1発 行 所1島1根1県lllllllllll|

1保 管 場所1広1島1通1南 国 当 局1行1政倒 料1室1川
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前述 した ように,個 々の組織 に於いて,そ れぞれ管理上の問題点を抱えているわけで あるが,情 報

の重要性 とい う観点か らも今後の努力が必要 であ り,何 らかの手だて,シ ステムづ くりが なされ る

ことを望む ものである。

4.2ネ ッ トワ ー ク体 制 と・地 域 間 連 携

ネ ットワークの基本的機能 とは,ど の機関か らで も他機関の情報にアクセスで き,効 率的な情報

利用の促進をすることであろ う。 したが ってネ ッ トワーク体制 とは,こ の ような機能 をサポー トし

得 るものでなければな らない。

一方
,情 報交換 システム(ネ ッ トワー クシステム)に ついては,何 段階かのステ ップが考え られ

る。

① 台帳交換 あるいは,台 帳の相互検索による情報利用。

② フロ ッピーデ ィスクの交換等の ファイル交換 シス テムによる情報利用 で各機関のパ ソコンなど

に より検索する。

③ パソコンをオ ンラインで結び,他 のパ ソコンに対 しオ ンライン検索が可能 となる ようにする。

④ 大型 コンピュータをセンターとして設置し,そ こにデー タベースを構築する とともに,各 機 関には,

オ ンライン検索端末を置 く。

④を除き,デ ー タの整備,マ シンへの入力等は情報発生機 関が担当す る。 した が って,4.1で も

述べ た ようにデー タ整備にあたっては充分な統一化,規 格化が なされ ておかねばな らない。

別の観点か ら見る と,ネ ットワークの構築は,

① 初期段階

② 開発段階

③ 運用段階

に分ける ことができよう。初期段階 とは,ま さに本調査が該当するが,基 本的な機能や方法の検討

と初期のデー タ作成に分け られ よう。特に後者は,膨 大な資料,文 献を対象にす るわけ であ り,マ

ンパワーは相当覚悟 しなければな らないだ ろ う。 費用の確保が第1の 問題点 として浮か び上がって

こよう。 本調査において も,台 帳の整備 とともに,デ ー タの入力 とい う作業を若干テス ト的な意味

もあ り実施 したが,約62件 であ り,テ ス トデー タの域を こえてはいない。初期デー タの入力につ

いては費用の裏づけとともに入力方法について検討す る必要が あろ う。

開発段階における開発 とは,シ ステムの ソフ トウェアの開発の ことで ある。本調査で提案 してい

る簡易型 デー タベースとは,前 述の第2段 階の ステ ップで示 したシステムに相当 しよう。 これは,

関 西情報 センターで開発 し,大 阪通商産業局に も移植中であるが,他 の通商産業局や機関には移植

されていない。

さ らに,第3段 階や第4段 階の システムについては,今 後の開発 に待たざるを得ない状況である。

開発に あたっては,開 発担当の決定,費 用負担の割 りふ りな どの問題点が生 じよう。 また,オ ンラ

インで結ぶ ことになるとデー タセキ ュリテ ィの問題 も発生するだろ うし,制 度的な問題 も生 じる可

(36)



能性がある。 たとえば,公 的機関のデータベースに民間の端末がアクセスす るなどで ある。今後,

充分 な検討を要 しよう。

運用段階においては,経 常的な運用体制が構築されねばな らない。そのためには,サ ー ビス水準

の設定,サ ー ビスの方法,ユ ーザへの費用負担の考え方,組 織間の費用負担の あり方な どが,検 討

され る必要があろう。

いずれの段階 において も,ネ ッ トワークへの参加組織の密接な関係,情 報交換が必要である。そ

こで,本 調査委員会(西 日本地域委員会)を 発展させた もの と しての連絡協議会的な性格 をもつ組

織をつ くることが必要 になろ う。その下に各地域内のコ ミュニケーシ ョンを図 る委員会 と,そ れぞ

れの テーマ別に検討す る委員会を構 築することになろ うと思われる。具 体的 なイメー ジを図4-2

に示 す。

}

大 広 四
阪 島 国
地 地 地
区 区 区
委 委 委
口 口 口
貝 貝 貝

会 会 会

1 1

連絡協議会

1 1

シ 運 セ

ス 用 キ

テ サ ユ

ム担 1担 リ対

開当 ビ当 テ策
発部 ス部 イ部

会 会 会

図4-2ネ ッ トワ ー ク体 制
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連絡協議会は,本 ネ ッ トワーク体制に関す る総合的な意志決定機関であるとともに,各 地区の調

整を し,ま た,他 地域(東 京 など)と の連絡,調 整機能 を持つ もので ある。地区委員会は,そ れぞ

れの地区において本ネ ットワークに参加する組織 によって,構 成 され るものと思われるが,地 域内

の意見調整,意 志決定な らびにサー ビスの実施をする ものである。また,部 会は,個 々の問題領域

の中での課題を検討する ところと位置づけ られ よう。

●
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5.今 後 の発展 に向 け て

5.1調 査 研 究 成 果

本調査は,地 域情報センター の設立 の必要性 をいい,そ の機能の1つ としてク リア リング機能の

重要性を述べて きた。 これは本調査の対象地域が,近 畿,中 国,四 国 とい う3地 域であ り,そ れぞ

れの地域の情報化への進展度合が大 きく異なるため,共 通的な課題を探 った結果で ある。 したが っ

て,各 地域にお・いては,そ れぞれ もっと重要 な課題が あ り,そ れを解決するための システムな り,

情 報拠点機能があるか も知れ ない。本調査は,そ うい った点で一般的あるいは,基 礎的 な課題に と

り組ん だとい うことが できよう。

しか し,別 の言い方 をすればそれぞれの地域がいずれ も,こ のような情報流通のための基礎的機

能 を欠いているともいえるだろ う。つま り,情 報流通に対するニーズの強さと情報流通機能の整備

の遅れ,む ずか しさといった ものの ギャップを示 しているとい うことで ある。本調査 も情報流通機

能の整備 とい う視点か ら評価 しなければな らないだろ う。 まず,本 調査の特徴は,パ ソコンを利用

した簡易型 デー タベースを提唱 し,そ の具体的 システムを明示 したことにある。従来のデー タベー

スは大型コンピュータを中心に,入 力段階から集中的な管理 を行 うものが多いわけであるが ,簡 易型 デー

タベースでは フロッピーデ ィスクとい う媒体 を用いることに より,情 報発生地点に おける情報管理

を可能に している。 いわば,面 的な広が りを持 ったデー タベースシステムとい うことが できよう。

したがって,上 記の ような情報流通機能の整備の遅れに対 して,基 盤整備の1つ と して位置づけ ら

れると考えている。

ただ し,昨 今のパ ソコン等の技術の推移は,め ま ぐる しく,本 調査 で提案 しているシステムはす

でに能力的には低いものになっているといわねばな らない。た とえば,検 索速度や入 出力の課題な

どは,16ビ ッ トのパ ソコンに変 更するだけで,か な りの部分が,改 善され よう。 システムの機 能

ア ップについては,ソ フ ト,ハ ー ド共に常に検討 してい く必要が ある。

第2の 特徴 としては,大 阪通商産業局 と(財)関 西情報 センターの間でのデー タ交換の実験を行

った ことが あげ られ よう。デー タ交換その ものは,技 術的にみてむずか しい ものではない。 しか し,

公 共的なデー タのや りとりを この ような形で行 うこともで きるとい うことを,示 し得た と考えてい

る。 パ ソコンの通信機能が,今 後さ らに強力になり,フ ロッピーデ ィスクの入力媒体 としての ウエ

イ トもますます高まるで あろ うことは想像にかた くないわけで あり,本 調査の実験は将来は ごく普

通のデー タ交換方法になるもの と思われる。

その他,具 体的な成果 として同一 フォーマ ッ ト,同 一 キー ワー ド群に よる台帳づ くりを行った こ

とが あげ られ る。台帳の重要性はすでに何度 も指摘 しているが,異 なる組織で同一 フォーマ ッ トの

台帳 をつ くることはむずか しい ことで ある。本調査で行った台帳 づ くりもあくまで も実験 とい うこ

とであり各組織において,オ ー ソライズされ,今 後継続的に行われてい くものではない。 しか し,

本 調査に参加 した4つ の組織 をケース として,6,056冊 分の台帳が,整 備された ととは,意 義深い

ことといって よいだろ う。 これを足がか りに して,永 続的 な台帳の整備へ と発展させねばな らない。
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本調査の対象地域である近畿,中 国,四 国の情報環境の実状調査を実施できたことも成果 として

あげ られ よう。調査結果は,す でに記述 したとおりであり,3地 域 の違いを明白にする ことがで き

た。58年 度 で行 った地域情報 センター構想に関す るヒヤ リング調査 と合わせて,具 体的な状況 を把

握す るのに有用だろ う。

5.2地 域 情 報 拠 点 の 形 成 お よ び あ リ方

これか らの時代は,い かに情報を活用 し,ま た駆使するかが重要 な鍵 となる。光 ファイバー,衛

星通信など今後ますます発達す る情報通信技術に より,地 方にとって情報機能を向上させ るチ ャン

スが到来 しつつあるともいえ よう。

ところが,現 在の地方における情報 システムは,各 企業な どの固有の人事 ・営業管理面 において

か な りの向上がみ られてい るが,経 済,社 会関係の資料類に関 して システム的に管理の行われてい

る事例はす くな く,ど の ような箇所に どの ような資料が所在するのかす ら明らかでない場合が多い。

こうした問題点をな くすためには,各 地域の情報 をシステム的に管理する核 を持つ ことが 必要で

ある との認識の もとに,本 調査では地域情報セ ンター構想を提案 した。

さ らには,こ の地域の核を連携 し,各 地域間での ネ ッ トワー クを形成す る必要 も指摘 した。なぜ

な ら,そ れが,そ れぞれの地域情報センターをつなぎ,地 域情報の広域的な流通を促進するか らである。

ただ し,各 地域の核(地 域情報セ ンターお よびそ のサプセ ンター機能)が 整備 され,さ らにそれ

らを結ぶ域内ネ ソトワー クが充分整備 されれば,お のずか ら地域間ネ ットワークについては充実 し

て くるもの と思われ る。 したがって,ま ず各地域に しっか りした情報拠点,具 体的 には地域情報 セ

ンター とサブセンターの形成,充 実が急務 と考え られる。

なお,ネ ッ トワー クについては域内,地 域間のいずれ において もオ ンラインが理想で ある。 しか

し,い きな リオ ンライン化す ることは物理的に不可能であ り,オ フラインか らオ ンラインへ の段階

的な進展を考えなければな らないだろう。

その地域情報拠点形成へ のステップを示せば次の とお りである。 まず,地 域情報セ ンター として,

そ れぞれの地域 でもっとも適当な機 関を選び,セ ンター としての機能 を果たせる よう育成す る必要

が ある。地域情報 センターのサー ビス,た とえばク リア リング情報の提供であれば,電 話による問

い合わせ を中心 として,簡 易型 デー タベースが あれば一部 フロッピーデ ィスクに よる情報流通 も考

え られ る。

次に対象機関を地域内の各種調査機関,諸 団体等 にもひろげる。また,情 報サー ビスの方法とし

て各地域内のオ ンラインネ ッ トワー クの実現 を考える。 もちろん フロッピーデ ィスクに よる流通 も

考え られ る。

さ らに,地 域相互で情報の交換体制の確立を 目指す。そのためには,セ ンター として育成 されて

きたそれぞれの地域の機 関が確固とした地域情報 センターとして機能 しなければな らない。 オンラ

インネ ットワークについては,そ れぞれの地域でのネ ットワーク化 を進めるもの とす る。

最終的には,対 象機関を各地域においてさ らに充実 させ,近 畿,中 国,四 国の3地 域の地域情報
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センター間にオ ンラインネ ッ トワークを形成 し,相 互に情報 を交換できるようにす る。

地域情報センター構想の構築手順 を概観する と以上の ようになろ う。 しか しなが ら,地 域情報セ

ンターの機能は頭書 において述べた ようにク リア リング情報の提供だけではない。

本調査では,最 も必要性の高い機能 としてク リア リング情報の提供を考え,シ ステム開発 も含 め

て調査 してきたわけ であるが,そ の他に も情報加工機能,情 報発生機能等重要な機能が残 されてい

る。 これ らの機 能について も,地 域情報 センター発展の段階の中で具備 してい くように しなければ

ならない。

実際,情 報発生のための何 らかの手段,機 能が ない と,積 極的な地域の活性化 を図ることはきわ

めてむずか しい もの と言わねば な らない。 したが って,地 域情報 センターの機能強化は,ま さに地

域活性化のための基盤整備 として位置づけ られ る。

前述 した ような発展段階を順調に推移す る もの として も,地 域情報 センターの構築には相 当の時

間,費 用,マ ンパ ワーが必要 である。各地域における一層の努力が要請されるところである。

●

5.5今 後 の 課題

地域情報センターの機能を充分に発揮し,更 に高めていくためには,次 の点が課題となるであろ

う。

① ユーザのニーズに合った情報を適時把握 し,整 備しておくこと。

② 情報提供(収 集)方 法を多様化 し,不 特定多数のユーザに対応できるようにしておくこと。

③ 情報の流通について,法 制面や民政面とともに,費 用分担や周知 ・普及などの利用面での幅広

いコンセンサスを得ておくこと。

(1)ユ ーザのニーズについて

不安定要因をはらむ低成長時代を迎え,企 業環境が益々厳 しくなってい く中で,的 確に将来を

予測 し,設 備投資や事業拡大,進 出などについて投資効率の高い企業戦略計画をたてることが重

要である。

そのためには,行 政 ・地域情勢や経済情勢について,精 度の高レ浪 費な情報をタイムリーに入

手することが大前提である。たとえば,気 象,地 勢,人 口,労 働力などの基礎情報,産 業構成,

鉱工業生産額,開 発計画などの地域経済情報,企 業経営状態などの企業関連情報,所 得,消 費動

向,物 価などの市場関連情報など多種多様の情報を必要とする。情報の所在から言えば,官 公庁

や地方公共団体が所有する各種統計情報,各 界諸団体,調 査機関や研究所などが所有する各種調

査研究の報告書情報といったものが利用価値の高い情報と考え られる。

② 情報提供(収 集)方 法の多様化について

情報提供(収 集)の タイミングおよび媒体はユーザによって異なり,地 域情報センターとして

は柔軟に対応できるようにしておかなければならない。

情報提供(収 集)の タイミングは定期と随時がある。定期的な情報提供(収 集)は 内容が定型

的であり,事 前登録制の採用などで対応が可能である。しか し,随 時的な情報提供(収 集)は 内
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容が非定型的で必要情報の検索相談を伴 うものが多い と思われ るので,受 付相談窓口を設置 し,

.常時 オー プンしてお く必要があろ う。そのために もク リア リング機 能を充実 じ,常 に精度 の レベ

ルア ップをはか っていかなければな らない。

情報提供(収 集)の 媒体はユ=ザ の情報 システ ム化の進展度 により,郵 便,マ イクロフィルム,

フ ァックス,フ ロッピーデ ィスク,磁 気テー プ,オ ンラインな ど多種多様 であり,ま た,規 格 も

必ず しも統一 されてい るものでない。 したが って,こ れに対応するために設備機器の増大,運 用

システムの複雑化な どコス トの高騰を招 くので,こ の要因を抑え る方策を検討する必要がある。

理想の情報提供(収 集)方 法は,オ ンライン,リ アルタイム処理に よる会話型検 索で あるが,

至 近年度での実現が困難であるので,需 要 の拡大,情 報の整備体系化,ソ フ トウェアの開発,オ

ンライン情報ネ ットワー クの形成な どの進展 を,に らみなが ら検討 してい く必要が ある。

(3)情 報 流通について

情報流通に際 し次の点が問題 となる。・

① 情報公開の問題

情報 を利用す る立場か らは 自由に情報を入手で きるに越 したことは ないが,現 実 には 「情報

は非公開 」の姿勢が強い。確かに,あ る程度の制限を必要 とす る情報はある。 プライバ シーの

保護 を必要 とす る個人情報,情 報提供者の利益確保を必要 とす る商品価値の ある情報,未 公表

の地域開発計画の情報な ど,あ る特定者 にだけ利益を もた らす可能性のある行政情報,ほ か機

密扱いの情報がそれ である。 、

しか し,こ れ ら以外の情報については情報公開基準の よ うに一定のルールを設定 し,統 計 目

的外使用を制限 した統計法な どの制限緩和,官 公庁 と民間 との情報交換の促進な ど,基 本的に

は,情 報を公開する とい う姿勢が必要で ある。

② 情報の質の問題

情報の価値は ユーザの欲するタイミングと内容で決まるが,現 時点では公開の時期や形式の

面で問題がある。統計情報の公表時期の遅れが 目立つ とともに,情 報収集,整 備周期 の不整合,

情 報内容の地域的ア ンバ ランス,情 報の分類体系,レ ベルの不統一な どが あり,比 較分析が充

分行え ない状態である。

したが って,早 急に上記の問題を解決 しなければ情報の利用ニーズを高めることは困難であ

ろ う。

③ 情報 の費用の問題 ・

必要 な情報を入手するのに相応の対価 を支払 うのは,受 益者負担の原則か ら言 って当然であ

るので,情 報提供サー ビスの利用料金を合理的に設定 し,提 示す る必要が ある。

情報の検 索 ・提供費用な ど,需 要 に対応す る変動的 な費用は受益者 を特定で きるの で問題は

ないが,デ ー タの メンテナ ンス費用,コ ンピュー タシステ ムの運用費用な ど,固 定的 な費用の

分担 をどうす るかは,受 益者 を特定できないだけ にむずか しい問題である。

④ 情報提供サー ビスの問題'
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ユーザに良質の情報提供 サー ビスを提供するためには
,情 報の収集,加 工,総 合案内に必要

な優秀 なス タッフを確保す る必要がある。

また,情 報提供側の システム運用の変更を不特定多数 のユーザに対 し,い かに迅速に周知 し,

教 育,指 導す るか,そ の方法を検討 してお く必要が ある。

地域情報センターを効果的に機能させ るため,以 上の ような課題 を解決 し,早 急に地域情報セ

ンター構想を実現することに よって情報化社会へ の対応 を図 っていかなければな らないだろ う
。

戊
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